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企業会計基準公開草案第 73 号「リースに関する会計基準（案）」等に対するコメント 

１．コメントの対象となる公表物の名称及び公表時期 

 企業会計基準公開草案第73号「リースに関する会計基準（案）」（2023年5月2日公表）（以下「本会計基準案」という。） 

 企業会計基準適用指針公開草案第73号「リースに関する会計基準の適用指針（案）」（2023年5月2日公表）（以下「本適用指針案」という。ま

た、以下、本会計基準案及び本適用指針案を合わせて「本会計基準案等」という。） 

 企業会計基準公開草案第74号「『固定資産の減損に係る会計基準』の一部改正（案）」（2023年5月2日公表） 

 企業会計基準公開草案第75号「『連結キャッシュ・フロー計算書等の作成基準』の一部改正（案）」（2023年5月2日公表）（以下「連結キャッ

シュ・フロー計算書作成基準一部改正案」という。） 

 企業会計基準公開草案第76号（企業会計基準第18号の改正案）「資産除去債務に関する会計基準（案）」（2023年5月2日公表） 

 企業会計基準公開草案第77号（企業会計基準第20号の改正案）「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準（案）」（2023年5月2日公表）

（以下「賃貸等不動産時価開示会計基準改正案」という。） 

 企業会計基準公開草案第78号（企業会計基準第29号の改正案）「収益認識に関する会計基準（案）」（2023年5月2日公表）（以下「収益認識会

計基準改正案」という。） 

 企業会計基準適用指針公開草案第74号（企業会計基準適用指針第6号の改正案）「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針（案）」（2023年5

月2日公表）（以下「減損会計適用指針改正案」という。） 

 企業会計基準適用指針公開草案第75号（企業会計基準適用指針第13号の改正案）「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針（案）」（2023

年5月2日公表） 

 企業会計基準適用指針公開草案第76号（企業会計基準適用指針第15号の改正案）「一定の特別目的会社に係る開示に関する適用指針（案）」（2023

年5月2日公表） 

 企業会計基準適用指針公開草案第77号（企業会計基準適用指針第19号の改正案）「金融商品の時価等の開示に関する適用指針（案）」（2023年

5月2日公表）（以下「金融商品時価開示適用指針改正案」という。） 

 企業会計基準適用指針公開草案第78号（企業会計基準適用指針第23号の改正案）「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針

（案）」（2023年5月2日公表）（以下「賃貸等不動産時価開示適用指針改正案」という。また、以下、賃貸等不動産時価開示会計基準改正案及
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び賃貸等不動産時価開示適用指針改正案を合わせて「賃貸等不動産時価開示会計基準改正案等」という。） 

 企業会計基準適用指針公開草案第79号（企業会計基準適用指針第30号の改正案）「収益認識に関する会計基準の適用指針（案）」（2023年5月2

日公表） 

 実務対応報告公開草案第65号（実務対応報告第35号の改正案）「公共施設等運営事業における運営権者の会計処理等に関する実務上の取扱い

（案）」（2023年5月2日公表） 

 

以下、これらを合わせて「本公開草案」という。 

 

なお、以下の実務指針等については、日本公認会計士協会より改正案が公表された。 

 日本公認会計士協会 会計制度委員会報告第8号「連結財務諸表等におけるキャッシュ・フロー計算書の作成に関する実務指針」（2023年5月2

日公表）（以下「キャッシュ・フロー計算書実務指針改正案」という。） 

 日本公認会計士協会 会計制度委員会報告第14号「金融商品会計に関する実務指針」（2023年5月2日公表）（以下「金融商品実務指針改正案」

という。） 

 日本公認会計士協会 会計制度委員会報告第15号「特別目的会社を活用した不動産の流動化に係る譲渡人の会計処理に関する実務指針」（2023

年5月2日公表） 

 日本公認会計士協会 会計制度委員会「特別目的会社を活用した不動産の流動化に係る譲渡人の会計処理に関する実務指針についてのＱ＆Ａ」

（2023年5月2日公表） 

 

２．コメント募集期間 

 2023年5月2日～2023年8月4日 

 

３．公開草案を踏まえた公表物の名称及び公表時期 
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 企業会計基準第34号「リースに関する会計基準」（2024年9月13日公表）（以下「本会計基準」という。） 

 企業会計基準適用指針第33号「リースに関する会計基準の適用指針」（2024年9月13日公表）（以下「本適用指針」という。また、以下、本会計

基準及び本適用指針を合わせて「本会計基準等」という。） 

 企業会計基準第35号「『固定資産の減損に係る会計基準』の一部改正」（2024年9月13日公表） 

 企業会計基準第36号「『連結キャッシュ・フロー計算書等の作成基準』の一部改正（その2）」（2024年9月13日公表）（以下「連結キャッシュ・

フロー計算書作成基準一部改正（その2）」という。） 

 改正企業会計基準第18号「資産除去債務に関する会計基準」（2024年9月13日公表） 

 改正企業会計基準第20号「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（2024年9月13日公表）（以下「賃貸等不動産時価開示会計基準」と

いう。） 

 改正企業会計基準第29号「収益認識に関する会計基準」（2024年9月13日公表）（以下「収益認識会計基準」という。） 

 改正企業会計基準適用指針第6号「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（2024年9月13日公表）（以下「減損会計適用指針」という。） 

 改正企業会計基準適用指針第10号「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（2024年9月13日公表） 

 改正企業会計基準適用指針第13号「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（2024年9月13日公表） 

 改正企業会計基準適用指針第15号「一定の特別目的会社に係る開示に関する適用指針」（2024年9月13日公表） 

 改正企業会計基準適用指針第19号「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（2024年9月13日公表）（以下「金融商品時価開示適用指針」と

いう。） 

 改正企業会計基準適用指針第23号「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（2024年9月13日公表）（以下「賃貸等不動産時

価開示適用指針」という。また、以下、改正賃貸等不動産時価開示会計基準及び改正賃貸等不動産時価開示適用指針を合わせて「改正賃貸等

不動産時価開示会計基準等」という。） 

 改正企業会計基準適用指針第30号「収益認識に関する会計基準の適用指針」（2024年9月13日公表）（以下「収益認識適用指針」という。） 

 改正実務対応報告第35号「公共施設等運営事業における運営権者の会計処理等に関する実務上の取扱い」（2024年9月13日公表） 

 改正移管指針「移管指針の適用」（2024年9月13日公表） 

 改正移管指針第6号「連結財務諸表等におけるキャッシュ・フロー計算書の作成に関する実務指針」（2024年9月13日公表）（以下「キャッシュ・
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フロー計算書実務指針」という。） 

 改正移管指針第9号「金融商品会計に関する実務指針」（2024年9月13日公表）（以下「金融商品実務指針」という。） 

 改正移管指針第10号「特別目的会社を活用した不動産の流動化に係る譲渡人の会計処理に関する実務指針」（2024年9月13日公表）（以下「不動

産流動化実務指針」という。） 

 改正移管指針第13号「特別目的会社を活用した不動産の流動化に係る譲渡人の会計処理に関する実務指針についてのＱ＆Ａ」（2024年9月13日

公表） 

 

４．コメント提出者一覧 

[団体等] 

 団 体 名 

CL1 株式会社プロシップ 

CL2 公益社団法人リース事業協会 

CL3 一般社団法人 日本自動車リース協会連合会 

CL4 一般社団法人日本百貨店協会 

CL5 株式会社プロネクサス 

CL6 株式会社ＴＫＣ 

CL7 一般社団法人全国信用金庫協会 

CL8 一般社団法人全国銀行協会 

CL9 日本公認会計士協会 

CL10 石油資源開発株式会社 

CL11 成田空港高速鉄道株式会社 

CL12 三井住友ファイナンス＆リース株式会社 
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CL13 一般社団法人 日本貿易会 

CL14 一般社団法人不動産証券化協会 

CL15 TAKARA＆COMPANY グループ 株式会社宝印刷Ｄ＆ＩＲ研究所 

CL16 公益財団法人日本賃貸住宅管理協会 サブリース事業者協議会 

CL17 住友三井オートサービス株式会社 

CL18 株式会社 INPEX 

CL19 東急住宅リース株式会社 

CL20 定期航空協会 

CL21 公益社団法人 日本証券アナリスト協会 

CL22 EY 新日本有限責任監査法人 

CL23 一般社団法人不動産協会 

CL24 有限責任 あずさ監査法人 

CL25 ぐんぎんリース株式会社 

CL26 PwC あらた有限責任監査法人 

CL27 有限責任監査法人トーマツ 

CL28 西日本旅客鉄道株式会社 

CL29 一般社団法人 日本経済団体連合会 

CL30 日本チェーンストア協会 

CL31 史彩監査法人 

CL32 パナソニックホールディングス株式会社 

 

[個人（敬称略）] 
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 氏名・所属等（記載のあるもののみ） 

CL33 笠井 大樹 公認会計士 

CL34 吉川 嵩悠 よしかわ監査会計事務所 代表 公認会計士 

CL35 山村 和央  

CL36 服部 隆 ＣＭＡ、ＣＩＩＡ 

CL37 田淵 隆明 公認システム監査人、特定行政書士 IFRS・連結会計・公

共政策コンサルタント 

CL38 川本 恭兵 公認会計士 

CL39 中田 清穂 公認会計士 

CL40 本吉 進 本吉総合会計事務所 合同会社本吉総合研究所 公認会

計士 

CL41 梅原 秀継  

CL42 髙畑 修一  

CL43 佐野 直也  

CL44 國見 琢 公認会計士 

CL45 青木 雄二 公認会計士 
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５．主なコメントの概要とその対応 

以下は、主なコメントの概要と企業会計基準委員会（以下「委員会」という。）のそれらに対応するコメントです。「コメントの概要」には主なも

のを記載していますが、以下に記載されていないコメントについても、委員会で分析を行っています。 

 

論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

質問 1（開発にあたっての基本的な方針（借手の会計処理）に関する質問） 

（本公開草案の提案の方向性を支持するコメント） 

1) 本公開草案

の提案の方向

性を支持する。

同意する。 本公開草案の提案の方向性を支持する

コメントである。 

我が国のリース会計基準の策定にあたって、国際的な会計基準と整合性を図ること、特

に国際財務報告基準（IFRS）との整合性を図ることは優先事項であり、本公開草案におけ

る開発にあたっての基本的な方針を支持する。 

また、国際的な比較可能性を大きく損なわせない範囲で代替的な取扱いを定める、また

は、経過的な措置を定めるなど、実務に配慮した方策を検討する方針についても支持す

る。ただし、この点については，あくまでも我が国の会計基準であるから，我が国の実態

に合った会計基準であることが大切である。仮に、我が国の実態に合わせることで、国際

的な会計基準との整合性が図れなくなる場合には、IFRS 任意適用企業に配慮しつつも、

我が国の会計基準であることを優先的に重視するべきである。 

同 上 

本公開草案の開発にあたっての基本的な方針に、同意する。 

百貨店は、店舗・売場・施設等に係る多種多様な賃貸契約を行っており、本公開草案が

施行されることで新たな会計実務が生じることは不可避であり、実務的な負荷の増加は、

必要最小限にしていただきたい。 

同 上 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

本会計基準が開発されるにあたり、仮にすべてのリース取引を借手に対する金融の提供

と捉えて、使用権資産に係る減価償却費及びリース負債に係る金利費用を別個に認識する

会計処理が求められた場合には、管理すべき資産や負債が大幅に増加して、会計実務が煩

雑になることや、リース契約とは異なる取引であると考えている販売業務委託契約（取

引）等がリース取引として認識された場合には、実態と乖離した会計実務（資産・負債の

認識）を求められることを心配していた。 

上記の懸念事項は、本公開草案で完全に払拭されたわけではないが、借手のすべてのリ

ースについて資産及び負債を計上する会計基準として、IFRS 第 16 号「リース」（以下「IFRS

第 16 号」という。）のすべての定めを取り入れるのではなく、IFRS 第 16 号の主要な定め

の内容のみを取り入れることで、簡素で利便性が高い会計基準の開発を基本的な方針とす

る提案に、賛成する。 

また、上記の基本的な方針のもと、国際的な比較可能性を大きく損なわせない範囲で、

代替的な取扱いを容認したことや、経過措置を設けたことは、実務的な負荷を低減する提

案であるとして、賛成する。 

借手のすべてのリースについて資産及び負債を計上するリースに関する会計基準の開

発にあたって、貴委員会が定めた基本的な方針については、考え方としては同意する。 

一方、実務上の観点では、「国際的な比較可能性を大きく損なわせない範囲で代替的な

取扱いを定める、又は、経過的な措置を定めるなど、実務に配慮した方策を検討する。」

（本会計基準案 BC12 項）との記述があるが、同基準案を基準化する過程においては、寄

せられたコメントのみならず対象となる法人の影響（事務負荷、コスト等）を十分に調査

していただきたい。 

同 上 

本会計基準案等の開発にあたっての基本的な方針（借手の会計処理）に同意する。 同 上 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

我々のアンケートのQ1では、回答者の90.9％が「同意する」と回答した。 

IFRS第16号と同様に単一の会計処理モデルを採用したことを評価する。これにより、リ

ースについて、有利子負債により資金調達を実施して設備投資を実施した結果と同様の財

政状態、経営成績が報告されることが期待される。 

その上で、IFRS第16号の主要な定めの内容のみを取り入れ、国際的な比較可能性を大き

く損なわせない範囲で代替的な取扱いを定めたことは、財務諸表利用者にとって受け入れ

可能であると考えられる。 

プライム市場を中心に特に注目度の高い企業についてはIFRSを採用している先も多く、

日本基準が改正されれば、財務諸表の企業間の比較可能性は高まる。 

2) 借手の費用

配分の方法に

ついて支持す

る。 

同意する。利息の配分も適切である。 

（理由） 

IFRS 第 16 号と同様に、ファイナンス・リースもオペレーティング・リースも含めて「す

べてのリースを金融の提供と捉え、使用権資産に係る減価償却費及びリース負債に係る利

息相当額を計上する単一モデルによること」を原則としたことは大いに評価できる。 

しかし、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」（以下「企業会計基準第

13号」という。）においては、その趣旨を没却する例外規定の存在が、IFRS第16号との金

額面での大きな差異となって表れたが、それを排除しない形で本公開草案が出てきたこと

は極めて遺憾である。 

本公開草案の提案の方向性を支持する

コメントである。 

少額リースに関するコメントの対応に

ついては、115)で記載している。 

3) 会計基準の

開発方法につ

いて支持する。

同意する。 

（理由） 

「企業会計基準第 13 号を改正する」というアプローチでは、項目番号に枝番や欠番が

多数発生して、分りづらくなるという判断は正しいと思われる。 

本公開草案の提案の方向性を支持する

コメントである。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

例えば、現行の金融商品取引法や廃棄物処理法などを見ると、数次に及ぶ改正が繰り返

された結果、条文番号が複雑に錯綜しており、混乱や誤解の元凶にもなっている。よって、

「企業会計基準第13号を改正する」というアプローチではなく、新たに新基準を開発した

という手法は評価できる。 

4) IFRS 任意適

用企業が個別

財務諸表に本

会計基準を適

用する場合に

監査法人と協

議し直す必要

がないことを

本会計基準等

に明記してい

ただきたい。 

同意する。 

ただし、以下の内容について検討いただきたい。 

（理由） 

本会計基準案BC12項にて次の記載がある。 

「IFRSを任意適用して連結財務諸表を作成している企業がIFRS第16号の定めを個別財

務諸表に用いても、基本的に修正が不要となる会計基準とする」 

基本的に修正が不要との表現があるが、弊社アンケートの回答内容より、以下の意見を

確認している。 

現状、決算時にIFRS第16号の対象契約を確認し、計上額を見積りする実務処理負担だ

けでも膨大な工数負荷があり、IFRSのみだから対応可能であるものの、今後日本基準と

IFRSで対象範囲・考え方が相違することによりダブルスタンダードで決算業務をしな

いといけなくなると、実務が回らなくなる恐れもある。実務負荷や異なる基準対応を求

められることによる決算品質低下のリスクも考えると、極力IFRS第16号を踏襲したも

のとしていただきたい。 

そのため、IFRS 任意適用企業が個別財務諸表に本会計基準を適用する場合に、改めて

監査法人と協議し直す必要がないことを、会計基準又は適用指針に明記して頂くことが望

まれる。 

借手の会計処理については、IFRS 第 16

号のすべての定めを取り入れてはおらず、

主要な定めの内容のみを取り入れている

が、セール・アンド・リースバック取引を

除き、基本的には、IFRS 第 16 号と同様の

会計処理を行うことを妨げてはいない。 

監査法人との協議については、実務の運

用に係るものであり、会計基準設定主体が

対応する範囲を超えるものであるため、本

会計基準等に記載しないこととした。 

5) 2 区分の会 借手の会計処理について、IFRS 第 16 号が採用する｢単一の会計処理モデル｣を我が国の 単一の会計処理モデルと 2 区分の会計
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

計処理モデル

の選択適用を

認めるべきで

ある。 

会計基準においても採用することに同意する。一方で、こちらも国際的な会計基準として

認知されている米国会計基準（米国財務会計基準審議会（FASB）による会計基準のコード

化体系）の Topic 842「リース」（以下「Topic 842」という。）の｢2 区分の会計処理モデ

ル｣については，ニーズがあるのなら、代替的な会計処理として我が国の会計基準におい

て認めてもよいと考える。 

借手のリースの費用配分の方法について，｢単一の会計処理モデル｣か｢2 区分の会計処

理モデル｣かは、IFRS 第 16 号の検討過程においてもコントラバーシャルであったことは

記憶に新しい。 

IFRS 公開草案においても当初は｢単一｣が提案されたが、再公開草案では一転して｢2 区

分｣の提案であった。我が国の企業からは強く｢2 区分の会計処理モデル｣を推す声があが

ったが、しかし結局は当初提案の｢単一の会計処理モデル｣で最終化されたわけである。 

リース取引の形態は多様であり、｢単一の会計処理モデル｣では、実態を反映しきれな

い。重要な事業資産をオペレーティング･リース取引によりオフバランスとしている場合

は別として、ファイナンス･リースとオペレーティング･リースを、同一の会計処理で金融

取引として取り扱うことには、特に費用認識の点で大きな懸念がある。オペレーティン

グ・リースは多くの場合がサービスに近似した取引であり、その場合は定額の費用処理が

適切と考えられるからである。 

IFRS と米国会計基準は共同プロジェクトを組成してリース会計基準の開発を進めてい

たので、本来であれば借手の会計処理についてもコンバージェンスされた基準となるは

ず、なるべきであった。 

我が国のリース会計基準の開発において、IFRS 側を基本とすることは適切であるが、

米国会計基準も IFRS も、どちらも国際的な会計基準であることを勘案して、企業が｢2 区

処理モデルの選択適用を認める場合、経済

的に同一の事象に対して異なる会計処理

が選択可能となるため財務諸表の比較可

能性が低下し、会計処理及び開示を 2 つの

体系で定めることになるため相当程度複

雑な会計基準となる弊害がある。会計処理

モデルの選択はリース会計の根幹をなす

重要なものであるところ、これらの弊害が

大きいと考えられるため、2 区分の会計処

理モデルの選択適用を認めることはしな

いこととした。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

分の会計処理モデル｣の費用処理が実態にあっていると判断するのであれば、その選択肢

を用意することも考えられるのではないだろうか。 

（本公開草案の提案の方向性を支持しないコメント） 

6) IFRS 第 16

号との整合性

に関して短期

リース及び少

額リースの取

扱いが整合し

ていない。 

強く反対する。 

（理由） 

表面上はIFRS第16号を踏襲するといいながら、企業会計基準第13号の例外規定（①300

万円以下ルール、②1年未満ルール）がそのまま温存されている。つまり、本会計基準案

の本質的趣旨を没却する例外規定が温存されており、強く反対する。 

短期リースの対応については、104)で記

載している。また、少額リースの対応につ

いては、115)で記載している。 

7) 個別財務諸

表については、

企業会計基準

第 13 号及び企

業会計基準適

用指針第 16 号

「リース取引

に関する会計

基準の適用指

針」（以下「企

業会計基準適

用 指 針 第 16

同意しない。 

以下の理由により、連結財務諸表には本会計基準案の原則的な取扱いを適用しつつ、個

別財務諸表については、借手においても、貸手におけるリースの分類基準に基づき、リー

スをファイナンス・リースとオペレーティング・リースに分類できるとしたうえで、現行

と同様の会計処理及びリース期間の適用を可能とすることが適当である。 

（理由） 

1. 税法におけるリースの取扱いへの影響 

(1)  冒頭の「基本的見解 1」（※）で述べたとおり、本会計基準案を連結財務諸表の

みならず個別財務諸表に適用した場合、本会計基準案とリースの税制（法人税法

等）の差異が問題となるが、借手におけるリースの分類の廃止は、リースの税法

上の取扱いに重大な影響を及ぼすものと想定している。 

(2)  税法は、民法上の賃貸借の枠組みの中で、一定の要件を満たす賃貸借をリース

連結財務諸表における取扱いについて

は、本公開草案の提案の方向性を支持する

コメントである。 

個別財務諸表における取扱いについて

は、次のとおりである。 

・ 税法におけるリースの取扱いへの影

響については、37)で記載している。 

・ 中小会計指針における借手の所有権

移転外ファイナンス・リースの会計処理

への影響については、委員会が公表した

会計基準が中小会計指針に必ずしも自

動的に取り込まれる訳ではなく、別途検



 
 

－13－ 
 

論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

号」という。ま

た、以下、企業

会計基準第 13

号及び企業会

計基準適用指

針第 16 号を合

わせて「企業会

計基準第 13 号

等」という。）

と同様の会計

処理等の適用

を認めるべき

である。 

とし、詳細な税務上の取扱いを定めているが、課税の公平の観点から、リースに

ついては、リース期間が税法上の耐用年数の 70％以上（耐用年数が 10 年以上の

場合は 60％以上）の場合は、当該リースを所有権移転外リース（会計上の所有

権移転外ファイナンス・リース）として取扱い、リース期間定額法による償却を

認めている。 

(3)  一方で、例えば建物の賃貸借契約の期間は、一般的に建物の耐用年数よりも相

当短いために、ファイナンス・リースに適用されている税務上のリース期間の取

扱いをすべてのオペレーティング・リースに適用することは難しいと考えられ

る。 

(4)  仮に、リースとリース以外の賃貸借を分類せずに、本会計基準を踏まえた税務

処理を一律に適用する税法の改正が行われるとした場合、改正の対象には不動産

の賃貸借も含まれることから、中小企業を含むすべての企業に重大な影響が及ぶ

こととなり、更に、煩雑な会計・税務処理やリースの分類廃止によってリースの

税務上の利便性が損なわれるようなことになれば、企業の設備投資の一手段であ

るリースに重大な影響を及ぼすことが懸念される。 

(5)  したがって、税法におけるリース期間（償却期間）と賃貸借期間の取扱いに影

響が及ぶことのないよう、個別財務諸表においては、借手においても、貸手にお

けるリースの分類基準に基づき、リースをファイナンス・リースとオペレーティ

ング・リースに分類できるようにすることが必要である。 

2. 中小会計指針における借手の所有権移転外ファイナンス・リースの会計処理への影

響 

(1)  中小会計指針は、2007 年のリース会計基準改正を踏まえて、所有権移転外フ

討が行われるものと考えられる。 

・ 賃貸借契約を借手に対する金融の提

供と捉える問題については、本会計基準

案 BC34 項（本会計基準 BC39 項）並びに

本適用指針案 BC28 項（本適用指針 BC35

項）及び本適用指針案 BC57 項（本適用

指針 BC67 項）の記載を変更することと

した。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

ァイナンス・リースに係る借手は、原則として、通常の売買取引に係る方法に準

じて会計処理を行うことを定めた（ただし、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

て会計処理を行うこともできる。）。 

(2)  したがって、今般の本会計基準において借手のリースの分類が廃止された場

合、拠り所となる会計基準がなくなり、中小会計指針における借手の所有権移転

外ファイナンス・リースの会計処理に影響が及ぶことが懸念されるため、本会計

基準において、少なくとも個別財務諸表の適用に関しては、借手においてもリー

スの分類及びファイナンス・リースの分類（所有権移転ファイナンス・リースと

所有権移転外ファイナンス・リース）を残す必要があると考える。 

3. 賃貸借契約を借手に対する金融の提供と捉える問題 

(1)  本会計基準案は、IFRS 第 16 号と整合させるため、賃貸借を含むすべてのリー

スを「借手に対する金融の提供」と捉え、借手におけるリースの分類を廃止した

（本会計基準案 BC34 項）。 

(2)  一方、我が国の民法 601 条は「賃貸借とは、当事者の一方がある物の使用及び

収益を相手方にさせることを約し、相手方がこれに対してその賃料を支払うこと

及び引渡しを受けた物を契約が終了したときに返還することを約することによ

って、その効力を生ずる。」と定めている。 

(3)  会計上、引渡しによって原資産の使用権を借手に移転する貸手の義務が完了し

たと解釈しても、我が国の法制度の下では、契約期間中、賃借人が賃料を支払い

続ける限り、賃貸人は、賃借人に対して賃貸借の対象物を使用収益させる義務が

継続している。 

(4)  米国においては、オペレーティング・リースを均等なリース料と引き換えにリ
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

ース期間にわたって原資産に毎期均等にアクセスする経済的便益を享受するも

のと捉えており、ファイナンス・リースとオペレーティング・リースの経済的差

異を認識して、リースの分類を維持している。すなわち米国では、単一の会計処

理では、リースの経済実態を適切に反映できないと判断した。 

(5)  したがって、「借手に対する金融の提供」が会計上の解釈であるとしても、こ

の解釈によってリースの分類を廃止した単一の会計処理を個別財務諸表に適用

した場合には、関連する諸法規に大きな影響を及ぼすこととなるほか、賃貸借を

含むすべてのリースを金融の提供であるとする解釈に基づく処理は、リースの

経済実態を適切に反映せず、結果、利害関係者が誤認する懸念がある。 

（※）（理由）1.(1)の「基本的見解 1」については、次のとおり述べられている。 

1. 連結財務諸表には原則的な取扱いを適用し、個別財務諸表はリースの分類の適用、

現行と同様の会計処理及びリース期間の適用を可能とすること 

本会計基準を個別財務諸表に適用することにより税制改正が行われるとした場

合、中小企業を含む幅広い企業に影響を及ぼすことが懸念されるため、連結財務諸

表には本会計基準の原則的な取扱いを適用しつつ、個別財務諸表については、借手

においても、貸手におけるリースの分類基準に基づき、リースをファイナンス・リ

ースとオペレーティング・リースに分類できるとしたうえで、現行と同様の会計処

理及びリース期間の適用を可能とすること 

8) 企業会計基

準第 13 号にお

けるリースの

分類を維持し、

本会計基準案等の開発にあたっての基本的な方針（借手の会計処理）に同意しない。 

以下の理由から、借手においても貸手同様にリースの分類及び現行の会計処理の適用を

維持すべきである。 

（理由） 

本会計基準案 BC10 項（本会計基準 BC10

項）に記載しているとおり、国際的な会計

基準との整合性を図ることは財務諸表間

の比較可能性を高めることにつながると



 
 

－16－ 
 

論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

当該分類に応

じた会計処理

等を定めるべ

きである。 

 借手において、すべてのリースに資産及び負債を認識させ、単一の金融的会計処理モデ

ルによる費用配分を行うことは、自動車リースの多様性と経済実態が反映されない。 

・  借手の車両管理業務アウトソーシングニーズが強い自動車リースにおいては、リ

ース取引によって借手に提供される便益はファイナンス的要素よりも使用による

役務提供的要素が強く、一律オンバランスとすることになじまない。貸手の会計処

理との齟齬が生じないよう貸手同様にリースの分類を維持すべき。 

・  本会計基準案では借手の費用配分の方法として、「すべてのリースを金融の提供

と捉え使用権資産に係る減価償却費及びリース負債に係る利息相当額を計上する

単一の会計処理モデルによること」を提案しているが、我が国の自動車リースの実

態を反映しておらず、非常に違和感が強い。 

 借手に対してすべてのリースに資産及び負債を認識させること及び単一の費用認識モ

デルは、多大なる手間とコストを強いることとなる。 

・  自動車リースは車両保有台数の多い顧客ほどリース利用率が高い。これは、単価

が小さく台数が多い保有車両の管理業務アウトソーシングニーズに外ならない。自

動車リース顧客は、車両維持管理業務と合わせて会計業務（資産計上・減価償却等）

もオペレーティング・リースによる賃貸借処理により省力化をしている。本会計基

準案は借手に多大なる会計業務負荷を強いることとなり、事務省力化を目的とする

自動車リースの利便性が損なわれる。 

・  本会計基準案で提案されている借手のオペレーティング・リースのオンバランス

処理への違和感は強く、その適用は自動車リースの利便性を著しく低めるものであ

り、重要性の観点からも、コスト・ベネフィットを勘案した簡便でシンプルな会計

処理が求められる。また、借手においてリースの分類が廃止され、本会計基準に合

考えられること、すべてのリースについて

資産及び負債を計上することに財務諸表

利用者のニーズがあること及び重要なオ

ペレーティング・リースについて企業会計

基準第 13 号で定めていた賃貸借処理に準

じた会計処理を継続することは、重要な負

債が財務諸表本表に計上されていないこ

との指摘を国際的に受ける可能性があり、

我が国の資本市場及び我が国の企業の財

務報告に対する信頼性に関するリスクが

大きいものと考えられることを踏まえ、す

べてのリースについて資産及び負債を計

上する会計基準を開発することとした。 

また、自動車のリースにサービスの要素

が含まれることもあると考えられるが、サ

ービスの要素を区分した後に、リースの定

義を満たす部分が含まれる場合には、当該

リースの定義を満たす部分については、本

会計基準等に従いリースとして会計処理

を行うことにより、使用権資産及びリース

負債を計上することは財務諸表利用者に

有用な情報を提供することにつながるも
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

わせて会社計算規則や税制が改正された場合には、中小企業を含むすべての企業に

影響が及び、実務への影響は極めて大きいため、貸手同様にリースの分類を維持す

べき。 

のと考えられる。 

中小企業においては、「中小企業の会計

に関する指針」又は「中小企業の会計に関

する基本要領」が用いられる（ただし、企

業会計基準を適用することは妨げられな

い。）。 

税制改正への影響については、37)で記

載を行っている。 

9) IFRS 第 16

号と異なる会

計処理を定め

ることは、国際

的な比較可能

性を損なう。ま

た、原則として

代替的な取扱

いは定めるべ

きではない。 

同意しない。 

（理由） 

 日本基準のIFRSへのコンバージェンスが進められる中、本公開草案では、基本的にIFRS

第16号と同様の単一の会計処理モデルを採用する方針である一方、日本特有の商慣行等を

踏まえ、現行基準の踏襲又は一部代替的な取扱いを多く定めている（本会計基準案BC33項、

本適用指針案BC81項(2)、BC107項等）ため、引き続き、IFRS任意適用企業と日本基準適用

会社で基準差が残り続け、国際的な比較可能性を損なわせる懸念がある。 

 開発の基本方針として「IFRSを任意適用して連結財務諸表を作成している企業がIFRS第

16号の定めを個別財務諸表に用いても、基本的に修正が不要となる会計基準とする（本会

計基準案BC12項）」とあるが、上述のとおり代替的な取扱いが多くあり、IFRS任意適用企

業は個々の会計処理の妥当性や重要性に応じて、調整要否を判断する実務負荷が生じる可

能性があることから、原則として代替的な取扱いは定めず、IFRS第16号の定めに合わせる

ことを要望する。実務上の便宜の観点から日本基準独自の代替的な取扱いを定める必要が

ある場合においても、日本基準の独自処理は例外規定である旨を明記すべきである。 

本会計基準等では、IFRS 第 16 号をその

まま取り入れることを意図しておらず、よ

り我が国の実態に合う会計処理が識別さ

れた場合には、IFRS 第 16 号とは異なる会

計処理を定めることとしている。 

また、IFRS 第 16 号の定めと異なる代替

的な取扱いは、関係者から様々な適用上の

課題が寄せられたことに対応して定めた

ものであり、国際的な比較可能性を損なわ

ない範囲で定めている。 

さらに、IFRS 第 16 号と異なる取扱いの

みを定めている点は限定的であり、IFRS第

16 号と同様の会計処理を行うことは可能

であるため、調整の要否を判断する実務負
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荷が必ずしも生じるものではないと考え

られる。 

本会計基準案等は、借手の会計処理につ

いては IFRS 第 16 号のすべての定めを取

り入れるのではなく主要な定めの内容の

みを取り入れること、また、貸手の会計処

理については一部を除き企業会計基準第

13号等の取扱いを踏襲していることから、

必ずしも IFRS 第 16 号の定めと対比する

形で原則的な会計処理と例外的な会計処

理を示すことができないため、IFRS 第 16

号と異なる例外的な定めであることを記

載することはしていない。 

10) 単一の会

計処理モデル

を採用するの

であれば、2 区

分の会計処理

モデルよりも

優れているこ

とを示すべき

である 

同意しない。 

（理由） 

 「IFRS第16号のすべての定めを取り入れるのではなく、主要な定めの内容のみを取り入

れる。」という基本方針は、収益認識会計基準の場合と大きく異なっており、このような

取扱いにすることについての理由を丁寧に説明する必要があると考える。 

 本公開草案では、内容として、国際的な比較可能性を高めることを目的に、IFRS第16号

と同一の「単一の会計処理モデル」が採用されている。我が国企業の開示内容における国

際的な比較可能性を高める必要があるという方針には賛成するものの、それがIFRSと同一

モデルの導入という結論を導くとは限らないと考える。同様に国際的な比較可能性を高め

収益認識会計基準については、会計基準

の開発時に収益認識に関する包括的な会

計基準がなかったことに対して、リース会

計については企業会計基準第 13 号等の会

計基準があることから会計基準の開発方

法は、必ずしも収益認識会計基準と同一と

なるものではない。 

この点、我が国の会計基準について国際

的に整合性を図る場合には、文言レベルま
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るという方針が採られていると考えられる米国においては「2区分の会計処理モデル」が

採用されていることを踏まえれば、単に国際的な比較可能性を根拠とするのではなく、「2

区分の会計処理モデル」よりも「単一の会計処理モデル」の方が優れていることを示す必

要があるのではないか。 

 すべてのリースを借手への金融の提供と想定することは、会計測定の対象である現実の

取引をあまりに単純化した前提である。例えば，日本における「高速道路」についてみる

と、高速道路は、道路一般と同様に国家のインフラ資産であって、所有権は国土交通省の

独立行政法人である「日本高速道路保有・債務返済機構」が持ち、会社法上設立された「東

日本高速道路株式会社」など運用会社6社の役割は，高速道路が利用者にもたらす便益が

有効かつ効率的に実現するために、「道路の建設、点検・修繕・更新などの維持管理、料

金徴収」にある。貸手である独立行政法人と借手である運用会社との取引を、5年ごとの

料金契約による高速道路のリースと呼んでいたとしても、運用会社に対する金融の提供と

認識することはできないものと考える。 

で整合性を図ることはせず投資家から見

て誤解を生じさせない程度に整合性を図

ることとしてきた会計基準等と、文言レベ

ルで整合性を図っている会計基準等とが

ある。収益認識会計基準については、比較

的複雑な構成をとっていることもありす

べてを取り入れないと国際的な比較可能

性が達成できない可能性があったものと

考えられるが、本会計基準等については、

IFRS の定めをすべて取り入れなくとも、

国際的な比較可能性を損なわずに基準開

発が可能であると考えられる。したがっ

て、本会計基準等では、国際的な比較可能

性の達成のために IFRS 第 16 号の定めを

すべて取り入れていない。 

また、IFRS 第 16 号における単一の会計

処理モデルを採用した理由は、本会計基準

案 BC34 項（本会計基準 BC39 項）(1)から

(5)に記載した事項を総合的に勘案して判

断したものである。 

11) 2 区分の会

計処理モデル

同意しない。 借手のリースの費用配分の方法として

は、単一の会計処理モデルと 2 区分の会計



 
 

－20－ 
 

論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

を採用する方

が適切である。

オペレーティング・リースにつき、通常、均一な単一のリース費用を使用権資産のリー

ス期間にわたる定額法による減価償却部分として認識し、リース負債に係る金利費用は認

識しない方法を採用すべきである。 

 使用権資産とリース負債は、それぞれファイナンス・リースに係るものとオペレーティ

ング・リースに係るものとが存在するが、その性格が大きく異なるため、財務諸表利用者

が財務分析をする上で、貸借対照表上、両リースに係るものを別の科目で表示するか、脚

注でそれぞれの金額を注記することが望まれる（Topic 842 BC261項からBC264項）。 

（理由） 

 国際会計基準であるIFRS第16号と米国の会計基準であるFASBのTopic 842とを比較する

と論理の展開がTopic 842の方が優れており、日本の基準を改定するに当たっては論理の

展開及びその他の面（情報のニーズ・有用性と作成のための手間とコストとの比較考量）

で優れている米国会計基準に合わせた方がこれから先の10年位を見据えた会計基準とし

て望ましい。 

 内容的に劣るIFRSについては日本としてボードメンバーも送っているので、内容の優れ

た米国会計基準に合わせるよう改訂を働きかけるべきである。 

 もともとリースに関する国際的な改訂の流れは、ファイナンス・リースの会計処理とオ

ペレーティング・リースの会計処理の違いが、総資産と負債の大きさが前者の方が大き

く、総資本利益率や自己資本比率が前者の方が小さく出るので、企業の財務分析上より適

切なものにしようという背景があったと理解している。 

 2016年はじめに公表されたIFRS第16号及びTopic 842とも、原資産の引渡しにより借手

に支配が移転した使用権部分に係る資産（使用権資産）と当該移転に伴う負債（リース負

処理モデルの 2 つがあり、本会計基準案

BC34 項（本会計基準 BC39 項）(4)に記載

のとおり、オペレーティング・リースの経

済実態との整合性の観点からは、いずれの

方法が適切であるかについて優劣はつけ

られないと考えられるが、本会計基準案

BC34 項（本会計基準 BC39 項）(1)から(3)

及び(5)に記載している他の要因も総合的

に勘案した結果、単一の会計処理モデルに

よることとした。 

なお、会計上の見積りは、企業の置かれ

ている状況に即して行われるものであり

（企業会計基準第 31 号「会計上の見積り

の開示に関する会計基準」（以下「企業会

計基準第 31 号」という。）第 18 項）、会計

上の見積りに一定の主観性を伴うもので

あると考えられる。 
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債）を計上する「使用権モデル」が、ファイナンス・リースのみならずオペレーティング・

リースも含むすべてのリースに適用されるようになった。 

 IFRS第16号ではすべてのリースを借手に対する金融の提供と捉え使用権資産に係る減

価償却費とリース負債に係る金利費用を別個に認識する会計処理モデル（単一の会計処理

モデル）が採用された。 

 Topic 842では、オぺレーティング・リースの借手が取得する権利及び義務は、残存す

る資産に対する権利及びエクスポージャーを有さないとみる。このため、オペレーティン

グ・リースを均等なリース料と引換えにリース期間にわたり原資産に毎期均等にアクセス

する経済的便益を享受すると捉え、通常、均等な単一のリース費用を認識し、金利費用は

認識しない。他方、ファイナンス・リースは従前と同じく減価償却費と金利費用を認識す

るため、リースに関して「2区分の会計処理モデル」が採用された。 

 残存する資産ヘのエクスポージャーとは、例えば対象となる資産の価値の減少である。

（Topic 842 BC61項、BC63項） 

 金利費用の見積りのための金利は新規借入利子率を想定されているようであるが、次の

ような問題が見られる。 

・  新規借入利子率といっても、リース期間の取り方により変わってくるであろう

し、借入がない企業では容易に決められるものではなく、かなり主観的に決まる。

・  各オペレーティング・リースごとにこの計算をすることは、計算自体複雑で財務

諸表作成コストが余計にかかり、本来の目的を達成する上で不必要である。（Topic 

842 BC64項） 
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・  先進国の近年の傾向である低金利のもとでは、金利費用自体が大きな金額にはな

らないで、財務諸表利用者にとりそれ程有用な情報にならないと思われる。そのよ

うな情報を作成する手間と費用を考えれば作成しない方が良い。 

・  実際、オペレーティング・リースの借手が取引を開始する時に、原資産にアクセ

スして経済的便益を享受する時期とそれに対応して同じ時期にリース料を支払う

契約について、金利を意識することは稀ではないか。 

 オぺレーティング・リースの持つ権利とリスクは、自己が所有する固定資産やファイナ

ンス・リースとは実質的に大きく異なり、それを一緒に表示することや、あるいはそれら

の内訳の情報を脚注で示さないことは財務諸表の分析の上で適切ではない。 

・  例えば、借手が倒産した場合のオペレーティング・リースの負債の取扱いとファ

イナンス・リースの負債の取扱いでは全く異なる。（Topic 842 BC61項、BC265項）

・  本会計基準案（含む本適用指針案）の「開発に当たっての基本的な方針」の最初

に、IFRS第16号との整合性を図ると記載されている。そのこと自体は基本の流れと

しては納得できるものではあるが、IFRSとFASBが共同のプロジェクトを組み、2016

年にその成果を発表したが基本的な内容で差異があり、既に7年が経過している。

そのような中で日本の基準を見直す（「開発」という用語は日本語の本来の使い方

からみると異質なものである。）際に、両基準の差異はなぜ生じたのか、日本の基

準を見直すにあたりどちらの基準が参考になるのかという観点から検討すべきで

はないのか。私は「基準」（Standard）の妥当性は①当該基準の論理構成が整合し

ているのか、②当該基準が世の中の支持を得られるものなのか、の2点から検討さ

れるべきものと理解している。質問1に同意できない点はこの考え方に基づいてい

る。 
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12) 会計基準

等で詳細な定

めがない場合

の取扱いにつ

いて明らかに

すべきである。

本公開草案で詳細が定められていない事項については、継続適用を前提に、本公開草案

の定めに反しない範囲内で企業が会計処理方法を自由に選択できるという理解でよいか

念のため確認させていただきたい。 

仮に本公開草案で詳細が定められていない事項については企業が逐一最も合理的方法

を検討の上採用しなければならないのであれば、企業にとって過度の負担となり、IFRS第

16号のすべての定めを取り入れることとした場合よりもむしろ利便性が低下することに

なる。すなわち、本公開草案の定めに反しない範囲内で企業が会計処理方法を自由に選択

できるということは、利便性が高い会計基準という基本的な方針が達成されるための前提

条件であると考えられる。 

本会計基準等の趣旨を踏まえ、企業が会

計処理を検討することになると考えられ

る。 

（その他のコメント） 

13) 「すべての

リースを金融

の提供と捉え」

という表現を

見直すべきで

ある。 

借手のリースの費用配分の方法について、米国会計基準ではなくIFRS第16号と同様にす

ること自体には反対しないが、「すべてのリースを金融の提供と捉え」という表現は避け

た方がよいのではないか。 

例えば、リース料が全額前払いされる場合であっても資産を一定期間にわたり使用する

権利を獲得する場合には、支払の時期に関係なく、契約はリースを含んでいることになる

と考えられるが、「すべてのリースを金融の提供と捉え」という表現はこれと矛盾してい

るような印象を受けるためである。 

本会計基準案 BC34 項（本会計基準第

BC39 項）並びに本適用指針案 BC28 項（本

適用指針 BC35 項）及び本適用指針案 BC57

項（本適用指針 BC67 項）の記載について

変更を行うこととした。 

質問 2（開発にあたっての基本的な方針（貸手の会計処理）に関する質問） 

（本公開草案の提案の方向性を支持するコメント） 

14) 本公開草

案の提案の方

向性を支持す

同意する。 本公開草案の提案の方向性を支持する

コメントである。 

本会計基準案等の開発にあたっての基本的な方針（貸手の会計処理）に同意する。 同 上 



 
 

－24－ 
 

論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

る。 我々のアンケートのQ2では、回答者の90.9％が「同意する」と回答した。 

本公開草案は、借手の会計処理についてIFRS第16号と平仄がとれたものとすることを目

的としている。貸手の会計処理については、IFRS第16号及びTopic 842ともに抜本的な改

正が行われていないことから、基本的に現行基準の定めを維持することに同意する。 

15) 貸手に係

る定めの記載

について、借手

に係る定めの

記載と整合性

を図るべきで

ある。 

貸手について抜本的な改正は行わないという基本的な方針については同意する。 

しかしながら、現行基準をその趣旨のみならず文言レベルで維持することについては、

本公開草案を必要以上に複雑化していることが懸念され、再考が望まれる。 

貸手についての本公開草案の対応は、現行基準の表現を変更することにより想定せざる

影響を実務に及ぼすことが懸念されたためであることは理解するものの、現行基準は廃止

され、代わって今般開発される基準が今後適用され続けることを考えると、実質的に重要

な差異がないと思われるところにまで現行基準の表現を文言レベルで踏襲することが必

要かは疑問である。 

例えば、借手には「借手が行使することが合理的に確実である購入オプション」という

表現があり、貸手には「借手の行使が確実に予想される割安購入選択権」という表現があ

る。「行使が合理的に確実」と「行使が確実に予想される」、「購入オプション」と「購

入選択権」と似て非なる表現が使われることにより、分かりにくいだけでなく、その意味

するところの差異の有無につき、解釈に混乱を招く懸念がある。 

借手と貸手については、意図的に異なる意味で用いている用語を除き、基本的に同じ用

語を使用することとし、貸手について表現を変更することについて現行基準からの潜在的

相違を懸念する意見については、結論の背景において現行基準からの変更を意図するもの

ではない旨を説明すれば足りると考える。 

また、文言の違いが表現上だけにはとどまらないものであっても、その内容面の違いに

貸手の会計処理については、IFRS 第 16

号及び Topic 842 ともに抜本的な改正が

行われていないため、本会計基準案 BC12

項（本会計基準 BC13 項）に記載のとおり、

収益認識会計基準との整合性を図る点並

びにリースの定義及びリースの識別を除

き、基本的に、企業会計基準第 13 号等の

定めを維持することとした。このため、会

計処理を変更していない箇所については、

意図せぬ変更が生じないように、基本的に

は文言ベースで企業会計基準第 13 号等の

定めを引き継いでいる。 

購入オプションの要件については、借手

と貸手で要件は整合していないが、貸手の

会計処理については、開発にあたっての基

本的な方針に基づき貸手の分類の判定の

要件は変更していないため、会計基準の定

め方を変更しないこととした。 



 
 

－25－ 
 

論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

重要な影響が想定されないものについては、基準の理解しやすさを優先し、文言・概念の

整理を試みる必要があると考える。細かい違いを借手と貸手に設けることにより基準は複

雑化しており、相当の理由があれば納得感もあるが、そのような違いを設けることについ

ての概念的な根拠は必ずしも明確でないものが多い。同一基準内に借手と貸手で二つの異

なる概念が併存することは、サブリースのような「貸手かつ借手」の取引について混乱を

生じさせることを懸念する。 

例えば、上記で述べた割安か否かは実質を伴うものであり表現上の違いにとどまらない

が、「借手が行使することが合理的に確実である購入オプション」という表現を貸手につ

いても用いたうえで、「貸手は、割安でない限り行使が合理的に確実ではないものとみな

すことができる」と追加することで現行基準を踏襲したいとする関係者の要請には十分に

対処できるものと考える。 

また、割安購入選択権の用語について

は、借手の行使が確実に予想される割安購

入選択権は借手が行使することが合理的

に確実である購入オプションの 1 つであ

るが、貸手における所有権移転ファイナン

ス・リースと所有権移転外ファイナンス・

リースの分類の要件を変更していないた

め、当該用語も本会計基準案等から変更し

ないこととした。 

16) 所有権の

移転の有無に

かかわらず、貸

手については

「リース債権」

で処理すべき

である。 

 収益認識会計基準との整合性を図る点には同意する。 

 「貸手は、リース開始日に，通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理により、所有

権移転ファイナンス・リースについてはリース債権として、所有権移転外ファイナンス・

リースについてはリース投資資産として計上する。」（本会計基準案第44項）には同意し

ない。 

（理由） 

 国際会計基準（IAS）第17号「リース」（以下「IAS第17号」という。）では、ファイナ

ンス・リースを、資産の所有に伴うリスクと経済価値が実質的にすべて移転するリースと

定義しており、本来、所有権の移転の有無で区分することは想定されていない。本会計基

準案（BC56項）で指摘されているとおり、貸手の処理についてIAS第17号を踏襲したIFRS

第16号でも、リース債権及びリース投資資産を区分していない。 

貸手の会計処理については、IFRS 第 16

号及び Topic 842 ともに抜本的な改正が

行われていないため、本会計基準案 BC12

項（本会計基準 BC13 項）に記載のとおり、

収益認識会計基準との整合性を図る点並

びにリースの定義及びリースの識別を除

き、基本的に企業会計基準第 13 号等の定

めを維持することとした。このため、リー

スの諸制度にも配慮し、所有権移転ファイ

ナンス・リースと所有権移転外ファイナン

ス・リースの区分は残すこととした。なお、
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

 2007年公表の企業会計基準第13号では、IAS第17号と同様に、ファイナンス・リースに

おける借手の勘定は「リース資産」で統一されていた。さらに今回の本会計基準案でも、

統一的に「使用権資産」としており、所有権の移転の有無によって勘定を区分していない。

企業会計基準第13号や本会計基準案における借手の処理との整合性という観点からみて

も、貸手に対してのみ、所有権の移転の有無で勘定を区分する必要はないと考えられる。

 収益認識会計基準では、「顧客との契約から生じた債権」あるいは「契約資産」を規定

しており、所有権の移転の有無によって分類していない。この規定との整合性を考慮する

ならば、所有権の移転の有無による勘定の区分は不要と考えられる。 

 今回の本適用指針案（第67項から第68項、第74項、BC98項からBC101項）では、製品又

は商品の販売を主たる事業としている企業が、同時に貸手として同一の製品又は商品を原

資産としている場合には収益認識会計基準と整合する売上高・売上原価を計上する一方、

貸手が原資産と同一の製品又は商品を販売することを主たる事業としていない場合には

金融取引として処理するといったように、収益・費用については別個の処理を求めてい

る。貸手の処理で複数の勘定を区分するのであれば、前者には「営業債権」「売掛金」、

後者には「貸付金」といったように、収益・費用の処理の分類と整合する資産勘定をそれ

ぞれ用いるべきである。にもかかわらず、所有権の移転の有無を優先した「リース債権」

及び「リース投資資産」で区分すると、収益・費用の処理の分類との整合性が図れない。

 本会計基準案（BC50項）では、「所有権移転ファイナンス・リースの場合、貸手は、借

手からのリース料と割安購入選択権の行使価額で回収するが、所有権移転外ファイナン

ス・リースの場合はリース料と見積残存価額の価値により回収を図る点で差異がある。」

とし、「リース投資資産」が見積残存価額からも構成される複合的な資産である点が指摘

されている。しかし、複合的な資産をあえて単一の勘定で示す必要はなく、見積残存価額

借手について、本会計基準等及び IFRS 第

16 号においては、所有権移転リースと所

有権移転外リースという形で明確には分

類していないが、使用権資産の減価償却に

ついて、所有権移転リースと所有権移転外

リースで異なる取扱いを定めていること

からも、貸手について所有権の移転の有無

で分類を設けること自体は、会計基準の中

で不整合があるとはいえないと考えられ

る。 

リース債権とリース投資資産を区分せ

ずリース債権に一本化するとIFRS第16号

の取扱いと整合すると考えられるが、所有

権移転ファイナンス・リースと所有権移転

外ファイナンス・リースに区分することの

ニーズがあること、また、これらについて

区分して表示することより財務諸表利用

者により詳細な情報を提供することにな

るため財務諸表利用者の不利益は生じな

いと考えられることから、本会計基準案等

を変更しないこととした。 

また、リース債権とリース原資産に区分
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

から構成される部分は、リース料から構成される部分とは独立した勘定を用いて処理する

ことも考えられる。むしろ所有権の移転の有無にかかわりなく、リース料から構成される

部分を「リース債権」とした方が、その性格を明確に示すことができる。 

 以上のように、ファイナンス・リースの基本的な考え方や収益認識会計基準との整合性

を考慮するならば、所有権の移転の有無にかかわらず、貸手については「リース債権」で

処理するのが妥当である。一方で複数の勘定を区分するのであれば，以下の案も考えられ

る。しかし、いずれの案でも所有権の移転の有無が優先されることはない。 

・  貸手が原資産と同一の製品又は商品を販売することを主たる事業としているか

どうかで勘定を区分する。所有権の移転の有無にかかわらず、主たる事業としてい

ない場合には「リース債権」で処理し、主たる事業としている場合には、収益認識

適用指針（第104-3項）との整合性から、例えば「リース営業債権」「営業債権」

「売掛金」などで処理する。 

・  借手に所有権が移転せず、貸手が原資産を受領する場合でも、リース料から構成

される部分は「リース債権」とし、見積残存価額から構成される部分は，例えば「リ

ース原資産」などで処理する。 

する方法については、考え方としてはあり

得るが、国際的な会計基準と異なる方法で

あるため積極的に取り入れる理由がない

ことから、本会計基準案等を変更しないこ

ととした。 

17) リース料

受取時に売上

高と売上原価

を計上する方

法（以下「第 2

法」という。）を

残すべきであ

基本的に現行基準の定めを維持することについては同意するが、収益認識会計基準との

整合性を図る点については同意しない。 

収益認識会計基準との整合性を図る点

についてのコメントへの対応は、196)で記

載している。 
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る。 

（本公開草案の提案の方向性を支持しないコメント） 

18) 第 2 法を

残すべきであ

る。 

本会計基準案等の開発にあたっての基本的な方針（貸手の会計処理）に同意しない。 

以下の理由から、現行の貸手のファイナンス・リースの第 2法の会計処理の適用を維持

すべきである。 

（理由） 

 本会計基準案では、貸手のファイナンス・リースの会計処理について、現行の第 2 法の

会計処理は廃止され、「金融的会計処理」が適用されることとされているが、第 2 法の会

計処理は多くのリース会社に定着しており、財務数値の継続性、税法との関係等からもそ

の適用を継続すべきである。 

 貸手のファイナンス・リースの会計処理について、金融的会計処理に変更する場合、リ

ース会社に多大なる手間とコストを強いることとなる。 

コメントへの対応は、196)で記載してい

る。 

19) 貸手側の

会計処理も単

一の会計処理

モデルとする

べきである。 

強く反対する。 

（理由） 

企業グループ内に借手と貸手が共に存在する場合の連結処理を考えると、貸手側の会計

処理も単一の会計処理モデルとするべきである。このままでは非常に連結処理が混乱する

と思われる。 

IFRS 第 16 号及び Topic 842 の開発過程

において、貸手の会計処理については変更

しないこととされたことを受けて、我が国

の会計基準においても、収益認識会計基準

との整合性を図る点並びにリースの定義

及びリースの識別を除き基本的に貸手の

会計処理を見直すことはしていない。 

なお、連結財務諸表の作成においては、

連結会社相互間の債権と債務の相殺消去、

連結会社間の取引高の相殺消去等により、
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

会計処理が行われることとなるため、混乱

はないものと考えられる。 

質問 3（他の会計基準等との関係に関する質問） 

（本公開草案の提案の方向性を支持するコメント） 

20) 本公開草

案の提案の方

向性を支持す

る。 

同意する。 本公開草案の提案の方向性を支持する

コメントである。 

21) 正味売却

価額の用語の

見直しが必要

である。 

同意する。 

ただし、「正味売却価額」の用語に関する検討が必要と考えられる。 

（理由） 

減損会計適用指針改正案では、使用権資産の減損について、「使用権資産及び使用権資

産を含む資産グループに関する減損の兆候の把握、減損損失を認識するかどうかの判定及

び減損損失の測定は、通常の資産に準じて行う。」とされている。 

減損の認識及び減損の測定においては、資産又は資産グループの正味売却価額を算定す

ることになるが、使用権資産の原資産は貸手が所有権を持つ資産であるため、「売却」と

いう表現になじまないと考えられる。このため、使用権資産に関する正味売却価額の考え

方を明確にしていただきたい。 

IAS 第 36 号「資産の減損」では、処分コスト控除後の公正価値という用語が使用され

ている。 

減損会計適用指針における正味売却価

額は、資産又は資産グループの時価から処

分費用見込額を控除して算定される価額

（企業会計審議会「固定資産の減損に係る

会計基準注解」（以下「減損会計基準注解」

という。）（注 1）2.）とされており、時

価とは、「公正な評価額をいう。通常、そ

れは観察可能な市場価格をいい、市場価格

が観察できない場合には合理的に算定さ

れた額をいう。」（減損会計基準注解（注

1）3.）とされている。 

減損損失の測定は、通常、資産グループ

で行うことが多く、使用権資産も資産グル

ープに含まれるものであることから、正味
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

売却価額という用語を変更しないことと

した。 

22) 借手によ

る無形固定資

産のリースに

ついては、本会

計基準等の適

用範囲から一

律に除外すべ

きである。 

以下を除き、本提案に同意する。 

「借手による無形固定資産のリースについて、本会計基準案を適用しないことを選択し

た場合」を本会計基準案等の適用範囲から除くことを「選択できる」とすることに同意し

ない。 

（理由） 

本会計基準案 BC16 項に記載されているとおり、IFRS 第 16 号においては無形資産のリ

ースに IFRS 第 16 号を適用することは要求されていない。また、本会計基準案等の開発に

あたっての基本的な方針に基づく実務上の負担への配慮から、本会計基準案 BC16 項に記

載されているとおり、「借手によるソフトウェアのリースが企業会計基準第 13 号に基づ

いて会計処理されている実務を変更する必要がないようにする」ことを意図した基準開発

が行われているものと理解している。 

以上を勘案し、IFRS 第 16 号における要求事項及び本会計基準案等の開発にあたっての

基本的な方針との整合性の観点から、「借手による無形固定資産のリース」については、

任意ではなく一律に本会計基準案等の適用範囲から除くものとすべきと提案する。 

IFRS第 16号においても借手による無形

固定資産のリースは適用は任意とされて

いることから、本会計基準案の提案を変更

しないこととした。一方、無形固定資産の

リースへの適用が可能とする取扱いによ

り、企業会計基準第 13 号等における借手

によるソフトウェアのリースについても

取扱いを継続して適用することも可能と

している。 

23) 借手によ

る無形固定資

産について本

会計基準案の

範囲に含める

又は適用しな

本会計基準案等における他の会計基準等との関係に関する提案に条件付きで同意する。

我々のアンケートのQ3では、回答者の72.7％が「同意する」と回答した。 

既に特定領域において個別基準が定められており、かつその定めが新たに公表された基

準の定めと大きく異なっていない場合、既存の基準を適用し続けることを容認するのは、

これまで行われてきた対応である。 

ただし、貸手による無形固定資産のリースの一部及び借手による無形固定資産のリース

確かにファイナンス・リースに該当する

ソフトウェアについては指摘されている

面も否定できないが、仮にソフトウェアに

ついて本会計基準の範囲に一律に含める

場合、無形資産は専有できないものである

ことや複数の顧客への付与が可能である
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い場合は、影響

を開示すべき

である。 

について、現行基準と同様に、適用を任意としているが、ソフトウェアへの投資は大きく、

貸手によるソフトウェアのライセンスは収益認識会計基準が適用されるのに対し、すべて

の借手による無形固定資産について適用を任意とすることには懸念がある。借手による無

形固定資産についてリースに関する会計処理を適用しない場合は、その旨と影響（取引残

高等）を開示すべきである。 

ものもあることから、リースの識別の判断

やリースかサービスかを区分することが

困難を伴う場合もあると考えられる。ま

た、国際会計基準審議会（IASB）、FASB と

もにソフトウェアを含む無形資産をリー

スの範囲から除外しているため、仮にソフ

トウェアについて本会計基準の範囲に一

律に含める場合、IFRS 任意適用企業が

IFRS第 16号の定めを個別財務諸表に用い

る際に修正が必要となる可能性がある。 

これらを踏まえ、本会計基準においても

当面は国際的な会計基準と適用範囲を合

わせておくこととした。 

また、影響（取引残高等）の開示につい

ては、上述の困難さがある中で財務諸表作

成者に対して実際に適用しない会計処理

をあたかも適用したかのような金額を算

定することを求めることになるため、注記

事項として追加しないこととした。 

24) ライセン

スの供与に企

業会計基準第

本公開草案の提案に同意する。なお、以下の意見がある。 

ライセンスの供与に従来の企業会計基準第13号等を適用していた企業は、ライセンス供

与がリース会計の対象外となることで収益認識会計基準を適用する必要があることの説

本会計基準案の公表前に、収益認識会計

基準において、ライセンスの供与について

リース会計基準に従って処理される契約
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13 号を適用し

ていた企業は、

収益認識会計

基準を適用す

ることを会計

基準に記載す

べきである。 

明を結論の背景等に明示すべきである。 

（理由） 

収益認識会計基準は、企業会計基準第13号の範囲に含まれるリース取引をその範囲から

除外しており（収益認識会計基準第3項(2)）、例えば、ソフトウェアの使用許諾など、ラ

イセンスの供与についてリース会計基準に従った処理を行っている企業は、収益認識会計

基準の対象外となっていた（収益認識会計基準第104項）。 

本会計基準案第3項(2)により、ライセンスの供与を明示的にリース会計基準の範囲から

除外する結果、ライセンスの供与について従来の企業会計基準第13号等を適用している企

業では、収益認識会計基準を適用することになると考えられる。 

この点、ライセンスの供与をリース会計の対象外とした理由について、本会計基準案

BC15項では「収益認識会計基準の範囲に含まれるソフトウェアのライセンスの付与には収

益認識会計基準を適用することとするためである。」旨の説明がある。しかし、収益認識

会計基準第3項(2)の範囲除外の観点からの説明がない場合、リース会計の対象外とするこ

とにより収益認識会計基準の対象となるという関係の理解が困難である。今回の改正の経

緯も考慮すると、例えば、本会計基準案BC15項を以下のような説明とすることが考えられ

る。 

貸手による知的財産のライセンスの供与については、IFRS第16号と同様に、本会計基準

の範囲に含めないこととした（本会計基準第3項(2)参照）。この結果、貸手による知的財

産のライセンスの供与による収益が顧客との契約から生じる収益に該当する場合、収益認

識会計基準が適用されることになる（収益認識会計基準第3項(2)参照）。 

の取扱いを変えないという取扱いを定め

ていたこととの関係で、収益認識会計基準

改正案第 104-2 項を次のとおり修正する

こととした（追加は下線、削除は取消線で

示している。）。 

「104-2. （略）この点、リース会計基

準では、リース会計基準第 3 項(2)ただし

書きを適用する場合を除き、本会計基準の

範囲に含まれる貸手が供与する知的財産

のライセンスをリース会計基準の範囲に

含めないこととした（リース会計基準第 3

項(2)）。この結果、貸手による知的財産の

ライセンスの供与による収益が顧客との

契約から生じる収益に該当する場合、本会

計基準が適用されることになる（本会計基

準第 3 項(2)参照）ためしたがって当該改

正に伴い、「ライセンスの供与については

本会計基準の適用範囲に含まれるがもの

の、リース会計基準に従って処理される契

約の取扱いを変えることを意図するもの

ではない」とする記載を削除することとし

た（本会計基準第 104 項参照）。」 
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25) サプライ

ヤーのアプリ

ケーション・ソ

フトウェアに

対する顧客の

アクセス権に

関する取扱い

を定めるべき

である。 

本公開草案に同意する。ただし、リースの適用範囲について、サプライヤーのアプリケ

ーション・ソフトウェアに対する顧客のアクセス権に関する取扱いを規定することを検討

いただきたい。 

（理由） 

2018年11月及び2019年3月のIFRS解釈指針委員会の会議において、サプライヤーのアプ

リケーション・ソフトウェアに対する顧客のアクセス権に関する取扱いが議論されてい

る。近年我が国においても、会計システムをはじめとしてサプライヤーが提供するクラウ

ド・コンピューティングを利用するケースが一般的になりつつあり、本会計基準の導入に

際して多くの議論がなされることが想定されることから、これらの取扱いに対する見解を

含めることは有用であると考えられる。 

個々の取引の実態に応じて判断される

ものであるため、本会計基準等には定めて

いない。 

（本会計基準案の適用範囲を見直すべきとのコメント） 

26) 貸手のソ

フトウェアに

ついて本会計

基準の適用範

囲に含めるべ

きである。 

以下の理由のとおり、貸手のソフトウェアのリースを貸手が供与する知的財産のライセ

ンスの供与とするベネフィットはなく、貸手のソフトウェアのリースにおいても、借手と

同様に本会計基準を適用可能とするのが適当であると考えられるため、本会計基準案第 3

項(2)は同意しない。 

（理由） 

1.  貸手のソフトウェアのリースが収益認識会計基準で定める貸手が供与する知的財

産のライセンスとして取り扱われる場合、貸手は、ソフトウェアのリース部分の金額

をリースではなく、収益認識にて会計処理することとなる。 

2.  この結果、有形資産を対象としたリースとソフトウェアを対象としたリースを区

分して会計処理し、表示、注記が区分されることにより、リースの全体を把握するこ

とができなくなることから、財務諸表利用者にとって、貸手のソフトウェアのリース

リース業のように製造又は販売以外を

事業とする貸手による知的財産のライセ

ンスの供与について本会計基準を適用す

ることを認めることとした（本会計基準第

3 項(2)ただし書き）。 
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を貸手が供与する知的財産のライセンスとするベネフィットはないと考えられる。 

3.  また、貸手が供与する知的財産のライセンスの会計処理について、収益認識会計基

準改正案の結論の背景の第 104-2 項において、「企業会計基準第 13 号「リース取引

に関する会計基準」に従って会計処理されてきた貸手が供与する知的財産のライセ

ンスについては、20XX 年改正会計基準を適用することにより、企業が本人なのか代

理人なのかを判断することが求められる（適用指針第 39 項から第 47 項）。この点、

これまで企業会計基準第 13 号に従って会計処理されてきた契約のうち、販売益がな

く利益が金利のみである契約については、代理人と判断される場合も多いと考えら

れる。」と説明している。 

4.  上記 3 の説明を踏まえ、仮に、貸手が供与する知的財産のライセンスの会計処理が

本適用指針案第 68 項の会計処理と実質的に同じであるとした場合、同じ会計処理に

もかかわらず、かつ、財務諸表利用者にとってのベネフィットがないにもかかわら

ず、貸手は、ソフトウェアのリース部分の金額を区分して会計処理する追加のコスト

を負担することとなる。 

27) リース債

権及びリース

投資資産の時

価の定義を見

直す必要があ

る。 

リース債権及びリース投資資産の時価の定義については IFRS と同様に、金融商品等の

時価とは別の定義を本会計基準の中において定めるべきと考える。 

（参考） 

・IFRS 第 16 号付録 A 用語の定義 より 

公正価値（fair value） 

本基準書における貸手の会計処理の目的上、独立第三者間取引において、取引の知識

がある自発的な当事者の間で、資産が交換され得るか又は負債が決済され得る金額 

・IFRS 第 13 号「公正価値測定」（以下「IFRS 第 13 号」という。）より 

リース債権及びリース投資資産につい

て「金融商品の時価のレベルごとの内訳等

に関する事項」の開示を不要としたのは、

国際的な会計基準との整合性を考慮した

ためであり、リース債権及びリース投資資

産とそれ以外の金融商品の時価の定義の

差によるものではない。 
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9  本基準書は、公正価値を、「測定日時点で、市場参加者間の秩序ある取引において、

資産を売却するために受け取るであろう価格又は負債を移転するために支払うであ

ろう価格」と定義する。 

（理由） 

今回、金融商品時価開示適用指針を改定し、IFRS と同様にリース債権及びリース投資

資産は「金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項」を開示不要としたことに同

意する。 

一方で、IFRS でそうした取扱いとなっている大前提は、リースとリース以外の金融商

品等で時価（公正価値）については別の定義となっているためであるので、我が国のリー

ス会計基準も同様とすべきと考える。（※1） 

（※1） IFRS におけるリース債権の公正価値は、IFRS 第 7 号「金融商品：開示」にお

ける開示対象である一方、IFRS 第 16 号において固有の定義が定められているこ

とから、IFRS 第 13 号の適用対象外（つまり IFRS 第 13 号に規定されているレベ

ル別開示も不要）。 

28) 契約の定

義を本会計基

準と収益認識

会計基準で整

合させるべき

である。 

収益認識会計基準の改正について、「契約」の定義を、本会計基準案第 4 項と一致させ

る修正が必要と考える。 

（理由） 

本会計基準案 BC19 項において、「BC19. 本会計基準では、「契約」という用語について、

法的な強制力のある権利及び義務を生じさせる複数の当事者間における取決めと定義し

ている（本会計基準第 4 項参照）。ここで、契約は、口頭によるものや取引慣行による場

合においても、法的な拘束力があることを前提としたものであることを明確化するため、

収益認識会計基準における「契約」（収益認識会計基準第 5項）と同様の定義としている。」

契約に書面、口頭、取引慣行等が含まれ

る点については、収益認識会計基準では、

契約の識別において要件として定められ

ている（収益認識会計基準第 19 項）。この

ため、契約の用語について、収益認識会計

基準と本会計基準で実質的には差異はな

いと考えられる。 

収益認識会計基準における契約の定義
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と記載あるが、両基準における「契約」の定義は以下のとおり差異がある。 

・本会計基準案 

「4. 「契約」とは、法的な強制力のある権利及び義務を生じさせる複数の当事者間

における取決めをいう。契約には、書面、口頭、取引慣行等が含まれる。」 

・収益認識会計基準 

「5. 「契約」とは、法的な強制力のある権利及び義務を生じさせる複数の当事者間

における取決めをいう。」 

「契約」の中に両基準対象となる部分が混在（リースとサービスが含まれるもの等）す

ることが想定されていることからも、両基準における「契約」の定義は一致させるべきと

考える。このままでは、本会計基準案対象の契約には書面、口頭、取引慣行等が含まれる

が、収益認識会計基準対象の契約には含まれない、と誤解されてしまう。 

なお、IFRS においても IFRS 第 15 号と IFRS 第 16 号で「contract」の定義は同一とな

っている。 

及び契約の識別の要件は、IFRS 第 15 号と

整合を図っており、本会計基準案における

契約の定義は IFRS 第 16 号と整合を図っ

ているため、本会計基準案における契約の

定義は修正しないこととした。 

なお、本会計基準案 BC19 項（本会計基

準 BC23 項）における収益認識会計基準へ

の参照については、収益認識会計基準第20

項を追加することとした。 

29) 貸手によ

る無形固定資

産のリースに

ついて本会計

基準の適用を

任意とすべき

ではない。 

本会計基準案第 3 項(3)の例外（「収益認識会計基準の範囲に含まれる貸手による知的

財産のライセンスの供与」を除く貸手による無形固定資産のリースについて、本会計基準

案を適用しないことを選択した場合）について同意しない。「本会計基準を適用しないこ

と」を選択によって認容するべきではない。これも、本会計基準の価値を大きく毀損し、

趣旨を没却しかねない例外規定となり得るので、削除するべきである。 

開発にあたっての基本的な方針として、

貸手の会計処理については、IFRS 第 16 号

及び Topic 842 ともに抜本的な改正が行

われていないため、本会計基準案 BC12 項

（本会計基準 BC13 項）に記載のとおり、

収益認識会計基準との整合性を図る点並

びにリースの定義及びリースの識別を除

き、基本的に、企業会計基準第 13 号の定

めを維持することとしている。また、借手
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における無形固定資産のリースにおいて

国際的な会計基準においてもリース会計

の適用の範囲に含めることの難しさが指

摘されており、当該難しさは貸手にも当て

はまるものであると考えられる。これらを

踏まえ、本公開草案の提案から変更しない

こととした。 

30) 鉱物、石

油、天然ガス及

び類似の非再

生資源の探鉱

又は使用のた

めのリースに

ついて本会計

基準の適用範

囲から除外す

べきである。 

同意するが、本会計基準案第 3 項に「鉱物、石油、天然ガス及び類似の非再生資源の探

鉱又は使用のためのリース」の項の追加を検討いただきたい。若しくは、鉱業権を国から

賦与される取引は、本会計基準案が定めるリースに該当しない旨を明示することを検討い

ただきたい。 

（理由） 

上記のような除外規定がないまま本会計基準案が最終化されてしまうと財務諸表の理

解可能性と国際的な比較可能性が損なわれてしまう恐れがあるため。 

現行の企業会計基準第13号では、上記のような除外規定を設けていない。仮に上述の鉱

業権等の賦与がオペレーティング・リース取引に該当した場合であっても、「オペレーテ

ィング・リース取引は通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行う」と規定され

ているため、リース取引の観点から資産計上の是非を検討する必要がなかった。 

一方、上記のような除外規定がないまま、本会計基準案が最終化された場合、新たに定

義された「リース」及び「使用権資産」の解釈次第では、鉱業権等の賦与が当該定義にあ

てはまるか否かの議論が生じることとなる。 

IFRS第16号第3項(a)や米国会計基準におけるASC 842-10-15-1 bでは明確に上述のリー

鉱物、石油、天然ガス及び類似の非再生

資源の探鉱又は使用のためのリースにつ

いては、国際的な会計基準との整合性を図

る観点から、本会計基準の適用範囲から除

外することとした（本会計基準第 3 項

(3)）。 
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スを除外しているため、本会計基準案と国際的な会計基準との間には会計基準差異が生じ

ている。この結果、以下のような状況が生じ、財務諸表の理解可能性と国際的な比較可能

性が損なわれることを懸念する。 

・  我が国の会計基準（日本基準）を採用するE&P4企業と国際的な会計基準を採用する

E&P企業との間で財務情報の比較可能性が損なわれること。例えば、同じ産油国・同

じ鉱区への投資という同一の事業でありながら、日本基準を採用する企業と国際的な

会計基準を採用する企業とで、財務諸表の表示や会計方針等が異なる結果となり得

る。 

・  日本基準に基づいて連結財務諸表を作成するE&P企業において、連結財務諸表の構

成単位間の会計処理の整合性が確保されないこと。例えば、本会計基準案が適用され

る子会社（内国法人）と国際的な会計基準が適用される子会社（外国法人）が同じ産

油国・同じ鉱区への投資を行った場合、実務対応報告第18号「連結財務諸表作成にお

ける在外子会社等の会計処理に関する当面の取扱い」（以下「実務対応報告第18号」

という。）に鑑み、当該内国法人子会社と外国法人子会社とで財務諸表の表示や会計

方針等が異なり連結財務諸表に与える影響が異なる結果となり得る。 

（その他のコメント） 

31) 関連する

会計基準等の

定めが明らか

ではない場合

の取扱いにつ

いて明らかに

「借手による無形固定資産のリースについて、本会計基準案を適用しないことを選択し

た場合」には、関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に準じて企業自ら適用する

会計方針を策定することとなるのか確認させていただきたい。 

無形固定資産のリースについて、本会計基準案を適用しないことを選択した場合に、ど

のように会計処理すべきかが不明であるように見受けられるためである。 

本会計基準等の趣旨を踏まえ、企業が会

計処理を検討することになると考えられ

る。 
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すべきである。

質問 4（個別財務諸表への適用に関する質問） 

（本公開草案の提案の方向性を支持するコメント） 

32) 本公開草

案の提案の方

向性を支持す

る。 

同意する。 本公開草案の提案の方向性を支持する

コメントである。 

本会計基準案等において連結財務諸表と個別財務諸表の会計処理を同一とする提案に

同意する。 

我々のアンケートのQ4では、回答者の95.7％が「同意する」と回答した。 

連単で取扱いを分けることに積極的な理由を見出すことはできない。日本市場には単体

上場会社もあるため、連単で同様に適用すべきである。連単の財務諸表が同様の基準で作

成されることで、連単それぞれの分析や連単の差異分析がより有用なものとなる。 

同 上 

同意する。 

（理由） 

本来、有価証券報告書・四半期報告書には、提出会社だけでなく、すべての子会社・関

連会社の個別財務諸表を開示するべきである。また、個別キャッシュ・フロー計算書は、

連結財務諸表を作成する場合であっても、開示するべきである。 

平成 30 年度より、各地方自治体において新公会計制度が義務化されたが、東京都方式

では日々仕訳に加えて、キャッシュ・フロー計算書については直接法のキャッシュ・フロ

ーに加え、間接法との調整表も作成している。このように透明度を高める努力が公共セク

ターの側からも起こってきているので、企業会計としてもより一層の透明化を強化するべ

きである。 

 中国会計基準では、個別・連結ともに、直接法のキャッシュ・フロー計算書と「間接法

本公開草案の提案の方向性を支持する

コメントである。 

なお、有価証券報告書及び四半期報告書

（現在は、半期報告書）にすべての子会社

及び関連会社の個別財務諸表を開示する

か否か及び連結財務諸表を作成する場合

にも個別キャッシュ・フロー計算書を開示

するか否かについては、本会計基準等の開

発に関係しないため、特段の対応は行わな

い。 
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から直接法への調整表」の作成が義務付けられている。したがって、事実上、直接法と間

接法双方の作成が義務付けられていることになる。日本基準についても、会計基準（日本

基準）そのものの信用度を高めるとともに、証券市場の信用度を高めるためにも、キャッ

シュ・フロー計算書については中国会計基準に倣うべきである。また、システム監査や内

部監査の観点からすると、キャッシュ・フロー計算書において直接法と間接法の調整表を

作成することは、不正防止など内部監査における強力な手段であることを申し添える。 

33) 民法上の

賃貸借契約と

使用権資産の

関係を明確に

説明する必要

がある。 

基本的に本提案に同意する。 

ただし、以下に関しては、結論の背景（又は本会計基準案等の本文）において、より明

確化を図る必要があるものと考える。 

① 本会計基準案BC8項及びBC9項において記述されている我が国の関連諸法規等との関

係で生じ得る論点の検討過程を明確化すべきと考える。特に、個別財務諸表に連結財務

諸表と同一の会計処理を要求するに際して、一般的な賃貸借契約（民法（明治29年法律

第89号）第601条）と本会計基準案等が提案する使用権モデルとの関係性をより明確に

説明すべきと考える。 

② 本会計基準案 BC11 項において、「本会計基準では借手の原資産の使用に関連する権

利及び義務が無条件であるとする IFRS 第 16 号における記載は行っていないが、借手

のすべてのリースについて資産及び負債を計上する点において、国際的な会計基準と異

なる取扱いになることは想定していない」として断定形を避けて記述されているが、①

において記載したとおり、個別財務諸表においては特に民法における定めとの関係に関

しては論点が存在し、当該論点に関して実務上議論が多発することが予想される。我が

国における法解釈に関する議論が実務の現場に波及し、実務負担が増加することを避け

るために、本会計基準案等は IFRS 第 16 号と同一の結果となることを明記するととも

賃貸借との関係については、企業会計基

準第 13 号においても「使用収益する権利」

として記載がなされており、リース取引が

賃貸借であるかという法律論に直接踏み

込んでいないと考えられ、本会計基準にお

いても、リースの経済実質を捉える観点か

ら、リースは原資産を使用する権利を移転

する契約（又は契約の一部分）として定め

ている。これらを踏まえ、本会計基準の結

論の背景において民法上の賃貸借との関

係を示すことはしていない。 

また、本会計基準案 BC9 項（本会計基準

BC9 項）で記載のとおり、会計上、借手が

無条件の支払義務を有するまで負債を認

識しないということにはならないため、

IFRS第 16号の結論の根拠と同じ記載を本
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に、「借手の原資産の使用に関連する権利及び義務が無条件であるとする IFRS 第 16 号

における記載」を本会計基準案等に取り入れるべきであると考える。 

会計基準の結論の背景に記載していない。 

34) 会社法、租

税法等に影響

が及ばないよ

うにすべきで

ある。 

本公開草案について、連結財務諸表と個別財務諸表の双方に適用する提案に、同意する

が、会計制度の変更が、関連する会社法・租税法等に影響を与える懸念がある。 

本公開草案の内容が、関連法規の見直しへ波及しないよう、関係方面への調整をお願い

したい。 

本公開草案を個別財務諸表に適用することについて、関連諸法規等との調整を審議され

た結果、貴委員会は、連結財務諸表と個別財務諸表の会計処理は同一であるべきとの方針

を覆すに値する事情は存在しないものと判断したが、当協会は、本公開草案が本来は目的

が異なる会社法制や租税制度に影響を与えて、実務的な負荷を増やすことを強く懸念して

いる。 

例えば、適用前と実態に変化がないにもかかわらず、親子会社間のリースが資産・負債

としてオンバランスされることにより、会社法上の大会社（負債 200 億円以上）になるこ

とでコストと実務が増加することや、オンバランスした使用権資産を減損する場合の税務

調整等、租税法上の負荷が増加することを懸念している。 

ついては、本公開草案が、会社法や租税法等の関連法規の見直しに波及しないよう、関

係方面との調整をお願いしたい。 

会社法上の大会社の要件については会

社法で別途定められているものであるた

め、このような要素を考慮して会計基準を

開発することは難しいと考えられる。 

35) グループ

会社間の賃貸

借取引等につ

いて一定の特

例措置を設け

連単一致が長期的な観点からは理論的である点については同意するが、実務負荷の観点

より、本会計基準で採用される連単一致の考え方について、一定の特例措置を設けるなど

追加の検討が必要と考える。 

連結財務諸表作成の過程で消去されるグループ会社間の賃貸借取引は、日本企業の実務

慣行上非常に多い。連結財務諸表ベースでの開示・比較が国際的な主流となっている中、

本公開草案の公表後、連結会社相互間の

リースにおける借手のリース期間の決定

に関する簡便的な取扱いを設けるか否か

を検討した結果、借手のリース期間に延長

又は解約オプションを反映させることを
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るべきである。 連結消去されるグループ間の賃貸借取引についてまで、本会計基準の適用を一律に義務付

ければ、企業に相当な実務負荷を強いる事となる。 

前提とした上で実務負担を軽減する簡便

的な取扱いについてコンセンサスが得ら

れるものがなかったため、本公開草案の提

案を変更しないこととした。 

連結グループ内で不動産管理を特定のグループ会社に集中化させるなどで、グループ会

社間での不動産の賃貸借取引が非常に多い法人も多くあると理解している。そのような状

況の中、本公開草案が連結財務諸表のみならず、すべての法人の個別財務諸表に適用され

る場合、個別財務諸表における会計処理、連結財務諸表作成におけるグループ会社間取引

の消去仕訳が煩雑になることが想定される。 

例えば、本会計基準適用後は、借手側は連結消去のために使用権資産とリース負債及び

減価償却費やリース負債の返済・支払利息を取り消して支払賃料を認識し、連結上は貸手

の受取賃料と照合し、相殺消去する必要がある。 

個別財務諸表への適用に反対するものではないが、実務における煩雑性を鑑みて何らか

の特例的な措置を検討していただきたいと考える。例えば、連結消去対象のグループ会社

間リース取引については、個別財務諸表では賃貸借取引での継続を認めるなど、例外規定

の追加を検討いただきたい。 

我が国においては歴史的に連結財務諸

表が個別財務諸表の積み上げとして捉え

られており、また、投資家の意思決定の有

用性について、連結財務諸表と個別財務諸

表で異なる説明をすることは難しく、同じ

経済実態に対し、連結財務諸表と個別財務

諸表とで異なる考えに基づく会計処理を

求める会計基準を開発することは適切で

はないとの考えに基づき、従来から、原則

として、会計基準は連結財務諸表と個別財

務諸表の両方に同様に適用されるものと

して開発してきている。このため、リース

についても、個別財務諸表の本表に計上し

ない取扱いを設けていない。 

また、連結会社相互間のリースに関する

簡便的な取扱いの対応については、上記で

記載している。 

（本公開草案の提案の方向性を支持しないコメント） 
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36) 個別財務

諸表について

は、企業会計基

準第 13 号と同

様の会計処理

を適用すべき

である。 

連結財務諸表作成会社及びその子会社の個別財務諸表に本公開草案を適用することに

ついては、以下の点から同意しない。 

①  現在は連結財務諸表ベースの開示・比較が主流となっていることから、個別財務諸

表に対して国際的な比較可能性を求める意義が乏しい。 

②  個別財務諸表に対して現行の企業会計基準第13号を引き続き適用することにより、

以下の利点が考えられる。 

・  現行の税務実務が維持されることで財務諸表作成者のコストの増加を抑えられ

る。 

・  システム改修等の適用コストが軽減される。 

我が国においては、これまで連結財務諸

表が個別財務諸表の積み上げとして捉え

られてきており、双方で同一の会計処理が

用いられてきたことから、委員会が公表す

る会計基準についても、基本的に同様の方

針に基づいて基準開発を行っている。 

また、仮に連結財務諸表と個別財務諸表

で異なる取扱いを定め個別財務諸表で会

計上の取扱いと税法上の取扱いを完全に

一致させたとしても、連結財務諸表におい

て一定の調整が必要となると考えられる

ことを踏まえると、連結財務諸表及び個別

財務諸表における会計上の取扱いと税法

上の取扱いがすべて一致しない限り何ら

かの調整を行うことは避けられないと考

えられる。 

システム改修等の適用コストは生じ得

ることは否定できないが、重要性のない場

合の簡便的な取扱いを定めることなどに

よる一定程度実務における対応を行って

いる。なお、連結財務諸表を作成している

企業においては、連結財務諸表と個別財務
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諸表に異なる定めを置くことによりシス

テム改修等のコストがどれだけ削減され

るのかは必ずしも明らかではないと考え

られる。 

37) 個別財務

諸表について

は、企業会計基

準第 13 号等と

同様の会計処

理等の適用も

認めるべきで

ある。 

同意しない。 

以下の理由のとおり、特に税制上の問題及びリースの税制改正が行われるとした場合の

幅広い影響を考慮すると、民法上の賃貸借の枠組みの中で、現行のリースの税務上の取扱

いを維持する必要があると考えられ、そのためには、現行の企業会計基準第 13 号等を存

置したうえで、本会計基準は、国際的な会計基準との整合性の観点から連結財務諸表にの

み適用し、個別財務諸表については任意適用とすることが望ましいと考える。 

しかしながら、本会計基準案は、特に借手において、IFRS 第 16 号の定めの多くを取り

入れたことにより、現行の企業会計基準第 13 号等から大幅に変わっていることから、現

行の企業会計基準第 13 号等を存置した場合には、我が国リース会計基準における実質的

なダブルスタンダードに対する懸念が想定される。 

我が国リース会計基準のダブルスタンダードへの懸念に対応し、かつ、税制への影響を

最小限とするため、連結財務諸表には本会計基準の原則的な取扱いを適用しつつ、個別財

務諸表については、借手においても、貸手におけるリースの分類基準に基づき、リースを

ファイナンス・リースとオペレーティング・リースに分類できるとしたうえで、現行と同

様の会計処理及びリース期間の適用を可能とすることが適当である。 

（理由） 

1. 税法におけるリースの取扱いへの影響 

(1)  本会計基準の個別財務諸表への適用について、「本会計基準の適用に関する懸

税法上の取扱いについては、通常、会計

上の取扱いの変更を受けて税法上の取扱

いの変更が検討されるものと考えられる。

現時点では税法の改正内容が明らかでは

なく、法人税法においてどのように対応さ

れるかを予見することはできないと考え

られる。したがって、会計基準を開発する

上で、会計上の取扱いの変更に合わせて税

法上の取扱いが変更されることを前提と

した基準開発を行うことや、税法上の取扱

いを想定して会計上の取扱いを定める基

準開発の方向を採ることは難しいと考え

られる。 

会社法（会社計算規則）への影響につい

ては、会計基準の開発においては法的形式

も考慮されるが、会計基準では、法律上の

債務のみに着目して負債の計上の要否を

定めておらず、計上される資産及び負債が
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念の多くは、個別財務諸表固有の論点ではないと考えられ、連結財務諸表と個別

財務諸表の会計処理は同一であるべきとする基本的な考え方及び方針を覆すに

値する事情は存在しないと判断した。」（本会計基準案 BC17 項）と結論付けてい

る。 

(2)  「基本的見解 1」（注）で述べたとおり、本会計基準を連結財務諸表のみならず

個別財務諸表にも適用した場合、本会計基準とリースの税制（法人税法等）の差

異が問題となるが、本会計基準案の定めのうち、特に「リースの定義」、「借手に

おけるリースの分類廃止」、「借手のリース期間」の 3 点については、リースの税

務上の取扱いに重大な影響を及ぼすものと想定している（下記の税制上の問題を

参照）。 

(3)  また、仮にリースの税制改正が行われたとした場合、中小企業にもその影響が

及ぶこととなり、更に、本会計基準の対象には不動産賃貸借も含まれるため、幅

広い企業に本会計基準の影響が及ぶ懸念がある。また、税制改正によってリース

の利便性が損なわれるようなことになれば、リースによる設備投資にも重大な影

響を及ぼすものと考えられる。 

（税制上の問題） 

①  現行の税法は、民法上の賃貸借の枠組みの中で、一定の要件を満たす賃貸

借をリースとして位置付け、リースについては詳細な取扱いが定められてい

るが、これらの定めはリース以外の賃貸借には適用されない。本会計基準の

リースの定義を税法に取り入れることは、リースの税務上の取扱いの根幹に

かかわる問題と言える。 

②  現行の税法においては、課税の公平の観点から、リース期間（償却期間）

法的な権利及び義務に限定されないと考

えられる。また、法的な権利及び義務に合

わせて資産及び負債を認識するかどうか

にかかわらず、連結財務諸表と個別財務諸

表とで異なる定めを置く理由はないと考

えられる。 
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の取扱いが定められているが、借手においてリースを分類せずに、ファイナ

ンス・リースに適用されている税務上のリース期間の取扱いをすべてのオペ

レーティング・リースに適用することは難しいと考えられる。 

③  借手は、本会計基準案の定めに基づき、延長オプション等の行使の判断に

よって同種の資産で異なるリース期間（償却期間）を設定することになるが、

税法上、企業間で償却期間の差異が生じることは許容されないと考えられ

る。 

④  なお、税法上、借手の事情によって償却期間を変更することは許容されな

いと考えられるが、本会計基準案では、契約条件の変更がないにもかかわら

ず、借手に対して、リース期間中にリース期間の変更を行うことを要求して

いるため、上記と同様に、償却期間の問題が生じることとなる。 

2. 会社法（会社計算規則）への影響 

(1)  本会計基準を踏まえて、会社計算規則の改正が行われ、リースを分類すること

なく使用権資産及びリース負債の表示又は注記が求められた場合、会社計算規

則を適用して計算書類を作成する会社は、本会計基準等を斟酌して会計処理を

行うこととなるため、実質的にすべての株式会社（中小会計指針等を適用する中

小企業を除く。）に対して、本会計基準の会計処理が適用されることになる。 

(2)  本会計基準では、借手は、経済的インセンティブを考慮して延長オプション期

間をリース期間に含めることとなるため、延長オプション期間の判断によって

は、法的債務性のないものまで負債として計上されるという問題が生じる。 

（注）（理由）1.(1)の「基本的見解 1」については、次のとおり述べられている。 

1. 連結財務諸表には原則的な取扱いを適用し、個別財務諸表はリースの分類の適用、
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現行と同様の会計処理及びリース期間の適用を可能とすること 

本会計基準を個別財務諸表に適用することにより税制改正が行われるとした場

合、中小企業を含む幅広い企業に影響を及ぼすことが懸念されるため、連結財務諸

表には本会計基準の原則的な取扱いを適用しつつ、個別財務諸表については、借手

においても、貸手におけるリースの分類基準に基づき、リースをファイナンス・リ

ースとオペレーティング・リースに分類できるとしたうえで、現行と同様の会計処

理及びリース期間の適用を可能とすること 

38) 個別財務

諸表について

の適用は任意

とすべきであ

る。また、連結

会計と個別会

計との関係に

ついて、会計基

準作成者の基

本的知見を示

すべきである。

同意しない。 

（理由） 

連結財務諸表と個別財務諸表の会計処理を原則として同一にする理由に、個別財務諸表

と法人課税との関係についての言及がない。上場会社を主として対象とする連結会計と、

国家の政策が課税所得計算規定などに反映する個別会計（法人とは限らない。）との関係

について、会計基準作成者の基本的知見を示すべきである。 

 なお、国際的な比較可能性を担保するという目的からは、個別財務諸表についての適用

は任意としてもよいと考える。 

委員会は中期運営方針において次の方

針を記載している。 

「これまで当委員会では、原則として、

開発された会計基準が連結財務諸表と単

体財務諸表の両方に同様に適用されるも

のとして開発してきており、今後もその方

針に変わりはない。ただし、単体財務諸表

においては、関連諸法規等の利害調整に関

係することが連結財務諸表よりも多いと

考えられるため、個々の会計基準の開発に

おいては、これらを考慮の対象とし検討を

行う。」 

また、委員会が公表した会計基準では、

ごく一部を除き、連結財務諸表と個別財務

諸表に同一の会計処理が用いられてきた。
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これは、歴史的に個別財務諸表の積み上げ

として連結財務諸表が捉えられてきてお

り、また、投資家の意思決定の有用性につ

いて、連結財務諸表と個別財務諸表で異な

る説明をすることは難しく、連結財務諸表

と個別財務諸表とで、同じ経済実態に対し

異なる考えに基づく会計処理を求める会

計基準を開発することは適切ではないと

の考えに基づいている。 

39) 連結財務

諸表のみに適

用するか、個別

財務諸表にも

適用する場合

には 2 区分の

会計処理モデ

ルを採用すべ

きである。 

同意しない。 

（理由） 

「連結財務諸表と個別財務諸表の会計処理を同一とする」には、①単に「同一企業にお

いて、連結財務諸表に適用している会計処理を個別財務諸表にも適用する」という側面

と、②「非上場・金融商品取引法開示対象外の企業で、連結財務諸表の作成義務すらなく、

国際的比較可能性の必要もない、中小規模企業の個別財務諸表にも適用を強制する」とい

う二つの側面を内包しているが、前者①については会計理論上も実務上の観点からも同意

するが、後者②については以下の理由により同意しない。 

・ IFRS は欧州等において、国際的比較可能性確保等のため、上場会社の連結財務諸

表にのみ強制適用されており、各国国内の諸制度と密接な関係にある個別財務諸表へ

の IFRS 適用を前提としていないこと 

・ 米国会計基準は、上場・非上場、連単の区別なく適用されることもあり、経済的・

法的実質や実務上の観点から問題のある IFRS における単一の会計処理モデルを採用

我が国においては、企業会計審議会で会

計基準を策定してきた時代から、連結財務

諸表が個別財務諸表の積み上げとして捉

えられてきており、双方で同一の会計処理

が用いられてきたことから、企業会計基準

委員会が公表する会計基準についても、基

本的に同様の方針に基づいて基準開発を

行っている。 

また、個別財務諸表への適用を踏まえた

ときに米国会計基準と同様の 2 区分の会

計処理モデルを適用すべきとのコメント

については、本会計基準案 BC34 項（本会

計基準 BC39 項）(4)に記載のとおり、オペ
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せず、従来のファイナンスリース・オペレーティングリースの 2 区分の会計処理モデ

ルを採用することとなったこと 

もし我が国において、「非上場・金融商品取引法開示対象外の企業で、連結財務諸表の

作成義務すらなく、国際的比較可能性の必要もない、中小規模企業の個別財務諸表にも適

用を強制する」のであれば、我が国でも米国同様に経済的・法的実質や実務上の観点から

懸念のある IFRS における単一の会計処理モデルではなく、米国会計基準における 2 区分

の会計処理モデルを採用すべきであり、もし米国会計基準でなく、IFRS を念頭に国際的

整合性を図るのであれば、IFRS と同様に上場企業・金融商品取引法開示企業（有価証券

報告書提出会社）の連結財務諸表への適用を前提とする（個別財務諸表への適用は任意）

の二者択一ではないかと考える。 

レーティング・リースの経済実態との整合

性の観点からは、いずれの方法が適切であ

るかについて優劣はつけられないと考え

られるが、本会計基準案 BC34 項（本会計

基準 BC39 項）(1)から(3)及び(5)に記載し

ている他の要因も総合的に勘案した結果、

単一の会計処理モデルによることとして

いる。 

質問 5（リースの定義及びリースの識別に関する質問） 

（本公開草案の提案の方向性を支持するコメント） 

40) 本公開草

案の提案の方

向性を支持す

る。 

同意する。 本公開草案の提案の方向性を支持する

コメントである。 

41) リースを

構成する部分

とリースを構

成しない部分

の区分に関す

る選択につい

同意する。 

ただし、以下の点について検討する必要があると考えられる。 

 リースを構成する部分とリースを構成しない部分の区分に関する選択について、より詳

細な区分での選択を認める必要があると考えられる。 

（理由） 

 リースを構成する部分とリースを構成しない部分の区分について、本会計基準案第27項

IFRS 任意適用企業において、リースを

構成する部分とリースを構成しない部分

を分けずに会計処理を行う取扱いが連結

財務諸表と個別財務諸表で異なる場合、簡

便的な取扱いの適用が複雑になることを

踏まえ、本会計基準案第 27 項（本会計基



 
 

－50－ 
 

論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

て、原資産のク

ラスごとの選

択を認めるべ

きである。 

では、貸借対照表において表示するであろう科目ごとに会計処理の選択が認められてい

る。 

一方、IFRS第16号では、原資産のクラスごとに当該選択が認められており、原資産のク

ラスは、性質及び企業の営業における用途が類似した原資産のグルーピングと定義されて

いる（IFRS第16号第8項）。 

その結果、貸借対照表において表示するであろう科目より細かい単位で選択を行ってい

るIFRS任意適用企業も存在する可能性があり、原則として修正を不要とする基本方針から

は、同様に、性質及び企業の営業における用途が類似した原資産ごとに選択を認めること

も考えられるのではないか。 

準第 29 項）を次のとおり変更することと

した（追加は下線、削除は取消線で示して

いる。）。 

「（略）貸借対照表において表示するで

あろう科目ごと又は性質及び企業の営業

における用途が類似する原資産のグルー

プごとに（略）」 

本公開草案に同意する。 

ただし、次の提案事項について検討いただきたい。 

 リースと非リースの区分の便法の適用単位について、「貸借対照表において表示するで

あろう科目」ではなく、IFRS同様「原資産のクラス」等とする。 

（理由） 

 本会計基準案第27項においてリースと非リースの区分の便法について提案されている。

当該便法の適用の単位は「対応する原資産を自ら所有していたと仮定した場合に貸借対照

表において表示するであろう科目ごと」とされているが、IFRS第16号第15項においては「原

資産のクラスごと」に適用を選択できるとされている。「原資産のクラス」とは性質及び

企業の営業における用途が類似した原資産のグルーピングと定義されており（IFRS第16号

第8項）、必ずしも貸借対照表の表示科目とは一致しない分類方法である。貸借対照表の

同一科目の中にも性質や用途が異なる原資産が混在するケースもあると考えられ、貸借対

照表の科目ごとにしか選択適用ができないのであれば、柔軟性に欠け利用しづらい便法の

同 上 
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取扱いとなるおそれがある。また、IFRSとの比較可能性を担保する中であえて差異を設け

る理由はないと考えられる。 

42) サプライ

ヤーが資産を

代替する実質

的な権利を容

易に判定でき

ない場合のガ

イダンスを追

加すべきであ

る。 

サプライヤーが資産を代替する実質的な権利を容易に判定できない場合のガイダンス

を追加することが必要と考えられる。 

（理由） 

サプライヤーが資産を代替する実質的な権利について、本適用指針案BC10項では、IFRS

第16号の詳細な定めを本適用指針に取り入れなくとも、各企業が判断に基づいて経済実態

を表す会計処理を行うことができると考えられるとしている。 

しかし、資産を代替する権利の行使によりサプライヤーが経済的便益を享受できるかは

借手から不明瞭であり、現在の記載では各企業において不必要に分析の手間が生じる可能

性がある。 

そこでIFRS第16号B19項と同様に、サプライヤーが資産を代替する実質的な権利を有し

ているかどうかを顧客が容易に判定できない場合には、顧客は、資産を代替する権利は実

質的ではないと仮定する旨のガイダンスを追加してはどうか。 

本適用指針案では簡素で利便性が高い

会計基準を定めることを開発にあたって

の基本的な方針としている（本適用指針案

BC4 項（本適用指針 BC4 項））。公開草案に

寄せられたコメントでは、当該方針につい

て大きな異論は聞かれていない。左記のコ

メントで指摘されている点については取

り入れた主要な定めの内容のみに基づい

て判断を行い企業の経済実態を表す会計

処理を行うこととすることが当該方針に

即していると考えられるため、本会計基準

等に追加的な記載を行わないこととした。 

サプライヤーの資産を代替する実質的な権利の有無を顧客が容易に判定できない場合

について、ガイダンスの追加を検討いただきたい。 

（理由） 

サプライヤーが資産を代替する実質的な権利について、本適用指針案BC10項では、IFRS

第16号の詳細な定めを本適用指針に取り入れなくとも、各企業が判断に基づいて経済実態

を表す会計処理を行うことができると考えられるとしている。しかし、顧客はサプライヤ

ー側で生じる資産の代替に係るコストを把握していないことが多いと考えられ、資産を代

替する権利の行使によりサプライヤーが経済的便益を享受できるかは顧客から不明瞭で

同 上 
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ある。このため、現在の記載では、各企業において分析に過大な労力が生じる可能性や、

結果として同様の事象について企業間で異なる判断が行われて企業間比較に困難が生じ

る可能性がある。したがって、IFRS第16号B19項と同様に、サプライヤーが資産を代替す

る実質的な権利を有しているかどうかを顧客が容易に判定できない場合には顧客はその

資産を代替する権利が実質的ではないと仮定する旨の規定を追加することを検討いただ

きたい。 

43) IFRS 第 16

号の定めや設

例を取り入れ

ていないこと

が会計処理へ

及ぼす影響を

記載すべきで

ある。 

 本適用指針案では、IFRS第16号の以下の定めや設例を取り入れていないと記載されてい

るが、IFRS第16号と本公開草案の記載の差になるような箇所は、それがどのような影響を

会計処理の結果に及ぼすのかも踏まえた、より具体的な説明が必要と考えられる。 

①  資産が契約に明記されない場合でも、黙示的に定められることによって特定され得

ること 

②  サプライヤーが資産を代替する実質的な権利に関する詳細な定め 

③  資産の使用を指図する権利に関する意思決定 

（理由） 

 本適用指針案BC9項、BC10項及びBC12項では、IFRS第16号の以下の定めや設例を取り入

れていないと記載されており、本公開草案の「解説動画資料」や企業会計基準公開草案第

73号「リースに関する会計基準（案）」等の概要」の解説にもその旨が記載されている。

①  資産が契約に明記されない場合でも、黙示的に定められることによって特定され得

ること 

②  サプライヤーが資産を代替する実質的な権利に関する詳細な定め 

③  資産の使用を指図する権利に関する意思決定 

このうち、本適用指針案BC9項及びBC10項からは、①や②についてはIFRS第16号との差

本適用指針案BC4項（本適用指針BC4項）

に記載のとおり、簡素で利便性が高い会計

基準とすることは、当該内容に基づいて判

断を行い、企業の経済実態を表す会計処理

を行うことができるようにすることを目

的としている。会計基準に具体的な定めが

ない場合、本会計基準等の趣旨を踏まえ、

企業が会計処理を検討することになると

考えられる。 

また、会計基準においては、その適用に

関して国際的な会計基準との差異を詳細

に説明することは通常しておらず、本会計

基準等においてもそのような記載を行う

ことは適当ではないと考えられる。 

したがって、本会計基準等に追加的な記

載を行わないこととした。 
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異になるような会計処理は想定されていないように読めるが、BC12項からは、③について

は差異になることもあり得るように読める。 

一方で、「解説動画資料」や「企業会計基準公開草案第73号「リースに関する会計基準

（案）」等の概要」の解説では、「取り入れていない。」とのみ記載されており、IFRS第

16号と比較すると本公開草案ではあえて当該部分を消去して検討しなければならないよ

うにも読める。 

IFRS第16号は世界中で既に4年近く実務において適用され、多くの論点が検討され、ノ

ウハウが蓄積されている基準である。日本国内でもIFRS第16号を適用している企業が相当

数あり、IFRS第16号に基づいて検討している関係者が相当数存在すると考えられる。 

これを踏まえると、本公開草案に基づく改正後の新基準が簡素で利便性が高いと言うた

めには、IFRS 第 16 号から取り出した箇所が本公開草案との差になるような記載をあえて

した場合には、それがどのような影響を会計処理の結果に及ぼすのかが明確に分かるよう

な、より具体的な説明が必要と考えられる。 

44) 本適用指

針案 BC9 項の

記載を本適用

指針案第 6 項

の取扱いと整

合させるべき

である。 

本適用指針案BC9項におけるIFRS第16号の一部の定めを取り入れない点に関する理由の

記載について見直しを検討いただきたい。 

（理由） 

 本適用指針案BC9項では、資産が契約に明記されない場合でも黙示的に定められること

によって特定され得るとするIFRS第16号の定めを取り入れないこととした理由として、当

該定めを置かなくとも、「顧客が資産の使用から生じる経済的利益のほとんどすべてを享

受する権利を有し、かつ、顧客が当該資産の使用を指図する権利を有している」（資産の

使用を支配する権利が移転している）場合には、資産が契約に明記されないときでもリー

スが含まれることが明らかであるためとされている。しかし、リースを含むと判断される

左記のコメントを踏まえ、本適用指針案

BC9 項（本適用指針 BC10 項）を次のとお

り修正することとした（追加は下線、削除

は取消線で示している。）。 

「（略）これは、当該定めを置かなくと

も、顧客が資産の使用から生じる経済的利

益のほとんどすべてを享受する権利を有

し、かつ、顧客が当該資産の使用を指図す

る権利を有している場合には、資産が契約
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ためには、「資産が特定されている」ことと「資産の使用を支配する権利が移転している」

ことの双方を満たす必要があるところ（本適用指針案第5項）、現在のBC9項の記載では、

「資産の使用を支配する権利が移転している」と判断されれば、「資産が特定されている」

と推定されるかのように見受けられる。資産が黙示的に定められる場合の定めを含めない

ことには同意するが、BC9項の記載については、例えば、「当該定めを置かなくとも、資

産が特定されているかどうかは事実と状況に基づき判断を行うことが可能であり、リース

の識別に関する適切な判断がなされると考えられる」といった記載に置き換えるなど、市

場関係者の誤解や混乱を避けるため、記載の見直しを検討いただきたい。 

に明記されていなくとないときでも事実

と状況によりリースが含まれることが明

らかであるときがあり、このときにはリー

スの識別に関する適切な判断がなされる

と考えられるためである。（略）」 

45) リースの

識別に関して

より詳細なガ

イダンスを定

めるべきであ

る。 

リースの定義及びリースの識別に関する提案には同意するが、以下の点について考慮い

ただきたい。 

本会計基準案等では、従来なかったリースの識別について規定されており、リースの判

定において有用なものになると評価できるが、記述が抽象的であり、使用権資産等の該当

可否を判定する実務において混乱が生じることが懸念される。リースの識別に関するフロ

ーチャートが用意されているなど配慮されているが、当該フローチャートは、抽象的な記

述を図示しただけに過ぎず、具体性は伴っていない。 

したがって、実務上の混乱を避けるためにも、設例で提示いただいた例のみならず、様々

なケースで判断しやすいよう情報提供に努めていただくとともに、本会計基準案等におけ

るリースの識別の判断も分かりやすい表現で記述していただきたい。 

また、リースの定義及びリースの識別に関しては、同一のケースにおいて法人ごとに取

扱いが異なるべきではないと思料する。規定が抽象的であるほど、取扱いに差異が生じる

余地があるため、このことからも具体性をもった規定が望ましい。 

さらには、会計監査において、監査人によって判断が異なることは避けるべきである。

本会計基準案等は、簡素で利便性が高い

会計基準とする方針のもとで、IFRS 第 16

号のすべての定めを取り入れるのではな

く、主要な定めのみを取り入れることを開

発にあたっての基本的な方針としている。 

本公開草案に寄せられたコメントでは

簡素で利便性が高い会計基準とするとい

う開発にあたっての基本的な方針につい

て大きな異論は聞かれていないため、当該

方針を変更しないこととした。これを受

け、IFRS 第 16 号のリースの識別に関する

細目的なガイダンスや設例を一律に取り

入れることはしないこととした。 
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監査人が同一の目線による監査が行えるよう、監査業界に対して適切に情報連携するとと

もに、同一目線による監査を行うよう促していただきたい。 

リースの識別に関する細則的なガイダンスについても取り入れるべきである。 

（理由） 

「国際的な会計基準との整合性を確保するために、リースの識別に関する定めについ

て、IFRS第16号との整合性を確保する必要がある」（本会計基準案BC25項）のであれば、

リースの識別に関する細則的なガイダンスについても当然に取り入れるべきであり、これ

らを取り入れないということは、リースの識別に関してIFRS第16号との整合性を必ずしも

確保しないことを意図していると受け取られかねないと考えられる。 

同 上 

本会計基準案等におけるリースの定義及びリースの識別に関する提案に条件付きで同

意する。 

（理由） 

我々のアンケートのQ5では、回答者の86.4％が「同意する」と回答した。 

リースの定義及び識別はリース会計基準の根幹をなすものであるが、本会計基準案等の

定めは、IFRS第16号との整合性、比較可能性を達成するという目的を達成していると考え

る。リース料の内訳は、財務諸表利用者にとって事業内容を知る重要な要素である。 

ただし、「リースの識別に関するフローチャート」だけでは、作成者・利用者ともに理

解が難しいと思われる。ASBJには教育的文書を公表するなどにより、本適用指針の適用開

始前までにリースの識別の理解を促す取組みをお願いしたい。 

また、リースを構成する部分とリースを構成しない部分とを分けずに会計処理を行う場

合に、リース負債の範囲が会社によってばらつくことが懸念されるとの意見があった。実

務上、すべての契約について区分を行うことが困難であることに配慮した例外規定である

リースの識別に関するより詳細なガイ

ダンスに関する対応については、上記で記

載している。 

また、「リースを構成する部分とリース

を構成しない部分の構成比」の注記につい

ては、本会計基準案第 27 項（本会計基準

第 29 項）における関連するリースを構成

しない部分をリースを構成する部分と合

わせてリースとして会計処理する簡便的

な取扱いを適用しているにもかかわらず、

リースを構成する部分とリースを構成し

ない部分を区分して比率を算出すること

を求めることとなり、適用上のコストと複
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が、企業が活用する代表的なリースの典型的な契約について、リースを構成する部分とリ

ースを構成しない部分の構成比を注記にて開示することが考えられる。その他、リース契

約でなくとも実質的にリースと識別した取引の概要についても開示を求める意見があっ

た。財務諸表利用者が企業間のばらつきの有無などを確認し、企業間比較を行う際に財務

調整の必要性の有無を検討する上での有益な情報となる。 

雑性の低減を目的として認めた趣旨に反

するため、当該注記は求めないこととし

た。 

46) [設例 2-1]

の事例におい

ては、リースを

識別すべきで

ある。 

基本的に同意する。 

しかし、[設例 2-1]の場合は、リースとして扱うべきであると考えられる。 

（理由） 

A 社は鉄道の車両の個体を特定できなくても、同じ性能の同形式のものを借手は使用で

きるのであるから、減価償却の「取替法」と共通点があると考えられる。よって、この場

合は「資産が特定されていないからリースではない」と判断するべきではなく、「リース

である」と判断するべきである。 

（例：JR 貨物の保有するコンテナ貨車のコキ 100 系において、その個別識別番号が異な

っていても、借手は同じ便益を受けることができる。） 

企業が所有権を有する有形固定資産に

おけるいわゆる取替法は、同一目的のため

に同一単位及び同一種類の資産で、その一

部を取り替えることによって、固定資産全

体として使用価値を維持できるものにつ

いて、減価償却を行わず、取得原価をその

まま帳簿価額とし、実際に取替えを行った

時に、新資産を取得するために支出した費

用を、その期の費用として会計処理するこ

とが認められるものである。本適用指針案

[設例 2-1]（本適用指針[設例 2-1]）にお

けるリースの識別の判断について、取替法

の適用の趣旨との特段の関連性は認めら

れないと考えられる。 

47) クラウド

サービス取引

について、リー

同意する。 

ただし、以下の内容について検討いただきたい。 

（意見） 

個々の取引の実態に応じて判断される

ものであるため、本適用指針には定めてい

ない。 
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スに該当する

か否かを設例

で明確にすべ

きである。 

 弊社アンケートの回答内容より、以下の意見を確認している。 

IaaS、PaaS、SaaS型のシステム利用についてリース会計適用になる基準の明確化と

「合理的な期間」算出の指標が欲しい。自社資産のソフトウェアを同じ考え方を適用す

る、など。 

自社運用のオンプレミスとは異なり、クラウドサービスは一般的に IaaS、PaaS、SaaS

の 3 つの提供形態がある。 

これらクラウドサービスは本適用指針案[設例1］リースの識別に関するフローチャート

にあてはめる場合、一般的に資産は特定されていない（サプライヤーが使用期間全体を通

して資産を代替する実質上の能力を有しており、かつ資産の代替により経済的利益を享受

する）ため、契約にリースは含まないと定義することができると考えられるが、実務上の

困難をきたさないために、クラウドサービスに関して設例を追加して頂くことが望まれ

る。 

48) サブリー

スについてヘ

ッドリースと

の一体性を考

慮した会計処

理が可能とな

るように「契約

書の文言のみ

ならず経済実

態を考慮した

本公開草案の提案に同意する。 

ただし、以下に記載した事項を適用指針に追加することを検討いただきたく申し入れ

る。 

「契約書の文言のみならず、経済実態を考慮した上でリースを識別し、合理的な会計処

理を行う。」 

（理由） 

リースの識別の判断については、当該契約がサブリースか単独のリースかを問わず、当

該契約で定める内容に基づいて判断することとされている（本会計基準案第23項）。 

一方で、ヘッドリースとサブリースの契約は、一般的に個別に交渉されるが、その契約

条件は完全に個別に定められるものではなく、サブリースの契約条件は、ヘッドリースの

契約にリースが含まれるかどうかを判

断する上では、本会計基準における契約の

定義に従い、関連する法律上の枠組みも含

め個々の取引の契約の実態を踏まえて判

断されるものと考えられるため、提案され

た内容については、本会計基準等に追加し

ないこととした。 
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上でリースを

識別する」定め

を追加すべき

である。 

条件に基づいて定められるものと認識している。このような場合、サブリースの契約内容

のみからでは、経済実態を正確に捉えることはできず、リースの識別を正しく結論づける

ことは困難であると考えている。 

航空業界においても、上記に該当、あるいは類似する契約が多数存在している。 

航空機の賃貸借では、海外リース会社と国内のリース会社間のヘッドリース、国内リー

ス会社と航空会社間のサブリース形態が存在し、ヘッドリースのサプライヤー所在地国の

法規制の影響を受ける場合もあることから、サブリース契約のみからリースの識別を判断

すると、経済実態を適切に表すことができない懸念があると考えている。 

また、航空会社等が空港等で建物や施設をサプライヤーから賃借する例があるが、単独

のリース契約であっても、サプライヤーが他者から賃借した土地に建設した建物等を第三

者へ賃貸する場合、その建物等のリース契約の条件が、土地の賃貸借契約の条件や関連法

規に実質的に拘束される事例があるものと認識している。この場合にも、建物等の賃貸借

契約の内容のみからでは、経済実態を正確に捉えることはできないと考えている。 

航空業界以外においても、サブリース契約条件とヘッドリース契約条件の関係性につい

ては、広く同様の状況であると想定されることから、サプライヤーと借主の契約だけでは

経済実態を表す会計処理ができないと考えられる場合には、単独のリース契約の内容のみ

から判断せず、ヘッドリース契約や、関連するリース契約に係る関係法規の内容等を借主

が知りうる範囲で考慮し、取引全体の経済実態を表す会計処理を行うべきであると考えて

いる。本会計基準案第23項の記載だけでは、契約書の文言のみで判断するべきである、と

の解釈も可能となり、経済実態を表さない会計処理となるリスクがあると思慮する。この

ようなリスクを回避するためにも、適用指針への文言追加を要望する。 

なお、本適用指針案BC10項において、「IFRS第16号の詳細な定めを本適用指針に取り入
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れなくとも、各企業が判断に基づいて経済実態を表す会計処理を行うことができると考え

られる」と説明があるが、本件については、その影響額の大きさから勘案して、同一業種

内における財務諸表の比較可能性が損なわれる可能性があることを危惧している。 

49) 契約の結

合の説明につ

いて記載を見

直すべきであ

る。 

同意するが、次の点について確認及び検討していただきたい。 

本会計基準案BC20項の表現を、収益認識会計基準第27項(1)の表現に合わせる必要がな

いか検討していただきたい。 

（理由） 

本会計基準案BC20項において、「このような場合として、例えば、同一の相手方と同時

又はほぼ同時に締結した複数の契約について、価格に相互依存関係が存在する場合や単一

の商業上の目的で締結されている場合等が考えられる。」とあり、「単一の商業上の目的」

と表現されている。この点、本会計基準案BC19項では収益認識会計基準と整合的に「契約」

を定義した旨が説明されているところからは、当該契約の結合に係る本会計基準案BC20項

も収益認識会計基準の定めと同様とすることを意図しているものと思料される。そうであ

れば、誤解を生じさせないためにも収益認識会計基準第27項(1)と同様の「同一の商業的

目的」という表現に合わせる必要がないか検討していただきたい。 

「単一の」を「同一の」に修正すること

とした。 

50) 本会計基

準案 BC22 項の

「契約期間の

中途において

当該契約を解

除することが

できないリー

本会計基準案BC22項における「契約期間の中途において当該契約を解除することができ

ないリース又はこれに準ずるリース」という表現を、「契約期間の中途において当該契約

を解除することができないリースに準ずるリース」に修正する必要がないか検討していた

だきたい。 

（理由） 

本会計基準案BC22項では、「第10項にいう「契約期間の中途において当該契約を解除す

ることができないリース又はこれに準ずるリース」とは、法的形式上は解約可能であると

本会計基準案 BC22 項（本会計基準 BC26

項）を次のとおり修正することとした（追

加は下線、削除は取消線で示している。）。 

「第 11 項にいう契約期間の中途におい

て当該契約を解除することができないリ

ース又はこれに準ずるリースとは、法的形

式上は解約可能であるとしても、解約に際
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ス又はこれに

準ずるリース」

という表現を

修正する必要

がある。 

しても、解約に際し相当の違約金を支払わなければならない等の理由から、事実上解約不

能と認められるリースをいう。」との説明がなされているが、当該説明は「契約期間の中

途において当該契約を解除することができないリースに準ずるリース」についての説明で

あると考えられるため、「契約期間の中途において当該契約を解除することができないリ

ース又はこれに準ずるリース」という表現を、「契約期間の中途において当該契約を解除

することができないリースに準ずるリース」に修正する必要がないか検討していただきた

い。 

なお、修正することで、現行の企業会計基準第13号第36項における「リース契約に基づ

くリース期間の中途において当該契約を解除することができないリース取引に準ずるリ

ース取引」との表現とも整合するものと考えられる。 

し相当の違約金を支払わなければならな

い等の理由から、事実上解約不能と認めら

れるリースをいう。（略）」 

51) 貸手にと

って借手が顧

客に該当する

場合に、リース

を構成しない

部分に配分さ

れた対価が収

益認識会計基

準の適用対象

になるか確認

したい。 

貸手にとって、借手が収益認識会計基準の「顧客」に該当する場合（なお、収益認識会

計基準第3項(1)及び(3)から(7)には該当しないことを前提とする。）の取扱いとして、以

下の理解でよいか確認させていただきたい。 

(a)  独立販売価格の比率に基づいてリースを構成しない部分に配分された対価の金額

は、収益認識会計基準の適用対象になるという理解でよいか。 

(b)  「リースを構成しない部分に配分された対価の金額」が収益認識会計基準の適用対

象になる場合、本適用指針案第13項(1)に基づき、「借手に財又はサービスを移転し

ない活動及びコストについて借手が支払う金額の内、リースを構成しない部分に配分

された金額」についても、収益認識会計基準の適用対象になるという理解でよいか。

（理由） 

本適用指針案第12項において、「契約におけるリースを構成しない部分について、該当

する他の会計基準等に従って会計処理を行う」と提案されている。また、本適用指針案第

本適用指針案第 12 項（本適用指針第 12

項）に定めるとおり、契約におけるリース

を構成しない部分については、収益認識会

計基準が適用されるかどうかを判断し、収

益認識会計基準が適用される場合には、収

益認識会計基準に従い会計処理及び開示

を行い、収益認識会計基準が適用されない

場合には他の会計基準等に従って会計処

理及び開示を行うことになると考えられ

る。 
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13項に基づいて、契約における対価の金額について、それぞれの部分の独立販売価格の比

率に基づいて、リースを構成する部分とリースを構成しない部分とに配分することが提案

されている。 

以上を踏まえると、貸手にとって、借手が収益認識会計基準の「顧客」に該当する場合

（なお、収益認識会計基準第3項(1)及び(3)から(7)には該当しないことを前提とする。）

の取扱いとして、「(a)独立販売価格の比率に基づいてリースを構成しない部分に配分さ

れた対価の金額は、収益認識会計基準の適用対象になる」と理解しているが、当該理解で

よいか確認させていただきたい。 

また、上記(a)の理解が正しい前提で、(b)本適用指針案第13項(1)に基づき、「借手に

財又はサービスを移転しない活動及びコストについて借手が支払う金額の内、リースを構

成しない部分に配分された金額」についても、リースを構成しない部分に配分されている

以上、上記(a)と同様に、収益認識会計基準の適用対象になると理解しているが、当該理

解でよいか確認させていただきたい。 

なお、当該確認の趣旨は、収益認識会計基準に基づく収益の分解情報に係る注記（収益

認識会計基準第80-10項）に含めるかどうかにも影響することから、明確に理解したいと

いうものである。 

52) 「維持管理

費用相当額」と

「借手に財又

はサービスを

移転しない活

動及びコスト」

基本的な考え方には同意する。 

ただし、本適用指針案第13項の記載は再考を要すると考える。 

（理由） 

本適用指針案第13項は、「契約における対価の中に、借手に財又はサービスを移転しな

い活動及びコストについて借手が支払う金額、又は、維持管理費用相当額が含まれる場

合」の取扱いとして、「貸手は(1)又は(2)のいずれかの方法を選択することができる」と

本適用指針案第 13 項（本適用指針第 13

項）(1)の方法（借手に財又はサービスを

移転しない活動及びコストについて借手

が支払う金額を独立販売価格の比率によ

りリースを構成する部分とリースを構成

しない部分に配分する方法）における「借
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の切分けを明

確にし、原則的

な会計処理と

例外的な会計

処理の適用関

係を整理する

必要がある。 

している。これは貸手に会計方針の選択肢を与えているかのように読めるが、実際には

(1)は「借手に財又はサービスを移転しない活動及びコストについて借手が支払う金額」

について、(2)は「維持管理費用相当額」について述べており、対象が異なっている。 

「いずれかを選択できる」という規定であれば同じ対象について異なる会計処理を述べ

るものであるはずだが、本適用指針案BC14項には「『維持管理費用相当額』と『借手に財

又はサービスを移転しない活動及びコスト』の範囲は一致することが多いと考えられる

が・・・（両者）の範囲は異なる可能性がある」とある。さらに、本公開草案に「維持管

理費用相当額」や「借手に財又はサービスを移転しない活動及びコスト」の定義は存在し

ない。そのため「『借手に財又はサービスを移転しない活動及びコスト』に該当するが『維

持管理費用相当額』に該当しないもの」や「『維持管理費用相当額』に該当するが『借手

に財又はサービスを移転しない活動及びコスト』に該当しないもの」が存在するのかしな

いのか不明であり、また、仮に存在する場合に「いずれかを選択できる」という表現との

整合性をどう考えるべきか理解が困難である。 

同項の趣旨は、貸手についてファイナンス・リース、オペレーティング・リースの区分

が今後も残ること、及び貸手について基本的に現行基準の定めを維持する方針であること

等に鑑み、現行基準における維持管理費用相当額の取扱いを貸手については維持すべきと

の見解は理解できる。しかしながら、本適用指針案本文の記載は上記のとおり複雑であ

り、その趣旨をくみ取ることは困難である。 

よって、貸手についても借手と同じ扱いとしたうえで、貸手特有の扱いとして「上記に

かかわらず企業会計基準適用指針第16号において維持管理費用相当額としてリース料か

ら控除する取扱いがされていたものについては、契約における対価から控除し、収益に計

上する、又は、貸手の費用の控除額として処理する方法を選択することができる」とし、

手に財又はサービスを移転しない活動及

びコストについて借手が支払う金額」と本

適用指針案第 13 項（本適用指針第 13 項）

(2)の方法（維持管理費用相当額を契約の

対価から控除する方法）における「維持管

理費用相当額」とで、範囲が異なる可能性

はあるが、契約の対価全体をいずれかの会

計処理単位に配分する点では本適用指針

案第 13 項（本適用指針第 13 項）(1)の方

法と(2)の方法では変わらない。また、本

適用指針案第 13 項（本適用指針第 13 項）

(2)の方法は企業会計基準適用指針第 16

号における維持管理費用相当額に関する

定めを踏襲することを意図している。した

がって、本公開草案の提案を変更しないこ

ととした。 
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さらに、結論の背景において、貸手にとって両選択肢に優劣はない旨を説明することを提

案する。 

一方で、質問2に記載のとおり、現行基準における表現を本公開草案に維持する方針が

文案を複雑化していることも懸念している。「維持管理費用相当額」と「借手に財又はサ

ービスを移転しない活動及びコスト」の範囲が一致することが多いと考えられているので

あれば、維持管理費用相当額という表現に固執することなく、本適用指針案第13項の

(1)(2)はいずれも「借手に財又はサービスを移転しない活動及びコストについて借手が支

払う金額」についての記載としたうえで、結論の背景において「企業会計基準適用指針第

16号における維持管理費用相当額については借手に財又はサービスを移転しない活動及

びコストに該当すると考えられ、本定めは企業会計基準適用指針第16号での取扱いの変更

を意図するものではない」旨を説明することも考えられる。このような扱いとすることに

より、維持管理費用相当額として従来扱われていなかったものが、リース料から控除され

ることが懸念されることも理解するが、重要な影響を与えるような差異が明示的に識別さ

れていないのであれば、その弊害は限定的であると思料する。 

53) 「使用期間

全体」に関する

説明を追加す

べきである。 

 本適用指針案第5項(1)、第6項(1)、第8項において、「使用期間全体」を通じてと条件

が記載されているが、全体とは、使用される期間の始めから終わりまでであり、「使用期

間全体」からわずかでも除外されていたら、「使用期間全体」の条件には該当しないとい

う解釈で正しいのかどうかを明確にしていただきたい。 

（理由） 

 ルールの隙間をついて、契約内容によりリースから外すことも考えられ、その場合、実

態はリースそのものであるにも関わらず、「使用期間全体」ではないから、リースに該当

しないと判断する可能性もある。ここで、実態はリースであるにもかかわらず会計処理が

本適用指針案第4項（本適用指針第4項）

(1)では使用期間には「非連続の期間を含

む」としている。このため、契約期間のう

ち一部分に特定された資産を使用できな

い期間があったとしても、残りの（非連続

の）期間全体にわたり当該資産の使用を支

配している場合には、「使用期間全体」の

条件に該当すると考えられる。 
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異なることは適切ではないため、使用期間「全体」として限定されるような条件の記載が

適切であるのかどうかを明確にした方が適切であると考えられる。 

54) 本適用指

針案第 6 項(1)

及び第 8 項(2)

②の表現を明

確化すべきで

ある。 

 本適用指針案第6項(1)では、「サプライヤーが使用期間全体を通じて当該資産を他の資

産に代替する実質上の能力を有している。」と規定されている。また、本適用指針案第8

項(2)②では、「顧客が使用期間全体を通じた資産の使用方法を事前に決定するように、

資産を設計している。」と規定されている。当該表現では、何を示しているのか不明瞭で

あるため、財務諸表作成者及び利用者がしっかりと理解できる表現に見直していただきた

い。 

（理由） 

 本会計基準案は、日本の基準であり、日本語として財務諸表作成者及び利用者が理解で

きることが非常に重要であると考えられる。そのため、表現を見直した方が良いと考え

る。 

左記のコメントの指摘も理解できるが、

IFRS第 16号の表現から変更することによ

り意図しない帰結となるおそれがあるこ

とから本適用指針案の表現を変更しない

こととした。 

（本公開草案の提案の方向性を支持しないコメント） 

55) リースの

定義において

は民法上の賃

貸借との整合

性を図るべき

である。 

同意しない。 

以下の理由のとおり、賃貸借契約も本会計基準案の適用範囲とし、民法上の賃貸借と異

なるリースの定義に基づく会計処理を適用することは、我が国の法制度の下では明らかに

問題であるほか、税法等関連する法規制に影響を及ぼすことが懸念される。また、リース

の定義に基づく使用権資産及びリース負債の計上の説明についても明確でない。 

（理由） 

1. 賃貸借契約も本会計基準案の適用範囲とし、賃貸借と異なるリースの定義に基づく会

計処理を適用することの問題 

(1)  我が国の民法 601 条では「賃貸借とは、当事者の一方がある物の使用及び収益

本会計基準案等では、IFRS 第 16 号と同

様に、特定の資産の使用を支配し、それと

引換えにリース負債を負うとの論理構成

をとっている。また、契約の中に実質的に

資産の使用の対価が含まれる場合で当該

資産の使用を借手が支配しているときに

は、契約の実質を優先し、リースとして識

別することが、借手の経済実態を忠実に表

現することになると考えられる。 
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を相手方にさせることを約し、相手方がこれに対してその賃料を支払うこと及び

引渡しを受けた物を契約が終了したときに返還することを約することによって、

その効力を生ずる。」と定めている。 

(2)  本会計基準案では「リースとは、原資産（リース対象物件）を使用する権利を

一定期間にわたり対価と交換に移転する契約又は契約の一部分をいい、契約が、

特定された資産の使用を支配する権利を一定期間にわたり対価と交換に移転す

る場合、当該契約はリースを含む。」と定めている。 

(3)  さらに、賃貸借契約の当事者である「賃借人」及び「賃貸人」に対して、本会

計基準案ではリース契約の当事者として「借手」及び「貸手」を用いているが、

「借手」をリースにおいて原資産を使用する権利を一定期間にわたり対価と交換

に獲得する企業、「貸手」をリースにおいて原資産を使用する権利を一定期間に

わたり対価と交換に提供する企業とし、「賃借人」「賃貸人」と異なる趣旨で定義

付けされている。 

(4)  民法の賃貸借が、契約期間中、賃借人が賃料を支払い続ける限り、賃貸人は、

賃借人に対して賃貸借の対象物を使用収益させる義務が継続しているのに対し、

本会計基準案のリースは、貸手は、原資産を借手に引き渡し、借手において当該

原資産の使用を可能とした時点で、当該原資産の使用権を借手に移転する義務を

履行し、これにより、借手は、リース期間にわたって、当該原資産を使用する権

利（使用権）を支配するとともに使用権に対するリース料支払義務を有するとし

ている。 

(5)  すなわち、本会計基準案のリースは、賃貸借契約における契約期間中の賃貸人

の使用収益させる義務と賃借人の賃料支払義務の対価関係を無視したものであ

さらに、契約の実質に基づき特定の資産

の使用を支配しているか否かで使用権を

計上するかどうかを判断する考え方に立

てば、当該資産を借手に引き渡し、利用可

能とした時点で、貸手は当該資産の使用権

を借手に移転しているという点で、借手に

対する使用権の移転に係る義務を履行し

ていると考えられる。この観点で、貸手が

使用権を借手に移転した時点で（条件付き

であったとしても）履行した義務に係る負

債を認識することに不整合はないと考え

られる。 

これらを踏まえ、契約の実質に着目し、

借手において、使用権を財務諸表に計上す

るとともに使用権の見合いとして将来の

リース料の支払に係る負債を計上するこ

ととし、本公開草案の提案を変更しないこ

ととした。 

税法との関係の観点についてのコメン

トへの対応は、37)で記載している。 
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る。 

(6)  それにもかかわらず、賃貸借契約も本会計基準の適用範囲とし、賃貸借と異な

るリースの定義に基づく会計処理を適用することは、我が国の法制度の下では、

明らかに問題であると考える。 

(7)  また、リースは、一般的には賃貸借を意味する英語として広く認識されている

が、本会計基準案では、リースと賃貸借を異なるものとしているにもかかわらず、

新たに追加された借地権の設定に係る権利金等に関する取扱い、建設協力金等の

差入預託保証金等の取扱いにおいて、賃貸借に関連する用語（賃貸借契約、賃貸

借取引、家賃、賃借予定期間等）がそのまま使用されていることから、リースと

賃貸借の解釈について、実務において混乱が生じる懸念がある。 

2. 税法等関連する法規制への影響 

(1)  我が国の法制度の下では、民法上の賃貸借の枠組みの中で、リース（会計上の

ファイナンス・リース）と賃貸借は明確に区分されている。 

(2)  賃貸借を含むすべてのリースに対して、本会計基準案の定義を使用し、本会計

基準案の会計処理を適用した場合、特に税法に大きな影響を及ぼすことになる

ほか（質問 1 及び質問 4に対するコメントを参照）、賃貸借を規律している各種

法規制の解釈にも影響を及ぼすことが懸念される。 

3. リースの定義に基づく使用権資産及びリース負債の計上の説明が明確でない 

(1)  本会計基準案におけるリースは、貸手から借手に対する「原資産の使用を支配

する権利の移転」を強調することにより、上記 1（4）のとおり、貸手による履行

義務の完了によって、借手においてリース期間中の使用権と使用権に対するリー

ス料支払義務を有することを導き出している。 
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(2)  IFRS 第 16 号では、貸手の履行義務の完了とともに、借手が有する無条件の使

用権と無条件のリース料支払義務は資産と負債の定義を満たすとして使用権資

産とリース負債の計上を求めている。 

(3)  一方、本会計基準案では、本会計基準案 BC9 項において、次のとおり説明して

いるが、借手における使用権とリース料支払義務が資産及び負債の定義を満たす

かどうか及び満たす場合の理屈について、必ずしも明確に説明が行われていると

は言えない。 

BC9. 前項の意見について、IFRS 第 16 号では、リースが役務提供契約と異な

る点について、次のとおり説明されている。 

(1) リースの場合、貸手による原資産の引渡しにより借手は特定された資

産を使用する権利を支配し、それと交換に当該使用権に対する支払を

行う無条件の義務を負う。 

(2) 役務提供契約の場合、顧客は契約の開始時に特定された資産の支配を

獲得せず、通常、役務提供が履行される時点まで支払義務を負わない。

この点、IFRS 第 16 号においては、貸手が借手に対してさまざまな法的

な義務を負う中で、原資産の使用権に対する支配に着目する観点から、原

資産の引渡しに焦点が当てられているものと考えられる。IFRS 第 16 号に

おいて、借手における支払義務が法律上の無条件の支払義務に該当しない

としても、会計上の資産又は負債の定義を満たす場合には、資産又は負債

として計上するかどうかを検討することになると考えられる。IFRS 第 16

号における、貸手が原資産を借手に引き渡した時点において借手が無条件

の支払義務を有しているとの考え方は、我が国において必ずしも当てはま
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らない状況があると考えられるが、会計上、借手が無条件の支払義務を有

するまで負債を認識しないということには必ずしもならないと考えられ

る。 

BC11. （略） 

なお、BC9 項を踏まえ、本会計基準では借手の原資産の使用に関連する

権利及び義務が無条件であるとするIFRS第16号における記載は行ってい

ないが、借手のすべてのリースについて資産及び負債を計上する点におい

て、国際的な会計基準と異なる取扱いになることは想定していない。 

同意しない。 

（理由） 

民法と本公開草案での賃借の概念が異なるため。 

同 上 

56) 役務提供

契約に含まれ

ているリース

を識別するべ

きではない。 

「契約が特定された資産の使用を支配する権利を一定期間にわたり対価と交換に移転

する場合、当該契約はリースを含む」という考え方に同意しないため、リースの識別に関

する取扱いにも同意しない。 

 設例で示されている契約のほか、現在は役務提供契約として認識している契約につい

て、リースを含むかどうかの判断が必要となる可能性があり、実務上の混乱が懸念され

る。 

 なお、以下の理由のとおり、本適用指針に定める「サプライヤー」は二当事者間におけ

る契約の当事者であることを明らかにする必要があり、また、「一方の当事者」（サプライ

ヤー）と記載せずに単に「一方の当事者」とするなど、記載を工夫していただきたい。 

（理由） 

 本適用指針案第 5 項及び第 6 項でいう「サプライヤー」はいずれも、顧客とサプライヤ

企業会計基準第 13 号等の適用において

役務提供契約として認識している契約の

中に、リースを含むかどうかの判断が必要

となる契約が存在する可能性はある。した

がって、実務上、適用上のコストが一定程

度生じるものと考えられる。しかしなが

ら、本会計基準案BC25項（本会計基準BC30

項）に記載のとおり、リースの識別に関す

る定めは、リースの定義と合わせて借手が

貸借対照表に計上する資産及び負債の範

囲を定めるものである点で、IFRS 第 16 号
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ーの二当事者間における契約を想定しているため、本適用指針案第 5項に関連する BC8 項

の説明を読まないと、リースの識別段階ではサプライヤー、リースを含むこととなった場

合には「サプライヤーが貸手になる」ことを理解するのは容易でない。 

 設備等のリース契約の場合、通常は三当事者が関与する取引（サプライヤーから貸手に

資産を提供し、当該貸手から借手に当該資産をリースする取引）であるため、本適用指針

案第 5 項及び第 6 項の「サプライヤー」は誤解を生じる。 

との整合性を確保する必要性があるほか、

契約の中に実質的に資産の使用の対価が

含まれる場合で当該資産の使用を借手が

支配しているときには、契約の実質を優先

し、リースとして識別することが借手の経

済実態を忠実に表現することになると考

えられること、リースとサービスが一体と

して提供されている取引について、我が国

に固有の適用の困難さがある取引は、本公

開草案に寄せられたコメントにおいて追

加的に識別されていないことから、本会計

基準案等の提案を変更しないこととした。 

また、「サプライヤー」の用語について

は、潜在的な貸手を含む表現として用いて

いる。左記のコメントにある「一方の当事

者」とすると当事者が貸手なのか借手なの

かが不明瞭になると考えられる。本会計基

準案等で用いている「サプライヤー」は本

適用指針案 BC8 項（本適用指針 BC9 項）で

説明を行っていること、IFRS 第 16 号と表

現の整合性を図る方が分かりやすいとの

意見が多かったことも踏まえ、本公開草案
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の提案を変更しないこととした。 

57) 借手にお

いても、貸手と

同様に、「維持

管理費用相当

額」の取扱いの

選択適用を認

めるべきであ

る。 

借手においても、貸手と同様に、「借手に財又はサービスを移転しない活動及びコスト」

と「維持管理費用相当額」の取扱いの選択適用とした方がよい。 

（理由） 

 本会計基準案等では、借手においては、維持管理費用相当額の取扱いを適用せず、「借

手に財又はサービスを移転しない活動及びコスト」について借手が支払う金額を契約にお

ける対価の一部として、リースを構成する部分とリースを構成しない部分に配分すること

としている（本適用指針案第 11 項）。 

 借手における維持管理費用相当額の取扱いの廃止は、ファイナンス・リースとオペレー

ティング・リースの区分を廃止したため、リースを分類する観点から維持管理費用相当額

の取扱いを定める必要はないこと、リース料に含まれるこれらの金額が借手に示されるこ

とは通常は想定されないため、借手がこれらの金額を算定することは困難であると考えら

れることが、その理由とされている（本適用指針案 BC17 項）。 

 しかしながら、実務においては、維持管理費用相当額の重要性の有無にかかわらず、借

手において、「維持管理費用相当額」を借手のリース料から控除して会計処理している事

例もある。 

 このため、一律に当該費用をリースを構成する部分とリースを構成しない部分に配分す

るのではなく、貸手と同様に、「借手に財又はサービスを移転しない活動及びコスト」と

「維持管理費用相当額」の取扱いの選択適用としていただきたい。 

 また、現行の実務において、借手が、重要性が乏しい維持管理費用相当額を借手のリー

ス料から控除して会計処理している場合、当該維持管理費用相当額は財務諸表に対する重

要性が乏しいにもかかわらず、本会計基準を適用することによって、借手のみ会計処理の

借手は多くの場合、維持管理費等相当額

を知ることができないと考えられる。仮に

借手が維持管理費等相当額を知り得る場

合にのみ維持管理費等相当額を控除する

取扱いを認めると維持管理費等相当額を

控除するリースと控除しないリースが同

一企業内で混在することになり得るため、

本適用指針案の変更を行わないこととし

た。 
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変更に伴うコストが生じることが懸念される。 

借手は、契約における対価の金額について、リースを構成する部分とリースを構成しな

い部分とに配分するにあたって、それぞれの部分の独立価格の比率に基づいて配分すると

されている（本適用指針案第11項）。 

一方で、貸手についても、契約における対価の金額について、リースを構成する部分と

リースを構成しない部分とに配分するにあたって、それぞれの部分の独立販売価格の比率

に基づいて配分するとされているものの、契約における対価の中に、維持管理費用相当額

が含まれる場合、当該配分にあたって、維持管理費用相当額を契約における対価から控除

する方法が選択的に認められている（本適用指針案第13項(2)）。 

借手においては維持管理費用相当額を契約における対価から控除する方法が記載され

ていないことから、借手については、貸手に認められている維持管理費用相当額を直接控

除することは認められず、リースを構成しない部分に配分された維持管理費用相当額につ

いてのみ控除することが認められているものと理解している。 

この点、企業会計基準第13号及び企業会計基準適用指針第16号の適用においては、実務

上、固定資産税や保険料等を算定することが可能であることから、ファイナンス・リース

の現在価値基準の判定及び資産負債計上額の計算にあたっては、原則どおり、これらの維

持管理費用相当額をリース料総額から控除している。 

また、本適用指針案の経過措置により、企業会計基準第13号においてファイナンス・リ

ース取引に分類していたリースについては、適用初年度の期首における使用権資産及びリ

ース負債の帳簿価額は適用初年度の前連結会計年度及び前事業年度の期末日における帳

簿残高を引き継ぐことができることになっている。（本適用指針案第116項） 

多店舗展開を営む企業においては多数のリース契約を締結している。そのため、借手の

同 上 
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リース取引についても、維持管理費用相当額をリース料総額から控除しているという実務

への配慮や現行のファイナンス・リースにおける帳簿価額を引き継ぐことができるとする

本適用指針案の経過措置との整合性の観点から、借手における維持管理費用相当額の処理

に関しても、貸手と同様に直接控除の選択適用を認める必要があるものと考える。 

58) 独立（販

売）価格による

配分を求める

べきではない。

また、維持管理

費用相当額等

の取扱いを維

持すべきであ

る。 

本会計基準案等におけるリースの定義及びリースの識別に関する提案に一部同意しな

い。以下の理由から、現行の維持管理費用相当額の取扱いを維持すべきである。 

（理由） 

 本会計基準案では、「借手及び貸手は、リースを含む契約について、原則として、リー

スを構成する部分とリースを構成しない部分とに分けて会計処理を行う。」としている

が、独立（販売）価格による配分には反対である。 

 自動車リースでは、一般的に車両購入価格は顧客に開示されておらず、メンテナンス部

分及び維持管理費用相当額を含め、オールインワンでリース料が決定される相対の取引で

ある。従い、借手が独立価格を見積るのは困難であり混乱を招く。 

 自動車リースのリース料は車両や顧客ごとに決定する相対取引である。貸手においても

独立販売価格が必ずしも明確ではなく、一律独立販売価格で配分する会計処理とするべき

ではない。企業会計基準適用指針第16号第14項、第54項の維持管理費用相当額等の取扱い

を維持すべきである。また、貸手についても借手同様に一体処理の選択をできるようにす

べきである。 

借手において契約対価から維持管理費

用相当額を控除する方法を取り入れるか

どうかの対応については、57)に記載して

いる。 

また、貸手のオペレーティング・リース

については、リースを構成する部分とリー

スを構成しない部分の収益の計上の時期

及びパターンが同一である場合に限り、リ

ースを構成する部分とリースを構成しな

い部分を合わせて取扱い会計処理を行う

ことができる代替的な取扱いを定めるこ

ととした（本適用指針第 14 項及び第 15

項）。 

59) 維持管理

費用相当額の

配分について

実態に即した

借手の「リースを構成する部分とリースを構成しない部分の区分」における、維持管理

費用相当額（財又はサービスを移転しない活動及びコスト）の配分方法について同意しな

い。 

（理由） 

維持管理費用相当額（財又はサービスを

移転しない活動及びコスト）の配分方法へ

の対応については、57)に記載している。 

また、本適用指針案第 20 項（本適用指
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配分方法又は

企業会計基準

適用指針第 16

号と同様の方

法とすべきで

ある。 

 自動車リースにおいては、リース料総額に占める税金及び保険料等の維持管理費用相当

額の割合が高く重要性がある。本公開草案では維持管理費用相当額を「リースを構成する

部分」と「リースを構成しない部分」の独立価格の比率に基づいて配分することを定めて

いるが、比率配分以外にも実態に即した配分方法も認めるべきである。比率配分のみだと

維持管理費用相当額に重要性が高い場合、適切な使用権資産を計上できない。 

 現行基準においては維持管理費用相当額及び役務提供相当額を控除して 300 万円以下

の判定を行っている。本適用指針案 BC35 項において、現行基準の扱いを継続適用するこ

とにより借手の負担を減らすことができるとの記載があるが、自動車リースにおいては維

持管理費用相当額の重要性が高く、維持管理費用相当額を「リースを構成する部分」から

控除しない場合は少額リース（300 万円基準）の扱いを適用できないケースが増加するた

め、本適用指針案 BC35 項の借手の負担を減らす記載と矛盾が生じる。 

 以上の理由により、実態に即した会計処理を行うべく維持管理費用相当額の配分につい

ては、比率配分のみではなく、実態に即した配分方法、及び現行基準における原則控除の

継続適用を選択可能としていただきたい。 

針第 22 項）(2)①の少額リースの取扱いに

おいては維持管理費用相当額の合理的見

積額を除くことができることを定めるこ

ととした（本適用指針第 23 項）。 

60) 借手にお

いて契約にお

ける対価の金

額を配分する

場合の独立価

額を見積るた

めの情報を「最

大限」とする必

借手において契約における対価の金額を配分する場合の独立価額を見積るための情報

を「最大限」とする必要はない。 

（理由） 

 借手は、リースを含む契約について、「リースを構成する部分とリースを構成しない部

分とを分けずに、リースを構成する部分と関連するリースを構成しない部分とを合わせて

リースを構成する部分として会計処理を行うことを選択することができる。」としている

（本会計基準案第 27 項）。 

 一方、借手が、本会計基準案第 27 項を適用せずに、リースを含む契約について、リー

独立価格が明らかでない場合に、借手に

見積独立価格の使用を認めているもので

あり、会計上の見積りを行うに当たって

は、観察可能な情報を最大限利用すること

が適切な見積りになると考えられる。 
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要はない。 スを構成する部分とリースを構成しない部分とに分けて会計処理を行う場合、リースを構

成する部分とリースを構成しない部分の独立価格の比率に基づいて契約における対価の

金額を配分することとし（本適用指針案第 11 項）、独立価格が明らかでない場合、借手

は、観察可能な情報を最大限に利用して、独立価格を合理的な方法で見積るとしている

（本適用指針案 BC16 項）。 

 この独立価格を見積るための情報の収集は、借手の実務負担の増加につながるため、情

報の利用については、借手の負担を考慮し、「最大限か否か」が議論とならないよう「観

察可能な情報を利用する」こととしていただきたい。 

61) 貸手のオ

ペレーティン

グ・リースにつ

いても、リース

を構成する部

分と関連する

リースを構成

しない部分と

を区分せずに

会計処理を行

う方法を認め

るべきである。

本会計基準案第26項において「借手及び貸手は、リースを含む契約について、原則とし

て、リースを構成する部分とリースを構成しない部分とに分けて会計処理を行う。」とい

う原則的な定めに続いて、同第27項において借手に関する例外的な選択肢が置かれている

が、貸手に関しても、オペレーティング・リースに関しては、リースを構成する部分とリ

ースを構成しない部分とを分けずに、リースを構成する部分と関連するリースを構成しな

い部分とを合わせてリースを構成する部分として会計処理を行うことを選択することが

できる旨の定めを設けることをご検討いただきたい。 

上記のコメントの理由は以下のとおり。 

（理由） 

今回の改正に際しての「開発にあたっての基本的な方針」（本会計基準案BC第12項）で

は、「貸手の会計処理については、IFRS第16号及びTopic 842ともに抜本的な改正が行わ

れていないため、次の点を除き、基本的に、企業会計基準第13号の定めを維持することと

した。(1)収益認識会計基準との整合性を図る点、(2)リースの定義及びリースの識別」と

されている。 

リースを構成する部分とリースを構成

しない部分とを分けずに、リースを構成す

る部分と関連するリースを構成しない部

分とを合わせてリースを構成する部分と

して会計処理を行う選択肢を設けるかど

うかの対応については、58)で記載してい

る。 

また、「収益に計上」するか「費用の控

除額」として処理するかの選択が重要な会

計方針（企業会計原則注解（注 1-2）及び

企業会計基準第 24 号「会計方針の開示、

会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会

計基準」（以下「企業会計基準第 24 号」と

いう。）第 4-4 項から第 4-6 項）に該当す
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この点、企業会計基準適用指針第16号では、本会計基準案第26項のリースを構成する部

分とリースを構成しない部分との区分（以下「リース構成区分」とする。）に類似した定

めとして「維持管理費用相当額の処理」（企業会計基準適用指針第16号第14項、第25項、

第54項）や「通常の保守等の役務提供相当額の処理」（企業会計基準適用指針第16号第14

項、第26項、第55項）が存在したが、これらの定めは、ファイナンス・リースの現在価値

基準の判定という場面に関連して適用・運用されていたに過ぎない。言い換えれば、オペ

レーティング・リースの会計処理に関して、これらの定めが適用・運用されて、リース料

を異なる科目に区分計上するような実務は少なかったと考えられる。 

翻って、本会計基準案のリース構成区分の定めは、「リースの識別」に係る論点である

のみならず、「収益認識会計基準との整合性」の見地からも改正導入されたと考えられる

（本適用指針案BC19項）。この点、企業会計基準第13号の時点では「典型的なリース、す

なわち役務提供相当額のリース料に占める割合が低いものを対象としており、役務提供相

当額は重要性が乏しいことを想定」していたとのことだが（本適用指針案BC15項）、今回

の改正に際しては「サービス性が強い」性格のリース契約も想定されており（本会計基準

案BC26項）、リース構成区分の定めを字義どおり、ファイナンス・リースにもオペレーテ

ィング・リースにも無差別に適用・運用する場合、オペレーティング・リースの会計処理

の実務負担への影響（例えば、従来は「賃貸収入」等の単独科目で表示・開示していた科

目を一定の割合で分割する、等）は相当なものになることが想定される。 

この点、有用な財務諸表の質的特性等に貢献するところが、実務負担を考慮しても十分

に評価できる場合は、オペレーティング・リースにおけるリース構成区分の要請にも意義

があると考えられる（財務諸表作成の費用対効果）。ただ、オペレーティング・リースに

おけるリース構成区分の成果は、（現在価値基準の妥当な判定に際してリース構成区分が

ると判断する場合には、重要な会計方針と

して注記することになると考えられる。 

なお、「会計方針に関する情報」（本会

計基準案第 53 項（本会計基準第 55 項）

(1)①）の開示は、本会計基準案等で求め

ている「リース特有の取引に関する情報」

や「当期及び翌期以降のリースの金額を理

解するための情報」を利用して、財務諸表

利用者が独自に組替えや調整等の追加の

分析を行うことが可能な項目に関連する

会計方針についてのみ「重要な会計方針」

に該当するか否かにかかわらず「リースに

関する注記」として注記を求めることとし

たものであり、収益に計上するか費用の控

除額として処理するかの選択については

当該会計方針に該当しないと考えられる

ため、リースに関する注記における「会計

方針に関する情報」としては注記を求めて

いない。 
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必要となり、会計処理においてもリース構成区分に応じた仕訳等が生じるファイナンス・

リースとは異なり）収益関係の表示・開示区分が変わるだけに終わることが大半であると

想定され、純利益等に有意味な影響を与えるケースは非常に少ないと考えられる。 

また、表示・開示区分に差異が生じるとしても、本会計基準案第52項では、「開示目的」

を「借手又は貸手が注記において、財務諸表本表で提供される情報と合わせて、リースが

借手又は貸手の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローに与える影響を財務諸表利用

者が評価するための基礎を与える情報を開示することにある」としているところ、契約

上、同じ属性とされている項目を、会計上、リース構成区分して異なるカテゴリーとして

開示したところで「財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローに与える影響」に有意味

な差異が生じるとは考えにくい。 

さらに、財務諸表利用者側に、オペレーティング・リースに関してリース構成区分され

た情報に対するニーズがあるかどうかも別途検討されるべきと考える。ファイナンス・リ

ースであれば、金融収益的な性格を有するリース構成部分と、それとは異なるサービス部

分を区分して把握する意義がある可能性があるが、オペレーティング・リースに関しては

リースとサービスの総合として収益を稼得するのがビジネスの実態であり、財務諸表利用

者側もそのような総合的な収益性が評価できれば十分である可能性がある。その場合は、

殊更に多大な実務負担を追加してまで、リース構成区分の情報を開示することの意義は少

ないことになる。 

なお、以上のように、貸手のオペレーティング・リースのリース構成区分に関して例外

的な定めを設けた場合、いわゆるコンバージェンスの趣旨から、IFRS第16号との整合性等

に関して論点が生じるが、この点に関しては、他の重要な定めである「リース期間」の定

めに関して、貸手に関してはIFRS第16号とは異なる定めとしており（本会計基準案第15項、
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第30項、BC33項）、このリース構成区分にも同様にIFRS第16号とは異なる定めを設けるこ

との許容性は十分にあると考える。ただし、既にIFRS第16号のリース構成区分の定め（IFRS

第16号第12項）を適用・運用している会社への配慮上、貸手のオペレーティング・リース

に関するリース構成区分の例外扱いの定めは、選択肢とすべきと考える。 

最後に、貸手のリース構成区分の具体的な定めとして設けられた本適用指針案第13項

は、上記の主張からは、リース構成区分を選択的に行う場合に準拠することになる定めに

なるため、要望という意味でのコメントはない。ただ、当該第13項の選択肢である(2)で

は、さらなる選択として維持管理費用相当額を「収益に計上」するか「費用の控除額」と

して処理するかを選ぶこととなるが、例えば、不動産賃貸業では固定資産税等の金額が不

動産賃貸収入の1割を超えることは珍しくないため、当該選択は営業収益や段階損益に関

する比較可能性に有意味な影響が想定される以上、貸手に関しても借手におけるような

「会計方針に関する情報」（本会計基準案第53項(1)①）の開示が検討されて良いように

も思える。 

（その他のコメント） 

62) 整備新幹

線に係る鉄道

施設の使用対

価についてリ

ースの識別に

関する定めの

例外を設ける

べきである。 

当社が（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構から貸付けを受けている整備新幹線に係

る鉄道施設の使用対価については、リースの識別に関する定めにおいて、適用対象外とし

て取り扱う旨の細則を検討いただきたい。 

（理由） 

1. 一般的な経済合理性に基づくリース取引とは性質が異なるものであること 

整備新幹線に係る鉄道施設は、全国新幹線鉄道整備法に基づき、経済発展や地域振興

を目的として、国や沿線自治体の要望等も踏まえつつ社会政策的に投資決定・整備され

ているものであり、その建設費負担は、開業後の需要予測に基づき当社の受益の範囲で

会計基準は経済的合理性がある取引を

前提に会計処理を定めており、また、個々

の取引に経済合理性があるかどうかは会

計基準で判断することもしていない。 

また、資産の使用を支配する権利が顧客

に移転しているか否かの判断は、関連する

法律上の枠組みも含め個々の取引の契約

の実態を踏まえて判断されるものと考え
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貸付料（30年間定額）を決定し、それを差し引いた残りの金額の2/3に国費を充て、1/3

を地方負担（沿線自治体の負担）とするスキームとなっている。 

したがって、整備新幹線に係る鉄道施設の使用対価の支払は、外形的にはリースのよ

うな形式を備えてはいるものの、その経済的実体は、サプライヤーが経済合理性に基づ

き利息収入等の経済的利益を得ることを目的として契約する一般的なリース取引とは

性質を全く異にするものである。 

2. 資産の使用を支配する権利が当社へ移転しているとはいえないこと 

ダイヤなど鉄道施設の運用方法は、国及び自治体からの規制や要請も考慮の上、決め

られる。つまり、貸付けを受けている資産の使用を指図する権利や資産を稼働する権利

は必ずしも当社のみに帰属するものではなく、判定要素のうち「資産の使用を支配する

権利が移転していること」には該当しないものと考える。 

られるため、本会計基準等では個々の取引

に関する判断を示していない。 

63) 「顧客」と

いう用語の指

す意味を明確

化すべきであ

る。 

本会計基準案等で使用されている「顧客」という用語は、収益認識会計基準で定義され

ている「顧客」と同様の意味で使用されているという理解でよいか。そうであるならばそ

の旨を記載すべきであるし、そうでないのであれば別の用語を使用すべきである。 

「顧客」の用語については、潜在的な借

手を含む表現として用いている。また、他

の表現方法について検討したが、IFRS 第

16 号と表現の整合性を図る方が分かりや

すいとの意見であったため、本公開草案の

提案を変更しないこととした。 

64) 本適用指

針案第 13 項柱

書の定めの「こ

とができる」は

削除すべきで

本適用指針案第13項柱書の「ことができる」は削除すべきではないか。 

「選択することができる」ということは選択しないこともできることを意味するからで

ある。 

選択しないこともできることを意図していないのであれば、本適用指針案第13項柱書の

「ことができる」は削除すべきと考えられる。 

本適用指針案第 13 項（本適用指針第 13

項）を修正することとした（追加は下線、

削除は取消線で示している。）。 

「（略）当該配分にあたって、次の(1)又

は(2)のいずれかの方法を選択することが
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ある。 できるにより会計処理を行う（[設例 7]）。 

（略）」 

質問 6（借手のリース期間に関する質問） 

（本公開草案の提案の方向性を支持するコメント） 

65) 本公開草

案の提案の方

向性を支持す

る。 

同意する。 本公開草案の提案の方向性を支持する

コメントである。 

66) 延長又は

解約オプショ

ンの行使可能

性に関する「合

理的に確実」の

閾値は、Topic 

842の閾値に基

づき判断する

ことで良いか

確認したい。 

同意するが、次の点について確認させていただきたい。 

借手のリース期間に含める延長又は解約オプションの行使可能性に関する「合理的に確

実」の閾値について、本適用指針案BC22項なお書きに示されているTopic 842の閾値に関

する考え方に基づき、蓋然性を判断することで問題ないという理解でよいか確認させてい

ただきたい。 

（理由） 

本会計基準案BC32項では「IFRS第16号における蓋然性を取り入れている」旨が明記され

ている。一方で、本適用指針案BC22項なお書きでは、Topic 842における「合理的に確実」

の閾値の考え方が記載されている。 

この点、IFRS第16号では「合理的に確実」に関する具体的な閾値の記載はなく、各企業

の判断に委ねられているものと考えられるところ、実務上の判断に資することを目的とし

てTopic 842の閾値の考え方を紹介しているものと理解している。したがって、Topic 842

の閾値に関する考え方に基づき蓋然性を判断することで問題ないものと理解しているが、

当該理解でよいか確認させていただきたい。 

IFRS 第 16 号では「合理的に確実」に関

する具体的な閾値の記載はなく、各企業の

判断に委ねられているものと考えられる

ところ、実務上の判断に資することを目的

として Topic 842 の閾値の考え方を本適

用指針案 BC22 項（本適用指針 BC29 項）に

おいて紹介している。この点、Topic 842

で示されている「合理的に確実」の閾値に

関する記載は、「合理的に確実」の閾値の

高さに関する判断の参考として記載して

いるものであり、Topic 842 の考え方に基

づき判断することを求めることは意図し

ていない。 
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67) 「合理的に

確実」の閾値に

ついてこれま

での我が国の

会計基準にお

ける既存の蓋

然性に関する

表現の示す閾

値との比較説

明を行うべき

である。 

基本的に本提案に同意する。 

ただし、「合理的に確実（“reasonably certain”）」の概念に関して、これまでの我が

国の会計基準における既存の蓋然性に関する表現との異同を明確にすべきと考える。この

点、本会計基準案 BC32 項において、“「合理的に確実」の概念はこれまでの我が国の会

計基準における既存の蓋然性に関する表現とは異なる閾値である”ことを示唆している

ものと解するが、懸念として「これまでの我が国の会計基準における既存の蓋然性に関す

る表現を用いると、かえって、当該表現が用いられている会計基準等において、

“reasonably certain”と同程度の閾値を示すとの誤解が生じる懸念がある」ことが明記

されている。本会計基準案等公表時点で“懸念”が残るのであれば、当該懸念の解消措置

を講ずるべきであると考える。例えば、「これまでの我が国の会計基準における既存の蓋

然性に関する表現」を列挙し、それらの定義を確認する記載を行うとともに、それらの意

味する「可能性」または「蓋然性」の程度と、「合理的に確実（“reasonably certain”）」

の概念との比較説明等を追加し、閾値の理解に資する会計基準等とする必要があると考え

る。 

他の会計基準における蓋然性に関する

表現との比較よりも、本会計基準案等で適

用される蓋然性の高さが理解されること

が重要であると考えられる。この点、本適

用指針案 BC22 項（本適用指針 BC29 項）に

おいて Topic 842 で示されている「合理的

に確実」の閾値の高さに関する判断の参考

として記載しており、当該記載により閾値

の高さの程度は明らかになっているもの

と考えられる。 

また、合理的に確実の蓋然性に関して、

借手のリース期間の判断に資するように

本適用指針案[設例 8]（本適用指針[設例

8]）を修正することとした。 

68) 延長又は

解約オプショ

ンの行使可能

性に関する「合

理的に確実」な

期間の見積り

について設例

等で明確化を

 本公開草案における借手のリース期間に関する提案については、基本的に同意するが、

合理的で確実な解約・延長オプションの見積りの難易度は高いため、設例においてフォロ

ーいただくことを要望する。 

本公開草案における借手のリース期間は、IFRS 第 16 号の定めと同様に、原則として解

約不能期間をベースにして、借手が行使することが合理的で確実である延長オプションの

対象期間と、借手が行使しないことが合理的で確実である解約オプションの対象期間を加

えて、個々の取引実態に即して判断するもので、IFRS に準拠した提案と理解している。

問題は、この｢合理的で確実｣な期間の見積りの難易度が高く、恣意的な見積りが可能と

合理的に確実の蓋然性に関して、借手の

リース期間の判断に資するように本適用

指針案[設例 8]（本適用指針[設例 8]）を

修正することとした。 
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図るべきであ

る。 

なれば、財務諸表等の信頼を損なうものとなり、かつ、会計実務の負荷が過大になること

を懸念している。 

本公開草案における借手のリース期間に関する提案は、IFRS に準拠するものとして同

意するが、実務的な負荷を軽減するため、設例において、｢合理的で確実｣な期間の見積り

について、明確にしていただきたい。 

69) 延長オプ

ションについ

て、借手が貸手

の合意なしに

リースの延長

を強制できる

場合にのみ考

慮する点を明

確化すべきで

ある。 

延長オプションについて、借手が貸手の合意なしにリースの延長を強制できる場合にの

み考慮する必要がある点を規定するべきである（IFRS第16号BC127項参照）。 

このような規定がないと、どのようなものが本会計基準案等における延長オプションに

該当するのかについて多様な解釈が生じうるためである。 

本適用指針案では簡素で利便性が高い

会計基準を定めることを開発にあたって

の基本的な方針としている（本適用指針案

BC4 項（本適用指針 BC4 項））。 

当該方針に従い検討した結果、オプショ

ンをリース期間において考慮するために

はそのオプションが実質的である必要が

あるという一般的な考え方から自明であ

り、IFRS 第 16 号 B34 項の内容を本会計基

準等に含めないとしても重要な問題は生

じないものと考えられ、同項の内容を含め

ないことにより、余分なコストを生じさせ

ずに同じ結果が得られるという意味で、よ

り基準を適用しやすくなるものと考えら

れることから、本適用指針では IFRS 第 16

号 B34 項の内容を取り入れていない。これ

らを踏まえ、同項の結論の根拠であるIFRS
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

第 16 号 BC127 項の内容も取り入れないこ

ととした。 

70) 短期リー

スを繰り返し

契約すること

への対応が必

要である。 

本会計基準案等における借手のリース期間に関する提案に条件付きで同意する。 

我々のアンケートのQ6では、回答者の90.9％が「同意する」と回答した。 

IFRS第16号に同様の定めがあるのは、リース解約不能期間のみでは、借手のリース期間

を過小評価することになるからである。リース契約の経済実態の忠実な表現、国際的比較

可能性から見ても、本提案が妥当と考える。 

ただし、この定めを逆手に取って、使用権資産及びリース負債の計上を回避するために

短期リースを繰り返し契約するという懸念がある。このような操作可能性は、排除すべき

である。 

また、各社の実態に即した判断となるので、主たる原資産ごとの借手のリース期間の注

記開示を求めたい。 

短期リースの懸念に関するコメントへ

の対応については、103)で記載している。

また、主たる原資産ごとの借手のリース期

間の注記に関するコメントへの対応につ

いては、237)で記載している。 

71) 貸手が借

手に提供した

フリーレント

の期間を借手

の解約不能期

間が含まれる

ことを明記す

べきである。 

本公開草案に同意する。 

ただし、次の提案事項について検討いただきたい。 

 貸手が借手に提供したフリーレントの期間を借手の解約不能期間に含める旨を規定す

る。 

（理由） 

 本会計基準案第14項及び第29項において借手のリース期間について提案されている。こ

こでは解約不能期間の測定に延長及び解約オプションを考慮することとされているが、

IFRS第16号B36項においては貸手が借手に提供したフリーレントの期間を含めることが明

記されている。我が国の実務においても契約開始時等にフリーレントが含まれる事例は一

般的であり、その取扱いを明確にしておくことは有用であることから、あえてIFRSと異な

借手のリース期間は、リースの開始日

（本会計基準案第 16 項（本会計基準第 18

項））に開始するものであり、リース開始

日後に賃料が無償になる場合、フリーレン

トの期間は、借手のリース期間に含まれる

ことは明らかであると考えられるため、本

会計基準等に追記しないこととした。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

る定義を規定する理由はないと考えられる。なお、本会計基準案第30項における貸手のリ

ース期間においても同解釈を反映させるため、当該フリーレントは「借手の解約不能期間

に含める」という取扱いが望ましいと考えられる。 

72) 借手にお

ける「再リース

期間」の取扱い

を明確化すべ

きである。 

 借手のリース期間の測定における再リース期間の取扱いを明記すべきである。 

（理由） 

 本適用指針案第49項において借手が再リース期間を借手のリース期間に含めないこと

を決定した場合の取扱いが提案されているが、そもそも借手のリース期間を規定する本会

計基準案第29項では、借手のリース期間の測定において「再リース期間」をどのように取

扱うのかが明確にされていない。再リースを「延長オプション」として解釈させるのであ

ればその旨を説明するなど、定義された用語として本会計基準案第29項で整理するべきと

考えられる。 

再リース期間を延長オプションの対象

期間として考慮するかどうかについては、

本適用指針 BC81 項に次の記載を追加する

こととした。 

「なお、この取扱いを採用しない場合、

借手においては、再リース期間は延長オプ

ションの対象期間に含まれると考えられ

る。」 

（本公開草案の提案の方向性を支持しないコメント） 

73) 借手のリ

ース期間は解

約不能期間と

することが適

切である。 

同意しない。 

以下の理由のとおり、借手のリース期間は比較可能性が確保できず、また、税法や会社

法に重大な影響を及ぼすことから、借手のリース期間は解約不能期間（解約オプションの

行使が合理的に確実でない場合は当該オプション期間を含むこととすれば借手のリース

期間は契約で定められた期間となる。）とするのが適切である。 

（理由） 

1. 借手のリース期間による比較可能性の低下懸念 

(1)  本会計基準案 BC31 項(2)において、「借手のリース期間を IFRS 第 16 号と整合

させない場合、国際的な比較可能性が大きく損なわれる懸念がある。」と説明し

ている。 

借手のリース期間による比較可能性の

低下懸念については、リースの延長又は解

約オプションの対象期間を考慮しない場

合、借手に延長オプションを行使する明ら

かな経済的インセンティブがあるにもか

かわらず、リースの経済実態を忠実に反映

しないことになると考えられるため、有用

な情報を提供することにつながらないと

考えられる。また、国際的な会計基準にお

いては、リースの延長又は解約オプション
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

(2)  一方、本適用指針案 BC23 項において、「借手のリース期間は、経営者の意図

や見込みのみに基づく年数ではなく、借手のリース期間には、借手が行使する経

済的インセンティブ（本適用指針案第 15 項）を有するオプションのみを反映さ

せる。」と説明し、また、本適用指針案 BC27 項(1)では、不動産リースに関する

設例について「事実及び状況によって借手のリース期間の判断が異なり得るこ

とを示す設例とした」と言及している。 

(3)  すなわち、本適用指針案第 15 項に掲げる各々の経済的インセンティブの有無

は企業によって異なることから、同種の資産の契約であっても、企業間で当然に

借手のリース期間は異なることとなり、比較可能性の観点からは、企業間の比較

可能性はもちろんのこと、国際的な比較可能性の低下も懸念される。 

(4)  したがって、借手のリース期間を IFRS 第 16 号にあわせることの有用性より

も、解約不能期間（解約オプションの行使が合理的に確実でない場合は当該オプ

ション期間を含むこととすればリース期間は契約で定められた期間となる。）に

より会計処理した方が、恣意性なくリース利用の実態をより適切に表し比較可

能性を確保できると考えられる。 

(5)  上記(2)のとおり、本適用指針案 BC23 項において、「借手のリース期間は、経

営者の意図や見込みのみに基づく年数ではなく、借手のリース期間には、借手が

行使する経済的インセンティブ（本適用指針案第 15 項）を有するオプションの

みを反映させる。」と説明しているが、一方で、[設例 8-1]では、「延長オプショ

ンを行使すること又は解約オプションを駆使しないことが合理的に確実である

かどうかの判断は、すべての事実及び状況を考慮した判断が必要となる」と説明

し、[設例 8-2]から[設例 8-5]では、「建物や借手の事業等の状況に、本適用指

の対象期間について、その行使可能性が

「合理的に確実」という一般的に高い閾値

を超える場合にのみ、借手のリース期間に

含めることとされている。このように閾値

を高くしていることから、判断のばらつき

は一定程度抑えられると考えられる。さら

に、こうした国際的な合意の中、我が国の

会計基準のみ借手のリース期間を解約不

能期間として定める強い理由もないと考

えられる。これらを踏まえ、本会計基準案

等を変更しないこととした。 

なお、本適用指針案第 15 項（本適用指

針第 17 項）に定める経済的インセンティ

ブに加えて設例で示されている「事実及び

状況」を考慮する説明を求めているコメン

トへの対応については、本適用指針案[設

例 8]（本適用指針[設例 8]）を修正するこ

とで対応を図ることとした。 

税法への影響についてのコメントへの

対応は、37)で記載している。 

会社法（会社計算規則）への影響につい

ては、会計基準の開発においては法的形式
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

針案第15項の経済的インセンティブのその他の要因を含めた要因を自社の事業

環境のもとで総合的に判断する」と説明している。借手のリース期間に関する提

案には同意しないが、本適用指針案第 15 項に定める経済的インセンティブに加

えて設例で示されている「事実及び状況」を考慮することに関して、わかりやす

く説明した方がよい。 

2. 税法への影響 

(1)  冒頭の「基本的見解 1」（※）で述べたとおり、本会計基準を連結財務諸表の

みならず個別財務諸表に適用した場合、本会計基準とリースの税制（法人税法

等）の差異が問題となる。 

(2)  しかしながら、会計上の借手のリース期間を税法上のリース期間（償却期間）

とした場合、同種の資産の償却期間について企業間で差異が生じることとなり、

課税の公平の観点から、税法上、企業間で償却期間の差異が生じることは許容さ

れないと考えられる。 

(3)  なお、税法上、借手の事情によって償却期間を変更することは許容されないと

考えられるが、本会計基準案では、契約条件の変更がないにもかかわらず、借手

に対して、借手のリース期間中に借手のリース期間の変更を行うことを要求し

ているため、（2）と同様の償却期間の問題が生じることとなる。 

3. 会社法（会社計算規則）への影響 

(1)  本会計基準を踏まえて、会社計算規則の改正が行われ、使用権資産及びリース

負債の表示又は注記が求められた場合、会社計算規則を適用して計算書類を作

成する会社は、本会計基準等を斟酌して会計処理を行うこととなる。 

(2)  しかしながら、本会計基準では、借手は、経済的インセンティブを考慮して延

も考慮されるが、負債は法律上の債務のみ

に着目して計上の要否が判断されている

ものではなく、例えば引当金のように目的

適合性があれば負債を計上することを求

めている。また、分配可能額に関する考慮

については会社法で対応される問題であ

ると考えられる。 

本会計基準等においては財務諸表利用

者のニーズやリースの経済実態をより忠

実に表現する観点から原資産の使用権の

支配に着目し使用権資産及びリース負債

を計上することを求めている。 
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長オプション期間を借手のリース期間に含めることとなるため、延長オプショ

ン期間の判断によっては、法的債務性のないものまで負債として計上されると

いう問題が生じる。 

（※）（理由）2.(1)の「基本的見解 1」については、以下のとおり述べられている。 

1. 連結財務諸表には原則的な取扱いを適用し、個別財務諸表はリースの分類の適用、

現行と同様の会計処理及びリース期間の適用を可能とすること 

本会計基準を個別財務諸表に適用することにより税制改正が行われるとした場

合、中小企業を含む幅広い企業に影響を及ぼすことが懸念されるため、連結財務諸

表には本会計基準の原則的な取扱いを適用しつつ、個別財務諸表については、借手

においても、貸手におけるリースの分類基準に基づき、リースをファイナンス・リ

ースとオペレーティング・リースに分類できるとしたうえで、現行と同様の会計処

理及びリース期間の適用を可能とすること 

本会計基準案等における借手のリース期間に関する提案に同意しない。 

以下の理由から、借手のリース期間は解約不能期間とすべきである。 

（理由） 

本会計基準案では、借手のリース期間についてオプション期間を勘案して決定すること

としているが、借手のオプション期間の行使を合理的に予想することは困難であり、借手

のリース期間は解約不能期間とすべき。 

会計上の見積りについては、財務諸表に

計上する金額に係る見積りの方法や、見積

りの基礎となる情報が財務諸表作成時に

どの程度入手可能であるかは様々であり、

その結果、財務諸表に計上する金額の不確

実性の程度も様々であると考えられるが、

見積りを行うことは可能であると考えら

れる。 

同意しない。 

（理由） 

延長オプションの見積りに関するコメ

ントへの対応については、上記で記載して
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

借手が行使することが確実な延長オプションの見積りが困難であること、また見積った

としても監査法人側との協議が難航することが容易に想定され、不必要な苦労をすること

が目に見えているため。 

いる。 

なお、監査法人との協議については、実

務の運用に係るものであるため、コメント

しない。 

74） 「合理的に

確実」の判断基

準として、蓋然

性の程度が高

い閾値である

ことを明確化

すべきである。

同意しない。 

延長オプション等の評価における「合理的に確実」の判断基準として、蓋然性の程度が

高い閾値であることを明確化すべきである。 

（理由） 

借手のリース期間は、行使することが合理的に確実な延長オプション期間又は行使しな

いことが合理的に確実な解約オプション期間を加えて決定するとされている（本会計基準

案第29項、本適用指針案第15項）。 

審議過程では、「合理的に確実」の判断についてばらつきや閾値の低下懸念（本適用指

針案BC21項(1)①②）等が提示され、それらへの対応として、この判断が経済的インセン

ティブを有するオプションに係るものであることから、経済的インセンティブの例を示す

こととされた（本適用指針BC22項前段）。 

しかしながら、経済的インセンティブの例示は、判断の際に考慮すべき対象範囲の情報

としては理解できるが、「合理的に確実」の判断基準となる蓋然性の程度に関する情報を

与えておらず、上記懸念への対応を明確化することが必要と考える。 

したがって、本適用指針BC22項後段記載の米国会計基準同様、日本基準においても「合

理的に確実」が高い閾値であることを明記すべきである。 

本適用指針案 BC22 項（本適用指針 BC29

項）を次のように修正することとした（追

加は下線、削除は取消線で示している。）。 

「（略）なお、会計基準第 15 項及び第 31

項に記載している「合理的に確実」は、蓋

然性が相当程度高いことを示している。こ

の点、IFRS 第 16 号には「合理的に確実」

に関する具体的な閾値の記載はないが、

（略）」 

また、合理的に確実の蓋然性に関して、

借手のリース期間の判断に資するように

本適用指針案[設例 8]（本適用指針[設例

8]）を修正することとした。 

75) 一括借上

契約における

同意しない。 

一括借上契約における借手のリース期間は、賃料の固定期間とすべきである。 

借手のリース期間について賃料固定期

間（すなわち、解約不能期間）とすべきと
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借手のリース

期間は、賃料の

固定期間とす

べきである。 

（理由） 

一括借上契約の契約期間及び賃料固定期間は事業者によって異なるが、賃料固定期間終

了後に貸手であるオーナーと借手である事業者の協議により新たな賃料（以下「新賃料」

という。）について合意したうえで、一括借上契約を継続するのが通常である。延長オプ

ションを行使することや解約オプションを行使しないことの決定は、貸手であるオーナー

との協議の結果次第であり、協議前の段階では「合理的に確実」とはいえない。 

例えば、借手である事業者が受け取ると期待する転貸賃料よりも貸手であるオーナーが

要求する借手にとっての支払賃料が下回る場合（借手にとって逆ザヤ）、借手にとって延

長オプションの行使について経済的インセンティブはない（又は解約オプションを行使す

る経済的インセンティブを有する。）。しかしながら、契約当初の時点で、当該協議の結

果を予想することは困難である。 

しかしながら、「合理的に確実」の判断は企業や監査法人によってばらつきが生じるお

それがあり（例えば、IFRS第16号B40項を参照し、過去の実績で借手のリース期間を決定

する等）、企業間の比較可能性について良くない結果をもたらす可能性がある。 

したがって、賃料固定期間以降の新賃料が貸手と借手の協議に基づき決定され、その賃

料水準によって借手の経済的インセンティブの有無が初めて判断できる場合、新賃料が決

定するまでの間は、新賃料が適用される期間を借手のリース期間に含まないことを、結論

の背景や設例によって明確にすることを強く希望する。 

のコメントへの対応は、73)で記載してい

る。 

なお、延長オプションを行使することや

解約オプションを行使しないことの決定

について、貸手であるオーナーとの協議前

の段階で「合理的に確実」であるか否かは

取引の実態に応じて判断することとなる

と考えられる。 

76) 建設協力

金は貸付金の

性質があり、本

会計基準案で

同意しない。 

（理由） 

本適用指針案第26項（建設協力金等）に次の記載がある。 

「預り企業である貸手から、差入企業である借手に将来返還される建設協力金等の差入

金融商品実務指針では、建設協力金は、

「建設資金をファイナンスする方法であ

る」とされているが、建設協力金の支払額

と時価との差額は長期前払家賃として取
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定める借手の

リース期間と

は本来切り離

して考えるべ

きである。 

預託保証金（敷金を除く。）に係る当初認識時の時価は、返済期日までのキャッシュ・フ

ローを割り引いた現在価値である。差入企業である借手は、当該差入預託保証金の支払額

と当該時価との差額を使用権資産の取得価額に含める。また、当初時価と返済額との差額

は、弁済期又は償還期に至るまで毎期一定の方法で受取利息として計上する（[設例14]）」

一方で本適用指針案第15項（借手のリース期間）に次の記載がある。 

「借手は、借手のリース期間について、借手が原資産を使用する権利を有する解約不能

期間に、借手が行使することが合理的に確実であるリースの延長オプションの対象期間及

び借手が行使しないことが合理的に確実であるリースの解約オプションの対象期間の両

方の期間を加えて決定する」 

上記より、金融商品会計にて定めのある建設協力金は貸付金の性質があり、本会計基準

案等で定める借手のリース期間とは本来切り離して考えるべきであると考える。本適用指

針案[設例 14]（建設協力金）に記載の前提条件は建設協力金の回収期間と借手のリース

期間が同一であるため、同一ではない場合の会計処理について設例に追加していただくこ

とが望まれる。 

り扱われており、建設協力金の支払額と時

価との差額とは切り離して会計処理が定

められている。本適用指針では、当該差額

については毎月支払われるリース料と相

違はないため、使用権資産の取得原価に含

めることとしている。 

なお、借手のリース期間と建設協力金の

回収期間が異なる場合であっても、差額が

使用権資産に含められることは明らかで

あるため、設例は追加しないこととした。 

77) 資産除去

債務に対応す

る除去費用の

償却期間は借

手のリース期

間と同一にす

ることを選択

できる旨を明

同意しない。 

（理由） 

本適用指針案 BC21 項の(2)不動産リースに関する具体的な懸念の②に次の記載がある。

「リース物件における附属設備の耐用年数や資産計上された資産除去債務に対応する

除去費用の償却期間と借手のリース期間との整合性を考慮する場合、実務上の負荷が生じ

る可能性がある」 

実務上、除去費用の償却期間は企業ごとに見積手法が異なっており、弊社アンケートの

回答内容では、代表的な手法として以下が挙げられている。 

資産計上された資産除去債務に対応す

る除去費用のうち、関連する有形固定資産

の帳簿価額に加えられたものは、当該有形

固定資産の耐用年数により減価償却され、

使用権資産の取得原価に加えられたもの

は、本会計基準案第 36 項（本会計基準第

38 項）の耐用年数で減価償却を行うこと

になると考えられる。 
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記すべきであ

る。 

① 主要な資産の耐用年数と賃貸借契約期間のいずれか長いほう。 

② 賃貸借契約の場合は、建物付属設備の耐用年数を使用している。 

③ 賃貸借契約の場合は過去の入退店の実績より、平均契約期間を算出している。 

そのため借手のリース期間との整合性を考慮する場合、実務上の負荷を考慮し、除去費

用の償却期間は借手のリース期間と同一にすることを選択できる旨を明記していただく

ことが望まれる。 

また、それぞれの耐用年数については、

適切に見積ることになると考えられる。 

質問 7（貸手のリース期間に関する質問） 

（本公開草案の提案の方向性を支持するコメント） 

78) 本公開草

案の提案の方

向性を支持す

る。 

同意する。 本公開草案の提案の方向性を支持する

コメントである。 

同意する。 

（理由） 

借手の意思等に基づく、延長や解約に関するオプション行使・非行使について、貸手側

で判断を行うことは事実上不可能であるため。 

同 上 

79) 借手のリ

ース期間と貸

手のリース期

間の差異の説

明を結論の背

景に記載すべ

きである。 

同意する。 

ただし、本会計基準案第15項、第30項において、貸手のリース期間が定義されており、

解約不能期間に借手が再リースする意思が明らかな再リース期間を加えた期間をいうと

ある。 

これに関して、貸手は解約不能期間のみが考慮されるため、再リース以外の延長オプシ

ョンや解約オプションは考慮されないと考えられるが、借手のリース期間との取扱いの差

の大きさからすると、その旨を結論の背景等に記載すべきと考えられる。 

（理由） 

貸手のリース期間の定義については、本

会計基準第 16 項(2)及び第 17 項で明確化

することとした。 
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再リースは、本適用指針案BC70項で説明されており、通常は1年以内で再リース料も少

額であるのが一般的とされ、限定されたリースが想定されている。 

それ以外の貸手のリース期間の再リース期間以外の延長オプションや解約オプション

は、現行の企業会計基準第13号等の取扱いを引き継ぐため考慮されないと考えられるが、

リースの定義が明確化され、リースの貸手の範囲が広がる可能性を考えると、各種オプシ

ョンは考慮されない旨を明確に記載することが分かりやすい説明になると考えられる。 

80) 個別性が

高く借手にと

って重要度の

高い物件や、借

手による延長

オプションの

行使の意思が

明らかな場合

等には、貸手の

リース期間の

中に延長オプ

ション又は解

約オプション

の対象期間を

含めるべきで

ある。 

本会計基準案等における貸手のリース期間に関する提案に条件付きで同意する。 

我々のアンケートのQ7では、回答者の50.0％が「同意する」と回答した。他方、「同意

しない」は18.2％、「どちらともいえない」は31.8％であり、「同意しない」は少数であ

った。 

本公開草案は、IFRS第16号と平仄のとれたものとすることを目的としており、本会計基

準案等における貸手のリース期間に関する提案では、差異が生じることになる。このた

め、「同意する」という回答の比率が低かったものと考えられる。 

もっとも、貸手が借手による延長オプション又は解約オプションの行使可能性が合理的

に確実か否かを評価することは困難であるとする判断には一定の妥当性があると考える。

また、本公開草案の趣旨は、主に借手の会計処理について改正を行うものであり、貸手の

リース期間について現行基準を踏襲するという判断には一定の合理性があると考える。 

ただし、個別性が高く借手にとって重要度の高い物件については、貸手が行使可能性を

認識している場合がある。また、解約不能期間の末期になり、借手の再リースの意思が明

らかになる場合や、十分な契約件数があって当該リースに係る原資産の再リースに関する

過去実績から合理的に再リースの期間を見積ることができる場合もある。こうした場合に

ついては、IFRS第16号と整合的な取扱いとすべきである。 

本会計基準案 BC33 項（本会計基準 BC38

項）に記載のとおり借手による延長又は解

約オプションの行使可能性が合理的に確

実か否かを評価することが困難であるこ

と、及び本会計基準案は主として借手の会

計処理について改正を行うものであるこ

とから、貸手のリース期間については企業

会計基準第 13 号の定めを踏襲することと

した。 

ただし、本会計基準では貸手のリース期

間について借手のリース期間と同様に延

長又は解約オプションの対象期間を考慮

して決定する方法も認めることとした（本

会計基準第 16 項及び第 32 項）。 
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81) 貸手のリ

ース期間につ

いて原則とし

てIFRS第16号

と同様の定め

とし、例外とし

て企業会計基

準第 13 号等の

定めを認める

こととすべき

である。 

同意する。 

なお表現については再考の余地があると考える。 

質問2に記載のとおり文言・表現については基準の理解しやすさの観点から見直しが望

ましいと考える。その場合、貸手のリース期間についても借手のリース期間とは別に定義

するのではなく、リース期間については借手貸手共通の概念を定義したうえで「貸手は、

借手による延長オプションの行使及び解約オプションの不行使が合理的に確実ではない

ものとして、解約不能期間をリース期間とみなすことができる」とすることで、基準を簡

潔化し、かつ、現行基準を踏襲したいとする関係者の要請には対処できるものと考える。

貸手が借手による延長又は解約オプシ

ョンの行使可能性が合理的に確実か否か

を評価することが困難であることも斟酌

し、貸手のリース期間は、借手のリース期

間と同様に決定する方法又は借手が原資

産を使用する権利を有する解約不能期間

（事実上解約不能と認められる期間を含

む。）にリースが置かれている状況からみ

て借手が再リースする意思が明らかな場

合の再リース期間を加えて決定する方法

のいずれかで決定することとした（本会計

基準第 32 項）。 

82) 貸手のリ

ース期間にお

ける、事実上解

約不能と認め

られる期間を

明確化すべき

である。 

基本的に本公開草案の提案に同意する。ただし、以下の意見がある。 

貸手のリース期間における、事実上解約不能と認められる期間の明確化を検討いただき

たい。 

（理由） 

現行基準では、ファイナンス・リースの要件の1つとして、「リース期間」の中途にお

いて当該契約を解除することができないリース取引又はこれに準ずるリース取引である

こと、すなわち「解約不能のリース取引」であることが要求されており（企業会計基準適

用指針第16号第5項(1)）、さらに、法的形式上は解約可能であるとしても、解約に際し相

当の違約金を支払わなければならない等の理由から、事実上解約不能と認められるリース

を「解約不能のリース」に含めるとされている（同適用指針案第6項）。このことから、

本会計基準案第 15 項及び第 30 項（本会

計基準第 16 項及び第 32 項）の解約不能期

間に事実上解約不能と認められる期間を

含むことを記載することとした。 
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直接的ではないものの、現行基準においては、事実上解約不能と認められる期間をリース

期間に含めることが示唆されていると考えられる。 

一方、本公開草案では、貸手のリース期間は、「解約不能期間」に、借手が再リースす

る意思が明らかな場合の再リース期間を加えて決定する旨が新たに提案されているが（本

会計基準案第30項）、相当の違約金を支払わなければならない等の理由から事実上解約不

能と認められる期間が貸手のリース期間に含まれるか否かについては明記されていない。

本公開草案では、借手においては、解約不能期間に加えて解約オプション及び延長オプ

ションの対象期間をリース期間に含めるか否かを検討する際に、違約金等の契約条件等を

考慮することとされている（本適用指針案第15項(1)）。仮に貸手と借手で「解約不能期

間」の意味が同じであれば、貸手においては、事実上解約不能と認められる期間の取扱い

が示されていないとも考えられる。 

仮に、貸手の会計処理に関する基本的な方針に基づいて現行実務からの変更を意図して

いないのであれば、市場関係者の誤解が生じないよう、本会計基準案第30項における貸手

のリース期間の定義を再検討する必要があると考える。たとえば、借手と同じ「解約不能

期間」ではなく、本適用指針案第55項及び第56項で用いている「契約期間」を用いて定義

することや、「解約不能期間」の用語を用いるのであれば、解約不能期間に加えて、相当

の違約金を支払わなければならない等の理由から事実上解約不能と認められる期間を貸

手のリース期間に含めることなどが考えられる。 

（本公開草案の提案の方向性を支持しないコメント） 

83) 貸手のリ

ース期間は解

約不能期間と

本会計基準案等における貸手のリース期間に関する提案に同意しない。 

以下の理由から、貸手のリース期間は解約不能期間とすべきである。 

（理由） 

貸手のリース期間については、企業会計

基準適用指針第 16 号で定めていた借手が

再リースする意思が明らかな場合の再リ
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すべきである。 本会計基準案では、貸手のリース期間について、解約不能期間に借手が再リースする意

思が明らかな場合の再リース期間を加えて貸手のリース期間を決定することとしている

が、借手の再リース期間の行使を合理的に予想することは困難であり、貸手のリース期間

は解約不能期間とすべき。 

ース期間を加えて決定する取扱いも選択

可能としている。 

84) 貸手のリ

ース期間につ

いてIFRS第 16

号と整合性を

図るべきであ

る。 

同意しない。 

貸手は、借手による延長又は解約オプションの行使可能性が合理的に確実か否かを評価

することが困難、かつ本公開草案は主として借手の会計処理について改正を行うものであ

ること（本会計基準案BC33項）を理由に、現行基準の定めを踏襲している。 

しかしながら、IFRS第16号と比較した場合、リース期間の違いに起因して、オペレーテ

ィング・リースとファイナンス・リースの判定結果が相違するという根本的な基準差異が

発生し、国際的な比較可能性が損なわれる懸念がある。 

また、IFRS連結財務諸表作成の際に、個別財務諸表の会計処理を修正する必要が生じ、

企業に追加コストが生じる可能性も懸念される。 

したがって、貸手のリース期間の定めにおいてもIFRS第16号に合わせることを要望す

る。 

本会計基準案の提案を変更し、貸手のリ

ース期間を借手のリース期間と同様に決

定する方法も認めることとした（本会計基

準第 16 項及び第 32 項）。 

85) IFRS 第 16

号と同様の貸

手のリース期

間の決定方法

も選択肢とし

て認めるべき

である。 

同意しない。 

IFRSと同様の貸手のリース期間の決定方法も選択肢として認めるべきである。 

（理由） 

本会計基準案第30項では、「貸手は、貸手のリース期間について、借手が原資産を使用

する権利を有する解約不能期間に、リースが置かれている状況からみて借手が再リースす

る意思が明らかな場合の再リース期間を加えて決定する。」となっている。理由としては、

(1)貸手は、借手による延長又は解約オプションの行使可能性が合理的に確実か否かを評

同 上 
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価することが困難であること、(2)本会計基準は、主として借手の会計処理について改正

を行うものであることとされている（本会計基準案BC33項）。一方でIFRSでは貸手のリー

ス期間は、借手のリース期間と共通の定めになっており、仮にIFRS任意適用企業が延長オ

プションを行使することが合理的に確実である期間や、解約オプションを行使しないこと

が合理的に確実である期間を見積った上で（貸手における）リース期間を決定した場合に

は、会計基準間差異となる可能性があることから、原則は本会計基準案第30項としつつ

も、これらの期間を合理的に見積もることができる場合には、その期間も考慮してIFRS同

様の貸手のリース期間を決定できるようにするべきである。 

質問 8（リース開始日の使用権資産及びリース負債の計上額に関する質問） 

（本公開草案の提案の方向性を支持するコメント） 

86) 本公開草

案の提案の方

向性を支持す

る。 

同意する。 本公開草案の提案の方向性を支持する

コメントである。 

同意する。 

特に、(3)について「簡便的な取扱い」を設けなかったことは評価する。 

同 上 

87) 残価保証

について残価

保証額を用い

る簡便的な取

扱いを設ける

ことを検討す

べきである。 

本会計基準案等におけるリース開始日の使用権資産及びリース負債の計上額に関する

提案に同意する。 

我々のアンケートのQ8では、回答者の86.4％が「同意する」と回答した。 

IFRS第16号では、基本的にリース料（キャッシュ・フローの現在価値）をリース負債と

して、それに見合う「使用権資産」を認識することで、ファイナンス・リース、オペレー

ティング・リースを区別することなく、オンバランスすることが可能になった。 

本会計基準案等で示されている(1)から(5)は、リース契約に基づいて将来キャッシュ・

フローをより正確に見積るための必須要素であり、これらに基づきリース負債、使用権資

残価保証に係る借手による支払見込額

の簡便的な取扱いについては、本会計基準

案 BC39 項（本会計基準 BC44 項）に記載の

とおり見積りが困難である場合に残価保

証額を用いることができるとする簡便的

な取扱いを設けることを検討したが、借手

は一定の見積りを行った上で残価保証が

付された契約を締結するため借手による
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

産の価値を見積ることで、より経済実態の忠実な表現が可能になり、理解可能性や国際的

比較可能性も高まると考える。 

なお、(3)の残価保証に係る借手による支払見込額については、見積りが困難である場

合に残価保証額を用いることができるとする簡便的な取扱いは設けないことを提案して

いるが、見積りが困難である中、影響度がそれほど重要でないのであれば、簡便的な取扱

いを設けることは許容できるという意見もあった。 

見積りが困難であることはないとの意見

や、簡便的な取扱いを適用した場合、借手

のリース料の定義である「借手が借手のリ

ース期間中に原資産を使用する権利に関

して行う貸手に対する支払」から大きく乖

離する可能性があるとの意見等が聞かれ

たため、簡便的な取扱いは設けないことと

した。 

88) 外貨建て

のリース負債

に関する取扱

いを明確化す

べきである。 

同意する。 

ただし、リース負債に企業会計審議会「外貨建取引等会計処理基準」（以下「外貨建取

引等処理基準」という。）等が適用されるか、明示されることが必要と考えられる。 

（理由） 

外貨建取引等処理基準等は金銭債権及び金銭債務に適用されるが、本会計基準案等に基

づき計上されるリース負債は、借入金とその性質が相違する点もあるため、金銭債務とし

て外貨換算の対象になるのであれば、その旨を明記すべきではないか。 

その上で、為替予約等の振当処理（金融商品実務指針第167項）の対象となるかについ

ても明らかにすべきであると考える。 

なお、IFRS 第 16 号では、結論の根拠において、リース負債が外貨換算の対象である旨、

変動リース料と異なる旨が明記されていると理解している（IFRS 第 16 号 BC196 項から

BC199 項）。 

リース負債は、借手の貸手に対する支払

義務であることから貨幣項目に該当する

と考えられ、貨幣項目に対して貨幣・非貨

幣法が適用される（企業会計審議会「外貨

建取引等会計処理基準の改訂に関する意

見書」（1999 年（平成 11 年）10 月）二 1 

換算基準）ため、リース負債の円換算の方

法は明らかであると考えられる。 

一方、リース負債が為替予約等の振当処

理の対象になるかどうかについては、本基

準開発の検討範囲ではないため、特段の対

応を行わないこととした。 

89) 借手によ

る購入オプシ

リース開始日の計上額については、現行のファイナンス・リースにおける金額と実質的

に同じであるため、基本的に同意する。 

借手による購入オプションの行使が合

理的に確実であるリースは、必ずしも割安
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

ョンの行使が

合理的に確実

であるリース

については要

件の見直しが

必要である。 

ただし、借手のリース料に含める金額のうち、「（4）借手が行使することが合理的に確

実である購入オプションの行使価額」について、「IFRS 第 16 号では、購入オプションは

実質的にリース期間を延長する最終的なオプションと考えられるため、借手のリース期間

を延長するオプションと同じ方法でリース負債に含めるべきであると考えたとされてい

る。したがって、借手のリース期間の定義を IFRS 第 16 号と整合させている本会計基準に

おいても、借手のリース期間の判断と整合的に、借手が行使することが合理的に確実であ

る購入オプションの行使価額をリース負債に含めている。」と説明しているが（本会計基

準案 BC40 項）、以下の理由により同意できない。 

（理由） 

 本適用指針案 BC61 項において、原資産の所有権が借手に移転すると認められるリース

に該当する要件の「（2）契約期間終了後又は契約期間の中途で、借手による購入オプショ

ンの行使が合理的に確実であるリース」について、「割安かどうかのみではなく他の要因

も考慮して購入オプションの行使が合理的に確実な場合とする方が、借手への所有権移転

の可能性を反映して減価償却費の算定が可能となる」と説明している。 

 この「他の要因」の内容が具体的でないことに加え、借手は、リース開始日において購

入オプションの行使価額をリース料に含めるか否かについて、実務上、購入オプションの

行使価額が割安か否かで行使が確実か否かを判断すると考えられる。 

 したがって、借手が購入オプションを行使することが合理的に確実かどうかといった、

実務上の負担を増加する判断要素を取り入れるべきではない。 

購入選択権が与えられているときに限定

されるものではないと考えられる。購入オ

プションの行使条件を割安購入選択権の

有無とする場合、借手の会計処理に IFRS

第 16 号と整合性が図られない可能性があ

るため、本適用指針案第 40 項（本適用指

針第 43 項）(2)のとおり、「契約期間終了

後又は契約期間の中途で、借手による購入

オプションの行使が合理的に確実である

リース」として定めている。 

90) 貸倒引当

金の設定対象

となる建設協

同意する。 

ただし、以下の点について検討することが必要と考える。 

 本適用指針案第 33 項において、建設協力金等の差入預託保証金について貸倒引当金を

 建設協力金等の差入預託保証金に敷金

が含まれない場合には、建設協力金等の差

入預託保証金（敷金を除く。）としており、
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

力金等の差入

預託保証金に

敷金を含める

必要がある。 

設定する旨を定めることが提案されているが、当該定めにおける差入預託保証金に敷金が

含まれることを明確にする必要があると考える。この点、「建設協力金等の差入保証金（敷

金を含む。）」などとすることが考えられる。 

（理由） 

 本適用指針案第 26 項から第 29 項において定められている差入預託保証金（敷金を除

く。）の会計処理については、敷金を除く旨が明示されているが、適用指針案第 33 項では

敷金を含むのか除くのか明示されていないため、不要な誤解を招く可能性があると考えら

れ、明確化することが望まれる。 

本適用指針案第33項（本適用指針第36項）

においては、建設協力金等の差入預託保証

金から敷金を除外していないため、敷金が

貸倒引当金の対象となることは明らかで

あると考えられる。 

91) 建物を賃

借している場

合の原状回復

義務に関する

除去費用の取

扱いを明確化

すべきである。

同意する。 

ただし、以下の点について検討することが必要と考える。 

建物を賃貸借契約により賃貸している場合の原状回復義務について、企業会計基準適用

指針第 21 号「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（以下「資産除去債務適用指

針」という。）第 9 項の定め（いわゆる簡便法）を適用していない場合に、当該原状回復

義務に関する除去費用を建物附属設備の帳簿価額に加える実務がある。このような場合

に、本適用指針案第 25 項に従って、使用権資産の帳簿価額に加えるのか、従来どおり、

建物附属設備の帳簿価額に加えるのかについて、明確化することをご検討いただきたい。

（理由） 

本適用指針案 25 項では、「（前略）資産除去債務を負債として計上する場合の関連する

有形固定資産が使用権資産であるとき、当該負債の計上額と同額を当該使用権資産の帳簿

価額に加える」とされている。 

一方で、建物を賃貸借契約により賃貸している場合の原状回復義務について、除去費用

を建物附属設備の帳簿価額に加える実務がある。 

資産除去債務が有形固定資産に関連す

るのか関連する有形固定資産がない（リー

スに関連する）かに応じて判断することに

なると考えられる。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

この点、関連する有形固定資産が、使用権資産と考えるのか、建物附属設備と考えるの

かにより、本適用指針案第 25 項に従って、使用権資産の帳簿価額に加えるのか、従来ど

おり、建物附属設備の帳簿価額に加えるのかが異なると考えられるが、実務上判断が分か

れる可能性があると考えられ、このような場合の取扱いを明確化することを検討いただき

たい。 

92) 使用権資

産の構成要素

として資産除

去債務が含ま

れる旨を会計

基準に定める

べきである。 

本公開草案に同意する。ただし、次の提案事項について検討いただきたい。 

 使用権資産の構成要素として資産除去債務が含まれる旨を会計基準案第 31 項に規定す

る。 

（理由） 

 本会計基準案第 31 項において使用権資産の測定方法が提案されているが、資産除去債

務に係る取扱いは記載されていない。本適用指針案第 25 項において IFRS と同様の取扱

いが規定されているが、IFRS では IFRS 第 16 号第 24 項(d)において使用権資産の構成要

素として明記されている。我が国の実務においても本会計基準が適用された場合に多くの

賃貸物件等を対象として原状回復費用等の資産除去債務が使用権資産を構成する金額と

して計上されることが予測されることから、本会計基準案第 31 項の測定方法の記載にも

含めることが有用であると考えられる。 

本会計基準案第 31 項（本会計基準第 33

項）に資産除去債務に対応する除去費用を

追加することとした。 

93) 借手のリ

ース料の定義

において、リー

ス・インセンテ

ィブは固定リ

ース料から控

本公開草案に同意する。ただし、次の提案事項について検討いただきたい。 

 借手のリース料の定義において、リース・インセンティブは固定リース料から控除する

旨を規定する。 

（理由） 

 本会計基準案第 17 項及び第 33 項において「借手のリース料」の定義が提案されている

が、うち(1)は「借手の固定リース料」とされている。一方、IFRS 第 16 号付録 A の対応

本会計基準案第 31 項（本会計基準第 33

項）において受取リース・インセンティブ

の取扱いを明確化することとした。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

除する旨を定

めるべきであ

る。 

する項目においては「固定リース料からリース・インセンティブを控除したもの」と定義

されている。我が国の実務においてもリース・インセンティブが発生することは一般的で

あり、その取扱いを明確にしておくことは有用であることから、あえて IFRS と異なる定

義を規定する理由はないと考えられる。なお、IFRS と同じ定義とする場合は、本会計基

準案第 31 項の使用権資産の測定方法についても IFRS 第 16 号第 23 項と一致させる必要

があることに留意されたい。 

94) 現在価値

の算定に用い

る貸手の計算

利子率の算定

に当初直接コ

ストを含める

べきである。 

本公開草案に同意する。ただし、次の提案事項について検討いただきたい。 

現在価値の算定に用いる割引率について、IFRS と同様当初直接コストを定義に含める。

（理由） 

本適用指針案第 62 項において貸手の計算利子率の定義が提案されているが、IFRS 第 16

号付録 A におけるリースの計算利子率の定義とは異なり、当初直接コストが考慮されて

いない。当該取扱いは収益認識に関する会計基準を設定する際に IFRS の契約獲得コスト

の考えを日本基準に取り入れなかった経緯に関連すると思料するが、当初直接コストを含

めるか否かによって貸手の計算利子率の計算結果が異なり、例えば貸手のリースを主たる

事業とするリース事業者や不動産賃貸業者等にとっては IFRS を採用する国際的な企業と

利益の期間帰属の観点で比較可能性が大きく損なわれる恐れもある。そのため、貸手の計

算利子率の定義には当初直接コストを考慮することが妥当と考えられる。 

貸手の会計処理については、IFRS 第 16

号及び Topic 842 ともに抜本的な改正が

行われていないことから、収益認識会計基

準との整合性を図る点並びにリースの定

義及びリースの識別を除き、基本的に企業

会計基準第 13 号等の定めを踏襲すること

を開発にあたっての基本的な方針として

いる。このため、貸手の計算利子率につい

ても企業会計基準適用指針第 16 号におけ

る取扱いを踏襲している。 

95) 借手の追

加借入に適用

されると合理

的に見積られ

る利率（以下

本公開草案に同意する。ただし、次の提案事項について検討いただきたい。 

現在価値の算定に用いる割引率について、貸手の計算利子率を知り得ない場合の借手の

追加借入に適用されると合理的に見積もられる利子率に、IFRS と同様の定義を規定する。

（理由） 

本適用指針案 BC56 項において借手の追加借入に適用されると合理的に見積もられる利

本会計基準案等は、簡素で利便性が高い

会計基準とすることを開発にあたっての

基本的な方針としている。 

借手の追加借入に適用されると合理的

に見積られる利率（本適用指針案第 34 項
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

「追加借入利

子率」という。）

に、IFRS 第 16

号と同様の指

針を設けるべ

きである。 

子率を算定するための適用事例が提案されているが、これらの手法によってそもそもどの

ような利子率を算定するのかは明確にはされていない。例えば海外の事務所用建物を賃借

した場合は、現地通貨による借入を想定した利子率の算定が必要になると考えられる。

IFRS 第 16 号付録 A によれば借手の追加借入利子率を「借手が、同様の期間にわたり、同

様の保証を付けて、使用権資産と同様の価値を有する資産を同様の経済環境において獲得

するのに必要な資金を借り入れるために支払わなければならないであろう利率」と定義さ

れており、同様の定義を示すことは円滑な基準導入のために有用と考えられる。 

（本適用指針第 37 項））については、企業

会計基準適用指針第 16 号にも定めがあ

り、これまでも実務で適用されてきたもの

であるが、適用が困難であるとの意見は聞

かれていないため、定めを追加しないこと

とした。 

96) 将来の変

動リース料を

見積る場合の

合理的な根拠

について、具体

的な例示を追

加すべきであ

る。 

本公開草案に同意する。ただし、次の提案事項について検討いただきたい。 

本適用指針案第 23 項の例外を適用する際の合理的な根拠について、具体的な例示を追

加する。 

（理由） 

借手の変動リース料に係る原則的な取扱いとしては IFRS 第 16 号を踏襲しつつも、本

適用指針案第 23 項では将来の変動を見積もる場合の例外が提案されている。ここにおけ

る「合理的な根拠をもって指数又はレートの将来の変動を見積ることができる」という点

については同 BC38 項でも具体的なガイダンスは示されておらず、IFRS にも存在しない例

外実務を適用することの混乱や適用上のばらつきを避けるために、どの程度説明ができれ

ば合理的な根拠となり得るのか、例示を示すことが有用と考えられる。 

本適用指針案第 23 項（本適用指針第 26

項）は、指数又はレートに応じて決まる借

手のリース料について、リース開始日に現

在の指数又はレートに基づきリース料を

算定することの例外を定めるものである。 

このため、当該例外的な取扱いを適用す

るにあたり、参照する指数又はレートの将

来の変動の見積りが、マクロ経済情報など

比較的客観的な情報に基づいているか、ま

た、参照する指数又はレートの将来の変動

を見積るための十分な情報が入手できて

いるかの検討が必要であり、当該検討にお

いては、実態に応じた合理的な根拠が必要

であると考えられる。 

97) 「購入オプ 本公開草案に同意する。ただし、次の提案事項について検討いただきたい。 オプションの用語が示す内容は明らか
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

ション」等の用

語を定義すべ

きである。 

本会計基準案第 33 項(4)では、「購入オプション」という表現が用いられているが、当

該定義が明確ではないため、定義を明確にしていただきたい。他にも解約オプション、延

長オプションという表現を用いられているため、これらも定義を明確にしていただきた

い。 

（理由） 

購入オプション（解約オプション、延長オプション含む）という単語は、一般的なリー

ス契約や不動産契約に用いられる用語ではないと考えられるが、その一方で、本会計基準

案では特段、定義されずに用いられている。このような用いられ方は、財務諸表作成者及

び利用者にとって非常に難解であるため、適切な定義付けをすることが重要であると考え

られる。 

であると考えられるため、定義しないこと

とした。 

（本公開草案の提案の方向性を支持しないコメント） 

98) 付随費用

の範囲につい

て明確化すべ

きである。 

リース開始日の使用権資産の計上額について、リース負債にリース開始日までに支払っ

た借手のリース料及び付随費用を加算した額とされている（本会計基準案第 31 項）。多店

舗展開を営む当協会の会員企業は多種多様なリース契約を多数締結しており、借地・借家

契約などにおいて仲介手数料や解体費用、近隣対策費用、立地法業務委託費などの付随費

用が発生しているため、各社でのバラツキをなくし、比較可能性を担保する観点から、使

用権資産の計上額に加算すべき付随費用の内容や範囲を明確にする必要があると考える。

付随費用に含まれる対象は、取引の実態

に応じて判断するものであるため、具体的

に定めることはしていない。 

99) 残価保証

について残価

保証額を用い

る簡便的な取

扱いの選択を

同意しない。 

（理由） 

借手のリース料を構成する「残価保証に係る借手による支払見込額」についてリース終

了時点における市場価格の見積りが困難である場合も想定されることから、残価保証額を

用いる簡便的な取扱いも選択できるようにすべきであるため（従来同様の取扱いであり、

残価保証額を用いる簡便的な取扱いの

対応については 87)で記載している。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

認めるべきで

ある。 

また保証額全額がオンバランスされるのは保守的である。）。 

100) リース・

インセンティ

ブの取扱いに

ついて明らか

にすべきであ

る。 

本会計基準案 31 項において、IFRS 第 16 号と異なりリース・インセンティブへの言及

がないのは、リース・インセンティブの取扱いについては必ずしも IFRS との整合性を確

保しないことを意図しているという理解でよいか確認させていただきたい。また、本適用

指針案 25 項において、資産除去債務と関連する有形固定資産が使用権資産の場合、資産

除去債務と同額を使用権資産の帳簿価額に加えることとされているが、これはリース開始

日の使用権資産の計上額に直接関係するものであるため、本会計基準案 31 項に盛り込む

べき内容ではないか。会計基準と適用指針で分かれて規定されていると読みにくく、分け

て規定する合理性はないと考えられる。 

リース・インセンティブに関するコメ

ントへの対応については、93)で記載して

いる。 

また、資産除去債務に対応する除去費用

に関するコメントへの対応については、

92)で記載している。 

質問 9（短期リースに関する簡便的な取扱いについての質問） 

（本公開草案の提案の方向性を支持するコメント） 

101) 本公開草

案の提案の方

向性を支持す

る。 

同意する。 本公開草案の提案の方向性を支持する

コメントである。 

本公開草案の短期リースに関する簡便的な取扱いに関する提案に、同意する。 

（理由） 

本公開草案では、借手が、短期リースについて、リース開始日に使用権資産及びリース

負債を計上せずに、借手のリース料を借手のリース期間にわたって、原則として定額法に

より費用として計上することを認める提案をされたことは、発生額の注記(リース特有の

取引に関する情報)が要件とされたものの、現行の会計処理と同様に簡便的な取扱いを認

めるものとして、賛成する。 

同 上 

102) 購入オプ 同意する。 本適用指針案第4項（本適用指針第4項）
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

ションが存在

する場合にお

ける短期リー

スの適用可否

を明確にすべ

きである。 

ただし、購入オプションが存在する場合における短期リースの適用可否を明確にする必

要があると考えられる。 

（理由） 

本会計基準案等において、短期リースの要件に購入オプションの有無は記載されていな

い（本適用指針案第 4 項(2)）。仮に、契約期間が 1 年で契約期間終了時の購入オプショ

ンが付与されており、その行使が合理的に確実と認められる場合、借手のリース期間は 1

年となる一方、原資産の購入後を含めた原資産の使用期間は 1 年を超えることになるが、

この場合に短期リースの定めの適用が認められるかを確認したい。 

なお、IFRS 第 16 号においては、購入オプションを含む場合、短期リースの要件を満た

さないと理解している（IFRS 第 16 号付録 A）。 

(2)を次のとおり修正することとした（追

加は下線、削除は取消線で示している。）。 

「「短期リース」とは、リース開始日

において、借手のリース期間が 12 か月以

内であるり、購入オプションを含まない

リースをいう。」 

基本的に本公開草案の提案に同意する。 

ただし、以下の意見がある。 

購入オプションがある場合に短期リースに関する取扱いの適用が可能か、明確化を検討

いただきたい。 

（理由） 

本会計基準案等において、短期リースに関する取扱いの要件に購入オプションに関する

記載はない（本適用指針案第4項(2)）。仮に、契約期間が1年で契約期間終了時における

購入オプションが付与されている場合、借手のリース期間は1年となるため、短期リース

に関する取扱いの適用が可能と考えられる。しかし、購入オプションを行使した場合には

購入後を含めた原資産の使用期間は1年を超えること、IFRSの定め（IFRS第16号付録A）と

の整合性の観点から、国際的な会計基準と特段の差異を設ける意図がない限り、IFRSと同

様、購入オプションを含まないことを短期リースに関する取扱いの要件としてはどうか。

同 上 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

103) 短期リー

スを繰り返し

契約すること

でリース負債

等の計上を回

避しないよう

実態判断が必

要であること

を明確化すべ

きである。 

本会計基準案等における短期リースに関する簡便的な取扱いについての提案に条件付

きで同意する。 

我々のアンケートのQ9では、回答者の87.0％が「同意する」と回答した。 

本公開草案は、借手の会計処理をIFRS第16号と平仄のとれたものとすることを目的とし

ており、IFRS第16号でも認められる取扱いであることから、許容されると考える。 

ただし、以下の点については、修正・改善を検討していただきたい。 

短期リースを繰り返し契約することで使用権資産及びリース負債の計上を回避しない

よう、実態判断が必要であることを「結論の背景」で明確化すべきである。 

また、本適用指針案第96項(1)のまた書きでは、短期リースに係る費用の金額に少額リ

ースに係る費用の金額を合算した金額で注記することができるとしているが、両者は性質

が違う種類の取引である可能性が高いことから、分けて注記すべきである。 

短期リースの該当性の実態判断につい

ては、延長又は解約オプションの対象期間

を含む借手のリース期間が 12 か月以内で

あるかどうかを判断するため、各リースの

取引実態に合わせて適切に会計処理がな

されるものと考えられる。したがって、本

会計基準案等で示さないことにした。 

また、短期リースに係る費用の金額に少

額リースに係る費用の金額を合算した金

額で注記することができる旨の例外につ

いては、本公開草案の提案を変更し、認め

ないこととした。 

（本公開草案の提案の方向性を支持しないコメント） 

104) 短期リー

スについても

金額的な閾値

を設けるべき

である。 

強く反対する。 

（理由） 

本会計基準案の趣旨を没却する例外規定の温存であり、骨抜きにしてしまう「抜け穴」

の規定の温存である。このままの規定では、大型船舶や航空機であっても、リース期間が

11 か月や 354 日（回教歴）とすることでオフバランスが可能になることが懸念される。

「例外的処理が多数派を占める」という本末転倒の事態が今後も継続し、2008 年改正の

轍を踏むことが想像に難くない。絶対に明示的な金額的歯止めが必要である。 

短期リースは、延長又は解約オプション

の対象期間を含む借手のリース期間が 12

か月以内であるかどうかを判断するもの

として定めていることや、IFRS 第 16 号や

Topic 842 においても短期リースに金額的

な閾値を設けていないことから、短期リー

スに関する簡便的な取扱いについて金額

的な閾値は設定していない。 

（その他のコメント） 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

105) 短期リー

スの定義につ

いて明確化す

べきである。 

短期リース期間の定義について、本適用指針案第 4 項(2)の「短期リース」とは、リー

ス開始日において、借手のリース期間が 12 か月以内であるリースをいう。 

本会計基準案第 14 項の「借手のリース期間」とは、「借手が原資産を使用する権利を有

する解約不能期間に、次の(1)及び(2)の両方を加えた期間をいう。 

(1) 借手が行使することが合理的に確実であるリースの延長オプションの対象期間 

(2) 借手が行使しないことが合理的に確実であるリースの解約オプションの対象期間」

とあり、また、本適用指針案 BC126 項には「短期リースについては、借手のリース期間

の判断で簡便的な取扱いの対象となるかどうかが変更になることから恣意的な操作の対

象となる可能性があると考えられる」との記載からも、単純な契約期間ではなく借手のリ

ース期間を検討したうえで 12 か月以内の判定することが求められていると理解してい

る。 

しかし、大手監査法人の研修資料等でもリース期間の判定の前の段階で契約期間が 12

か月以内のリース契約を検討から外すかのような記載があるなど、実務上誤った処理・判

断をしてしまうリスクが高い項目であるように思われるため、本適用指針での直接的な言

及・注意の記載が必要なのではないか。 

また、ASBJ の企業会計基準公開草案第 73 号「リースに関する会計基準（案）」等の概

要パワーポイント資料 P40 においても、短期リースについて「現行踏襲」としてしまって

いることも誤解を助長しているように考える。 

本適用指針案第4項（本適用指針第4項）

(2)の短期リースの定義に含まれる借手の

リース期間は、本会計基準案第 14 項（本

会計基準第 15 項）で定義されているとお

りであり、短期リースにおいて延長又は解

約オプションの対象期間を考慮すること

は明らかである。 

委員会の研究員による解説スライドが

誤解を招くとのご指摘については、今後の

解説資料の作成において参考としたい。 

質問 10（少額リースに関する簡便的な取扱いについての質問） 

（本公開草案の提案の方向性を支持するコメント） 

106) 本公開草

案の提案の方

同意する。 本公開草案の提案の方向性を支持する

コメントである。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

向性を支持す

る。 

本公開草案の少額リースに関する簡便的な取扱いに関する提案に、同意する。 

（理由） 

本公開草案では、借手が、会計上重要性が乏しい少額リースについて、リース開始日に

使用権資産及びリース負債を計上せずに、借手のリース料を借手のリース期間にわたっ

て、原則として定額法により費用として計上することを認める提案をされたことは、現行

の簡便な会計実務を容認（金額基準については IFRS 第 16 号との選択適用を容認）された

ものとして、賛成する。 

同 上 

107) 本適用指

針案第 20 項

（2）②の具体

的な金額は結

論の背景で記

載すべきであ

る。 

同意する。 

ただし、本適用指針案第 20 項（2）②の「5 千米ドル以下」は「一定額以下」とした方

がよい。 

（理由） 

 日本の会計基準（適用指針）本文に、ドル表記の定めは唐突感がある。 

 IFRS 第 16 号においても基準本文では少額の金額を示さず、付録 B で少額の事例等を示

したうえで、結論の根拠（BC）で初めて 5 千米ドル以下の金額が示されている。 

 本適用指針案 BC34 項において IFRS 第 16 号の 5 千米ドルが説明されていることから、

本項で「一定額以下」について説明を行えば、適用指針本文に米ドルを定めなくても、容

易に金額を理解することができる。 

適用指針本文において「新品時の原資産

の価値が少額であるリース」と定め、結論

の背景において当該定めが IFRS 第 16 号

における原資産が少額であるリースの取

扱いとの整合性を図ったものである旨を

記載することとした（本適用指針第 22 項

(2)②及び BC45 項）。 

108) 本適用指

針案第 20 項

(1)と(2)が併

用可能である

か等を明確化

同意する。 

ただし、本適用指針案第20項において、少額リースに係る複数の会計処理が認められて

いる（(1)重要性が乏しい減価償却資産において費用処理を採用している場合の当該基準

額、(2)①事業内容に照らして重要性が乏しいリースについての300万円基準及び(2)②新

品時の原資産価値を基準とする5千米ドル基準）が、以下の2点につき、公開草案の文案か

本適用指針案第 20 項（本適用指針第 22

項）(1)と(2)の簡便的な取扱いの併用が可

能であることを明確化するため、次のとお

り修文することとした（追加は下線、削除

は取消線で示している。）。 



 
 

－108－ 
 

論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

すべきである。 らは明確ではないため、混乱を招かないよう明確化すべきと考えられる。 

・(1)と(2)は併用可能であるか。 

・(1)及び(2)①の簡便的な取扱いが会計方針に該当するか。 

（理由） 

現行の企業会計基準適用指針第16号第35項での取扱いを踏まえると、本適用指針案第20

項の「次の(1)又は(2)について、借手は会計基準第31項の定めにかかわらず、リース開始

日に使用権資産及びリース負債を計上せず、借手のリース料を借手のリース期間にわたっ

て原則として定額法により費用として計上することができる。」という場合の「又は」の

表現では、(1)と(2)の併用を意図していると思われる。 

一方、(2)の説明における「次の①又は②を満たすリース」という場合の「又は」の表

現では、①と②のいずれか選択適用の関係を示している。 

この点、同項内における「又は」の首尾一貫性のある語法により、内容を明確化する必

要があると考えられる。 

また、(2)②では「1件ごと」とあるため会計方針には当たらず、同定めに基づき重要性

がないと判断されるリースに原則的な取扱いと簡便的な取扱いが混在することは排除さ

れないと考えられる。 

一方、(1)及び(2)①が会計方針に当たるかどうかは必ずしも明確ではない。会計方針の

該当性の有無は、条件を満たす同種の取引すべてに適用が強制されるのか、また、自発的

に会計処理を変更した場合に遡及適用が要求されるかどうかに影響するため、明確化する

必要があると考えられる。 

「次の(1)又はと(2)についてのいずれ

かを満たす場合について、借手は、会計基

準第 33 項の定めにかかわらず、リース開

始日に使用権資産及びリース負債を計上

せず、借手のリース料を借手のリース期間

にわたって原則として定額法により費用

として計上することができる。(略)」 

また、本適用指針案第 20 項（本適用指

針第 22 項）の簡便的な取扱いを適用する

かどうか、本適用指針案第 20 項（本適用

指針第 22 項）(2)の①又は②のいずれを適

用するかについては、企業が会計処理方法

を選択することが可能であるため、会計方

針の選択に該当するものと考えられる。 

一方、本適用指針案第 20 項（本適用指

針第 22 項）(1)及び(2)①の簡便的な取扱

いについては、企業会計基準適用指針第16

号の定めを踏襲したものであり、リース 1

件ごとに判断することを想定していない

ため、本適用指針の結論の背景に記載する

こととした（本適用指針 BC43 項）。 

本公開草案には複数の選択肢が設けられているものがあるが、その選択の単位が明確で 同 上 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

ないものが見受けられる。会計方針に該当し同種の取引には同じ取扱いとすべきものか、

それともリース1件ごとの選択が可能なのか、明確にすべきである。 

（理由） 

例えば、少額リースの対象を識別する方法として、本適用指針案第20項には（(1)重要

性が乏しい減価償却資産において費用処理を採用している場合の当該基準額、(2)①事業

内容に照らして重要性が乏しいリースについての300万円、及び(2)②新品時の原資産価値

を基準とする5千米ドル）の3つの基準が挙げられているが、(2)②は「1件ごと」とあるた

め会計方針には当たらないことが明らかであるが、(1)及び(2)①が会計方針に当たるかど

うかは必ずしも明確ではない。 

このように、本公開草案で複数の会計処理の選択が認められているものの多くに、それ

が同種の取引には同様に適用されることが前提の「会計方針」なのか、リース1件ごとに

又は事実と状況により選択が可能な選択肢であるのか、明らかでないものが多い。会計方

針の該当性の有無は、条件を満たす同種の取引すべてに適用が強制されるのか、自発的に

会計処理を変更した場合に遡及適用が要求されるのか、また、その変更の理由に正当な理

由が必要となるのかに影響する。現行基準においても複数の選択肢がある場合に選択が会

計方針かが明確でないことから、従来方針を変更する場合に実務で問題となる例が多く見

られた。よって、今回の基準改正を機に明確化することが望まれる。 

109) 5 千米ド

ル以下の少額

リースの定め

の適用対象は

IFRS 任意適用

本会計基準案等における少額リースに関する簡便的な取扱いについての提案に条件付

きで同意する。 

我々のアンケートのQ10では、回答者の69.6％が「同意する」と回答した。他方、「同

意しない」は4.3％、「どちらともいえない」は26.1％であり、「同意しない」は極少数

であった。 

IFRS 任意適用企業ではない企業が本適

用指針案第 20 項（本適用指針第 22 項）

(2)②の会計処理方法を選択することを妨

げる特段の理由はないと考えられる。 

また、会計方針の注記については、企業
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

企業に限定す

るか、会計処理

の選択を認め

る場合には「会

計方針に関す

る情報」の注記

を求めるべき

である。 

本公開草案は借手の会計処理をIFRS第16号と平仄のとれたものとすることを目的とし

ており、少額で重要性が乏しければ、定額法で費用処理しても、利用者の判断をミスリー

ドする可能性は小さい。 

現行基準と整合的な定めである(2)①（300万円以下）に、新たにIFRS第16号と整合的な

定めである(2)②（5千米ドル以下）が追加されたことは、許容し得ると考える。 

ただし、以下の点については、修正・改善を検討していただきたい。 

(2)①と②の選択を認めることを提案している。しかし、その背景は、IFRS任意適用企

業の連結財務諸表と日本基準で作成される個別財務諸表の整合性を図り、作成者の負担を

軽減することであることから、②の選択はIFRS任意適用企業に限定すべきである。または、

選択した方式を「会計方針に関する情報」の注記に資産の種類ごとに明記すべきである。

また、本適用指針案第96項(1)のまた書きでは、短期リースに係る費用の金額に少額リ

ースに係る費用の金額を合算した金額で注記することができるとしているが、両者は性質

が違う種類の取引である可能性が高いことから、分けて注記すべきである。 

会計基準第 24 号第 44-7 項に基づき、重要

な会計方針に該当すると企業が判断する

場合には、注記を行うものと考えられる。 

以上を踏まえ、本公開草案の提案を変更

しないこととした。 

なお、短期リースと少額リースの金額を

分けて注記すべきとのコメントへの対応

については、103)で記載している。 

110) 300 万円

以下の少額リ

ースに係る適

用単位が複数

の契約の結合

後のリース契

約であるか明

らかにすべき

である。 

同意するが、次の点について確認及び検討していただきたい。 

少額リースに関する簡便的な取扱いの定めのうち本適用指針案第20項(2)①の300万円

以下のリースに係る適用単位である「リース契約」は、本会計基準案BC20項に基づき複数

の契約を結合する必要がある場合の「複数の契約の結合後のリース契約」を指していると

いう理解でよいか確認させていただきたい。 

この場合、現行の実務と異なる可能性があり、また、「複数の契約の結合後のリース契

約」であるかどうかによって会計処理が変わる可能性があるため、その旨を明記すること

を検討していただきたい。 

（理由） 

本適用指針案第 20 項（本適用指針第 22

項）(2)①の適用にあたっては、リース契

約 1 件ごとにこの方法を適用するか否か

を選択することは想定しておらず、リース

契約 1 件当たりの金額を判定する際に複

数の契約を結合する（本会計基準案 BC20

項（本会計基準 BC24 項））ことまでは想定

していないことを結論の背景に記載する

こととした（本適用指針 BC43 項）。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

少額リースに関する簡便的な取扱いに関して、本適用指針案第20項（2）①では、「企

業の事業内容に照らして重要性の乏しいリースで、リース契約1件当たりの借手のリース

料が300万円以下のリース」とされ、「リース契約」ごとに判定することが提案されてい

る。この点、契約については、本会計基準案BC20項において、「複数の契約は、区分して

会計処理を行うか単一の契約として会計処理を行うかにより結果が異なる場合がある。こ

のため、それぞれのリースにおける収益及び費用の金額及び時期を適切に計上するため、

複数の契約を結合し、単一の契約とみなして処理することが必要となる場合がある」とさ

れ、複数の契約を結合する必要がある点について説明されている。 

以上を踏まえると、少額リースに関する簡便的な取扱いの定めのうち本適用指針案第20

項（2）①の300万円以下のリースに係る適用単位である「リース契約」は、本会計基準案

BC20項に基づき複数の契約を結合する必要がある場合の「複数の契約の結合後のリース契

約」を指していると理解しているが、当該理解でよいか確認させていただきたい。 

この場合、現行の実務と異なる可能性があり、また、「複数の契約の結合後のリース契

約」であるかどうかによって会計処理が変わる可能性があるため、その旨を明記すること

を検討していただきたい。 

（本公開草案の提案の方向性を支持しないコメント） 

企業の事業内容に照らして重要性の乏しいリースで、リース契約 1件当たりの借手のリース料が 300 万円以下のリース 

111) 解約不能

期間に基づい

た閾値を定め

るべきである。

また、経済環境

同意しない。 

簡便的な取扱いを導入することには同意するが、以下修正すべきと考える。 

（理由） 

「借手のリース料」 

本会計基準案第 33 項において「借手のリース料は、借手が借手のリース期間中に原資

本適用指針案第 20 項（本適用指針第 22

項）(2)①の適用にあたっては、リース契

約 1 件当たりの金額の算定の基礎となる

対象期間は、原則として、借手のリース期

間とするが、契約期間とすることができる
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

等に則した適

切な金額設定

することを妨

げない旨を記

載することが

必要である。 

産を使用する権利に関して行う貸手に対する支払」とされていることから、「借手のリー

ス料が 300 万円以下」なのかどうか判定する際に「固定リース料」のほか、借手にとって

実務負荷の非常に大きい「借手のリース期間」の見積り（オプション行使・非行使につい

て「合理的に確実」判断要）や、「指数又はレートに応じて決まる借手の変動リース料」

「残価保証に係る借手による支払見込額」「借手が行使することが合理的に確実である購

入オプションの行使価額」「リースの解約に対する違約金の借手による支払額（借手のリ

ース期間に借手による解約オプションの行使を反映している場合）」の見積りを実施する

ことが前提とされているという理解でよいか。 

もしそうであれば、借手にとって簡便的な取扱いといえるのかどうか非常に疑問である

ため、現行基準と実質的に変わらないような修正（例えば「借手のリース料」でなく「解

約不能期間における固定リース料」等）が必要なのではないかと考える。 

また「原資産の価値が新品時におよそ 5 千米ドル以下のリース」同様に、物価水準等の

影響を大きく受けるため、記載を修正するか又は結論の背景に、経済環境等に則した適切

な金額設定することを妨げない旨を記載することが必要なのではないか。 

そもそも今回改正により、大半の企業が契約している不動産賃貸借契約がオンバランス

の対象となりリース契約金額規模も大きく変わることから、前回基準設定時の設備・機器

リースなど主体とした統計データに基づく「3百万円」については、不動産賃貸借契約も

含めたデータに基づき「3 百万円」が妥当な水準なのかどうか、閾値については再検討す

べきなのではないか。 

ことを認めることとした（本適用指針第23

項）。 

また、企業が物価水準等を比較し、現在

の経済環境等に則した適切な金額設定す

ることを妨げてはならないとのコメント

への対応については、119)で記載してい

る。加えて、本適用指針案第 20 項（本適

用指針第 22 項）(2)①の閾値（300 万円）

について再検討すべきとのコメントにつ

いて、現行の企業会計基準適用指針第 16

号における金額の閾値（300 万円）は、実

務に深く浸透し企業の適用コスト増加の

軽減に資するものになっていると考えら

れるため、本公開草案の提案を変更しない

こととした。 

112) 維持管理

費用相当額控

除後とするこ

 個々のリース資産の重要性に関する「リース契約書1件当たりのリース料が300万円以

下」の定めは重要性のある維持管理費用相当額控除後で良い旨の文言（企業会計基準適用

指針第16号第35項(3)）を記載すべきである。 

本適用指針案第 20 項（本適用指針第 22

項）(2)①の適用にあたって、契約対価か

ら維持管理費用相当額の合理的見積額を
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

とを明確化す

べきである。 

少額リースに関する簡便的な取扱いについて一部同意しない。 

（理由） 

「リースを構成する部分」から維持管理費用相当額を原則控除する現行基準の継続、及

び実態に即した配分方法にしていただきたい。 

除くことができる企業会計基準適用指針

第 16 号の取扱いを追加的に定めることと

した（本適用指針第 23 項）。 

113) 金額の閾

値を 500 万円

にすべきであ

る。 

同意しない。 

（理由） 

企業の事業内容に照らして重要性の乏しいリースである場合とあるが、重要性の判断は

会社ごとに設けるものであり、一律で300万円までという制限は付与すべきではない。ま

た、仮に制限を設けるにしても300万円の根拠について昨今のインフレが反映されておら

ず、ドル換算で考えると500万円辺りが適正値と考える。 

本適用指針案第 20 項（本適用指針第 22

項）(2)①の金額の閾値（300 万円）は、企

業会計基準適用指針第 16 号の取扱いを踏

襲したものであり、実務に深く浸透し企業

の適用コストの軽減に資するものになっ

ていると考えられる。 

また、金額の閾値を引き上げる場合、国

際的な会計基準との整合性が一定程度損

なわれる可能性がある。他の会計基準も含

め具体的に金額の閾値を定めている場合

に物価変動があるとしても、その都度金額

の閾値を見直してはいない。 

これらを踏まえ、金額の閾値を変更しな

いこととした。 

114) 金額の閾

値を 1,000 万

円にすべきで

ある。 

現在のオペレーティング・リースの金額基準が300万円であることは理解している。こ

れについて、日本に限らず昨今の物価上昇を踏まえると300万円では心もとないことが想

定されるため。最大1,000万円まで引き上げ、実務負担の軽減を図るよう最大限配慮すべ

きと考える。そもそも300万円の根拠が乏しく、1,000万円まで引き上げたところで利用者

同 上 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

の意思決定を誤らせるだけの不都合があるとは考えづらい。 

115) 金額基準

を 20 万円未満

又は例えば 50

万円以下とす

べきである。 

強く反対する。本会計基準案の趣旨を没却する例外規定の温存であり、骨抜きにしてし

まう「抜け穴」の規定の温存である。このままの規定では、「例外的処理が多数派を占め

る」という本末転倒の事態が今後も継続し、2008 年改正の轍を踏むことが想像に難くな

い。 

ここは法人税法との平仄を揃えて、「税法の少額資産」の定義である「20 万円未満」を

「少額リース」の基準とするべきである。少なくとも、IFRS 並みに 5,000 米ドルに近い

日本円で定義した金額、例えば 50 万円以下とするべきである。 

そもそも、世界に輝く先進国である日本国の会計基準でありながら、外国の通貨を基準

とすること自体、経済的主権の放棄であり、論外であると言わざるを得ない。 

※また、①と②について「優劣がつけがたい」という表現も理解に苦しむ。 

本適用指針案第 20 項（本適用指針第 22

項）(2)①の金額の閾値（300 万円）は、実

務に深く浸透していること、同項(2)①の

簡便的な取扱いと同項(2)②の簡便的な取

扱いを比較した場合、適用単位の定め方、

数値及び条件が異なるため、どちらの取扱

いが広範であるかは一概にはいえないと

考えられる。したがって、同項(2)①の簡

便的な取扱いを設けることが明らかに国

際的な会計基準における取扱いと相違す

るとまではいえないと考えられる。したが

って、本公開草案の提案を変更しないこと

とした。 

なお、同項(2)②の取扱いについては、

本適用指針本文においては「新品時の原資

産の価値が少額であるリース」として定め

ることとした。 

原資産の価値が新品時におよそ 5千米ドル以下のリース 

116) 円貨で重

要性の金額を

定めるべきで

5,000米ドルの基準は日本通貨の基準でないため違和感がある。円での金額基準とすべ

きと考える。 

本適用指針案第 20 項（本適用指針第 22

項）(2)②に係る金額の閾値については、

本適用指針の結論の背景において、IFRS第
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

ある。 16 号の開発当時に考えられていた内容を

示すにとどめることとした（本適用指針

BC45 項）。 

本適用指針案第20項(2)②に次の記載がある。 

「②原資産の価値が新品時におよそ5千米ドル以下のリース。この場合、リース1件ごと

にこの方法を適用するか否かを選択できるものとする」 

数値基準に関して外貨建て（5 千米ドル）で表記することは適用にあたり無用な工数が

発生し、混乱をきたす恐れがあるため、日本円で表記していただくことが望まれる。 

同 上 

我が国の会計基準において，金額の閾値に｢米ドル｣を用いることは適切ではない。 同 上 

日本円と米ドルいずれかということだが、日本基準を適用し、日本での売上がほとんど

を占める企業もいることを想定すると 5 千米ドルよりは日本円が良い。 

同 上 

特に5千米ドルという外貨の基準は適切ではない。 

（理由） 

日本国であるにも関わらず、他国通貨をベースに判定することは、適切ではないと考え

る。 

同 上 

117) 原資産の

価値が新品時

に限るべきで

はない。 

中古車販売が活発である自動車リースにおいて、中古車のリースは一般的な商品であ

り、新品購入価額を特定することは困難である。マーケットが確立している商品について

は中古車の購入価額が認められるべきである。 

本適用指針案第 20 項（本適用指針第 22

項）(2)②の取扱いは、IFRS 任意適用企業

が個別財務諸表にも IFRS 第 16 号を適用

した場合に同様の結果となることを意図

して定めたものである。左記コメントの意

見を取り入れると、当該意図が達成されな

いと考えられるため、本公開草案の提案を



 
 

－116－ 
 

論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

変更しないこととした。 

118) 他の通貨

建てのリース

にも適用でき

ることを明確

化すべきであ

る。 

米ドル建てのリースだけに適用可であるとの誤解避けるために、「5千米ドル相当以下の

リース」など、他通貨建てのリースにも適用できることを明確化すべき。 

「2015 年において新品時に 5 千米ドル

以下」との記載は、本適用指針が念頭にお

いている原資産の価値の規模感を示すも

のであって、具体的な金額は企業が適切に

設定することになる。 

119) 現在の経

済環境等に則

した適切な金

額設定するこ

とを妨げない

ようにすべき

である。 

 IASB 審議当時に念頭に置いていた「5 千米ドル」は、現在の欧米各国の物価高騰水準で

はすでに適切でないことも考えられ、さらに大幅な円安により円換算相当額も相当変動し

ているため、企業が物価・為替水準等を比較し、現在の経済環境等に則した適切な金額設

定することを妨げてはならないと考える。 

具体的な金額については、本適用指針の

結論の背景に IFRS 第 16 号の開発当時に

考えられていた内容を示すにとどめるこ

ととした。 

120)財務諸表

に対して重要

性がない場合

の取扱い（IFRS

第 16 号 BC86

項）についても

取り入れるべ

きである。 

同意しない。 

（理由） 

本適用指針案第20項(2)における少額リースの数値基準は一律の値となっており、企業

規模に比して小さい値となる場合には、企業の適用コストの軽減に十分に資するとは言い

難い。 

したがって、具体的な数値基準を残しつつも、IFRS第16号BC86項に定める財務諸表に対

して重要性がない場合の取扱いについても採り入れることを要望する。 

IFRS 第 16 号 BC86 項に記載されている

財務諸表に対して重要性がない場合の取

扱いについては、一般的な重要性に関する

記載であるため、同様の記載を行わなくて

も適用されるものと考えられる。むしろ、

記載を行うことにより、一般的な重要性に

関する定めとは異なる定めであるとの誤

解を招く可能性があるため、一般的な重要
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性に関する記載は行わないこととした。 

その他 

121) 300 万円

以下の少額リ

ースの取扱い

と 5 千米ドル

以下の少額リ

ースの取扱い

の両方を適用

可能とすべき

である。 

本適用指針案第20項(2)について、①と②の選択適用ではなく、①と②のいずれも適用

できるようにすべきである。 

（理由） 

①と②のいずれも重要性が乏しいのであるから、選択適用とする意義が乏しいためであ

る。このような重要性が乏しい事項に選択適用を求めるのは、簡素で利便性が高い会計基

準という基本的な方針に反すると考えられる。 

本適用指針案第 20 項（本適用指針第 22

項）(2)①が適用されるリースも同項(2)②

が適用されるリースのいずれも重要性が

ないことには相違はないが、どちらも選択

できるとした場合、これまで資産計上され

ていたリースが資産計上されなくなる可

能性があり、同項(2)①の閾値を決定した

ときの根拠に影響が及ぶこと、重要性の基

準として同項(2)①又は②のいずれか選択

できることで、実務上の負担を軽減する措

置としては十分であると考えられること

から、本公開草案の提案を変更しないこと

とした。 

122）本適用指

針案第 20 項

(1)と(2)が併

用可能とすべ

きである。 

リース化による事務合理化ニーズの強い自動車リースの特性を損なう恐れがある煩雑

な会計処理が導入される本会計基準案に反対する。少額リースニーズは強く、会計事務増

加は借手ニーズに逆行する。現行の企業会計基準適用指針第16号第35項のとおり重要性の

基準を併用可能とし、事務負荷軽減を図るべきと考える。 

本適用指針案第 20 項（本適用指針第 22

項）(1)と(2)が併用可能かどうかについて

は、108)で記載している。 

123) 5 千米ド

ルの金額は基

「5千米ドル」という数値の目安は削除し、定性的な表現に置き換えるべきである。 

（理由） 

本適用指針案第 20 項（本適用指針第 22

項）(2)②に係る金額の閾値については、
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準本文から削

除し、定性的な

表現に置き換

えるべきであ

る。 

米ドルは我が国の法定通貨ではないこと、物価や為替相場の変動に対応できないことに

加え、IFRS第16号においても規範性のない結論の根拠で『新品時に5千米ドル以下という

規模の価値の原資産のリースを念頭に置いていた』と記載されているにすぎないからであ

る。 

本適用指針の結論の背景に IFRS 第 16 号

の開発当時に考えられていた内容を示す

にとどめることとした（本適用指針 BC45

項）。 

124) 個別財務

諸表において

は、少額リース

に関する 5 千

米ドル基準は

削除すべきで

ある。 

リースの新基準が導入されても、従来の税制で認められていた300万円以下のリースを

含めて損金処理できる部分はそのまま継続してほしい。そのためには、現在、本公開草案

に含まれている5千米ドル基準については、我が国の基準に為替変動に左右される外貨建

て金額を設定することには違和感があり、少なくとも個別財務諸表作成においては、外貨

建て金額（5千米ドル）基準の設定は削除することを指摘したい。 

同 上 

125） 5 千米ド

ルの金額基準

を設ける必要

性が乏しく、仮

に定めるとし

ても少額リー

スの金額的な

基準として具

体的な数値を

定めないこと

300万円と5千米ドルという金額を比較すると、前者の要件には該当しないものの後者の

要件には該当するというケースは稀であると考えられ、5千米ドルの金額基準を置く必要

性は乏しいと考えられる。また、IFRSにおいても本基準において具体的な金額基準が規定

されているわけではなく、IFRS第16号の審議において想定されていた金額を我が国の会計

基準の本適用指針案に正式に採用することは違和感がある。加えて、当該5千米ドルの基

準を設けることでIFRS任意適用企業に対する（個別財務諸表上の）負担を軽減することに

なる旨の説明があるが（IFRS第16号BC35項）、上記のとおりIFRS本基準では規定されてい

ない金額基準であるところ、IFRS任意適用企業の多くが当該5千米ドルを基準として少額

リースの免除規定を採用しているかどうかは定かではない。 

また、従前の企業会計基準適用指針第16号の規定を継続適用することについても、「企

本適用指針案第 20 項（本適用指針第 22

項）(2)②の取扱いは、IFRS 任意適用企業

が IFRS 第 16 号の定めを個別財務諸表に

用いても基本的に修正が不要となるよう

に定めたものである。 

同項(2)②に係る金額の閾値について

は、本適用指針の結論の背景に IFRS 第 16

号の開発当時に考えられていた内容を示

すにとどめることとした（本適用指針BC45

項）。 
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が妥当である。 業の事業内容に照らして重要性の乏しいリース」と前提があるが、IFRS第16号では少額リ

ースの適用は絶対値ベースで行われ、それらのリースが借手にとって重要性があるかどう

か（借手の規模、性質、状況）は関係ないことが明記されている（IFRS第16号B4項）。こ

れらの考え方が反する両基準を容認することは、基準適用のための解釈に混乱を招く恐れ

があると考えられる。 

さらに、会社の規模により重要性は異なるため、具体的な金額基準を設けることは、財

務諸表作成者に過度の負担を強いる可能性がある。 

以上の状況やIFRSとの収斂という目的も踏まえると、少額リースの金額的な基準として

具体的な数値を定めない取扱いが妥当であると考える。 

126） IFRS 第

16 号の少額資

産のリースの

定めは金額を

示すべきでは

なく、IFRS任意

適用企業のみ

の適用とすべ

きである。 

企業会計基準適用指針第16号における300万円以下のリースに関する簡便的な取扱いの

継続適用と、IFRS任意適用企業におけるIFRS第16号の定め（新品時5千米ドル）を個別財

務諸表に適用可能とするという点は、作成者側の負担に配慮したものとして一定の評価が

できる。 

しかしながら、金額を示すことは会計方針とはいえず、数字基準はなじまないため、IFRS

任意適用企業はIFRSの基準を適用するとすればよいものと考える。 

仮に少額リースについて金額の閾値を

示さない場合、一般的な重要性に関する記

載となるため、同様の記載を行わなくても

適用されると考えられることから、会計基

準等に別途の定めを設ける意義がなくな

ると考えられる。 

また、本適用指針案第 20 項（本適用指

針第 22 項）(2)②の定めを我が国の会計基

準を適用する企業が適用することを妨げ

る特段の理由もないため、当該定めを適用

する企業を IFRS 任意適用企業に限定する

ことはしていない。 

127） 300 万円 本提案に同意しない。 本適用指針案第 20 項（本適用指針第 22
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基準と 5 千米

ドル基準のい

ずれかの適用

とすべきであ

る。 

（理由） 

企業会計基準適用指針第16号を踏まえた300万円以下のリースに関する簡便的な取扱い

とIFRS第16号を踏まえた簡便的な取扱いの選択を認める理由が、本適用指針案BC35項にお

いて「簡便的な取扱いについては優劣がつけがたいと考えられる」ためとされており、我

が国の会計基準等としていずれが適当なのかの判断を放棄しているものと読み取れるた

めである。 

項）(2)①と②のどちらの定めを適用して

も、使用権資産及びリース負債を計上しな

いことによる財務諸表に対する影響に重

要性は乏しいと考えられるため、2つの基

準を設ける弊害は乏しいと考えられる一

方で、選択適用できることによる実務上の

メリットが認められるため、同項(2)①と

②の選択適用を認めることとした。 

128) 社宅のよ

うに企業の事

業に照らして

質的重要性」が

ない場合には、

本会計基準案

を適用しない

ことができる

ことを明記す

べきである。 

同意しない。 

（理由） 

弊社アンケートの回答内容では、「主な不動産賃借契約」として「社宅」が上位にあが

っている。 

社宅は、企業が営利目的で保有するものではなく、社員の福利厚生を目的とするもので

ある。社宅の計上額が、企業の将来キャッシュ・フローに影響を与えることはほとんどな

いと考えられる。 

したがって、リースの定義を満たすとしても、社宅を資産として認識することには「質

的重要性」はないといえる。また、仮に社宅を資産計上する場合、「住宅手当」や「家賃

補助」の名目で福利厚生費に含まれている物件が資産計上されないこととの間に問題が発

生する。物件を借りている条件が同じ場合に、当該物件を企業が借りて社員が住む場合に

は資産を認識する反面、企業が資金を提供して社員が借りて住む場合には資産は認識しな

いこととなり、会計処理が異なることになる。いずれも将来キャッシュ・フローには重大

な相違は発生しない。これは財務諸表の利用者の意思決定を誤らせる恐れがあると考えら

社宅に関する不動産賃貸借契約につい

ても、他のリースと同様、企業が事業遂行

上必要と認めて契約を行っているものと

考えられるため、他のリースとの相違はな

いと考えられる。 

また、従業員が物件を賃借する場合に

は、家賃の支払義務は従業員が負う一方

で、企業が物件を賃借し、従業員に社宅と

して供与する場合には、家賃の支払義務は

企業が負うことになるため、両方の取引の

性質が同一であるともいえないと考えら

れる。 
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れる。したがってこの社宅のように、「企業の事業に照らして質的重要性」がない場合に

は、本会計基準を適用しないことができる旨を明記していただくことが望まれる。 

質問 11（借地権の設定に係る権利金等に関する質問） 

（本公開草案の提案の方向性を支持するコメント） 

129) 本公開草

案の提案の方

向性を支持す

る。 

同意する。 本公開草案の提案の方向性を支持する

コメントである。 

同意する。 

（理由） 

 旧借地権の設定に係る権利金等又は普通借地権の設定に係る権利金等のうち、本適用指

針案第 24 項の(1)又は(2)の権利金等については、減価償却を行わないものとして取り扱

うことを認めている。その理由の一つとして、本適用指針案 BC47 項において「本適用指

針における原則的な取扱い（第 24 項前段）を一律に適用することを求める場合、当初の

契約の意図が会計処理に反映されなくなる可能性がある。」と説明している。 

 会計処理が明らかでない場合あるいは何等かの会計慣行等がある場合、会計処理は、契

約当時における状況を踏まえて行われるものであるが、会計基準の改正という予期し得な

い状況が生じることによって、当初の契約の意図が会計処理に反映されなくなる。こうし

た事情を考慮した本適用指針案第 24 項の後段の措置は妥当である。 

同 上 

消極的に同意する。 

（理由） 

旧借地権法の規定を考慮すると止むを得ないと考えられる。 

同 上 

130) 本会計基

準案等の適用

基本的に本公開草案の提案に同意する。ただし、以下の意見がある。 

本適用指針適用後に新たに計上される旧借地権についても減価償却を行わない取扱い

本適用指針案第 24 項（本適用指針第 27

項）の定めを次のとおり修正することとし
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後に譲渡を受

ける旧借地権

についても減

価償却を行わ

ない取扱いを

認めるべきで

ある。 

を認めることを検討いただきたい。 

（理由） 

本適用指針案24項では、本適用指針の適用後に新たに計上される借地権のうち、普通借

地権については減価償却を行わない取扱いが認められているが、旧借地権には当該取扱い

が認められていない。本適用指針の適用後であっても、第三者から旧借地権の譲渡を受け

ることはありうること、普通借地権と会計処理を分ける理由はないと考えられることか

ら、本適用指針適用後に新たに計上される旧借地権にも同様に減価償却を行わない取扱い

を認めることを検討いただきたい。 

た（追加は下線、削除は取消線で示してい

る。）。 

「（略）(1)本適用指針の適用前に旧借地

権の設定に係る権利金等及び普通借地権

の設定に係る権利金等を償却していなか

った場合、本適用指針の適用初年度の期

首に計上されている当該権利金等及び本

適用指針の適用後に新たに計上される普

通借地権の設定に係る権利金等の双方 

(2)本適用指針の適用初年度の期首に旧

借地権の設定に係る権利金等及び普通借

地権の設定に係る権利金等が計上されて

いない場合、本適用指針の適用後に新た

に計上される普通借地権の設定に係る権

利金等」 

（本公開草案の提案の方向性を支持しないコメント） 

131) 普通借地

権の設定に係

る権利金等に

ついて例外は

設けず、減価償

却を行うべき

 本公開草案に反対する。 

（提案） 

 原則、減価償却を行うという一方、例外として減価償却を行わないものとして取り扱う

ことができる範囲が広いと考えられるため、「本適用指針の適用後に新たに計上される普

通借地権の設定に係る権利金等（重要性乏しいものを除く。）」について、例外は設けず、

減価償却を行うこととする。 

借手の権利が強く保護されている旧借

地権又は普通借地権の設定対価について

は、①減価しない土地の一部取得に準ずる

との見方と②土地の賃貸借契約の期間が

長期にわたるとしても無期限にはならな

いため借地権の設定対価も賃借期間に要
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である。 （理由） 

減価償却を行う企業と全く行わない企業で会計処理が分かれる可能性があり、財務諸表

の比較可能性の観点から例外の範囲が広すぎることは適切ではないと考える。 

するコストであるとの見方がある中で、本

適用指針では、借地権は土地を使用する権

利に他ならず土地の賃貸借においては借

手が土地を賃借しながら借地権のみを第

三者に譲渡することはできないという一

定の関係性があるもとで②の見方に基づ

き旧借地権の設定に係る権利金等又は普

通借地権の設定に係る権利金等と賃料を

一体で使用権資産の取得価額に含め、借手

のリース期間を耐用年数とし、減価償却を

行うこととした（本適用指針 BC53 項）。一

方、①の見方を支持する意見もあり、我が

国における借地権の取引慣行を踏まえ、旧

借地権の設定に係る権利金等又は普通借

地権の設定に係る権利金等について減価

償却を行わない取扱いも認めることとし

た（本適用指針 BC55 項）。 

132) 残存価額

の設定を認め

ることを検討

し、例外なく減

価償却を行う

本会計基準案等における借地権の設定に係る権利金等に関する提案に同意しない。 

我々のアンケートのQ11では、回答者の52.2％が「同意しない」と回答した。他方、「同

意する」は17.4％、「どちらともいえない」は30.4％であり、「同意する」は少数であっ

た。 

旧借地権と普通借地権の例外的な取扱いは、複数の会計処理を長期にわたり許容するこ

旧借地権の設定に係る権利金等又は普

通借地権の設定に係る権利金等について

減価償却を行うかどうかのコメントの対

応については、コメント 131)で記載して

いる。 
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取扱いとすべ

きである。 

とになり、比較可能性の観点から望ましくない。権利金に資産価値があることは残存価額

の設定等を工夫することで原則処理でも反映可能だと考えられる。 

本提案は、財務諸表作成者側の納得を得るためにASBJが苦労した項目と思われる。旧借

地権、普通借地権の設定に係る権利金の経済実態について、減価しない土地の一部取得に

準ずるとの見方にも一定の合理性があること、比較可能性の低下が長期にわたるとはいえ

最終的に解消されること、本例外規定によって国際的比較可能性が著しく損なわれるもの

ではないことから、我々の中でも容認できるという意見もあった。 

しかし、上記の通り財務諸表利用者にとって重要な観点である比較可能性を踏まえる

と、旧借地権と普通借地権の例外的な取扱いは定めるべきではなく、今回の基準改正を機

に減価償却を行うべきである。 

旧借地権の設定に係る権利金等又は普

通借地権の設定に係る権利金等の残存価

額の設定については、本適用指針 BC54 項

において当該権利金等について残存価額

を控除した金額により減価償却を行うこ

とが考えられることを記載することとし

た。 

133) 借地権の

設定に係る権

利金等は無形

固定資産とし

て独立表示す

る取扱いとす

べきである。 

同意しない。 

借地権の設定に係る権利金等は非償却資産であり、時の経過とともに減価するものでは

ない（ただし、定期借地権の大部分のものは当初決められたリース期間が経過すると借地

権が消滅するため、仮にこの契約のもとで「借地権設定に係る権利金等」と呼ばれていて

も、他の借地権契約と異質なものなので、時の経過により償却すべきである。）。 

借地権の内容につき法的規定も含め、貴委員会に誤解があるようで、本適用指針案の文

章に事実の記述に誤りがあるもの、意味不明なものが多く、全面的な見直しが必要であ

る。 

借地権の内容は本基準における他の使用権資産の内容とは大きな差異があるため、使用

権資産には含めず無形固定資産として独立表示するか、他の科目に含まれる場合には脚注

でその金額を示すべきである。 

ただし、借地権契約における地代（本会計基準案第 17 項に相当するもの）は、「借地権」

旧借地権の設定に係る権利金等又は普

通借地権の設定に係る権利金等について

減価償却を行うかどうかのコメントへの

対応については、コメント 131)で記載し

ている。 

また、本適用指針案の結論の背景に関す

る記載についてのご指摘については、必要

に応じて見直しの上、修文を行っている

（本適用指針 BC50 項から BC57 項）。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

を構成するものではなく、使用権資産とリース負債を構成するもので、それら科目に計上

されて、それに対応した取崩処理の対象にすることになる。 

1992 年（平成 4 年）8 月に施行された「借地借家法」以前の関連法令にもとづき、借地

権として認められたもので借地人が地主に権利金の対価を支払われてなかったものにつ

いては、会計上別段の取扱いを検討することが必要である。1 つの案としては、その金額

に重要性があれば、財務諸表の脚注に記載すべきであろう。金額の算定にはある程度の客

観性をもたらすため、路線価をベースにするか、固定資産税の課税標準を用いることが考

えられる（路線価や固定資産税の課税標準は一般的に市場価格より低いため。）。これらの

金額はその算定根拠も注記すべきである。 

全体を総合すると、借地権に係る部分は不動産に詳しい法曹、及び法律に詳しい不動産

業業界の者や相続等に詳しいに税理士等のレビューを受けることが必要である。 

（理由） 

本適用指針案第 24 項の内容は支離滅裂である。すなわち、借地権の設定に係る権利金

等は使用権資産の取得価額に含め、借手のリース期間を耐用年数として減価償却を行うこ

とを原則とすると規定している。 

それに続くただし書きで、本適用指針の適用前にこれら権利金等を償却していなかった

場合等では権利金等は減価償却しなくて良いと規定している。 

しかし、借地権の設定に係る権利金は基本的に減価償却の対象外である。けだしこの権

利金は（定期借地権の場合を除き）時の経過とともに減価するものではなく、借地権設定

者や第三者に転売することが可能である（この場合は借地権者が借地権設定者に、通常、

借地権の 10％位の譲渡承認料を支払うことになる。）。ただし、ある状況のもとでは、例

えば地代を払わず、当該建物が朽廃したときには借地権が消滅することはあり、また当該
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

土地の状況の変化により借地権の資産価値（価格）が著しく低下した場合には減損の対象

になる。 

いずれにせよ、借地権の設定に係る権利金等は（定期借地権を除き）通常減価償却の対

象外である。 

借地権の設定に係る権利金等は使用権資産の取得価額に含めず、無形固定資産の中の

「借地権」として表示し、借手のリース期間を耐用年数とした減価償却を行う対象に入ら

ないが、減損の対象になることはありうる。 

本適用指針案第 121 項から 123 項、及び BC40 項から BC47 項の記述は、事実の記述に誤

りがあるもの、意味不明なものが大部分を占め、全面的な見直しが必要である。 

本適用指針案 借地権の設定に係る権利金等 第 121 項から第 123 項 

第 24 項の借地権（借地権の設定に係る権利金等）の減価償却することが原則でなくな

ればこれらの規定は不要になるか、書き直しが必要になる。 

本適用指針案 借地権の設定に係る権利金等 BC40 項から BC47 項 

本適用指針案 BC40 項 

これらの借地権の設定に係る権利金等の授受が行われる場合、借地権を除く底地に対し

て毎月支払う賃料が設定され、当該賃料は借地権の価格が高く設定されると低くなり、借

地権の価格が低く設定されると高くなるという相関関係があるといわれている。 

（コメント） 

この文章は誤りである。 

借地権の更地（＝底地権＋借地権）に対する割合（借地権割合）は、市街地の各土地に

ついては国税庁が毎年発表する「路線価図」に記載されている。それはビル街地区・高度

商業地・普通商業・併用住宅地・大工業地区・普通住宅地区等 7 つの地区に分類され、借
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

地権割合も 90％から 30％に区切られて記載されている。（東京の市街地の「普通住宅地

区」であれば通常 60％になっている。）借地権割合は当該地の当事者間で勝手に決められ

る訳ではない。 

地代は当該土地の更地価格に連動するのが普通であり、借地権割合と相関する訳ではな

い。 

借地権の売買の価格は、上記借地権割合をもとに、当該土地の状況、形状、環境（土地

の価格水準も含む）、売手と買手の状況のもとに決まっていくものである。 

本適用指針案 BC41 項 

借地権の設定に係る権利金等は、土地を使用する権利に関する支払である点で、借手が

貸手に対して毎月支払う賃料と相違はないため、借手が借手のリース期間中に原資産を使

用する権利に関して行う貸手に対する支払（本会計基準案第 17 項）に含まれると考えら

れる。 

また、当該権利金等の支払は、通常、土地の賃貸借契約と同時又はほぼ同時に行われる

ものであるため、前項に記載する権利金等と毎月支払う賃料の相関関係を踏まえると、両

者はパッケージとして交渉されているため、一体として会計処理を行うものと考えられ

る。 

（コメント） 

「借地権の設定に係る権利金等は、借手が貸手に対して毎月支払う賃料と相違はないた

め」という文章は意味不明であり誤りである。「借地権」は本適用指針案第 4 項(3)に記載

されている、建物の所有を目的とする地上権又は土地の賃借権であり、定期借地権を除け

ば特別の事情がない限り時の経過で消滅するものではなく、借地権の設定に係る権利金は

時の経過とともに発生する賃料とは性格が異なるものである。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

「権利金等と毎月支払う賃料の相関関係を踏まえると、両者はパッケージとして交渉さ

れているため、一体として会計処理を行うものと考えられる。」という文章は、一体とし

て会計処理する根拠にはならない。 

本適用指針案 BC42 項 

定期借地権が設定される土地の賃貸借契約は、賃借期間の満了時に当該賃貸借契約が終

了するため、定期借地権の設定に係る権利金等は、賃貸借契約の期間に係るコストと考え

られる。 

（コメント） 

上記の文章もおかしい。一時に権利金を支払うことを避けるため、定期借地権という契

約形態が存在するので、敷金（保証金と呼ばれる事が多い。）の支払はあっても権利金（本

実務指針で定期借地権以外の借地権で使われている意味のもの）の支払はないと思われ

る。 

定期借地権の中で一戸建ての売買では権利金のような一時金の支払はほとんどなく、マ

ンション・ディベロッパーによる一般定期借地権では、地主への説得材料として「権利金」

（これは借地権が終了するときに地主から返却されないもの）を支払うケースが増えてき

ていると聞いている。 

借地権は「地上権」又は「土地の賃借権」からなる。「土地の賃借権」とすると、区分

所有者が中古の部屋を売買するたびに地主の承諾を得る必要があるため、地主からみると

リスクは軽減されるものの、事務作業が増えることになる。 

「地上権」にすると地主の上記の承諾が不要になり、事務手数は軽減されるが、契約期

間の更新料や譲渡承諾料は支払らわれなくなる。この場合地主側が一時にまとまった資金

が必要であれば「権利金」の形態をとり、契約期間中ならして賃料を上げるのであれば「権
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

利金」の支払は取らないことになる。定期借地権の場合の「権利金」は他の借地権と異な

り、地主から見て返却されるものではないので、税務上は入金時の所得になり、会計上は

資産として繰り延べて償却すると会計と税務の処理は異なることになると思われる。 

本適用指針案 BC43 項 

これに対して、借手の権利が強く保護されている旧借地権又は普通借地権の設定対価に

ついては、次の 2 つの見方がある。 

(1) 借地権の設定対価は、減価しない土地の一部取得に準ずるとの見方 

(2) 借地契約の期間が長期にわたるとしても無期限にはならないため、借地権の設定

対価も賃借期間に要するコストであるとの見方 

（コメント） 

(1)の文章は正しい 

(2)の文章は借地権の法的規制（借地借家法や国税庁の通達等）の規定からみると誤り

である。 

本適用指針案 BC44 項 

この点、BC41 項に記載のとおり、旧借地権の設定に係る権利金等又は普通借地権の設

定に係る権利金等についても、毎月支払う賃料と一体として会計処理を行うものであると

考えられる。また、毎月支払う賃料は有限の期間に係る対価として借手のリース期間を見

積って使用権資産を計上する一方、借地権の設定に係る権利金等を無期限の対価として償

却しない場合、一体的で相関関係のある双方の対価について異なる会計処理を行うことと

なるため、会計処理の一貫性に欠けることとなる。したがって、旧借地権の設定に係る権

利金等又は普通借地権の設定に係る権利金等についても、前項(2)の見方に基づき、原則

として、当該権利金等と当該賃料を一体で使用権資産の取得価額に含め、借手のリース期
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

間を耐用年数とし、減価償却を行うこととした（第 24 項第 1 段落参照）。 

（コメント） 

第 24 項及び BC43 項(2)は誤りであるから、この項全体も誤りである。 

本適用指針案 BC45 項 

審議の過程では、借地権の設定に係る権利金等について残存価額を考慮する方法を検討

すべきとの意見が聞かれた。この点、次の理由により、借地権の設定に係る権利金等の会

計処理にあたって残存価額を設定することは想定していない。 

（コメント） 

借地権の設定に係る権利金等は非償却資産である場合には、残存価額の存否を議論する

ことは無意味である。 

定期借地権の場合で、このような「権利金」が支払われる場合には、残存価額を考える

必要はないであろう。 

本適用指針案 BC46 項 

本適用指針 BC44 項に記載のとおり、借地権の設定に係る権利金等については、本適用

指針 BC43 項(2)の見方に基づいて会計処理を行うことが考えられるが、審議の過程では、

本適用指針 BC43 項(1)の見方、すなわち、我が国の取引慣行においては、旧借地権の設定

に係る権利金等又は普通借地権の設定に係る権利金等の支払は、減価しない土地の一部取

得に準ずるとの見方を支持する意見も聞かれた。 

また、本適用指針 BC43 項(1)の見方に基づき、当該権利金等を減価償却しない取扱いと

する場合であっても、資産として計上される権利金等について固定資産の減損会計が適用

されるため、必ずしも資産の過大計上にはつながらないと考えられる。 

これらを踏まえ、以下省略 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

（コメント） 

最初の文章は本適用指針 BC43 項(1)の見方をとった場合は適切な文章である。 

2 番目の「また」以下の文章は適切であるが、別次元の話である。 

3 番目の「これらを踏まえ」以下の文章は、本指針第 24 項の内容が私の提案どおり修

正されれば内容を変更する必要がある。 

本適用指針案 BC47 項 

本適用指針が公表される前に締結した土地の賃貸借契約に関して支払った旧借地権の

設定に係る権利金等又は普通借地権の設定に係る権利金等については、これまで我が国の

会計基準において当該権利金等に関する会計処理が明らかではなく、本適用指針 BC43 項

の 2 つの見方がある中で、仮に本適用指針における原則的な取扱い（本適用指針第 24 項

第 1 段落参照）を一律に適用することを求める場合、当初の契約の意図が会計処理に反映

されなくなる可能性がある。 

（コメント） 

「借地権の設定に係る権利金等の会計処理がこれまで我が国の会計基準において当該

権利金等に関する会計処理が明らかではなく」という文章は誤りで、国税庁の通達等にも

とづき非償却資産として明確に扱われてきた。本適用指針案第 24 項の内容が私の提案ど

おり修正されれば、本適用指針案 BC47 項の文章は「経過措置」の説明も含め修正する必

要がある。 

134) 借地権の

設定に係る権

利金等を使用

権資産の取得

借地権の設定に係る権利金等を使用権資産の取得価額に含めることについて、IFRS 任

意適用企業における実態調査も行った上で慎重に決定すべきである。 

（理由） 

IFRS 任意適用企業の開示事例を見てみると、借地権について、使用権資産ではなく無

我が国の会計基準における借地権に係

る会計処理の定めを検討しているもので

あり、必ずしも IFRS 任意適用企業におけ

る実態調査が求められるものではないと
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

価額に含める

ことについて

IFRS 任意適用

企業における

実態調査も行

うべきである。

形資産としている事例が見受けられる。そのため、IFRS を任意適用して連結財務諸表を

作成している企業が IFRS 第 16 号の定めを個別財務諸表に用いても、基本的に修正が不

要となる会計基準とするという基本的な方針を達成するためには、本件については IFRS

任意適用企業における実態調査も行った上で慎重に決定することが望まれる。 

考えられる。 

135) 残存価額

の見積りの変

動により減価

償却費が変動

することをも

って残存価額

を設定しない

理由とするこ

とは適切では

ない。 

本適用指針案 BC45 項(3)は削除すべきではないか。 

残存価額の見積りが変更されれば減価償却費が変動するのは借地権に限ったことでは

ないため、借地権の設定に係る権利金等の会計処理にあたって残存価額を設定しない理由

としては不適切であると考えられるためである。 

本適用指針案 BC45 項(3)の記載を削除

することとした。 

質問 12（利息相当額の各期への配分に関する質問） 

（本公開草案の提案の方向性を支持するコメント） 

136) 本公開草

案の提案の方

向性を支持す

る。 

同意する。 本公開草案の提案の方向性を支持する

コメントである。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

137) 契約ごと

に利息の金額

に重要性がな

い場合に、簡便

的な取扱いを

認めるべきで

ある。 

同意する。 

ただし、以下の通り重要性の包括的な考え方が適用されることを確認いただきたい。 

（意見） 

本適用指針案BC57項（利息相当額の各期への配分）に次の記載がある。 

「リース開始日における借手のリース料とリース負債の計上額との差額は、利息相当額

として取り扱い、当該利息相当額の各期への配分は利息法による（第35項及び第36項参

照）。借手については、すべてのリースを金融の提供と捉える単一の会計処理モデルを採

用しているため、借手が簡便的な取扱いを選択する場合を除き、すべてのリースについて

当該会計処理を行う」 

一方で少額リースに関しては重要性の基準が契約ごとに認められている。そのため、利

息に関しても一律の適用ではなく、企業会計原則の注解に記載のある重要性の原則に則

り、また収益認識会計基準第 101 項に記載のある「なお、他の会計基準と同様に、重要性

が乏しい取引には、本会計基準を適用しないことができる」点を踏まえ、契約ごとに利息

の金額に重要性がない場合、簡便的な取扱いを選択できる旨を明記していただくことが望

まれる。 

一般的な重要性の考え方は本会計基準

案等にも適用されるため、一般的な重要性

の考え方を適用して利息の金額に重要性

がない場合、簡便的な取扱いを選択するこ

とは可能であると考えられる。 

なお、本適用指針案第 20 項（本適用指

針 22 項）(2)①に定めている「企業の事業

内容に照らして重要性の乏しいリースで、

かつ、リース契約 1 件当たりの金額に重要

性が乏しいリース」の取扱いや本適用指針

案第 37 項（本適用指針第 40 項）に定めて

いる取扱いは、企業会計基準適用指針第16

号の取扱いを踏襲したものである。 

138) 個別財務

諸表において

企業会計基準

適用指針第 16

号と同様の処

理を認める前

提で同意する。

個別財務諸表については、借手においても、貸手におけるリースの分類基準に基づき、

リースをファイナンス・リースとオペレーティング・リースに分類できるとしたうえで、

ファイナンス・リースについて利息相当額を各期に配分する場合は、基本的に同意する。

（理由） 

すべてのリースを金融として捉える考え方には同意しないが、提案されている利息相当

額を各期に配分する会計処理は、現行のファイナンス・リースにおける会計処理と同じで

ある。 

連結財務諸表については、本公開草案の

提案の方向性を支持するコメントである。 

個別財務諸表の対応については、37)で

記載している。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

139) 使用権資

産総額の重要

性判定の算定

式において未

経過の借手の

リース料の期

末残高相当分

が二重に考慮

されないよう

にすべきであ

る。 

同意するが、次の点について確認及び検討していただきたい。 

本適用指針案第38項における使用権資産総額の重要性判定の算定式に関して、二重で分

母に加えてしまうことを避けるために、「有形固定資産及び無形固定資産の期末残高」に

は、分子である「未経過の借手のリース料の期末残高（本適用指針案第18項及び第20項に

よりリース開始日に使用権資産及びリース負債を計上せず、借手のリース料を借手のリー

ス期間にわたって原則として定額法により費用として計上することとしたものや、第36項

に従い利息相当額を利息法により各期に配分している使用権資産に係るものを除く。）」

（以下「未経過の借手のリース料の期末残高」という。）に対応する使用権資産残高は含

めないという理解でよいか確認させていただきたい。 

この場合、実務にばらつきを生じさせないため、その旨を明記することを検討していた

だきたい。 

（理由） 

本適用指針案第38項では、使用権資産総額の重要性判定の算定式に関して、「未経過の

借手のリース料の期末残高（本適用指針案第18項及び第20項によりリース開始日に使用権

資産及びリース負債を計上せず、借手のリース料を借手のリース期間にわたって原則とし

て定額法により費用として計上することとしたものや、本適用指針案第36項に従い利息相

当額を利息法により各期に配分している使用権資産に係るものを除く。）が当該期末残

高、有形固定資産及び無形固定資産の期末残高の合計額に占める割合が10パーセント未満

である場合とする」とされている。 

この点、「有形固定資産及び無形固定資産の期末残高」には、「未経過の借手のリース

料の期末残高」に対応する使用権資産残高も含まれているものと考えられるが、当該「未

経過の借手のリース料の期末残高」はその算定式において分母にも含まれているため、

有形固定資産及び無形固定資産の期末

残高について未経過の借手のリース料の

期末残高と二重になる場合、未経過の借手

のリース料、有形固定資産及び無形固定資

産の期末残高の合計額の算定上、二重にな

らないように調整を行うことが考えられ

る旨を記載することとした（本適用指針

BC68 項）。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

「有形固定資産及び無形固定資産の期末残高」に含まれる「未経過の借手のリース料の期

末残高」に対応する使用権資産残高を除外しないと、分母に「未経過の借手のリース料の

期末残高」に係る残高相当額が二重で加えてしまうことになると考えられる。この結果、

算定式に基づいて算定した割合があるべき割合より小さく算定されることになり、例外的

な取扱いの範囲を広げてしまうおそれがあるものと考えられる。 

したがって、使用権資産総額の重要性判定の算定式に関して、二重で分母に加えてしま

うことを避けるために、「有形固定資産及び無形固定資産の期末残高」には、「未経過の

借手のリース料の期末残高」に対応する使用権資産残高は含めないと理解しているが、当

該理解でよいか確認させていただきたい。 

また、この場合、実務にばらつきを生じさせないため、その旨を明記することを検討し

ていただきたい。 

（本公開草案の提案の方向性を支持しないコメント） 

140) 利息相当

額を計算する

のは一定の解

約不能期間が

ある場合等に

限定すべきで

ある。 

同意しない。 

利息相当額の考え方だがリース料の支払義務はあくまで賃借する期間に対して発生す

るものであり、契約期間が見込まれていたとしてもその時点で将来の支払義務が発生して

いるものではなく、それに対して割引計算すること自体に違和感を覚える。利息相当額を

計算するのは一定の解約不能期間がある場合等に限定するべきと考える。 

リース開始日に計上するリース負債は、

支出までに通常一定の期間があることか

ら、借手のリース料から利息相当額を控除

し、現在価値により算定することとしてい

る。この点、支出までに一定の期間がある

点については、解約不能期間も延長又は解

約オプションの対象期間も違いはないと

考えられるため、利息相当額の取扱いをそ

れぞれで異なる取扱いとはしていない。 

141) 利息相当 利息相当額の期間配賦についても賃借している物件の減価は一括借上賃料にて表現さ リース開始日に計上するリース負債は、
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

額の配分につ

いては、定額で

配分すること

も認めるべき

である。 

れるべきものであり、利息法を使用して逓減させる類のものではないと考える。定額で配

分することを認める等の措置が必要だと思われる。 

支出までに通常一定の期間があることか

ら、借手のリース料から利息相当額を控除

し、現在価値により算定することとしてい

る。この点、当該利息相当額を定額法で計

上する取扱いとはしていない。 

142) 借手のリ

ース料から利

息相当額の合

理的な見積額

を控除しない

方法を認める

べきではない。

本会計基準案等における利息相当額の各期への配分に関する提案に条件付きで同意す

る。 

我々のアンケートのQ12では、回答者の76.2％が「同意する」と回答した。 

IFRS第16号にない取扱いを設けることは歓迎しないが、重要性が乏しいのであれば、財

務諸表作成者の実務負担を踏まえてやむを得ないと考える。 

ただし、使用権資産総額に重要性が乏しいと認められる場合は、「(1) 借手のリース料

から利息相当額の合理的な見積額を控除しない方法」、「(2) 利息相当額の総額を借手の

リース期間中の各期に定額法により配分する方法」のいずれかの方法を適用することを認

めるとしているが、支払利息を計上しない(1)の方法は会計処理としては異例であり、金

融商品会計の取扱いとも整合しないことから、今回の基準改正を機に、(1)の方法は廃止

し、(2)の方法の適用のみを認めるべきである。 

なお、「重要性が乏しいと認められる場合」の基準を、実態を検証した上で、明確化す

べきであるという意見もあった。 

一般的に、重要性が乏しい場合、簡便的

な会計処理が認められるものと考えられ

る。 

本適用指針案第 37 項（本適用指針第 40

項）(1)に定める「借手のリース料から利

息相当額の合理的な見積額を控除しない

方法」については、IFRS 第 16 号の結論の

根拠（IFRS 第 16 号 BC86 項）にも記載さ

れているように、簡便的な取扱いとして認

められるものであると考えられる。 

全く同意しない。 

（理由） 

IFRS と同様、利息法のみに限定するべきである。IFRS との差異をわざわざ設けること

は有害無益であると考えられる。 

同 上 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

そもそも「重要性に乏しい」という表現は客観性に乏しく、恣意性の排除の観点からも

脆弱であると言わざると得ない。金額的な歯止めが必要である。 

143) 2 区分の

会計処理モデ

ルを採用すべ

きであり同意

しない。 

一部同意しない。 

オペレーティング・リースにつき、通常、均一な単一のリース費用を使用権資産のリー

ス期間にわたる定額法による減価償却部分として認識し、リース負債に係る金利費用は認

識しない方法を採用すべきである。 

2区分の会計処理モデルを採用すべきと

のコメントへの対応については、11)で記

載している。 

（その他のコメント） 

144) 使用権資

産総額に重要

性が乏しいと

認められる場

合の取扱いに

ついて、IFRS第

16号 BC86項と

同様の記載を

追記すべきで

ある。 

使用権資産総額に重要性が乏しいと認められる場合の取扱いについては、以下の理由に

より、追加の説明をお願いしたい。 

（理由） 

 使用権資産総額に重要性が乏しいと認められる場合の取扱いについて、本適用指針案

BC59 項において、「IFRS 第 16 号ではこれらの簡便的な取扱いは定められていないが、実

務の追加的な負担を軽減することを目的として企業会計基準適用指針第 16 号に導入した

ものであり、実務において浸透していることから、本適用指針においても、これらの簡便

的な取扱いを踏襲することとした。」と説明している。 

 一方、IFRS 第 16 号 BC86 項では、「IFRS 第 16 号の認識及び測定の要求事項を適用する

ことの影響が財務諸表に対して重要性がない場合には、借手は当該要求事項の適用を要求

されない」旨が説明されている。 

 本会計基準においては、重要性に関して、数値基準に基づく具体的なガイダンスを設け

るため、IFRS 第 16 号 BC86 項のような記載を行わない考えであると思われるが、企業自

らが本会計基準の要求事項の適用の有無を判断しやすいようにするため、数値基準による

一般的な重要性は、すべての取引に適用

されると考えられる。現行の日本基準にお

ける実務においても、各企業において一般

的な重要性を考慮して会計処理が定めら

れており、本会計基準等においても、各企

業において重要性を判断し、会計処理が定

められるものと考えられる。したがって、

本会計基準等に追加の記載を行っていな

い。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

簡便的な取扱いに加えて、IFRS 第 16 号 BC86 項のように、企業の重要性の判断により、

使用権資産及びリース負債の認識の要求事項を適用しないことができる旨を結論の背景

で示していただきたい。 

145) 本適用指

針案に割引の

要素を含めた

借手の変動リ

ース料の設例

を追加すべき

である。 

本公開草案に同意する。ただし、次の提案事項について検討いただきたい。 

（提案） 

本適用指針案に割引の要素を含めた変動リース料の設例を追加する。設例は本適用指針

案第 46 項を前提とし、借手の変動リース料の将来の見通し及び割引率が変更されたケー

スとする。 

（理由） 

借手の変動リース料における利息法の適用については、本会計基準案等では IFRS 第 16

号で規定されていない、指数等の将来の変動を見積り、リース負債を算定する方法の選択

適用が提案されている（本適用指針案第 23 項）。また、リースの契約条件の変更やリース

の契約条件の変更を伴わないリース負債の見直しにおいて、IFRS 第 16 号第 43 号のよう

なリース負債の見直し時に用いる割引率の規定を置かないこととされている（本適用指針

案 BC66 項及び BC68 項）。さらには、このようなキャッシュ・フロー及び割引率が変動す

る場合における償却原価法の設例は、金融商品会計に関する Q&A Q24-2[A 法]（注 5）に

て一部触れられているのみであり、これまで他の会計基準で十分に定めがなかったところ

である。 

IFRS第16号の主要な定めの内容のみを取り入れることにより、簡素で利便性が高い会計

基準を開発するという本会計基準案等の趣旨には賛同するが、複数な会計方針と割引率の

適用を認めた結果、実務へのあてはめや会計処理において混乱やばらつきが生じるおそれ

も考えられることから、あくまで処理対応の一例という位置づけで、複雑なケースの償却

設例については、「開発にあたっての本

的な方針」（本会計基準案 BC12 項（本会計

基準 BC13 項））を踏まえ、IFRS 第 16 号の

主要な定めの内容のみを取り入れた本会

計基準及び本適用指針（設例を除く。）に

おいて個々に定めていない事項を設例に

おいて示すこととならないよう、本会計基

準及び適用指針（設例を除く。）における

定めと同程度の内容となる形でIFRS第 16

号の設例を適用指針の設例に取り入れる

こととした（本会計基準案 BC25 項（本会

計基準 BC30 項））。したがって、リースの

契約条件の変更（本会計基準案第 37 項（本

会計基準第 39 項））及びリースの契約条件

の変更を伴わないリース負債の見直し（本

会計基準案第 38 項（本会計基準第 40 項））

の設例は示していない。 

また、本適用指針案第 23 項（本適用指

針第 26 項）の例外については、適用の広
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

原価法の設例を付すことは円滑な基準案等の導入に際して有用と考えられる。 範さを考慮し、設例を示すことはしていな

い。 

質問 13（使用権資産の償却に関する質問） 

（本公開草案の提案の方向性を支持するコメント） 

146) 本公開草

案の提案の方

向性を支持す

る。 

同意する。 本公開草案の提案の方向性を支持する

コメントである。 

本会計基準案等における使用権資産の償却に関する提案に同意する。 

我々のアンケートのQ13では、回答者の90.5％が「同意する」と回答した。 

使用権資産の償却方法、償却期間については、所有権移転リース及び所有権移転外リー

スとも現行基準の方法は合理的と考えられるので、現行基準を踏襲して問題ないと考え

る。 

同 上 

147) 所有権移

転外リースに

係る使用権資

産の耐用年数

を開始日から

使用権資産の

耐用年数の終

了時又はリー

ス期間の終了

時のいずれか

早い方とすべ

本公開草案に同意する。 

ただし、次の提案事項について検討いただきたい。 

（提案） 

 所有権移転外リースにおける使用権資産の耐用年数について、IFRS 第 16 号と同様、開

始日から使用権資産の耐用年数の終了時又は借手のリース期間の終了時のいずれか早い

方とする。 

（理由） 

本会計基準案第 36 項において所有権移転外リースにおける使用権資産の償却方法につ

いて提案されている。そこでは償却期間について原則として借手のリース期間を耐用年数

とされているが、IFRS16 号第 32 項においてはリース開始日から使用権資産の耐用年数の

終了時又はリース期間の終了時のいずれか早い方まで減価償却することが明記されてい

使用権資産の耐用年数がリース期間と

比べて短いケースは稀であると考えられ

るため、簡素で利便性が高い会計基準とす

る観点から、契約の諸条件に照らして原資

産の所有権が借手に移転すると認められ

るリース以外のリースの耐用年数につい

ては、原則的な取扱いのみを示している。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

きである。 る。一般的に使用権資産の利用可能期間がリース期間より短くなることは想定しにくいも

のの、その取扱いを明確にしておくことは有用であると考えられる。 

（本公開草案の提案の方向性を支持しないコメント） 

148) 「契約期

間終了後又は

契約期間の中

途で、借手によ

る購入オプシ

ョンの行使が

合理的に確実

であるリース」

について、借手

によるオプシ

ョンの行使可

能性の判断を

取り入れるべ

きではない。 

使用権資産の償却は現行基準を踏襲したものであるため同意するが、契約の諸条件に照

らして原資産の所有権が借手に移転すると認められるリースに該当する要件の(2）につい

ては、以下の理由により同意しない。 

（理由） 

 本適用指針案 BC61 項において、原資産の所有権が借手に移転すると認められるリース

に該当する要件の「（2）契約期間終了後又は契約期間の中途で、借手による購入オプショ

ンの行使が合理的に確実であるリース」について、「割安かどうかのみではなく他の要因

も考慮して購入オプションの行使が合理的に確実な場合とする方が、借手への所有権移転

の可能性を反映して減価償却費の算定が可能となる」と説明している。 

 この「他の要因」の内容が具体的でないことに加え、借手は、リース開始日において、

購入オプションの行使が合理的に確実であるリースか否かについて、実務上、購入オプシ

ョンの行使価額が割安か否かで行使が確実か否かを判断すると考えられる。 

 したがって、借手が購入オプションを行使することが合理的に確実かどうかといった、

実務上の負担を増加する判断要素を取り入れるべきではない。 

 仮に（2）を変更しないのであれば、本適用指針案 BC61 項において、「他の要因を考慮

する」という説明は避けて、「例えば、割安購入選択権は合理的に確実である場合に該当

する」ことを説明した方が実務に合致すると考えられる。 

他の要因の記載が具体的ではないこと

への対応については、89)で記載している。 

質問 14（リースの契約条件の変更及びリースの契約条件の変更を伴わないリース負債の見直しに関する質問） 

（本公開草案の提案の方向性を支持するコメント） 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

149) 本公開草

案の提案の方

向性を支持す

る。 

同意する。 本公開草案の提案の方向性を支持する

コメントである。 

本会計基準案等における、リースの契約条件の変更及びリースの契約条件の変更を伴わ

ないリース負債の見直しに関する提案に同意する。 

我々のアンケートのQ14では、回答者の85.7％が「同意する」と回答した。 

リースの契約条件の変更が生じた場合、(1)変更前のリースとは独立したリースとして

の会計処理を行うのか、(2)リース負債の計上額の見直しを行うのかを判断するための要

件が示されており、会計処理の実務にばらつきが生じる可能性は低いと考える。 

同 上 

150) リース負

債の見直しに

関して、購入オ

プションに関

する見直しの

実施時期につ

いての記載を

追加すべきで

ある。 

同意する。 

ただし、以下の点について検討する必要があると考えられる。 

リース負債の見直しに関して、購入オプションに関する見直しの実施時期についての記

載を追加する必要があると考えられる。 

（理由） 

本会計基準案等では、延長オプション及び解約オプションについての判定の変更に伴う

リース負債の見直しの実施時期は、借手の統制下にあり、かつ、合理的に確実かに関する

借手の決定に影響を与える重要な事象・状況が生じた時である旨が定められている（本会

計基準案第39項及びBC45項）。 

一方、購入オプションの行使についての判定の変更（本適用指針案第44項(1)）に伴う

リース負債の見直しの実施時期については特段の定めはないが、オプションの行使に係る

判定の変更であるという類似性を考慮し、例えば本会計基準案BC45項に購入オプションに

関して付記するなどにより、同様の考え方で判定を行うことを示してはどうか。 

なお、IFRS第16号では、購入オプションに関して、延長オプション及び解約オプション

本適用指針 BC78 項に次の記載を追加す

ることとした（追加は下線、削除は取消線

で示している。）。 

「借手が原資産を購入するオプション

を行使することが合理的に確実であるか

どうかの見直し（本適用指針第 47 項(1)参

照）についても、延長オプションを行使す

ること又は解約オプションを行使しない

ことが合理的に確実であるかどうかの見

直しと同様、会計基準第 41 項(1)及び(2)

に示している重要な事象及び重要な状況

が生じたときにリース負債の計上額の見

直しを行うことになると考えられる。」 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

について考慮すべき事象及び状況を購入オプションの文脈で考慮して判定する旨が記載

されている（IFRS第16号第40項(b)）。 

基本的に本公開草案の提案に同意する。ただし、以下の意見がある。 

リース負債の見直しにおける購入オプションについて、延長オプション等に関する見直

しの実施時期の定めを参照することを検討いただきたい。 

（理由） 

本会計基準案等では、リースの契約条件の変更を伴わないリース負債の見直し全般につ

いて「該当する事象が生じた日」に会計処理を行うとしたうえで（本適用指針案第43項）、

延長オプション及び解約オプションの行使可能性についての判定の変更に伴うリース負

債の見直しについては、借手の統制下にあり、かつ、合理的に確実かどうかに関する借手

の決定に影響を与える重要な事象・状況が生じた時に見直しの会計処理を行う旨が追加で

定められている（本会計基準案第39項及びBC45項）。この追加の定めは、IFRSと同様、各

決算日にオプションの行使可能性を判断するコストが大きくなることから含められたも

のと理解している。しかし、同様の懸念があると考えられる購入オプションの行使につい

ての判定の変更（本適用指針案第44項(1)）に伴うリース負債の見直しの実施時期につい

ては特段の定めがない。オプションの行使に係る判定の変更であるという類似性を踏まえ

ると、購入オプションについても延長オプション等と同様の取扱いを行うのが整合的と考

えられるため、たとえば本会計基準案第39項ないしBC45項に購入オプションに関して付記

するなどにより、延長オプション等に関する見直しの実施時期の定めを参照して判定を行

う旨を示すことを検討いただきたい。なお、IFRSでは、延長オプション等について考慮す

べき事象及び状況を購入オプションの文脈で考慮して判定する旨が記載されている（IFRS

第16号第40項(b)）。 

同 上 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

151) リース負

債の修正によ

る減少額が使

用権資産の帳

簿価額を上回

る場合につい

ての取扱いを

記載すべきで

ある。 

以下の点について検討する必要があると考えられる。 

本適用指針案第42項(2)②（リースの範囲の縮小に該当しない条件変更によるリース負

債計上額の見直し）について、リース負債の調整減額が使用権資産の帳簿価額を上回る場

合について、取扱いを記載する必要があると考えられる。 

（理由） 

条件変更を伴わないリース負債の見直しを扱う本適用指針案第43項では、ただし書きに

おいて、リース負債の調整減額が使用権資産の帳簿価額を上回る場合には損益に計上する

旨の定めがある。一方で、条件変更の場合を扱う第42項では、これに相当する定めがない

ことから、分かりやすさのために同様に明示することが望ましいと考えられる。 

リース負債の調整減額について控除す

べき使用権資産の残高がない場合には、損

益に計上することになると考えられるが、

本適用指針案第42項（本適用指針第45項）

(2)②のケース（リースの範囲の縮小以外

のケース）は限定的であると考えられるた

め、本適用指針案を変更しないこととし

た。 

152) リースの

契約条件の変

更に関連した

会計処理の割

引率の取扱い

について定め

るべきである。

リースの契約条件の変更に関連した会計処理の割引率の取扱いについて定める必要が

あると考えられる。 

（理由） 

本適用指針案BC66項及びBC68項では、リースの契約条件の変更に関連して使用する割引

率について、「主要な定めの内容のみを取り入れることにより、簡素で利便性が高い会計

基準を開発するという方針を考慮した場合、IFRS第16号の割引率に関する定めを本適用指

針に取り入れないことが、当該開発方針と整合する。」との考えから定めない旨を述べて

いる。 

しかし、変更前の割引率又は変更後の割引率を定めないことは、割引率の決定に関する

考え方が存在しない中で、各社に割引率の選択を一任することになるため、会社間の比較

可能性の低下が懸念される。また、同一の会社であっても、状況に応じて変更前、変更後

の割引率を使い分けることで首尾一貫した処理とならない懸念もある。 

これまで企業会計基準適用指針第 16 号

の適用やその他の会計基準においても条

件変更時に適用する割引率について特段

の例示がなくとも実務において企業ごと

の判断で会計処理が行われていると考え

られる。また、状況に応じて変更前、変更

後の割引率を使い分けることについて、合

理的な理由を伴うケースがあるのかも定

かではない。 

以上から、本会計基準案等を変更しない

こととした。 

153) リースの 以下の点を除き、同意する。 リースの範囲の縮小に該当する条件変
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

範囲の縮小に

該当する条件

変更に関して、

当初割引率に

限定する必要

がある。 

本適用指針案第42項（2）①（リースの範囲の縮小に該当する条件変更）については、

変更前割引率の使用を要求すべきと考える。 

（理由） 

条件変更及びリース負債の見直しに当たってのリース負債の再測定について、IFRS第16

号とは異なり、用いる割引率を特定しないとする本公開草案の方針については、金融負債

のキャッシュ・フローの見積りの見直しや金融負債の条件変更に関する詳細な定めが現行

の金融商品会計基準にないことに鑑みると、簡素で利便性が高い基準の開発という方針を

優先させる観点から同意する。しかしながら、リースの範囲の縮小に該当する条件変更

は、条件変更により当初契約において獲得した使用権を放棄し、これに対応するリース負

債について支払義務から解放されるものであり、その本質はリース負債の消滅の認識であ

る。よって、条件変更が生じた時点で貸借対照表に認識されているリース負債のうち支払

義務から解放された部分についてその消滅を認識するのが会計処理として適切であると

考える。即ち、範囲の縮小については使用する割引率を、当初割引率に限定する必要があ

ると考える。 

更の場合、通常、リース負債の計上時の割

引率を用いることになると考えられるが、

本適用指針案では簡素で利便性が高い会

計基準を定めることを開発にあたっての

基本的な方針としている（本適用指針案

BC4 項（本適用指針 BC4 項））。割引率に関

する取扱いを詳細を定めていない中で、リ

ースの範囲の縮小に該当する条件変更の

み取扱いを示すことはしないこととした。 

（支持しないコメント） 

154) 条件変更

及び条件変更

を伴わないリ

ース負債の見

直しに関して

IFRS第 16号の

定めと同様の

同意しない 

（理由） 

IFRS第16号では条件変更及び条件変更を伴わないリース負債の見直しに関して、状況ご

とに使用する割引率（変更前の割引率又は変更後の割引率）を定めているのに対し、本公

開草案では定めていない。その結果、使用すべき割引率の検討に関して、企業及び監査人

に追加コストが生じる可能性が懸念される。 

したがって、条件変更及び条件変更を伴わないリース負債の見直しに関して、IFRS第16

本適用指針案BC4項（本適用指針BC4項）

に記載の「開発にあたっての基本的な方

針」のとおり、簡素で利便性が高い会計基

準とすることにより、取り入れた主要な定

めの内容のみに基づいて判断を行うこと

で足りるため IFRS 第 16 号におけるガイ

ダンスや解釈等を参照する実務上の負担
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割引率を用い

ることを明確

化すべきであ

る。 

号の定めと同様の割引率を用いることを明確化することを要望する。 が生じないと考えられる一方、各企業にお

ける判断が必要となることにより、財務諸

表作成コスト及び監査コストは、相対的に

大きくなる可能性がある。本会計基準等で

は、本会計基準案BC12項（本会計基準BC13

項）及び本適用指針案 BC4 項（本適用指針

BC4 項）で記載した開発にあたっての基本

的な方針に基づき検討を行った結果、割引

率の定めを置かないこととした。なお、本

会計基準案 BC12 項（本会計基準 BC13 項）

において、IFRS 任意適用企業が IFRS 第 16

号の定めを個別財務諸表に用いても、基本

的に修正が不要となる会計基準とするこ

とも念頭においている。 

155) リースの

契約条件の変

更が生じた場

合等の会計処

理において実

務負担を軽減

できる措置等

を講じるべき

・リースの契約条件の変更が生じた場合のリース負債等の見直し 

リースの契約条件の変更が生じた場合のリース負債の見直し及び使用権資産の修正

は負担が大きいと考えられるため、IFRS 任意適用企業以外の企業からも幅広く意見を

聞いたうえで、より簡便な会計処理についても検討をお願いしたい。 

・リースの契約条件の変更を伴わないリース負債等の見直し 

同意しない。以下の理由のとおり、煩雑な会計処理の適用により企業の実務負担の増

大が懸念されるため、IFRS 任意適用企業や財務諸表利用者のみならず、我が国の企業

会計基準を適用する多くの企業の意見を聞いたうえで、実務負担を軽減できる措置、リ

借手のリース期間に変更がある場合や、

借手のリース期間に変更がなくとも借手

のリース料に変更がある場合において、リ

ース負債等の見直しを行わない場合、リー

ス負債等の計上額が企業の実態を忠実に

反映しないことになると考えられる。ま

た、本会計基準案第 39 項（本会計基準第

41 項）に定めているとおり、常にリース負
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

である。 ース期間の変更やリース負債の見直し等を要求しない措置を講じていただきたい。 

（理由） 

 冒頭の「基本的見解 2」（※）で述べたとおり、本会計基準案は、特に借手において、

IFRS 第 16 号の定めの多くと整合性を図ったことにより、借手に対して、リースの識別、

リースを構成する部分とリースを構成しない部分の区分、借手のリース期間の判定、すべ

てのリースについて使用権資産及びリース負債の計上、契約条件の変更によるリース負債

の見直し及び契約条件の変更を伴わないリース負債の見直し等といった、現行の企業会計

基準第 13 号にはない判断や煩雑な会計処理を要求している。 

 上記の判断や会計処理のいずれも借手にとって負担が大きいが、特に、リースの契約条

件の変更が生じていない場合であっても、リース期間中にもかかわらず、延長オプション

の行使可能性を考慮してリース期間の変更を求め、また、原資産を購入するオプションの

行使について判定に変更がある場合や残価保証に基づいて支払われると見込まれる金額

に変動等がある場合はリース料の変更を求め、これらの変更に伴うリース負債及び対応す

る使用権資産の修正を要求することは、借手にとって、実務上の負担が極めて大きい。 

 当協会は、個別財務諸表においては、借手においても、借手のリース期間についてオプ

ション期間を考慮しないことができるようにすることが必要であると考えるが、連結・個

別にかかわらず、借手がオプションを考慮した「借手のリース期間」を適用した場合でも、

本会計基準案第 39 項又は第 40 項に該当した場合の借手のリース期間の変更、これに伴

うリース負債の見直し等の要求は、借手にとって、実務上の負担が極めて大きいことか

ら、これらを要求せずに、当初のリースとは独立したリースとして会計処理できる等、本

会計基準案を適用することの実務負担を軽減できる措置を講じていただきたい。 

 また、本適用指針案第 44 項の購入オプションの判定の変更、及び残価保証に基づいて

債の見直しを求めているものではなく、重

要な事象又は重要な状況が生じたときに

限ることとしており、リース負債等の見直

しに関する一定の実務上の配慮をしてい

る。 

したがって、本公開草案の提案内容を変

更しないこととした。 
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支払われると見込まれる金額の変動等が生じた場合も、リース負債の見直し等を要求して

いるが、これらの金額は基本的に重要性が乏しいケースが多いと考えられる。このような

ケースにおいてリース負債の見直し等を要求することは、多くの企業にとって極めて負担

が大きいため、リース負債の見直しの対象外とするか、金額に重要性が乏しい場合にはリ

ース負債の見直し等を要求しない措置を講じていただきたい。 

（※）（理由）1 の「基本的見解 2」については、以下のとおり記載されている。 

より多くの実務負担軽減措置を講じること 

煩雑な会計処理の適用により企業（特に IFRS を適用していない多くの企業）の

実務負担の増大が懸念されるため、IFRS 任意適用企業や財務諸表利用者のみなら

ず、我が国の企業会計基準を適用する多くの企業の意見を確認したうえで、本会計

基準案を適用することの実務負担を軽減できる措置、例えば、オプション期間を考

慮したリース期間の見積り、リース期間の変更やリース負債の見直し等を要求しな

い措置を講じること 

156) 契約条件

に変更がない

限りリース負

債等の見直し

を求めるべき

ではない。 

同意しない。 

（理由） 

借手のリース期間の判断については、オプション行使・非行使について「合理的に確実」

判断など客観的な見積もり困難で恣意性入る余地大であるため、借手のリース期間途中で

の修正を自由に認めることは、財務計数調整等に悪用される懸念あることから、契約条件

に変更がない限り見直しは不要とすべきと考える。 

契約条件に変更がない限り見直しは不

要とのコメントへの対応は、155)で記載し

ている。 

なお、会計上の見積りは、企業の置かれ

ている状況に即して行われるものであり

（企業会計基準第 31 号第 18 項）、会計上

の見積りに一定の主観性を伴うものであ

ると考えられる。 

157）リース負 同意しない。 同 上 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

債等の見直し

を求めるべき

ではない。 

（理由） 

業務負担が大きくなるため。 

（その他のコメント） 

158) リースの

契約条件の変

更及びリース

の契約条件の

変更を伴わな

いリース負債

の見直しの際

に使用する割

引率について、

企業の選択で

あることを明

確化すべきで

ある。 

リースの契約条件の変更及びリースの契約条件の変更を伴わないリース負債の見直し

の際に使用する割引率について、企業が自由に選択できるという理解でよいか念のため確

認させていただきたい。 

（理由） 

仮に、変更前の割引率又は変更後の割引率のいずれを使用するかについて、企業が逐一

状況に応じた最も合理的な方法を検討のうえ採用しなければならないのであれば、企業に

とって過度の負担となり IFRS16 号と同様の定めを取り入れる場合よりもむしろ利便性が

低下することになる。すなわち、リースの契約条件の変更及びリースの契約条件の変更を

伴わないリース負債の見直しの際に使用する割引率について、企業が自由に選択できると

いうことは、利便性が高い会計基準という基本的な方針が達成されるための前提条件であ

ると考えられる。 

本会計基準案等の趣旨を踏まえ、企業が

会計処理を検討することになると考えら

れる。 

159) 本適用指

針案[設例 15]

及び[設例 16]

について条件

変更後の使用

本適用指針案[設例 15]及び[設例 16]では、リースの契約条件の変更のケースについて

詳細に記載があるが、変更後の使用権資産の取得価額及び減価償却費の計算方法について

は記載がない。この点についても、記載していただきたい。 

本適用指針案[設例 15]及び[設例 16]

（本適用指針[設例 15]及び[設例 16]）と

も、リース負債の見直し時に係る仕訳を示

していることから、リース負債の見直し後

の使用権資産の額は算定可能であると考



 
 

－149－ 
 

論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

権資産の取得

価額等の計算

方法を示すべ

きである。 

えられる。また、リース負債の見直し後の

使用権資産に係る減価償却費の算定方法

も明らかであるため、設例では示していな

い。 

質問 15（借手のリース期間に含まれない再リースに関する質問） 

（本公開草案の提案の方向性を支持するコメント） 

160) 本公開草

案の提案の方

向性を支持す

る。 

同意する。 本公開草案の提案の方向性を支持する

コメントである。 

本適用指針案第 49 項の再リースに関する定めは、本適用指針案 BC70 項で説明してい

るとおり、我が国固有の商慣習に整合したものであるため、同意する。 

同 上 

全面的に同意する。 

（理由） 

この規定は IFRS 第 16 号にも取り入れられるべきものであり、ASBJ としても IASB に提

案するべきである。また、このことについては、政府・与党は ASBJ を支援するべきであ

る。 

同 上 

現行実務に即しているため同意する。 同 上 

161) 取引実態

や重要性を判

断した上で例

外的な処理の

適用の要否を

判断すること

本会計基準案等における借手のリース期間に含まれない再リースに関する提案に条件

付きで同意する。 

我々のアンケートのQ15では、回答者の65.0％が「同意する」と回答した。他方、「同

意しない」は10.0％、「どちらともいえない」は25.0％であり、「同意しない」は少数で

あった。 

本提案は、IFRS第16号にはない定めで、財務諸表作成者の負担軽減のため現行の取扱い

リース開始日において、再リースするこ

とが合理的に確実である場合には、再リー

ス期間に係る再リース料を借手のリース

料に含め、リース負債に計上することとし

ている。また、本適用指針案 BC70 項（本

適用指針 BC81 項）に「我が国の再リース
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

を明確化すべ

きである。 

を踏襲するものである。本適用指針案BC70項では、当初の月額リース料程度の年間リース

料で行われる1年間のリース料で、国際的な比較可能性を大きく損なわせるものではない

と説明されている。リース取引全体に占める重要性からみて、不同意とするほど財務指標

への影響は大きくないと考える。 

ただし、再リースが繰り返される場合があり、また、少額の判断か否かも取引に依るこ

とから、使用権資産の償却費が当初の借手のリース期間に偏って計上されるような結果が

生ずる可能性がある。したがって、再リースを含む全体の借手のリース期間について、取

引実態や重要性を判断した上で、例外的な処理の適用可否を判断することを明確化すべき

である。 

の一般的な特徴は、再リースに関する条項

が当初の契約において明示されており、経

済的耐用年数を考慮した解約不能期間経

過後において、当初の月額リース料程度の

年間リース料により行われる 1 年間のリ

ースであることが挙げられる（会計基準

BC27 項）。したがって、再リースに該当す

るかどうかは、通常は明確であると考えら

れるが、判断を要する場合もあると考えら

れる。」と記載している。 

一方、リース開始日において再リースす

ることが合理的に確実でない場合に、その

後、再リースを行うことを決定したときに

1年を超えて借手のリース期間を延長する

ことが合理的に確実であるような場合に

は、本適用指針案第 15 項（本適用指針第

17 項）に従って、借手のリース期間を決定

することになるものと考えられる。 

162) 再リース

に関する取扱

いについて延

長オプション

同意する。 

ただし、再リースに関する取扱いの記載を明確化することが必要と考えられる。 

（理由） 

本適用指針案第49項では、「リース開始日及び直近のリースの契約条件の変更の発効日

本適用指針案第 49 項（本適用指針第 52

項）を次のとおり修正することとした（追

加は下線、削除は取消線で示している。）。 

「借手は、会計基準第 31 項に基づきリ



 
 

－151－ 
 

論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

の一環として

その行使が合

理的に確実か

否かを判断す

るものとして

明確化すべき

である。 

において再リース（中略）を借手のリース期間に含めないことを決定した場合」に、再リ

ースを独立したリースとして会計処理できる旨の実務上の便法が定められている。 

しかし、リース開始日及び直近のリースの契約条件の変更の発効日において再リース期

間を含めるか否かについては実務上の便法はなく、延長オプションの一環としてその行使

が合理的に確実か否かを判断すると理解している。 

その趣旨をより明確にするため、本適用指針案第 49 項を、例えば「リース開始日及び

直近のリースの契約条件の変更の発効日において再リース（中略）を借手のリース期間に

含めていなかった場合」という表現に変更してはどうか。 

ース開始日に再リース期間を借手のリー

ス期間に含めていない場合又は及び本適

用指針第 44 項若しくは第 45 項の適用に

おいて会計基準第 31 項に基づき直近のリ

ースの契約条件の変更の発効日において

再リースに係るリース期間（以下「再リー

ス期間」という。）を借手のリース期間に

含めていないことを決定した場合、会計基

準第 41 項及び第 42 項にかかわらず、再リ

ースを当初のリースとは独立したリース

として会計処理を行うことができる。」 

本公開草案の提案に同意する。なお、以下の意見がある。 

再リースに係る実務上の便法の表現を見直し、リースの契約条件の変更を伴わないリー

ス期間の変更にのみ適用される点をより明確にすることを検討いただきたい。 

（理由） 

本適用指針案第49項では「リース開始日及び直近のリースの契約条件の変更の発効日に

おいて再リース期間を借手のリース期間に含めないことを決定した場合、会計基準第39項

及び第40項にかかわらず」、再リースを独立したリースとして会計処理できる旨の実務上

の便法が定められている。この実務上の便法は再リースの実行時にのみ適用され、リース

開始日及び直近のリースの契約条件の変更の発効日においては原則通り延長オプション

の一環として再リースが合理的に確実か否かを判断すると理解しているが、「含めないこ

とを決定した場合」という表現により、リース開始日等においても会計方針の選択として

同 上 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

再リース期間をリース期間に含めないことを決定することが可能であると解釈される懸

念があると考える。実務上の便法の趣旨をより明確にするため、本適用指針案49項を、た

とえば「リース開始日及び直近のリースの契約条件の変更の発効日において再リース・・・

を借手のリース期間に含めていなかった場合（第15項参照）」という表現に変更すること

を検討いただきたい。 

（本公開草案の提案の方向性を支持しないコメント） 

163) 借 手 の

「再リース」に

ついては、延長

オプションの

対象期間に内

包すべきであ

る。 

本提案に同意しない。 

（理由） 

同意しない理由は、本会計基準案等は借手において合理的に確実な更新オプションの行

使を仮定した借手のリース期間による諸会計処理を要求している一方で、IFRS第16号に定

めのない「再リース」を定義付けてまでIFRS第16号と異なる規定を定める必要性は乏しい

と考えるためである。 

企業会計基準適用指針第 16 号に基づく「再リース」については、借手において合理的

に確実な更新オプションの行使を仮定した借手のリース期間に含めて会計処理を行う方

法に内包し、統一すべきと考える。 

本適用指針案第 49 項（本適用指針第 52

項）に定める再リースの取扱いがない場

合、リース開始日後に再リースを決定した

ときに、本会計基準案第 39 項及び第 40 項

（本会計基準第 41 項及び第 42 項）に定め

るリースの契約条件の変更を伴わないリ

ース負債の見直しの会計処理を行うこと

になる。本適用指針案 BC70 項（本適用指

針 BC81 項）に記載した再リースの特徴を

踏まえ簡便的な取扱いを認めることは、本

会計基準等の適用上のコストを軽減する

ことになると考えられるため、本適用指針

案第 49 項（本適用指針第 52 項）に定める

再リースの取扱いを残すこととした。 

（その他のコメント） 

164) 不動産の 借手は、リース開始日及び直近のリースの契約条件の変更の発効日において再リースに 本適用指針案第 49 項（本適用指針第 52
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

普通借地契約

や普通借家契

約の場合、契約

期間満了後の1

年間の自動延

長オプション

について再リ

ースとして当

初のリースと

は独立したリ

ースとして取

り扱うことも

認めるべきで

ある。 

係るリース期間（以下「再リース期間」という。）を借手のリース期間に含めないことを

決定した場合、再リースを当初のリースとは独立したリースとして会計処理を行うことが

できることとされている（本適用指針案第 49 項）。 

この場合、再リースは別個のリース取引として会計処理を行うことになるが、チェーン

ストア業界における店舗関係の再リースにおいては、1 年以下の短期リースに該当する場

合が多いと考えられる。したがって、店舗で使用する陳列什器等の再リースに関しても 1

年以内の短期リースとして賃貸借取引の会計処理を行うものと認識している。 

一方、本適用指針案 BC70 項にも記載があるように、我が国において再リースに関する

条項が当初の契約において明示されているなどの特徴もある。不動産の普通借地契約や普

通借家契約の場合、契約期間満了後は 1 年間の自動延長オプションにより、1 年更新の繰

り返しとなり再リースに近似するが、一般的な再リースのように割安のリース料での 1 年

更新ではないことから、本公開草案における再リースの定義を満たさないことは認識して

いる。しかしながら、契約期間満了後のリースの継続という点では、再リースと同様の経

済的実態になることもあり、再リースとして当初のリースとは独立したリースとして取り

扱うことも選択できる必要があると考える。 

チェーンストア業界のように出店退店が外部環境の影響により大きく影響を受けるビ

ジネスモデルでは、自動延長の期間を長期間で見積ることが困難な状況である。そのよう

な中、例えば、契約期間満了後の 1 年自動延長を継続している物件のリース期間を中期事

業計画等に従い 3 年と見積った場合、3 年で計算した使用権資産及びリース負債を計上

し、減価償却・リース負債返済を経て 3 年後に資産負債残高が 0 になるが、さらに延長す

る場合には再度 3 年分の使用権資産とリース負債を計上し、同じことを繰り返すことに

なる。この結果、経済的実態は何も変わっていないにもかかわらず、貸借対照表上におい

項）における再リースは、いわゆるフルペ

イアウトの要件を満たすファイナンス・リ

ースにおいて「当初の月額リース料程度の

年間リース料により行われる 1 年間のリ

ース」が追加的に設定されるリース取引で

あると考えられることから、不動産の賃貸

借における契約延長とは取引の性質が異

なるものと考えられる。 

また、延長オプションが行使される期間

が合理的に確実な借手のリース期間を見

積り使用権資産及びリース負債を計上す

ると、使用権資産及びリース負債が増加減

少を繰り返すことにはならないと考えら

れる。一方、借手のリース期間の決定には

会計上の見積りを伴うため実際のリース

期間が見積リース期間と異なる場合があ

るが、入手可能な情報に基づいた最善の見

積りを行っていれば当該見積リース期間

が経済実態を表していないことにはなら

ないと考えられる。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

て使用権資産とリース負債が増加減少を繰り返すことになり、経済的実態を表さずに投資

家へ誤解を与えかねないと考えている。そのため、不動産賃貸借取引における契約期間満

了後の自動延長オプションについても、再リースと同じように 1 年内の短期リース扱い

として、貸借対照表への計上は不要とできるなどの選択ができるようにする必要があると

考える。 

質問 16（セール・アンド・リースバック取引に関する質問） 

（本公開草案の提案の方向性を支持するコメント） 

165) 本公開草

案の提案の方

向性を支持す

る。 

本提案に同意する。 本公開草案の提案の方向性を支持する

コメントである。 

概ね同意する。 

運用においては、収益認識会計基準との整合性に留意し、その収益認識の原則が崩され

ることがないように、IFRS 第 15 号との乖離が発生しないように留意されることを強く希

望する（セール・アンド・リースバック取引の範囲が広がったという誤解を与えないよう

に、周知徹底が必要であると思われる。）。 

同 上 

同意する。 

建設工事請負契約と一括借上契約が同時に締結される取引について、本適用指針案第50

項に該当する場合は、セール・アンド・リースバック取引に該当しないことが明確にされ

たことを高く評価する。 

同 上 

166) 売却の判

断に用いる他

の会計基準等

の表現方法を

同意する。 

ただし、以下の点について検討する必要があると考えられる。 

売却の判断に用いる他の会計基準等の表現方法を見直す必要があると考えられる。 

（理由） 

収益認識会計基準は例示として記載し

ているにすぎず、誤解が生じると考えられ

ないことから修正しないこととした。 
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見直すべきで

ある。 

本適用指針案第51項(1)①などにおいて、売却の判断について「収益認識会計基準など

の他の会計基準等により」という語句が示されている。 

この点、本適用指針案BC78項に示されているとおり、IFRSや米国会計基準と異なり、我

が国の収益認識会計基準は一般的な固定資産の譲渡を対象にしておらず、我が国で見られ

るセール・アンド・リースバックについて、収益認識会計基準により売却の判断をする場

合は少ないと考えられる。 

そのため、本適用指針案本文においては、売却の判断について「収益認識会計基準」と

いう語句は削除して「他の会計基準等により」と修正することとした方が、実務上の会計

基準の適用に対する誤解も避けられると考えられる。 

167) 一時点で

充足される履

行義務に該当

する譲渡のみ

がセール・アン

ド・リースバッ

ク取引に該当

することを明

示的に定める

意図及び目的

について結論

の背景で明確

にし、一定の期

本適用指針案第50項により、資産の譲渡が収益認識会計基準に従って一定の期間にわた

り充足される履行義務の充足によって行われる場合には、セール・アンド・リースバック

取引には該当しない。一方、IFRS第16号にはこれに該当する明示的な記載は存在しない。

日本基準において、一時点で充足される履行義務に該当する譲渡のみがセール・アンド・

リースバック取引に該当することを明示的に定める意図及び目的について、結論の背景で

明確にし、一定の期間にわたり充足される履行義務による資産譲渡であってリースバック

を伴う取引についての会計処理に、誤解が生じないようにする必要があると考えられる。

（理由） 

資産の譲渡が一定の期間にわたり充足される履行義務の充足によって行われる場合、こ

れはセール・アンド・リースバック取引には当たらないが、その場合の会計処理には本会

計基準案等に特段の言及がないところから、原則に戻って資産の売却とリースの組合せと

して会計処理されるものと考えられる。 

資産の譲渡が一時点で充足される履行義務の充足によって行われる場合、セール・アン

本適用指針案 BC76 項（本適用指針 BC87

項）に記載のとおり、資産の譲渡が収益認

識会計基準に従って一定の期間にわたり

充足される履行義務の充足によって行わ

れる場合及び収益認識適用指針第 95 項を

適用し工事契約における収益を完全に履

行義務を充足した時点で認識することを

選択する場合（本適用指針案第 50 項（本

適用指針第 53 項）(1)及び(2)）には、譲

渡された資産とリースされた資産は同一

ではないと考えられるため、これらの取引

はセール・アンド・リースバック取引とし

て取り扱わないこととしている。したがっ
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間にわたり充

足される履行

義務による資

産譲渡であっ

てリースバッ

クを伴う取引

についての会

計処理に誤解

が生じないよ

うにする必要

がある。 

ド・リースバック取引に該当することになるが、その場合も、売却が成立する限りは、資

産の売却とリースの組合せとして会計処理される。セール・アンド・リースバックに該当

しない場合との相違点は、セール・アンド・リースバック取引に該当すると、会計上売却

が認められるか否かの検討においてフルペイアウト要件が要求されることである。 

結果として、資産の譲渡が一定の期間にわたり充足される履行義務の充足によって行わ

れ、その後にリースバックを伴う取引については、そのリース取引がフルペイアウトであ

ったとしても何ら考慮することなく、会計上の売却が認められるかのように読まれる可能

性がある。 

しかしながら、資産の譲渡が一時点で充足される履行義務の充足によって行われるか、

一定の期間にわたり充足される履行義務の充足によって行われるかにかかわりなく、フル

ペイアウトのリースバックが存在するような場合には、会計上の売却が認められるかどう

かについては、慎重な判断が必要とされる可能性が非常に高いと考えられる。 

今般の提案により、資産の譲渡が一時点で充足される履行義務の充足によって行われる

場合は、フルペイアウトのリースバックが付随する場合には売却処理が無条件で否定され

る。しかしながら、このことは、資産の譲渡が一定の期間にわたり充足される履行義務の

充足によって行われる場合について、リースバックの存在が売却処理の可否の判断におい

て無視できることを意味するわけではないと理解している。よって、このような誤解が生

じないよう、結論の背景等で明確な記載が必要であると考える。 

なお、資産の譲渡が一時点で充足される履行義務の充足によって行われる場合と、一定

の期間にわたり充足される履行義務の充足によって行われる場合、いずれにおいても売却

が認められる場合は資産の売却とリース取引として会計処理が行われること、また、フル

ペイアウトのリースバックを伴う場合には慎重な判断が必要であることを勘案すると、あ

て、完成された資産についていわゆるフル

ペイアウトのリースを行うとしても一定

期間にわたり充足される履行義務を充足

しているかどうかの判断には影響しない

と考えられる。 

この点、本適用指針案第 50 項及び第 51

項（本適用指針第 53 項及び第 55 項）での

定め方は明確であると考えられるため、本

公開草案の提案内容を変更しないことと

した。 
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えて両者を分けて会計処理を定めることは、簡素で利便性が高い基準と言えるのかという

疑問もある。国際的な会計基準との間で基準文言上の差異を創出するものでもあり、あえ

てこのような取扱いとすることについてどのような意図・目的があるのか、結論の背景等

で説明が必要と考えられる。 

概ね同意するものの、以下の点について検討が必要と考える。 

一時点で充足される履行義務に該当する譲渡のみがセール・アンド・リースバック取引

に該当するかを判定することを明示的に定める意図及び目的について、結論の背景で明確

にし、一定の期間にわたり充足される履行義務による資産譲渡であってリースバックを伴

う取引についての会計処理に、誤解が生じないようにする必要があると考える。 

（理由） 

本適用指針案第50項により、資産の譲渡が収益認識会計基準に従って一定の期間にわた

り充足される履行義務の充足によって行われる場合には、セール・アンド・リースバック

取引には該当しないとされる。 

なお、IFRS第16号にはこれに該当する明示的な記載は存在しない。 

リースバックを伴う資産の譲渡が一定の期間にわたり充足される履行義務の充足によ

って行われる場合について、本公開草案にはその会計処理についての特段の言及がない。

よって、原則に立ち返えると一定の期間にわたる資産の売却とその後のリースは別個に会

計処理されるものと考えられる。 

一方、リースバックを伴う資産の譲渡が一時点で充足される履行義務の充足によって行

われる場合、セール・アンド・リースバック取引に該当することになるが、その場合でも、

売却が成立する限りは、資産の売却とリースの組み合わせとしてそれぞれ会計処理され

る。資産の譲渡が一定の期間にわたり充足される履行義務の充足によって行われることを

同 上 
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理由にセール・アンド・リースバック取引に該当しない場合との相違は、資産の譲渡が一

時点で充足される履行義務の充足によって行われる場合のみ、売却取引とその後のリース

取引として会計処理するためには、フルペイアウト要件に基づいて売却が認められるか否

かの検討が要求されることである。 

このことは、資産の譲渡が一定の期間にわたり充足される履行義務の充足によって行わ

れ、その後にリースバックを伴う取引については、そのリース取引がフルペイアウトであ

ったとしても何ら考慮されることなく売却処理が認められるように読まれる可能性があ

る。 

しかしながら、資産の譲渡が一時点で充足される履行義務の充足によって行われるか、

一定の期間にわたり充足される履行義務の充足によって行われるかにかかわりなく、フル

ペイアウトのリースバックを伴う資産譲渡が、会計上の売却として認められるかどうかに

ついては、慎重な判断が必要とされるべきと考えられる。この点、本公開草案の提案は、

資産の譲渡が一定の期間にわたり充足される履行義務の充足によって行われる場合につ

いて、リースバックの存在が売却処理の可否の判断において無視できることを意図したわ

けではないと理解している。 

よって、このような誤解が生じないよう、結論の背景等で明確な記載が必要であると考

える。 

なお、資産の譲渡が一時点で充足される履行義務の充足によって行われる場合と一定の

期間にわたり充足される履行義務の充足によって行われる場合、いずれにおいても売却が

認められる前提では資産の売却とリース取引として会計処理が行われること、また、フル

ペイアウトのリースバックを伴う場合にはいずれにおいても慎重な判断が必要であるこ

とを勘案すると、あえて両者を分けて会計処理を定めることは、簡素で利便性が高い基準
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といえるかという疑問もある。国際的な会計基準との間で基準上の差異を創出するもので

もあり、あえてこのような異なる取扱いとすることの意義は乏しいと考える。 

168) リースバ

ックがそのま

まサブリース

アウトされる

ケースのうち、

転リース取引

が行われる場

合の会計処理

を明確化すべ

きである。 

リースバックがそのままサブリースアウトされるケースで、当該サブリース取引が本適

用指針案第 88 項の 3 要件を満たす場合や第 89 項の転リース取引に該当する場合に、第

51 項(1)②のフルペイアウト条件をどのように判断するかを明確にすべきと考えられる。

（理由） 

現行の企業会計基準適用指針第 16 号第 50 項後段には「セール・アンド・リースバック

取引によるリース物件を、更におおむね同一の条件で第三者にリースした場合で、当該転

リース取引の貸手としてのリース取引がファイナンス・リース取引に該当し、かつ、その

取引の実態から判断して当該物件の売買損益が実現していると判断されるときは、その売

買損益は繰延処理せずに損益に計上することができる。」とある。 

しかしながら、本公開草案にはリースバック取引がサブリースされる場合にヘッドリー

スとサブリースを一体と考えてセール・アンド・リースバックの会計処理を検討する旨の

記載はない。 

特に本適用指針案第88項の3要件を満たし、中間的な貸手がヘッドリースに対してリス

クを負っていないケースについては、フルペイアウトの条件をどのように判断するのか、

ガイダンスが必要であると考える。 

本会計基準等は簡素で利便性が高い会

計基準とすることとしており（本適用指針

案 BC4 項（本適用指針 BC4 項））、また、セ

ール・アンド・リースバックの売手である

借手の会計処理（本適用指針案第 50 項か

ら第 54 項（本適用指針第 53 項から第 58

項））及びサブリース取引（本適用指針案

第 85 項から第 87 項（本適用指針第 89 項

から第 91 項））にそれぞれの基本となる会

計処理を示していることから、本適用指針

案に追加の定めを置かないこととした。 

企業会計基準適用指針第 16 号において

定められていた「セール・アンド・リース

バック取引によるリース物件を、さらに概

ね同一の条件で第三者にリースした場合

で、当該転リース取引の貸手としてのリー

ス取引がファイナンス・リース取引に該当

し、かつ、その取引の実態から判断して当

該物件の売買損益が実現していると判断

されるときは、その売買損益は繰延処理せ
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ずに損益に計上することができる」とする

取扱いを踏襲しない理由については、本適

用指針 BC134 項に記載を追加することと

した。 

リースバックがそのままサブリースアウトされるケースで、当該サブリース取引が本

適用指針案第88項の3要件を満たす場合や本適用指針案第89項の転リース取引に該当する

場合に、本適用指針案第51項(1)②のフルペイアウト条件をどのように判断するかを明確

にすべきと考える。 

（理由） 

リースバックがそのままサブリースアウトされるケースで、当該サブリース取引が本適

用指針案第88項の3要件を満たす場合や第89項の転リース取引に該当する場合に、本適用

指針案第51項(1)②のフルペイアウト要件をどのように判断するかは明確でない。 

この点、現行の企業会計基準適用指針第16号第50項後段には「セール・アンド・リース

バック取引によるリース物件を、さらに概ね同一の条件で第三者にリースした場合で、当

該転リース取引の貸手としてのリース取引がファイナンス・リース取引に該当し、かつ、

その取引の実態から判断して当該物件の売買損益が実現していると判断されるときは、そ

の売買損益は繰延処理せずに損益に計上することができる。」とある。 

しかしながら、同項の内容は本公開草案には引き継がれておらず、リースバック取引が

サブリースされる場合にヘッドリースとサブリースを一体と考えてセール・アンド・リー

スバック取引の会計処理を検討する旨の記載はない。 

さらに本適用指針案第88項の3要件を満たしているケースについては、後述のとおり、

そもそも本適用指針案第88項を満たすヘッドリースがなぜリースの定義を満たすのかも

同 上 
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明らかではない。中間的な貸手はヘッドリースに対してリスクを負っていないスキームで

あることからフルペイアウトには当たらないようにも思われるが、必ずしも明らかではな

い。 

フルペイアウトの要件をどのように適用するかについては原則主義とし詳細を定めな

いとする方針は認識しているが、サブリースを伴うような特殊なスキームについてはガ

イダンスが必要であると考える。 

169) 資産の譲

渡対価が明ら

かに時価では

ないなどの場

合の定めが、貸

手の実務に対

して想定外の

影響を与えな

いように手当

てすべきであ

る。 

セール・アンド・リースバック取引に関連して、借手については本適用指針案第52項及

び第53項において資産の譲渡対価が明らかに時価ではない、又は借手のリース料が明らか

に市場実勢ではない場合についての定めがあるが、これに該当する定めは貸手については

触れられていない。これによって、貸手の実務に対して想定外の影響を与えることが懸念

され、手当てが必要と考えられる。 

（理由） 

本適用指針案 BC82 項にあるとおり、「セール・アンド・リースバック取引においては、

資産の譲渡とリースバックが、パッケージとして交渉されることが多く、資産の譲渡対価

とリースバックにおける借手のリース料とに相互依存性がある」と考えられる。 

したがって、明らかに契約価格に歪みがあり、契約上の文言のみによって会計処理を行

うと取引の実態と乖離することになる場合、どのような会計処理を行うべきかについて

は、実務では従前より慎重な検討に基づく対処が行われていたと理解している。本適用指

針案の第 52 項及び第 53 項の定めは、このような実務判断を改めて確認・明文化したにす

ぎず、新たな要求事項を創出するものとは考えないが、借手についてのみ取扱いが明記さ

れ、貸手については何も触れられていないことにより、逆に、貸手については取引がどれ

ほど歪んでいても契約どおりの値をもって会計処理することが認められるかのように解

セール・アンド・リースバック取引にお

いて資産の譲渡対価が明らかに時価では

ない場合は限定的であると考えられるこ

とに加えて、貸手の会計処理については開

発にあたっての基本的な方針として収益

認識会計基準との整合性を図る点並びに

リースの定義及びリースの識別を除き基

本的に企業会計基準第 13 号等の定めを維

持することとしていること（本会計基準案

BC12 項（本会計基準 BC13 項））や貸手に

おいては借手に比べて損益の計上に恣意

性が介在する余地が乏しいと考えられる

ことから、本適用指針案では貸手について

は価格調整に関する特段の定めを置いて

いない。 

本公開草案公表後に再度審議した結果、
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釈される懸念がある。 

これは本会計基準案等の意図するところではないと思われることから、誤解が生じない

よう、何らかの対応若しくは結論の背景における説明が必要であると考える。 

本公開草案の提案を変更せず、特段の記載

を追加しないこととした。 

セール・アンド・リースバック取引に関連して、資産の譲渡対価が明らかに時価ではな

い、又は借手のリース料が明らかに市場実勢ではない場合についての定めが借手について

のみ明示されたことによって、貸手の実務に対して想定外の影響を与えることが懸念さ

れ、手当てが必要と考える。 

（理由） 

本適用指針案BC82項にあるとおり、「セール・アンド・リースバック取引においては、

資産の譲渡とリースバックが、パッケージとして交渉されることが多く、資産の譲渡対価

とリースバックにおける借手のリース料とに相互依存性がある」と考えられる。 

したがって、明らかに契約価格に歪みがあり、契約上の文言のみによって会計処理を行

うと取引の実態と乖離することになる場合、どのような会計処理を行うべきかについて

は、従前より実務では慎重な検討に基づく対処が行われていたと理解している。本適用指

針案第52項及び第53項の定めはこのような実務判断を改めて確認・明文化したに過ぎず、

新たな要求事項を創出するものとは考えられないが、借手についてのみ取扱いが明記さ

れ、貸手については何も触れられていないことにより、逆に、貸手については取引がどれ

ほど歪んでいても契約金額をもって会計処理することが認められるかのように解釈され

る懸念がある。 

これは今般の基準開発の意図するところではないと思われることから、誤解が生じない

よう、何らかの対応若しくは結論の背景における説明が必要であると考える。 

同 上 

170) リースバ 本適用指針案第51項(1)②フルペイアウトの考え方について、借手のリース期間を基準 本適用指針 BC94 項に説明を追記するこ
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

ックの該当性

に関する具体

的な要件を定

めるべきであ

る。また、貸手

におけるファ

イナンス・リー

スとの関係も

明確化すべき

である。 

に考えるのかどうかにつき、明確化することが必要と考える。 

（理由） 

本適用指針案第51項(1)②には「リースバックにより、売手である借手が、資産からも

たらされる経済的利益のほとんどすべてを享受することができ、かつ、資産の使用に伴っ

て生じるコストのほとんどすべてを負担することとなる場合」には資産の譲渡は売却に該

当しないとある。なお同項をどのように解釈するのかについてのガイダンスは存在しな

い。 

同項の表現はファイナンス・リース判定に係る本適用指針案第55項(2)とほぼ同じもの

であることから、その具体的な適用について本適用指針案第57項以下が参照される可能性

が考えられる。しかしながら、本適用指針案BC81項にはTopic 842の考え方を参考に本公

開草案のセール・アンド・リースバック取引の会計処理が検討された旨の記述があり、よ

って基準開発の過程においてはフルペイアウト要件としては本適用指針案BC80項にある

Topic 842の扱いが念頭にあったであろうことが推測されるものの、本適用指針案BC80項

は米国会計基準についてであり日本基準での扱いを述べるものではない。 

セール・アンド・リースバック取引において売却が否定され金融処理が適用されるかど

うかは会計処理に重要な影響を与える。よって、解約不能期間を基準として考えるリース

分類の考え方ではなく、米国会計基準のように借手のリース期間を前提とする考え方に基

づきフルペイアウトを判定する旨、明記する必要があると考える。 

ととした（追加は下線、削除は取消線で示

している。）。 

「（略）この点、本適用指針では第 55 項

(2)におけるフルペイアウトの判定の要件

を具体的に定めていないが、仮に第 62 項

の判定基準を用いて判断する場合には、売

手である借手が当該要件を満たすかどう

かを判断することになるため、借手のリー

ス期間及び借手のリース料をもとに判定

を行うことが考えられる。」 

同意する。ただし、下記の点について検討することが必要と考える。 

セール・アンド・リースバック取引に関する本適用指針案第51項(1)②の「リースバッ

クにより、売手である借手が、資産からもたらされる経済的利益のほとんどすべてを享受

することができ、かつ、資産の使用に伴って生じるコストのほとんどすべてを負担するこ

同 上 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

ととなる場合」との要件について、具体的な判定に関する指針を追加する必要があると考

える。 

また、本適用指針案第51項(1)②の要件と、本会計基準案第10項におけるファイナンス・

リースの定義の関係についても合わせて明確にする必要があると考える。 

（理由） 

公開草案における審議の過程では、収益認識会計基準等で行われる収益認識の判断にお

いてリースバックの存在が考慮され、各企業において適切な判断が行われることになると

考えられるため、基本的に追加のガイダンスは不要と考えた上で、実務が機能しない可能

性についての指摘等を考慮して、原則的な考え方についての記載として、本適用指針案第

51項(1)②が追加されたものと理解している。 

この点、不動産に関するセール・アンド・リースバック取引等、収益認識会計基準が適

用されず、不動産流動化実務指針が適用されるセール・アンド・リースバック取引が多く

存在している。このようなセール・アンド・リースバック取引について、本適用指針案第

51項(1)②の原則的な考え方についての記載のみで、具体的な判定に関する指針がない場

合、従来のような具体的な判定規準がなく、企業及び監査人が、セール・アンド・リース

バック取引について、資産の譲渡が売却に該当するか否かの判断を行うことが困難になる

と考えられ、実務における判断に多様性が生じる可能性があることから、具体的な判定に

関する指針を追加する必要があると考える。 

なお、本適用指針案第51項(1)②の要件に関連して、本会計基準案第10項では「『ファ

イナンス・リース』とは、契約に定められた期間（以下「契約期間」という。）の中途に

おいて当該契約を解除することができないリース又はこれに準ずるリース（以下合わせて

「解約不能のリース」という。）で、借手が、原資産からもたらされる経済的利益を実質
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

的に享受することができ、かつ、当該原資産の使用に伴って生じるコストを実質的に負担

することとなるリースをいう。」(下線を追加)とされており、また、本会計基準案第BC22

項では、「（前略）また、「借手が、原資産からもたらされる経済的利益を実質的に享受

する」とは、当該原資産を自己所有するとするならば得られると期待されるほとんどすべ

ての経済的利益を享受することをいい、「当該原資産の使用に伴って生じるコストを実質

的に負担する」とは、当該原資産の取得価額相当額、維持管理等の費用、陳腐化によるリ

スク等のほとんどすべてのコストを負担することをいう。」(下線を追加)とされている。

このように、本適用指針案第51項(1)②の要件とファイナンス・リースの定義は、本会

計基準案第BC22項を踏まえると同様であるとの解釈を行う余地があると考えられる。ま

た、「ファイナンス・リース」の定義についても、貸手のリースに限定しておらず、借手

のリースにおけるファイナンス・リースの区分が必ずしも排除されていないような記載に

なっているとも考えられる。 

そのため、本適用指針案第51項(1)②の適用にあたり、貸手におけるファイナンス・リ

ースに該当するリースに関する定め(本適用指針案第55項から第65項)を準用することが

想定されているとの解釈もあり得ることから、本適用指針案第51項(1)②の要件と、本会

計基準案第10項におけるファイナンス・リースの定義の関係についても合わせて明確にす

る必要があると考える。 

171) 資産が貸

手に移転され

る前に支配を

獲得しない場

合の定めにつ

本適用指針案第 54 項に、売手である借手による原資産の支配の獲得に関する記載があ

る。ただし、5 行のみの簡潔な記載であり、これに関する結論の背景等もないことから唐

突感があり、なぜこの記載がここにあるのかと、どのような状況のことを定めたいのかも

分かり難い。 

本会計基準案及び本適用指針案は、その定めと趣旨の記載により、どのような取引が想

本適用指針案第 54 項（本適用指針第 54

項）の例示を結論の背景に移動し、本適用

指針 BC89 項に説明を追加することとした

（追加は下線、削除は取消線で示してい

る。）。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

いて、想定する

取引や規定の

趣旨を明記す

べきである。 

定されて、なぜその定めが記載されているのかが理解できる程度の詳細さでの結論の背景

等を含めた記述が必要であると考えられる。 

「売手である借手が原資産を移転する

前に原資産に対する支配を獲得しない場

合、当該資産の移転と関連するリースバッ

クについては、セール・アンド・リースバ

ック取引に該当しない（第 54 項参照）。例

えば、取引の都合上、借手が貸手を通さず

に資産を第三者から購入して当該資産を

貸手に譲渡し当該貸手から原資産として

リースするような場合、売手である借手が

当該原資産に対する法的所有権を獲得し

たとしても、資産が貸手に移転される前に

借手が当該原資産に対する支配を獲得し

ないときには、当該取引はセール・アンド・

リースバック取引ではないと考えられ

る。」 

本公開草案の提案に同意する。なお、以下の意見がある。 

資産が貸手に移転される前に支配を獲得しない場合の定めについて、想定する取引や規

定の趣旨を明記することを検討いただきたい。 

（理由） 

本適用指針案第54項では、売手である借手が原資産を移転する前に原資産に対する支配

を獲得しない場合、当該資産の移転と関連するリースバックについては、セール・アンド・

リースバック取引に該当しない旨が定められている。これは、IFRS第16号B47項の規定を

同 上 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

取り入れたものと理解しているが、どのような場合に生じる取引を想定しているのか結論

の背景を含めて記載がなく、当該定めの趣旨を理解することが困難であるため、想定する

取引や当該定めの趣旨を基準本文又は結論の背景に明記いただきたい。なお、IFRS第16号

B47項では、このような取引が、たとえば、製造業者、貸手及び借手が、資産を貸手が製

造業者から購入してそれを借手にリースする取引について交渉する場合に生じる旨が示

されている。 

172) 現行基準

からの変更点

や変更理由に

ついて記載を

追加すべきで

ある。 

結論の背景において、現行基準からの変更点や変更理由について記載の追加を検討いた

だきたい。 

（理由） 

本会計基準案等で提案されている会計処理は、現行基準と比較して、売却の要件を明ら

かにしたこと、リースバックがファイナンス・リースに該当する場合に売却損益を繰延処

理する取扱いを削除して全額を損益に認識することとした点において、差異があると理解

している。基準開発にあたっては、現行基準との比較により財務報告が改善されると判断

して新たな会計処理を提案したと理解しているが、結論の背景ではIFRS第16号やTopic 

842との比較は記載されているものの、現行基準との比較は記載されていない。市場関係

者が新たな定めの趣旨を理解し、実務における円滑な適用を促進するため、現行基準から

の変更点、及び変更を行った理由について結論の背景に追記すべきと考える。 

借手の会計処理について、国際的な会計

基準との整合性を図る中でセール・アン

ド・リースバック取引についても同様の対

応を行ったものである。したがって、個々

の会計処理について現行の企業会計基準

適用指針第 16 号から改善した点について

逐一記載することはしていない。 

173) 「資産の

譲渡が売却に

該当する場合」

とリースバッ

クがフルペイ

本適用指針案第51項における「資産の譲渡が売却に該当するか否か」について、用語が

意味する状況を明確にした上でそれに従って統一的な記載にするとともに、同項(1)と(2)

の判定をそれぞれどのように行うかを明確にする必要があると考える。 

（理由） 

本適用指針案第51項(2)では、「資産の譲渡が売却に該当する場合」として、収益認識

本適用指針案第 51 項（本適用指針第 55

項）の要件について適用関係を明確化する

ため、同項を修文することとした（本適用

指針第 55 項及び第 56 項）。 
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アウトのリー

スに該当する

場合の適用関

係を明確化す

べきである。 

会計基準等に基づいて、一時点で損益を認識する売却に該当する場合は、損益を認識する

こととされているが、同ただし書きにおいて、同項(1)②に該当する場合は金融取引とし

て会計処理することとされている。 

そのため、「資産の譲渡が売却に該当するか否か」の判定においては、(A)収益認識会

計基準に基づく判断をした上で、一時点で損益を認識する売却に該当する場合は、(B)同

項(1)②に基づく判断を行うことが想定されるものと考えられる。 

しかし、上記(A)の収益認識会計基準に基づく判断において、一時点で損益を認識する

売却に該当する場合と、本適用指針案第51項(2)の「資産の譲渡が売却に該当する場合」

との関係が不明瞭になっていると考えられる。 

例えば、本適用指針案第BC81項では、「(前略)リースバックにより、売手である借手が

資産からもたらされる経済的利益のほとんどすべてを享受することができ、かつ、資産の

使用に伴って生じるコストのほとんどすべてを負担することとなる場合、資産の譲渡は売

却に該当しないと判断するものとした（本適用指針第51項(1)②参照）。また、セール・

アンド・リースバック取引について、売手である借手による資産の譲渡が収益認識会計基

準などの他の会計基準等により、一時点で損益を認識する売却に該当すると判断される場

合、売手である借手は、当該資産の譲渡について収益認識会計基準などの他の会計基準等

に従い当該損益を認識し、リースバックについて会計基準及び本適用指針に従い借手の会

計処理を行うこととした（本適用指針第51項(2)参照）。」とされている。「資産の譲渡

が売却に該当する場合」が、上記(A)を満たす場合を指すのか、(A)を満たした上で、(B)

の判断において同項(1)②を満たさない場合を指すのかが理解しづらく、混乱を与える記

載となっていると考えられる。 

そのため、本適用指針案第51項における「資産の譲渡が売却に該当するか否か」につい
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

て、用語が意味する状況を明確にした上でそれに従って統一的な記載にするとともに、同

項(1)と(2)の判定をそれぞれどのように行うかを明確にする必要があると考える。 

174) 土地と建

物を一括した

リースバック

の取扱いにつ

いて、リースバ

ックの判断の

適用単位を明

確化すべきで

ある。 

同意するが、次の点について確認及び検討していただきたい。 

土地と建物を一括したリースバックのケースにおいて、独立したリースの構成部分の判

定に係る本適用指針案第14項(1)又は(2)の要件を満たさないものとして、土地と建物をそ

れぞれ独立したリースとせずに、一体のリースとして取り扱うと判断した場合であって

も、土地が無限の経済的耐用年数を有し建物等と異なる性格を有することを踏まえ、借手

のリース料を合理的な方法で土地に係る部分と建物等に係る部分に分割した上で、「リー

スバックにより、売手である借手が、資産からもたらされる経済的利益のほとんどすべて

を享受することができ、かつ、資産の使用に伴って生じるコストのほとんどすべてを負担

することとなる場合」（本適用指針案第51項(1)②）に該当するかどうか判定する必要が

あると理解しているが、当該理解でよいか確認させていただきたい。 

当該理解が正しい前提で、実務の参考に資することから有用と考えられるため、企業会

計基準適用指針第16号第99項(1)から(3)において示されているリース料総額を土地に係

る部分と建物等に係る部分に合理的に分割する方法の例示を本適用指針案にも加えるこ

とを検討していただきたい。 

（理由） 

本適用指針案第51項(1)②では、「リースバックにより、売手である借手が、資産から

もたらされる経済的利益のほとんどすべてを享受することができ、かつ、資産の使用に伴

って生じるコストのほとんどすべてを負担することとなる場合」には金融取引として会計

処理することが提案されている。 

ここで、土地と建物を一括したリースバックのケースにおいて、独立したリースの構成

土地と建物を一括したリースバックに

ついて土地に係る部分と建物に係る部分

のリースの分類及び会計処理を行うにあ

たっては、借手は借手のリース料を土地に

係る部分と建物に係る部分に配分したう

えで、本適用指針案第 51 項(1)②（本適用

指針第 55 項(2)）の判断を行うことになる

と考えられる。 

また、借手においては、土地に係る部分

のリースと建物に係る部分のリースの区

分について企業会計基準適用指針第 16 号

の定めを踏襲することはしていないため、

適切と考えられる合理的な方法で配分す

ることになると考えられる。 
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部分の判定に係る本適用指針案第14項(1)又は(2)の要件を満たさないものとして、土地と

建物をそれぞれ独立したリースとせずに、一体のリースとして取り扱うと判断した場合で

あっても、土地が無限の経済的耐用年数を有し建物等と異なる性格を有することを踏ま

え、借手のリース料を合理的な方法で土地に係る部分と建物等に係る部分に分割した上

で、「リースバックにより、売手である借手が、資産からもたらされる経済的利益のほと

んどすべてを享受することができ、かつ、資産の使用に伴って生じるコストのほとんどす

べてを負担することとなる場合」に該当するかどうか判定する必要があると理解している

が、当該理解でよいか確認させていただきたい。 

当該理解が正しい前提で、借手のリース料の土地に係る部分と建物等に係る部分との分

割は実務上、容易ではないことが想定される（企業会計基準適用指針第16号第100項参照）。

そこで、実務の参考に資することから有用と考えられるため、企業会計基準適用指針第

16号第99項(1)から(3)において示されているリース料総額を土地に係る部分と建物等に

係る部分に合理的に分割する方法の例示を本適用指針案にも加えることを検討していた

だきたい。 

175) 売却損益

の調整額（概算

額）を開示すべ

きである。 

本会計基準案等におけるセール・アンド・リースバック取引に関する提案に条件付きで

同意する。 

我々のアンケートのQ16では、回答者の77.3％が「同意する」と回答した。 

IFRS第16号では、リースバックにより売手である借手が継続して保持する権利に係る利

得又は損益は売却時に認識しないため、売却損益の調整が必要となり、Topic 842のモデ

ルよりも複雑となる可能性がある。 

Topic 842と整合的な会計処理である本会計基準案等における提案は、IFRS第16号の定

めと比較して、理解しやすく、適用しやすいため、実務上のばらつきがより小さくなるこ

売手である借手におけるセール・アン

ド・リースバック取引の会計処理について

は、本適用指針案 BC81 項（本適用指針案

BC93 項）(1)に記載のとおり、資産の譲渡

について収益認識会計基準など他の会計

基準等の定めとの整合性を図るという考

え方に基づき米国会計基準を参考に定め

ている。したがって、単に企業会計基準適
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とが想定される。その結果として、本会計基準案等を適用した企業間の比較可能性が高ま

ることが期待される。 

こうした観点から、IFRS第16号ではなくTopic 842と整合的な会計処理としたことに、

一定の合理性があると考える。 

ただし、提案の方法は現行の会計処理を踏襲したものに過ぎないため、IFRS第16号との

比較可能性の観点から、売却損益の調整額については、概算額で良いので開示すべきであ

る。 

用指針第 16 号の会計処理を踏襲してはい

ない。 

また、IFRS 第 16 号とは異なる考え方に

基づき会計処理を定めているため、資産の

譲渡が売却に該当する場合に買手である

貸手に移転された権利に係る利得（又は損

失）以外の額を算定して注記を求めること

は適切ではないと考えられる。 

さらに、本公開草案における提案の理由

として、IFRS 第 16 号における資産の譲渡

に係る損益の調整の複雑さを回避するこ

とも一つの理由であるため、本会計基準案

等を適用する企業に仮に IFRS 第 16 号と

同様の会計処理を行ったかのような額の

算定を求めることは、当該理由に反するこ

とになると考えられる。 

これらを踏まえ、本公開草案の提案を変

更しないこととした。 

176) 不動産流

動化実務指針

等が適用され

るセール・アン

本適用指針案第52項において、資産の譲渡対価が明らかに時価ではない場合の取扱いが

定められているが、不動産流動化実務指針等が適用されるセール・アンド・リースバック

取引において、資産の譲渡対価が時価でない場合について、資産の譲渡が売却に該当する

か否かの判断は、不動産流動化実務指針等の定めに従って判断するという理解でよいか確

不動産流動化実務指針の適用対象とな

る取引については、不動産流動化実務指針

に従って会計処理を行うことになるもの

と考えられる。 
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ド・リースバッ

ク取引におい

て資産の譲渡

対価が時価で

ない場合、不動

産流動化実務

指針に従うの

か明確化すべ

きである。 

認したい。 

（理由） 

本適用指針案第52項において、資産の譲渡対価が明らかに時価ではない場合の取扱いが

定められているが、当該定めは、同第51項(2)の資産の譲渡が売却に該当する場合を前提

にした定めと考えられる。 

ここで、不動産流動化実務指針第5項では、不動産が特別目的会社に適正な価額で譲渡

されていることが前提とされており、また、同第30項なお書きでは、「不動産が特別目的

会社に適正な価額で譲渡されていると認められない場合には、その実態を反映した会計処

理を行うこととなる。」とされているなど、適正な価額で譲渡されているか否かに関する

定めがある。 

この点、不動産流動化実務指針等が適用されるセール・アンド・リースバック取引にお

いて、資産の譲渡対価が時価でない場合について、資産の譲渡が売却に該当するか否かの

判断は、上記の不動産流動化実務指針の定めに従って判断するという理解でよいか確認し

たい。 

（本公開草案の提案の方向性を支持しないコメント） 

IFRS 第 16 号の会計処理と整合性を図るべきとのコメント 

177) IFRS第16

号の会計処理

と整合性を図

るべきである。

同意しない。 

（理由） 

本会計基準案BC12項(1)に記載しているIFRS任意適用企業が「IFRS第16号の定めを個別

財務諸表に用いても、基本的に修正が不要となる会計基準とする。」という開発にあたっ

ての基本的な方針と合致せず、以下の点が懸念される。 

・ 船舶や航空機などにおけるセール・アンド・リースバック取引は、取引金額が大き

左記コメントを受け、IFRS 第 16 号の定

めと同様の定めとすることについて再度

検討を行った。 

審議の結果、収益認識会計基準などの他

の会計基準等の定めとの整合性を図るこ

とを優先させ、IFRS が求める会計処理が
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くなることが想定され、国際的な比較可能性に与える影響が大きいこと 

・ IFRS連結財務諸表の作成の際に、個別財務諸表の会計処理を修正する必要が生じ、

企業に追加コストが生じる可能性が懸念されること 

また、IFRS第16号では取引の経済実態を適切に反映する観点から、譲渡が売却に該当す

る場合に譲渡資産の含み益のうち、リースバックされない割合のみ損益を認識するが、本

公開草案では全額損益認識を行うため取引実態を表していないと考えられる。 

したがって、セール・アンド・リースバック取引の会計処理について、原則として、IFRS

第16号の定めと同様の定めとすることを要望する。 

必ずしも最適なものであるとは考えられ

ないとして、IFRS 第 16 号と異なる会計上

の取扱いを定めているものであること、本

適用指針案の会計処理とすることにより

セール・アンド・リースバック取引の取扱

いについて比較的容易に判断することが

できると考えられ、簡素で利便性が高い会

計基準とする開発方針とも整合すること

から、IFRS 第 16 号の定めと同様の定めに

変更しないこととした。 

178) Topic 

842の会計処理

を採用した理

由を明確にし、

IFRS第 16号と

取扱いの差異

が生じる取引

の概要の開示

を求めるべき

である。 

同意しない。 

（理由） 

リースバックについて、米国のTopic 842を参考にした取扱いを提案しているが、IFRS

第16号ではなく米国のTopic 842を持ってきた理由を明確にすべきであると考える。 

Topic 842に沿ったリースバックの会計処理を適用すると、リースバック部分がファイ

ナンス・リースとなる場合のみ売却損益の認識が否定される。これは、現行基準によるリ

ースバックの会計処理と同じであり、この部分はコンバージェンスの対象となっていな

い。我が国では、リースバック部分がオペレーティング・リースとなるケースが多いため、

少なくとも、IFRS第16号と取扱いの差異が生ずる取引の概要を開示させるべきである。 

本適用指針案に定める会計処理を採用

した理由は、本適用指針案 BC81 項（本適

用指針 BC93 項）に記載している。 

また、セール・アンド・リースバック取

引に関する取引の概要については、本適用

指針案第 97 項（本適用指針第 101 項）(1)

で注記を求めることとしている。 

IFRS 第 16 号の会計処理も認めるべきとのコメント 

179) IFRS第16 同意しない。 左記コメントを受け、IFRS 第 16 号と同
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号と同様の会

計処理も選択

肢として認め

るべきである。

IFRSと同様の会計処理も選択肢として認めるべきである。 

（理由） 

本公開草案は米国会計基準Topic 842と整合性のある会計処理を採用していることは理

解できるが、IFRSのセール・アンド・リースバック取引の会計処理を選択肢としても認め

ていない点が問題である。IFRS任意適用企業は、IFRSのセール・アンド・リースバック取

引の会計処理を単体の日本基準としても使いたいというニーズがあり、このニーズに対応

できるように、日本基準としても、セール・アンド・リースバック取引について、IFRSと

同様の会計処理を選択肢として認めるべきである。 

様の会計処理を代替的な取扱いとして認

めるか否かについて再度検討を行った。 

審議の結果、IFRS 第 16 号が採る会計処

理は会計上の考え方として必ずしも適切

であるとはいえず、また、仮に選択を認め

るとした場合に会計上の理屈がある上で

一定の使い分けを行う基準を設けること

も難しいため、会計方針の選択を条件とす

るとしても本適用指針案の中に取り入れ

ることは難しいと考えられる。 

また、IFRS 第 16 号の会計処理を認める

か否かについても検討を行ったが、これま

での我が国の会計基準においては、経過措

置やごく例外的な場合を除き IFRS 任意適

用企業のみに適用される例外的な会計処

理の定めを置くことはしていないため、

IFRS 任意適用企業のみに適用される代替

的な取扱いを設けることは難しいと考え

られる。加えて、セール・アンド・リース

バック取引は日常的に行われないことも

考慮すると、代替的な取扱いを認めなかっ

たとしても影響は限定的であると考えら
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れる。 

以上から、IFRS 任意適用企業に対して

IFRS第 16号の会計処理を認めることは適

当ではないと判断した。 

同意しない。 

（理由） 

IFRS でなく米国会計基準を範とした会計処理を採用したこと自体は、収益認識会計基

準との整合性等から同意するが、IFRS 任意適用企業の個別財務諸表への適用を強制する

ことには同意しないため。 

IFRS 任意適用企業については個別財務諸表における日本基準への修正は煩雑で実務上

の負担を生じさせ、かつ同一企業内における連単一致の原則を歪める会計処理は利用者に

とっても有用であるとは言えないため、 

収益認識会計基準における契約コストの取扱いと同様に、IFRS 第 16 号の定めに従った

処理を個別財務諸表に適用することを妨げないとする規定を設け、IFRS 任意適用企業の

個別財務諸表への適用は任意とすべきと考える。 

なお、この「IFRS 第 16 号の定めに従った処理を個別財務諸表に適用することを妨げな

いとする規定」は、セール・アンド・リースバック取引だけでなく、すべての取引を対象

とした包括的な定めとすることも有用であると考えられる。 

同 上 

セール・アンド・リースバック取引に関して、IFRS第16号と同様の処理を認めるべき

である。 

IFRS第16号と同様の処理を認めないと、IFRS任意適用企業がIFRS第16号の定めを個別

財務諸表に用いても、基本的に修正が不要となる会計基準とするという基本的な方針が

同 上 
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達成されないためである。 

金融取引として会計処理することに反対するコメント 

180) セール・

アンド・リース

バック取引を

金融取引と整

理すべきでは

ない。また、金

融目的以外の

合理的な理由

がある場合、資

産の譲渡を売

却と認めない

ことは適切で

ない。 

リースバックにより、売手である借手が資産からもたらされる経済的利益のほとんどす

べてを享受することができ、かつ、資産の使用に伴って生じるコストのほとんどすべてを

負担することとなる場合（以下「ファイナンス・リースと同様の場合」という。）に、売

手である借手は資産の譲渡とリースバックを一体の取引とみて金融取引として会計処理

することについて、同意しない。 

以下の理由1から5により、セール・アンド・リースバック取引を行うことに金融目的以

外の合理的な理由がある場合（例えば、資産の管理事務の省力化等のために行われるセー

ル・アンド・リースバック取引の場合）には、リースバックがファイナンス・リースと同

様の場合であっても、資産の売却とリースの会計処理を認めるべきである。 

（理由） 

1.  現行の企業会計基準第 13 号では、セール・アンド・リースバック取引がファイナ

ンス・リースに該当する場合、借手は、物件の売却損益に係る処理を除き、通常のフ

ァイナンス・リースと同様の会計処理を行うが、本会計基準案では、資産の譲渡が売

却に該当する場合でも、リースバックがファイナンス・リースと同様の場合には、資

産の譲渡とリースバックを一体の取引とみて金融取引として会計処理するとしてい

る（本適用指針案第 51 項(1)②及び(2））。 

2.  Topic 842 は、売手である借手のリースバックがファイナンス・リースである場合、

売手である借手が譲渡した資産を直ちに買い戻していることと実質的に異ならず、売

手である借手による資産の譲渡を資産の売却とすることは適切でないと説明し（本適

用指針案 BC80 項）、本会計基準案の定めも、Topic 842 における定めを参考に、リー

リースバックがファイナンス・リースと

同様である取引については、通常、資産の

売却取引が実質的に成立していないと考

えられ、売手である借手において資産の売

却時に受け取った資金を返済することに

なるため、金融取引として捉えたとしても

経済実態を表していないとはいえないと

考えられる。 

また、財の販売取引において企業が財を

買い戻す権利（コール・オプション）を有

している場合に当該財を当初の販売価格

以上の金額で買い戻す権利を有する契約

は、企業は実質的に金利を支払うことにな

るため当該契約を金融取引として処理す

ることとしている（収益認識適用指針第

155 項）。ここで、セール・アンド・リース

バック取引においても通常、リース料（総

額）は原資産の販売価額を上回ると考えら

れるため、本公開草案の提案は、収益認識

適用指針の取扱いと整合している。 
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スバックがファイナンス・リースと同様の場合、資産の譲渡は売却に該当しないと判

断するものとしたと説明している（本適用指針案 BC81 項）。 

3.  一方、現行の税制では、セール・アンド・リースバック取引について、資産の種類、

売買及び賃貸に至るまでの事情その他の状況に照らし、これら一連の取引が実質的に

金銭の貸借であると認められるときは、資産の売買はなかったものとし、かつ、譲受

人（賃貸人）から譲渡人（賃借人）に対する金銭の貸付があったものとして、所得の

金額を計算するとしている（法人税法第 64 条の 2 第 2 項）。 

4.  即ち、現行の税制では、セール・アンド・リースバック取引について、直ちに金融

取引として取り扱うものではなく、リースバック取引を行うことに金融目的以外の合

理的な理由がある場合には、金融取引ではなく、資産の売買とリースとして取り扱う

ことになる。例えば、法人が事業の用に供している資産（いわゆる中古資産）につい

て、当該資産の管理事務の省力化等のために行われるセール・アンド・リースバック

取引については金融取引に該当しないとされている。 

5.  上記 4 のように、資産の管理事務の省力化等のために行われるセール・アンド・リ

ースバック取引については、リースバックがファイナンス・リースと同様であっても、

借手の目的である管理事務の省力化は資産を所有しないことが前提であるため、売手

である借手が譲渡した資産をリース終了後に買い戻し、当該資産を再度保有するイン

センティブは低いと考えられ、したがって、Topic 842 のように、リースバックがフ

ァイナンス・リースの場合において直ちに資産の譲渡を売却と認めないことは適切で

なく、また、このようなセール・アンド・リースバック取引については、リースバッ

クがファイナンス・リースかオペレーティング・リースかで異なる取扱いとすべきで

はないと考えられる。 

なお、税の取扱いについては、法人税法

等で別途定められるものであると考えら

れる。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

本会計基準案等におけるセール・アンド・リースバック取引に関する提案に同意しない。

（理由） 

以下の理由から、現行の企業会計基準適用指針第 16 号第 48 項及び 49 項の取扱いを維

持すべきである。 

・  本会計基準案では、借手のセール・アンド・リースバック取引は資産の売却に該当

するか否かに関わらずフルペイアウトするものについてはすべて「金融取引」として

会計処理することとされている点に違和感がある。適正な価額での資産の譲渡とそれ

をベースとしたリース料の設定による取引は明らかに「金融取引」ではない。自動車

リースのリースバックはフルペイアウトする契約としない契約が混在する。車両管理

の省力化のために行うもので,適正な価額での売買、妥当なリース期間等一定の場合

には「金銭の貸借」に該当しない。 

・  自動車リースにおけるセール・アンド・リースバック取引は借手が所有し使用して

いる固定資産を事務省力化を目的として一括リース化する取引が大半である。古い車

両から比較的新しい車両まで年式は様々ではあるが、借手は一括リース化によるメン

テナンスや支払業務等のアウトソースによる事務省力化・効率化を目的としており、

資金調達を期待していないケースが多い。数百台・数千台の車両を一括でリース化す

ることもあるが、リース会社への売却代金をリース料と相殺するケースも少なくな

く、大半の取引が資金調達目的ではないといえる。 

・  また、所有車両を一括でリース化する場合、車検証上の初度登録日から相当年数経

過している車両をリース化することも少なくなく、そのような車両は契約満了後の再

販価値が低く、残存価額が低くなる傾向にある。その結果、リース化した契約が本適

用指針案第51項(1)②に該当し、少額の金融取引として会計処理しなければならなく

同 上 



 
 

－179－ 
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なってしまう。以上から借手のファイナンス・リースが一律金融取引となることは自

動車リースの商品性質・借手の意図との乖離が著しく、通常のリースと同様の処理と

すべきである。 

・ また、事務省力化・効率化のためのリース化が会計事務負荷の増加につながることは

自動車リースの特性を損なうものであり許容できない。 

・  下記のとおり、税務上の取扱いと齟齬が生じ、混乱を招く恐れがある。自動車リー

スは下記税務規定を使用してのリース化によるアウトソーシングニーズが強い。 

① 法人税法では、「法人が事業の用に供している資産について、当該資産の管理事

務の省力化等のために行われるもの等一定の場合には金銭の貸借に該当しない。」

（法基通12の5-2-1)とされている。 

② 消費税法基本通達5-1-9「リース取引の実質判定」では、「リース取引が資産の

譲渡若しくは貸付け又は金銭の貸付けのいずれかに該当するかは、法人税法の取扱

いの例により判定する。」とされている。 

（その他のコメント） 

181) セール・

アンド・リース

バック取引の

定義を修正す

べきである。 

以下の理由により、セール・アンド・リースバック取引の定義を修正した方がよい。 

（理由） 

「セール・アンド・リースバック取引とは、売手である借手が資産を買手である貸手に

譲渡し、売手である借手が買手である貸手から当該資産をリース（以下「リースバック」

という。）する取引をいう。」と定義されている（本適用指針案第 4 項（11））が、「売手で

ある借手が…リースする」は日本語として適切でないため、「売手である借手が…リース

バックする」とするか、本適用指針案第 50 項の記載のように「セール・アンド・リース

バック取引とは、売手である借手が資産を買手である貸手に譲渡し、リースバックする取

「リースバックする」と記載する場合、

リースバックを定義することにならず、借

手側からみてリースしていることには変

わりはないため、記載を変更しないことと

した。なお、本適用指針案第 50 項（本適

用指針第 53 項）において、リースバック

の記載に関して「リースバックする」と記

載されている点については、定義と整合を
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引をいう。」と定義した方がよい。 図るため「リースする」に変更することと

した。 

182) 本適用指

針案 BC80 項の

表現を修正す

る必要がある。

本適用指針案 BC80 項の最終パラグラフに、「これに対し、リースバックが FASB の Topic 

606「顧客との契約から生じる収益」の収益認識要件を満たす場合には、（後略）」とあ

るが、「リースバック」ではなく、「セール」とすべきと考えられる。 

「リースバック」を「資産の譲渡」に修

正することとした。 

183) 建設工事

請負契約と一

括借上契約が

同時に締結さ

れる取引など

について、セー

ル・アンド・リ

ースバック取

引として取り

扱わない理由

が適切でない。

建設工事請負契約と一括借上契約が同時に締結される取引などについて、セール・アン

ド・リースバック取引として取り扱わないという結論には同意するが、理由が適切でなく

再考が必要と考える。すなわち、資産の譲渡により売手である借手から買手である貸手に

支配が移転されるのは契約の中途においては確かに仕掛中の資産であるが、最終的には完

成した資産となるため、「資産の譲渡により売手である借手から買手である貸手に支配が

移転されるのは仕掛中の資産であり、移転された部分だけでは資産の使用から経済的利益

を享受できる状態にないのに対して、リースバックにより売手である借手が支配を獲得す

る使用権資産は、完成した資産に関するものであることから、譲渡された資産とリースさ

れた資産は同一ではないと考えられる」という理由は適切ではない。この点、「建設工事

請負契約においては、完成した財のみならず完成するまでの工事請負サービスも買手であ

る貸手に移転されるため、譲渡された資産とリースされた資産は同一ではないと考えられ

る」などとすることが考えられる。 

セールにより一定の期間にわたって支

配が移転する資産とリースバックする完

成された資産の同一性について記載して

おり、記載を変更する必要はないと考えら

れる。 

184) 資産の譲

渡とリースバ

ックを一体の

取引とみて、金

本適用指針案第 51 項(1)において、資産の譲渡が売却に該当しない場合には、資産の譲

渡とリースバックを一体の取引とみて、金融取引として会計処理を行うこととされている

が、この場合、開示として担保注記が要求されるかを明確にする必要があると考える。 

（理由） 

本適用指針案第97項（本適用指針第101

項）(1)のセール・アンド・リースバック

取引に関する注記事項の一項目として、本

適用指針第 55 項を適用して会計処理を行
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

融取引として

会計処理する

場合に、担保注

記が必要であ

るか明確化す

べきである。 

不動産流動化実務指針第22項では、特別目的会社を活用した不動産の流動化を金融取引

として会計処理を行った場合には、担保資産の注記に準じて、その旨並びに関連する債務

を示す科目の名称及び金額を記載することが要求されている。 

この点、本適用指針案第 51 項(1)において、資産の譲渡が売却に該当しない場合には、

資産の譲渡とリースバックを一体の取引とみて、金融取引として会計処理を行うこととさ

れているが、金融取引として会計処理を行う点では同様であり、担保注記が要求されるの

か否かを明確にする必要があると考える。 

ったセール・アンド・リースバック取引に

ついて、当該会計処理を行った資産がある

旨並びに当該資産の科目及び金額につい

て注記を求めることとした。 

また、不動産流動化実務指針第 22 項で

求められている注記についても上記と同

様に改正することとした。 

185) セール・

アンド・リース

バック取引の

会計処理につ

いて設例を示

すべきである。

本適用指針案第 51 項(1)において、資産の譲渡が売却に該当しない場合には、資産の譲

渡とリースバックを一体の取引とみて、金融取引として会計処理を行うこととされている

が、当該金融取引についての具体的な会計処理を、設例を含めて追加する必要があると考

える。 

（理由） 

企業会計基準適用指針第16号第48項及び第49項では、セール・アンド・リースバック取

引におけるリース取引がファイナンス・リース取引に該当する場合、売却に伴う損益を繰

延処理することが定められているとともに、それ以外の会計処理についても、通常のファ

イナンス・リース取引と同様の会計処理が[設例7]において示されている。 

この点、本適用指針案第51項(1)において、資産の譲渡が売却に該当しない場合には、

資産の譲渡とリースバックを一体の取引とみて、金融取引として会計処理を行うこととさ

れているが、具体的な会計処理の方法は示されておらず、実務上、どのように処理するか

が必ずしも明確でない。 

金融取引として会計処理を行うことから、企業会計基準適用指針第 16 号とは異なり、

原資産の消滅の認識は行わないことになると考えられるが、実務においては資産の譲渡が

資産の譲渡が売却に該当しない場合、資

産の売却を行わず、金融負債が計上される

のみであることから会計処理に複雑さは

ないと考えられる。したがって、設例を設

けないこととした。 
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売却に該当せず、金融取引として会計処理する場合もあると考えられ、その場合の具体的

な会計処理が理解できるように、当該金融取引についての具体的な会計処理を、設例を含

めて追加することが有用であると考える。 

質問 17（ファイナンス・リースに関する質問） 

（本公開草案の提案の方向性を支持するコメント） 

186) 本公開草

案の提案の方

向性を支持す

る。 

同意する。 本公開草案の提案の方向性を支持する

コメントである。 

187) リース終

了後の見積残

存価額が存在

する場合の取

扱いを明記す

べきである。 

同意する。 

ただし、以下の点について検討する必要があると考えられる。 

本適用指針案第 67 項にリース終了後の見積残存価額が存在する場合の取扱いを明記す

べきであると考えられる。 

（理由） 

本適用指針案［設例12］では、2.会計処理のX1年4月1日（リース開始日）の（＊3）に

おいて、「原資産の帳簿価額から見積残存価額の現在価値を控除した金額で売上原価を計

上」とし、本適用指針案第67項を参照しているが、本適用指針案第67項には、原資産の帳

簿価額により売上原価を計上することと、付随費用があれば売上原価に含めることのみが

記載されていて、設例で参照しようとしている帳簿価額から見積残存価額の現在価値を控

除することについての記述がないため、手当てが必要と考えられる。 

本会計基準案等ですべての取引の類型

について会計処理を定める必要性はなく、

企業会計基準適用指針第 16 号において、

見積残存価額の現在価値を売上原価から

控除することは、設例で便宜上示している

ものであるため、企業会計基準適用指針第

16 号の設例の記載に合わせ、本適用指針

案[設例 12]（本適用指針[設例 12]）の 2.

会計処理の X1 年 4 月 1 日（リース開始日）

の（*3）に記載している「本適用指針案第

67 項」の参照を削除することとした。 

同意する。ただし、以下の点について検討する必要があると考える。 

本適用指針案第67項にリース終了後の見積残存価額が存在する場合の取扱いを明記す

同 上 
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べきであると考える。 

本適用指針案の［設例 12］では、2.会計処理の X1 年 4 月 1 日（リース開始日）の（＊

3）において、「原資産の帳簿価額から見積残存価額の現在価値を控除した金額で売上原

価を計上」とし、本適用指針案第 67 項を参照しているが、本適用指針案第 67 項には、原

資産の帳簿価額により売上原価を計上することと、付随費用があれば売上原価に含めるこ

とのみが記載されていて、設例で参照しようとしている帳簿価額から見積残存価額の現在

価値を控除することについての記述がないため、手当てが必要と考える。 

188) 原資産の

現金購入価額

がリース開始

日時点の現金

購入価額を指

すのか当初購

入価格を指す

のか、あるい

は、帳簿価額を

指すのかを明

確化すべきで

ある。 

本適用指針案第 68 項の会計処理について明確にすべきであると考えられる。 

（理由） 

本適用指針案第68項の記載は、現行の企業会計基準適用指針第16号第51項(3)をほぼ引

き継ぐものであり、新たなものではない。 

しかしながら、実務において現行の企業会計基準適用指針第16号第51項(3)の定めは分

かりにくいとされている。具体的には、「現金購入価額」とはリース開始日時点の原資産

を当該時点で現金購入する場合の価額を意味していると理解するが、記載が十分に明確で

ないため当初購入価格を指しているとの誤解がある。又は、帳簿価額と現金購入価額の差

異についての会計処理が明記されていないことから、現金購入価額とは帳簿価額の意味で

あると理解されている場合もある。 

本件は、新たに発生した論点ではなく、また、貸手の会計処理については今回の基準改

正は限定的な対応にとどめ、現行実務への波及的影響が懸念されるような項目について

は、あえて取扱いの変更は行わない方針であることは理解しているが、実務に混乱が生じ

ている点であり、この機会を逸すると実務での問題が継続する結果となることから、今回

の基準改正時に合わせて会計処理を整理し、明確化を図ることが適切と考えられる。 

本適用指針案第 68 項（本適用指針第 71

項(2)）が適用されるリースは、通常、原

資産の販売益相当額が生じないことが想

定され、原資産の現金購入価額は、貸手の

リース物件の取得価額を指すものと考え

られる。 

なお、本適用指針においては、貸手が事

業の一環以外で行うリースについて販売

益相当額が生じるケースの会計処理を明

らかにすることとした（本適用指針第 72

項）。 
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本適用指針案第68項の会計処理について明確にすべきであると考える。 

（理由） 

本適用指針案第68項の記載は、現行の企業会計基準適用指針第16号第51項（3）をほぼ

引き継ぐものであり、新たなものではない。 

しかしながら、実務において現行の企業会計基準適用指針第16号第51項（3）の定めは

分かりにくいとされている。具体的には「現金購入価額」とはリース開始日時点の原資産

を当該時点で現金購入する場合の価額を意味していると理解できるが、記載が十分に明確

でないため当初購入価格を指しているとの誤解があるほか、帳簿価額と現金購入価額の差

異についての会計処理が明記されていないことから、現金購入価額とは帳簿価額の意味で

あると理解されている場合もある。 

本件は、新たに発生した論点ではなく、また、貸手の会計処理については今回の基準改

正は限定的な対応にとどめ、現行実務への波及的影響が懸念されるような項目について

は、あえて取扱いの変更は行わない方針であることは理解しているものの、実務に混乱が

生じている点であり、この機会を逸すると実務での問題が継続する結果となることから、

今回の基準改正時に合わせて会計処理の明確化を図ることが適切と考える。 

同 上 

189) 売上高と

売上原価を計

上する方法の

適 用 要 件 を

IFRS第 16号と

整合するよう

に見直すべき

基本的に本公開草案の提案に同意する。ただし、以下の意見がある。 

IFRS任意適用企業と判断に相違が生じないよう、売上高と売上原価を計上する会計処理

の要件を検討いただきたい。 

（理由） 

本会計基準案等では、売上高と売上原価を計上する方法を選択するためには「製品又は

商品を販売することを主たる事業としている企業が、同時に貸手として同一の製品又は商

品を原資産としている」必要がある旨を新たに定めることを提案している（本適用指針案

本会計基準案等では、貸手に関する会計

処理については一部を除き基本的には企

業会計基準第 13 号等の定めを維持するこ

ととしているため、必ずしも IFRS 第 16 号

と整合するように会計処理を定めていな

い。 

しかしながら、「貸手が原資産と同一の
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である。 第67項）。一方、IFRSでは「製造業者又は販売業者である貸手」が売上高と売上原価を計

上するとされ（IFRS第16号第72項）、IFRSと比較して本会計基準案等の方が詳細な要件を

定めているように見受けられる。このため、IFRSにおいて売上高と売上原価を計上する方

法を選択している取引について、日本基準の個別財務諸表では異なる会計処理が要求され

ることになる場合が生じうると考えられる。IFRS任意適用企業が原則としてIFRSからの修

正を不要とする基本方針からは、売上高と売上原価を計上する方法を選択するための要件

の見直し、たとえばIFRS第16号と同様に「製造業者又は販売業者である貸手」であること

を要件とすることなどを検討いただきたい。 

製品又は商品を販売することを主たる事

業」とするか否かで貸手の会計処理を区分

する場合、企業会計基準適用指針第 16 号

の取扱いと異なる場合も生じ得ると考え

られることなどを踏まえ、本適用指針案の

記載を修正することとした（本適用指針第

71 項）。 

190) 借手のリ

ース料の範囲

に含められる

「指数及びレ

ートにより変

動する使用料」

が貸手のリー

ス料に含まれ

るか明確化す

べきである。 

貸手のリース料について、「将来の業績等により変動する使用料等は含まれない（本会

計基準案第21項）」とされているが、借手のリース料の範囲に含められる「指数及びレー

トにより変動する使用料」が貸手のリース料に含まれるのか否かを明確にする必要がある

と考えられる。 

（理由） 

貸手のリース料について、「将来の業績等により変動する使用料等は含まれない（本会

計基準案第 21 項）」とされているが、借手のリース料の範囲に含められる「指数及びレ

ートにより変動する使用料」が貸手のリース料に含まれるか否かが明確ではない。 

例えば海運業においては、バルチック海運取引所が公表する運賃・傭船料指標や、S&P

グローバル・プラッツが公表する燃油指標に連動した運送契約が存在するため、「指数及

びレートにより変動する使用料」が貸手のリース料に含まれるかどうかの解釈が明確でな

い場合、企業間の比較可能性に重大な影響が生じる可能性がある。 

「指数及びレートにより変動する使用料」については、借手の会計処理や国際的な会計

基準との整合性を図るため、貸手のリース料に含めるべきであると考える。 

貸手においては、市場における賃料の変

動を反映するように当事者間の協議をも

って見直されることが契約条件で定めら

れているリース料（本適用指針案第 21 項

（本適用指針第 24 項））は、将来の業績等

により変動する使用料に含まれず、貸手の

リース料に含まれると考えられる。 

この点、本会計基準 BC29 項に次の記載

行うこととした。（追加は下線、削除は取

消線で示している。）。 

「（略）貸手においては、市場における

賃料の変動を反映するように当事者間の

協議をもって見直されることが契約条件

で定められているリース料（適用指針第24
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項）は、将来の業績等により変動する使用

料に含まれず、貸手のリース料に含まれる

と考えられる。」 

191) 連結グル

ープ内取引に

係る連結決算

手続に係る会

計処理の定め

を追加すべき

である。 

概ね同意する。 

ただし、グループ内に借手と貸手が共に存在する場合の連結処理についての定めを追加

する必要がある。 

この質問 17 は貸手のファイナンス・リースの会計処理に関する質問であるので、「貸手

の」と明示すべきであったと思われる。次の質問 18 も同様である。 

連結財務諸表の作成においては、連結会

社相互間の債権と債務の相殺消去、連結会

社間の取引高の相殺消去等により、会計処

理が行われることとなるため、特段の定め

を追加する必要はなく、本会計基準案等を

変更しないこととした。 

192) リース料

受取時に売上

高と売上原価

を計上する方

法を廃止する

理由の記載を

見直す必要が

ある。 

本会計基準案等におけるファイナンス・リースに関する提案に条件付きで同意する。 

我々のアンケートのQ17では、回答者の90.5％が「同意する」と回答した。 

しかし、結論に至る記述に不整合があるという、次のような強い意見があった。 

現行の企業会計基準適用指針第16号の第51項では、貸手の会計処理について、(1)リー

ス取引開始日に売上高と売上原価を計上する方法、(2)リース料受取時に売上高と売上原

価を計上する方法、(3)売上高を計上せず利息相当額を各期へ配分する方法、の3つを定め

ている。いずれの方法でも、利息相当額は同額である。(1)又は(2)を採用した場合には、

利息相当額は「売上高」に含まれて表示されることになる。 

貸手であるリース会社では、従来(2)の方法により、会計処理が行われてきた。この方

法は、リース期間中の各期に受け取ったリース料を、各期において売上高に計上し、元本

回収額を売上原価に計上することにより、差額として利息相当額が計上される結果とな

る。この方法は、企業会計基準適用指針第16号の結論の背景第122項では、「従来行われ

本適用指針案 BC110 項（本適用指針

BC117 項）の記載を次のとおり修正するこ

とした（追加は下線、削除は取消線で示し

ている。）。 

「（略）収益認識会計基準において割賦

基準対価の受取時にその受取額で収益を

計上することが認められなくなったこと

との整合性からを契機としてリースに関

する収益の計上方法を見直した結果、当該

企業会計基準適用指針第 16 号で定められ

ていた本適用指針 BC98 項(2)の方法を廃

止することとした（収益認識会計基準第
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てきた割賦販売の処理を想定」した方法と説明されているが、リース会社が、リース取引

について、割賦基準の対象とされてきたような販売益を享受するケースは実態としてほと

んどないため、この背景説明は実態と整合していないと考えられる。 

したがって、当研究会の議論では、(2)の方法は、もとより「従来行われてきた割賦販

売の処理を想定」した取引ではなく、本会計基準案においても、受取リース料の中に受取

利息相当額以外に維持管理費用等の回収額が混在して含まれるリース取引では、なお一定

の合理性を有しているため、本基準で(2)の方法を廃止した背景説明には不整合があると

いう強い意見があった。すなわち、本適用指針案BC100項では、(2)の方法の廃止を提案す

る理由は、「収益認識会計基準において割賦基準が認められなくなったこととの整合性」

とされているが、他方、(2)の方法で収益に含めて計上されるのは通常期間が経過した利

息相当額であって、販売基準なら認識される収益相当額ではないため、記述が整合してい

ないと考える。 

なお、リース会社が販売益を享受することは実態としてほとんどないため、本適用指針

案第67項(1)にある利息相当額を控除した金額で売上高を計上する取引はほとんど想定さ

れない。この場合、貸手のリース会社は、本適用指針案第68項(2)（第67項(2)の準用）に

より、受取リース料を利息相当額と元本回収とに区分する方法（上の(3)の方法）を原則

として採用することになると考えられる。当研究会でも、この(3)に統一すべきという意

見があった。 

ただし、本会計基準案第43項では、「貸手は、ファイナンス・リースについて、通常の

売買取引に準じた会計処理を行う」としている一方で、本適用指針案BC101項では、「貸

手が原資産と同一の製品又は商品を販売することを主たる事業としていないときに、この

金融取引としての会計処理を行う」と典型的な貸手であるリース会社に本会計基準案第43

104-3 項）。」 
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項の定めと異なる会計処理が求められており、記述が整合していない。現行の会計基準と

適用指針の関係では、(2)の方法において売上高に利息相当額を含めることで、この整合

を図ったものと考えられるが、(2)の方法の廃止を提案する本会計基準案等では、提案さ

れた会計処理の方法と背景説明の不整合を解消するよう再検討いただきたい。 

193) 製品又は

商品を販売す

ることを主た

る事業として

いる企業が用

いる貸手の計

算利子率の算

定方法を明確

化すべきであ

る。 

同意するが、次の点について確認及び検討していただきたい。 

貸手の計算利子率の算定方法について提案している本適用指針案第62項では、貸手の計

算利子率の算定にあたって、貸手のリース料等の現在価値の合計が、「当該原資産の現金

購入価額又は借手に対する現金販売価額」と等しくなるようにとの提案となっている。こ

の点、同項のみでの文理上、どのような貸手であっても「現金購入価額」と「借手に対す

る現金販売価額」のいずれかを用いればよいと解釈できる。一方、本適用指針案第61項を

踏まえると、「製品又は商品を販売することを主たる事業としている企業」の場合には「借

手に対する現金販売価額」のみを用いることとなり、それ以外の企業については「現金購

入価額」のみを用いることとなると理解しているが、当該理解でよいか確認させていただ

きたい。 

この場合、そのことが明確になるように記載を修正することを検討していただきたい。

（理由） 

本適用指針案第62項では、貸手の計算利子率の算定にあたって、貸手のリース料の現在

価値と貸手の見積残存価額の現在価値の合計が、「当該原資産の現金購入価額又は借手に

対する現金販売価額」と等しくなるようにとの提案となっており、同項のみでの文理上、

どのような貸手であっても「現金購入価額」と「借手に対する現金販売価額」いずれかを

用いればよいと解釈できる。一方、本適用指針案第61項において、「製品又は商品を販売

することを主たる事業としている企業が、同時に貸手として同一の製品又は商品を原資産

本適用指針案の取扱いは企業会計基準

適用指針第 16 号の取扱いを踏襲したもの

である。「現金購入価額」と「借手に対す

る現金販売価額」の適用の使い分けについ

ては、本適用指針案第 61 項（本適用指針

第 65 項）の定めから明らかであると考え

られるため、本適用指針案を修正しないこ

ととした。 
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としている場合、その現金購入価額は貸手の製作価額や現金購入価額によらず、当該原資

産の借手に対する現金販売価額を用いる」と提案されており、同項を踏まえると、「製品

又は商品を販売することを主たる事業としている企業」の場合には「借手に対する現金販

売価額」のみを用いることとなり、それ以外の企業については「現金購入価額」のみを用

いることとなると理解しているが、当該理解でよいか確認させていただきたい。 

この場合、そのことが明確になるように、例えば、「当該原資産の現金購入価額又は借

手に対する現金販売価額」を「当該原資産の現金購入価額（製品又は商品を販売すること

を主たる事業としている企業は借手に対する現金販売価額）」とするなど、記載を修正す

ることを検討していただきたい。 

194) 重要性が

乏しい場合を

判定する算定

式において、未

経過の貸手の

リース料等の

期末残高が二

重に考慮され

ないようにす

べきである。 

本適用指針案第71項における貸手のリースに重要性が乏しい場合を判定する算定式に

関して、二重に分母に加えてしまうことを避けるために、「営業債権の期末残高」には、

分子である「未経過の貸手のリース料及び見積残存価額の合計額の期末残高（第69項に従

い利息相当額を利息法により各期に配分しているリースに係るものを除く。）」（以下、

「未経過の貸手のリース料等の期末残高」という。）に対応するリース投資資産残高は含

めないという理解でよいか確認させていただきたい。 

この場合、実務にばらつきを生じさせないため、その旨を明記することを検討していた

だきたい。 

（理由） 

本適用指針案第71項では、貸手のリースに重要性が乏しい場合を判定する算定式に関し

て、「未経過の貸手のリース料及び見積残存価額の合計額の期末残高（第69項に従い利息

相当額を利息法により各期に配分しているリースに係るものを除く。）が当該期末残高及

び営業債権の期末残高の合計額に占める割合が10パーセント未満である場合をいう」とさ

営業債権の期末残高について未経過リ

ース料の期末残高と二重になる場合、未経

過リース料及び営業債権の期末残高の合

計額の算定上、二重にならないように調整

を行うことが考えられる旨を記載するこ

ととした（本適用指針 BC119 項）。 
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れている。 

この点、「営業債権の期末残高」には、「未経過の貸手のリース料等の期末残高」に対

応するリース投資資産残高も含まれているものと考えられるが、当該「未経過の貸手のリ

ース料等の期末残高」はその算定式において分母にも含まれているため、「営業債権の期

末残高」に含まれる「未経過の貸手のリース料等の期末残高」に対応するリース投資資産

残高を除外しないと、分母に「未経過の貸手のリース料等の期末残高」に係る残高相当額

が二重で加えてしまうことになると考えられる。この結果、算定式に基づいて算定した割

合があるべき割合より小さく算定されることになり、例外的な取扱いの範囲を広げてしま

うおそれがあるものと考えられる。 

したがって、貸手のリースに重要性が乏しい場合を判定する算定式に関して、二重で分

母に加えてしまうことを避けるために、「営業債権の期末残高」には、「未経過の貸手の

リース料等の期末残高」に対応するリース投資資産残高は含めないと理解しているが、当

該理解でよいか確認させていただきたい。 

また、この場合、実務にばらつきを生じさせないため、その旨を明記することを検討し

ていただきたい。 

195) 貸手のリ

ースに重要性

が乏しい場合

を判定する算

定式において、

営業債権に契

約資産が含ま

本適用指針案第71項における貸手のリースに重要性が乏しい場合を判定する算定式に

おける「営業債権」には「契約資産」が含まれると理解しているが、当該理解でよいか確

認させていただきたい。 

（理由） 

本適用指針案第71項における貸手のリースに重要性が乏しい場合を判定する算定式で

は、「営業債権」の期末残高が分母に含まれることが提案されている。この点、収益認識

適用指針第104-3項では、「契約資産については、例えば、契約資産、工事未収入金等と

本適用指針案第 71 項（本適用指針第 75

項）の算定上、営業債権に契約資産が含ま

れることを明記することとした（本適用指

針 BC119 項(3)）。 
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れることを明

確化すべきで

ある。 

して表示する。（中略）顧客との契約から生じた債権については、例えば、売掛金、営業

債権等として表示する」とされている。 

この点、収益認識会計基準の適用前においては、貸手としてのリースに重要性が乏しい

と認められる場合の判定に際して「工事未収入金」を分母の営業債権に含めていたと考え

られ、収益認識会計基準の適用後において計上される「契約資産」についても同様に、分

母の営業債権に含めるものと理解しているが、当該理解でよいか確認させていただきた

い。 

（本公開草案の提案の方向性を支持しないコメント） 

196) リース料

の受取時に売

上高と売上原

価を計上する

方法を維持す

べきである。 

同意しない。 

以下の理由のとおり、コスト・ベネフィットの観点からは現行の貸手のファイナンス・

リースの第 2 法の会計処理を廃止することの必要性は乏しいと考えられ、さらに、第 2 法

の会計処理を廃止することによる他の法制度への影響は税法ほか多方面に広がることが

想定されるため、第 2法の会計処理は維持すべきである。 

（理由） 

現行の貸手のファイナンス・リースの第 2 法の会計処理は、「従来行われてきた割賦販

売の処理を想定していた。本適用指針では、収益認識会計基準において割賦基準が認めら

れなくなったこととの整合性から、企業会計基準適用指針第 16 号で定められていた本適

用指針案 BC98 項(2)の方法を廃止することとした。」（本適用指針案 BC100 項）と説明して

いる。 

しかしながら、貸手のファイナンス・リースの第 2 法の会計処理は、各期に売上高（受

取リース料）と売上原価（受取リース料と利息相当額の差額）を認識するものの、リース

投資資産（又はリース債権）の計上額と各期の損益（利息相当額）は、提案されている貸

本適用指針では、収益認識会計基準にお

いて対価の受取時にその受取額で収益を

計上することが認められなくなったこと

を契機としてリースに関する収益の計上

方法を見直した結果、第 2 法を廃止するこ

ととした。 

また、税法との関係の観点についてのコ

メントへの対応は、37)で記載している。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

手の会計処理及び国際的な会計基準の会計処理と実質的な差異はないため、比較可能性の

問題はない。 

一方で、有価証券報告書提出会社を含めすべてのリース会社は、少なくとも個別財務諸

表においてはリースに係る収益の認識として適切な第 2 法の会計処理を採用しているこ

とから、第 2 法の会計処理の廃止に対応するためのシステム変更に多額のコストを要す

ることとなる。 

以上のとおり、第 2 法の会計処理の廃止によって、得られるベネフィットは明確でない

にもかかわらず、貸手においてはシステム変更等の多額のコストを負担することとなるた

め、コスト・ベネフィットの観点からは第 2 法の会計処理を廃止することの必要性は乏し

いと考えられ、さらに、第 2 法の会計処理の廃止によって、収益（売上高）の認識が大き

く変わるため、貸手の収益に対する法人税及び消費税の課税にも大きく影響することにな

り、こうした他の法制度への影響は多方面に広がることが想定される。 

本会計基準案等におけるファイナンス・リースに関する提案に同意しない。以下の理由

から、現行の貸手のファイナンス・リースの第 2 法の会計処理を維持すべきである。 

（理由） 

本会計基準案では、現行の第2法の会計処理は廃止され、「金融的会計処理」が適用さ

れることとされているが、第2法の会計処理は多くのリース会社に定着しており、財務数

値の継続性、税法との関係等からもその適用を継続すべきである。 

現行の第2法の会計処理では、リース会社は受取リース料を各期に売上高として計上す

ることとされているが、本公開草案では売上高は計上されず、利息相当額のみが損益に計

上される。結果としてリース会社の売上高は大きく減少することとなり、財務数値の継続

性が絶たれ、ステークホルダーの判断を誤らせることが懸念される。 

本会計基準案等においては、第 2 法の廃

止により従来の会計処理に基づく財務数

値と新たな会計処理に基づく財務数値の

継続性がなくなったとしても、より有用な

情報が提供されるため、新たな会計処理を

求めることとしている。この点、財務数値

の比較可能性を確保するために、企業会計

基準第 24 号第 6 項(1)において、会計基準

等の改正に伴う会計方針の変更がある場

合、経過的な取扱いが定められているとき
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

現行の企業会計基準第13号は税法との調整がなされた上で、国内基準として定着してき

た。すなわち、ファイナンス・リースについては法人税法上はリース資産の売買、消費税

法上は資産の譲渡として取り扱われてきた。本会計基準案での貸手の「金融的会計処理」

の適用は違和感があり、税法との齟齬が生じることが懸念される。税法上は「金銭の貸付」

と見做される恐れがあり、法人税法又は消費税法上「金銭の貸付」とされたリース取引に

ついてインボイスを発行することは、消費税法令の規定に照らし違和感が強い。 

貸手のファイナンス・リースの会計処理について、金融的な会計処理に変更する場合、

リース会社に多大な手間とコストを強いることとなる。 

多くのリース会社は現行の第2法の会計処理を採用しており、廃止された場合の影響は

甚大である。新たな会計処理を採用する場合には、システム構築に膨大なコストと時間が

必要と思われる。一方、廃止によるメリットは考えにくく、コスト・ベネフィットの観点

からも現行基準を維持すべきである。 

自動車リース各社は顧客のリース離れを防ぐため、新たな顧客用会計資料を作成し提供

することも想定され、借手と貸手の二重の非対称会計処理システムの構築に多大なる手間

とコストを強いられる。中小自動車リース会社の経営存続にも係ることが懸念される。 

を除き、新たな会計方針を過去の期間のす

べてに遡及適用することを求めている。 

金融的な会計処理に対する懸念につい

ては、本会計基準案第 43 項（本会計基準

45 項）では、ファイナンス・リースについ

ては、通常の売買取引に係る方法に準じて

会計処理を行うこととしている。 

また、財務諸表作成者のコストの観点に

ついてのコメントへの対応は、36)で記載

している。 

同意しない。 

（理由） 

銀行系のリース会社の多くが採用している第 2 法については、売上高と売上原価を契

約期間に基づき各期にわたって配賦し両建てで計上するものの、各期の損益（利息相当

額）については提案されている会計処理と実質的な差異は無いこと。 

一方で、第 2法を廃止することで、これまでの売上計上金額との差異が極めて大きくな

ると想定され、比較可能性に問題が残ること。 

コメントへの対応は、36)で記載してい

る。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

また、第 2 法の廃止によって、売上計上金額に連動する消費税等の課税計算にも影響す

ると考えられ、影響が多方面に及ぶと考えられること。 

197) 所有権移

転外ファイナ

ンス・リースと

所有権移転フ

ァイナンス・リ

ースの区分は

廃止すべきで

ある。 

同意しない。 

ファイナンス・リースについて所有権移転外と所有権移転に区別する必要はなく、貸手

の勘定科目は統一するべきである。 

（理由） 

本適用指針案第 67 項により、貸手のファイナンス・リースのうち所有権移転外ファイ

ナンス・リースに分類した場合は、リース投資資産を計上する。一方で、本適用指針案

第 74 項により、所有権移転ファイナンス・リースに分類した場合にはリース債権を計上

する。 

この点、IFRS では貸手のファイナンス・リースに関しては、所有権移転外・所有権移転

ファイナンス・リースに分類せずに、ファイナンス・リースにより保有する資産を未収入

金として、正味リース投資未回収額に等しい金額で財政状態計算書上に認識する（IFRS 第

16 号第 67 項）。この点、所有権移転外・移転に関わらず、ファイナンス・リースの経済

的実態は、借手が当該資産を購入したのとほぼ同じ経済的効果をもたらすものである。そ

のため、本公開草案のように、貸手のファイナンス・リースを所有権移転外・移転に区分

する必要はなく、IFRS と同様にリース債権に統一するか、せめて本公開草案と IFRS 第 16

号同様の選択肢を設定することが必要である。 

コメントへの対応は、16)で記載してい

る。 

（その他のコメント） 

198) 「通常の

売買取引に準

じた会計処理」

「貸手は、ファイナンス・リースについて、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処

理を行う」（本会計基準案第 43 項、本適用指針案第 67 項）は、実際に求められている会

計処理と必ずしも整合していないため、文言を再考すべきではないか。 

企業会計基準第 13 号等では、特に所有

権移転外ファイナンス・リースについて

は、「経済的にはリース物件の売買及び融
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

という表現を

会計基準等で

求めている会

計処理と整合

するように見

直す必要があ

る。 

通常の売買取引に準じた会計処理ということならば、「製品又は商品を販売することを

主たる事業としている企業が、同時に貸手として同一の製品又は商品を原資産としている

場合」に該当しない場合であっても、貸手は製作価額又は現金購入価額と現金販売価額と

の差額を損益としてリース開始日に計上すべきことになると考えられ、本適用指針案第

68 項と整合しないためである。 

資と類似の性格を有する一方で、法的には

賃貸借の性格を有し、また、役務提供が組

み込まれる場合が多く、複合的な性格を有

する」とされていた。企業会計基準第 13 号

等においてはリースの複合的な性格のう

ち原資産の売買としての性格に着目して

定めが設けられていると考えられるため、

本適用指針においても貸手のファイナン

ス・リースに関する基本となる会計処理に

ついて企業会計基準第 13 号等と同様の構

成を踏襲することとした。 

199) 本適用指

針案において、

「リース取引

開始日に売上

高と売上原価

を計上する方

法」と「売上高

を計上せず利

息相当額を各

期へ配分する

方法」の記述の

企業会計基準適用指針第16号では、基本となる会計処理を第51項で定めた上で、第56項

で「製品又は商品を販売することを主たる事業としている企業が、同時に同一製品又は商

品をリース取引の対象物件としている場合」を定めており、これは基本的な取引の処理と

例外処理の実態を表していると考えられる。他方、本適用指針案の第67項と第68項では記

述の順序がこれと逆になっており、基本的な取引の処理と例外処理の実態が変わったかの

ような誤解を与えている。現行適用指針と同様の記載順にした方が、主に対象となるリー

ス取引が明確になると考える。IFRS第16号の第67項から第78項も同様の規定順序であると

理解している。 

本会計基準案等では、貸手の会計処理の

うち変更しない点については、基本的に企

業会計基準第 13 号等を踏襲する方向で会

計基準を開発している。この点、企業会計

基準適用指針第 16 号においては、リース

取引開始日に売上高と売上原価を計上す

る方法と売上高を計上せず利息相当額を

各期へ配分する方法は並列的に定められ

ていた。したがって、本会計基準案の提案

をあえて変更する必要はないと考えられ

るため、定め方を変更しないこととした。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

順序を見直す

べきである。 

質問 18（オペレーティング・リースに関する質問） 

（本公開草案の提案の方向性を支持するコメント） 

200) 本公開草

案の提案の方

向性を支持す

る。 

同意する。 本公開草案の提案の方向性を支持する

コメントである。 

概ね同意する。 

質問17と同様に、この質問18は貸手のオペレーティング・リースの会計処理に関する

質問であるので、「貸手の」と明示するべきであったと思われる。 

同 上 

本会計基準案等におけるオペレーティング・リースに関する提案に同意する。 

我々のアンケートのQ18では、回答者の76.2％が「同意する」と回答した。 

IFRSや米国会計基準を採用する在外子会社を擁する企業グループにおいて、国内と海外

で会計処理が相違していた内容である。特に新規の大型物件稼働時に、国内物件では計上

される利益が巡航稼働時と比較して小さいため、開業赤字となるケースが多く、海外物件

との差異が大きくなっている。こうした差異が解消される観点から、同意する。 

同 上 

201) リース料

を定額法で計

上する根拠と

して収益認識

会計基準との

整合性を強調

しないように

同意する。 

ただし、以下のとおり、貸手のオペレーティング・リースのリース料を定額法で計上す

ることについて、収益認識会計基準との整合性を強調しない方がよい。 

（理由） 

 本適用指針案 BC104 項において、貸手のオペレーティング・リースの会計処理につい

て、リース料を定額法で計上することは、収益認識会計基準との整合性を図り、比較可能

性を高めることになり、望ましいと説明している。 

本会計基準では、借手における会計処理

モデルと貸手における会計処理モデルは、

異なるモデルを採用している。借手の会計

処理モデルでは使用権の支配の移転に着

目した会計処理を行うこととしている一

方、貸手の会計処理モデルでは企業会計基

準第 13 号等と同様にリスク及び経済価値
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

記述の見直し

が必要である。

 貸手のオペレーティング・リースのリース料を定額法で計上する会計処理は、収益認識

会計基準の「一定の期間にわたって充足される履行義務」の考えに基づいていると考えら

れる。一方、本会計基準案のリースは、原資産を借手に引き渡した時点で、貸手の履行義

務が、少なくともリース期間中における借手の原資産の使用権に対応する部分については

完了していると考えられ、オペレーティング・リースの場合にもこの解釈が該当すると考

えられる。 

 したがって、オペレーティング・リースのリース料を定額法で計上する会計処理を採用

した理由として、収益認識会計基準との整合性を強調しない方がよい。 

の移転の程度に着目しリースの分類に応

じた会計処理を行うこととしている。この

ため、使用権モデルにおいて借手が使用権

資産を計上した見合いで支払義務を負債

として計上する論理構成と直接結びつく

ものではないと考えられる。 

貸手のオペレーティング・リースについ

て貸手のリース期間にわたり収益を計上

する点については、貸手の会計処理モデル

を維持する中で収益認識会計基準におけ

る一定の期間にわたり充足される履行義

務に係る収益認識の取扱いとの整合性を

図っている。 

以上を踏まえ、指摘の点については本適

用指針案 BC104 項（本適用指針 BC121 項）

の記載を変更しないこととした。 

（その他のコメント） 

202) フリーレ

ント、レントホ

リデーの会計

処理について

設例を設ける

 本適用指針案のBC104項で、「フリーレント（契約開始当初数か月間賃料が無償となる

契約条項）」や「レントホリデー（例えば、数年間賃貸借契約を継続する場合に一定期

間賃料が無償となる契約条項）」に関する会計処理が、現状、企業会計基準第13号に明

示されていないことから、企業間の比較可能性が損なわれている点について言及した上

で、「したがって、貸手は、オペレーティング・リースによる貸手のリース料につい

貸手のフリーレント、レントホリデーの

会計処理については、本適用指針案第 78

項（本適用指針第 82 項）の定め及び本適

用指針案 BC104 項（本適用指針 BC121 項）

の記載から明らかであるため設例を示さ
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

べきである。 て、貸手のリース期間にわたり原則として定額法で計上することとした（本適用指針第

78項参照）。」と記載されている。 

 しかしながら、フリーレント、レントホリデーについて、設例が記載されていない。

これらについて、具体的な設例を基に計算方法を明示していただきたい。 

なお、設例には、貸手のオペレーティング・リースの会計処理だけでなく、借手の使

用権資産及びリース負債に関する会計処理も記載いただきたい。 

ないこととした。 

また、借手の会計処理については、借手

のリース料から受け取ったリース・インセ

ンティブを控除することを明示している

ため（93)を参照）、設例を示さないこと

とした。 

質問 19（サブリース取引に関する質問） 

（本公開草案の提案の方向性を支持するコメント） 

基本的となる会計処理 

203) 本公開草

案の提案の方

向性を支持す

る。 

同意する。 本公開草案の提案の方向性を支持する

コメントである。 

概ね同意する。むしろ、この規定については、IFRS 第 16 号にも取り入れられるべきも

のであり、ASBJ としても IASB に提案するべきである。また、政府・与党は ASBJ を支援

するべきである。 

同 上 

204) サブリー

スの中間的な

貸手の貸手の

計算利子率の

算定方法を定

めた背景を記

載すべきであ

る。 

同意する。ただし、以下のとおり、結論の背景において補足説明をお願いしたい。 

（理由） 

 サブリースの貸手のリース投資資産又はリース債権（サブリースにおける貸手のリース

料の現在価値と使用権資産の見積残存価額の現在価値の合計額）の計上額（本適用指針案

第 85 項（1）②）の算定にあたり、当該金額が独立第三者間取引における使用権資産のリ

ース料の金額と等しくなる利率を用いることとしているが（本適用指針案第 86 項）、当該

利率を用いることとした理由等について、結論の背景で説明していただきたい。 

サブリース取引の中間的な貸手におけ

る貸手の計算利子率の取扱いについては、

IFRS第 16号と整合的な取扱いとしたもの

である。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

205) サブリー

スにおけるフ

ァイナンス・リ

ースの判定基

準について、使

用権資産と比

較する点につ

いての経緯等

を記載すべき

である。 

本適用指針案第 87 項のサブリースにおけるファイナンス・リースの判定基準について、

通常のファイナンス・リースの判定基準と異なり、（1）の現在価値基準の 90％は、原資産

の購入価額ではなく独立第三者間取引における使用権資産のリース料（利息相当額を含ま

ない。）との比較であり、（2）の経済的耐用年数基準の 75％は、原資産の経済的耐用年数

ではなくヘッドリースのリース期間の残存期間と比較である。この通常のファイナンス・

リースの判定基準と異なる判定基準としたことの理由、経緯等について、結論の背景で説

明していただきたい。 

また、リースの対象となる資産は「原資産」であるが、サブリースの対象となる資産は

「原資産」ではなく「使用権資産」になることの理由等についても丁寧な説明が必要であ

る。 

本公開草案の公表前の審議の内容とし

て、中間的な貸手がサブリースの貸手にお

けるリースの分類を行うにあたりヘッド

リースに係る使用権資産を参照して分類

することとした旨の記載を本適用指針

BC123 項に追加することとした。 

206) ファイナ

ンス・リースに

該当するケー

スが増える点

について説明

を記載するこ

とが望ましい。

提案されている現在価値基準及び経済的耐用年数基準により算定した場合、不動産のリ

ースであっても 90％基準と 75％基準を満たし、ファイナンス・リースに該当するケース

が増えると考えられるが、この点についても補足説明した方がよい。 

ご指摘の可能性はあるかもしれないが、

本会計基準等の適用時に実際に増加する

程度は現時点では想定できず、結論の背景

に記載しないこととした。 

中間的な貸手がヘッドリースに対してリスクを負わない場合 

207) 中間的な

貸手がヘッド

リースに対し

てリスクを負

同意する。ただし、以下の点について検討する必要があると考えられる。 

中間的な貸手がヘッドリースに対してリスクを負わない場合の貸借対照表上の処理を

明確にする必要があると考えられる。この点、本適用指針案BC110項及びBC111項では、貸

借対照表にリースに係る資産及び負債を認識しない会計処理であることが記載されてい

本適用指針案第 88 項（本適用指針第 92

項）を次のとおり修文することとした（追

加は下線、削除は取消線で示している。）。 

「（略）中間的な貸手は、第 89 項にかか
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

わないサブリ

ース取引の貸

借対照表上の

処理を明確化

すべきである。

るが、本適用指針案本文からはその旨が読み取れないため、本文においてもどのような会

計処理が想定されているかを明らかにすべきと考えられる。 

（理由） 

中間的な貸手がヘッドリースに対してリスクを負わない場合の会計処理は本適用指針

案第 88 項に定められているが、貸借対照表項目については説明がない。 

意図としては、ヘッドリースに関して使用権資産（又はリース投資資産及びリース債権）

やリース負債を認識しないということと理解しているが、そうであれば原則的な処理を行

わないことになるため、明示する必要があると考えられる。 

わらず、貸借対照表においてヘッドリース

における使用権資産及びリース負債を計

上せず、かつ、損益計算書においてサブリ

ースにおいて受け取るリース料の発生時

又は当該リース料の受領時のいずれか遅

い時点で、貸手として受け取るリース料と

借手として支払うリース料の差額を損益

に計上することができる。（略）」 

中間的な貸手がヘッドリースに対してリスクを負わない場合の貸借対照表上の処理を

明記することを検討いただきたい。 

（理由） 

中間的な貸手がヘッドリースに対してリスクを負わない場合の会計処理が本適用指針

案第 88 項に規定されているが、貸借対照表項目については説明がない。意図としては本

適用指針案 BC109 項以降に記載されているとおり、貸借対照表において資産及び負債を

計上しないということと理解しているが、そうであれば原則的な処理を行わないことにな

るため基準の本文で明示することを検討いただきたい。なお、本適用指針案第 89 項との

対比の観点でも、貸借対照表項目の説明があった方が理解が容易になると考える。 

同 上 

208) 中間的な

貸手がヘッド

リースに対し

てリスクを負

わないサブリ

本適用指針案第88項の「中間的な貸手がヘッドリースに対してリスクを負わない場合」

に該当する取引と本適用指針案第89項の転リース取引との関係性が明確でなく、整理が必

要であると考える。 

（理由） 

本適用指針案 BC108 項に、「あるサブリース取引が、中間的な貸手がヘッドリースに対

転リース取引は、本適用指針案 BC113 項

及び BC114 項（本適用指針 BC132 項及び

BC133 項）に記載のとおり、企業会計基準

適用指針第 16 号で想定されていた主に機

器リースについての仲介取引を想定して
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

ース取引と転

リース取引と

の関係性を明

確化すべきで

ある。 

してリスクを負わない場合の取扱いと転リース取引の取扱いの両方の要件に該当するこ

とは想定していない。」とある。しかしながら、現行基準において転リースとして取り扱

われている取引の中には本適用指針案第 88 項の 3 要件を満たすものもあると考えられ

る。 

転リースの定めを残した目的（現行実務の変更を避ける。）という趣旨からは、現行の

転リース取引であると同時に第 88 項の 3 要件に該当する取引についても、本適用指針案

第 89 項の取扱いを認めることが適切とも考えられる。その場合、本適用指針案 BC108 項

の記載は削除すべきと考えられる。 

本適用指針案BC108項の記載が、本適用指針案第88項の3要件を満たす取引について本会

計基準では転リース取引とはしないということを意図するのであれば、本適用指針案第89

項において、本適用指針案第88項の3要件を満たすものは除外する旨を明確にすべきと考

えられる。 

おり、中間的な貸手における貸手としての

リースがヘッドリースの原資産を参照し

て分類する場合にファイナンス・リースに

該当する場合を想定している。 

一方、本適用指針案第 88 項（本適用指

針第 92 項）の例外は、不動産取引を想定

しており、同項が適用される取引と転リー

ス取引が重複するケースは想定されない

ことから、本適用指針案を変更しないこと

とした。 

基本的に本公開草案の提案に同意する。ただし、以下の意見がある。 

2つの例外的な定めの適用に係る優先順位を明確化することを検討いただきたい。 

（理由） 

本会計基準案等では、本適用指針案第88項で「中間的な貸手がヘッドリースに対してリ

スクを負わない場合」の要件及び第89項で転リース取引の要件が定められた上で、本適用

指針案BC108項にて、「あるサブリース取引が、中間的な貸手がヘッドリースに対してリ

スクを負わない場合の取扱いと転リース取引の取扱いの両方の要件に該当することは想

定していない。」とされている。しかし、現行基準において転リースとして扱われている

取引の中には、第88項の要件を同時にみたすものも存在すると考えられるため、このよう

な取引に第88項や第89項の例外的な定めを用いる際にどちらを優先的に適用すべきか、又

同 上 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

は任意に選択が可能であればその旨を記載することで、例外的な定めの優先順位を明確化

することを検討いただきたい。 

209) 中間的な

貸手がヘッド

リースに対し

てリスクを負

わないサブリ

ース取引につ

いて、本適用指

針案第 88 項

（3）の要件を

満たすことを

要しないこと

を定めるべき

である。 

中間的な貸手がヘッドリースに対してリスクを負わない場合の例外的な取扱いについ

ては同意するが、以下の理由により、本適用指針案第 88 項に次の「ただし書き」の趣旨

を追加していただきたい。 

「ただし、中間的な貸手は、サブリースの契約条件等の設定から追加的な収益を生み出

すために、サブリースの契約条件の決定等について一定の裁量権を有している場合があ

る。この場合、本適用指針第 88 項（1）及び（2）の要件に該当し、中間的な貸手がヘッ

ドリースに対してリスクを負わないことが明らかな場合は、（3）の要件を満たすことを要

しない。」 

（理由） 

1.  本適用指針案第 88 項は、中間的な貸手が、ヘッドリースに対してリスクを負わな

いために、貸借対照表においてヘッドリースにおける使用権資産及びリース負債を

計上しないことが適切である取引の要件（1）から（3）を定めている。また、これら

の要件をいずれも満たす取引は、収益認識適用指針において「企業が在庫リスクを有

していること」が本人の指標とされていること（収益認識適用指針第 47 項(2)）など

に鑑みれば代理人として会計処理する場合と同様に純額表示することが適切となる

と考えられるとして、貸手として受け取るリース料と借手として支払うリース料の

差額を損益に計上することとした。」と説明している（本適用指針案 BC111 項）。 

2.  しかしながら、本適用指針案第 88 項（1）から（3）の要件は、パススルー型と呼

ばれる不動産のサブリース取引の実務を踏まえて定められたものであるため、中間

的な貸手がヘッドリースに対してリスクを負わない取引であっても、これらの 3 要

本公開草案の公表前の審議の過程で中

間的な貸手がヘッドリースに対してリス

クを負わないサブリース取引について、収

益認識適用指針に定めている本人と代理

人の区分の取扱いの考え方も参考に検討

を行ったが、本人と代理人の区分の考え方

を取り入れることの理屈上の整理が困難

であったため、本人と代理人の区分の要件

と整合させず、中間的な貸手が一切のリス

クを負わず、かつ、限定的な権利のみを有

する取引に例外的な取扱いの適用対象を

限定することとした。 

本適用指針案第 88 項（本適用指針第 92

項）(1)から(3)の要件は本人と代理人の区

分の考え方と 1 対 1 で整合させていない

ため、当該考え方を取り入れると「限定的

な権利のみを有する取引に例外的な取扱

いの適用対象を限定する」という方針と整

合せず、また、「場合がある」という定め

を置くことにより適用対象となる取引を
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

件すべてに該当しなければ、第 88 項の会計処理を適用することができない。 

3.  例えば、本適用指針案第 88 項（3）は、「中間的な貸手は、①サブリースの契約条

件（サブリースにおける借手の決定を含む。）及び②サブリースの借手が存在しない

期間における原資産の使用方法のいずれを決定する権利も有さない。」ことを要件と

しているが、サブリースの契約条件等の設定から追加的な収益を生み出すために、中

間的な貸手がサブリースの契約条件の決定等について一定の裁量権を有している場

合もあると考えられる。 

4.  この点、収益認識適用指針第 47 項（3）では、「ただし、代理人が価格の設定にお

ける裁量権を有している場合もある。例えば、代理人は、財又はサービスが他の当事

者によって提供されるように手配するサービスから追加的な収益を生み出すため

に、価格の設定について一定の裁量権を有している場合がある。」と定め、価格設定

の一定の裁量権を有している場合は代理人として取り扱っている。 

5.  上記 1 のとおり、収益認識適用指針第 47 項(2)との関係から、ヘッドリースに対

してリスクを負わない中間的な貸手の損益についても純額表示が適切であるとして

いるように、収益認識適用指針第 47 項（3）「ただし書き」に定める価格設定の一定

の裁量権を有している場合は代理人としていることと同様、中間的な貸手がサブリ

ースの契約条件の決定等について一定の裁量権を有している場合は、本適用指針案

第 88 項（1）及び（2）の要件に該当する限り、中間的な貸手はヘッドリースに対し

てリスクを負わないものとして取り扱うべきと考える。 

6.  以上を踏まえ、コメントのとおり、本適用指針案第 88 項に「ただし書き」の趣旨

を追加していただきたい。また、「ただし書き」の追加は、中間的な貸手がヘッドリ

ースに対してリスクを負わない場合の事例として、財務諸表利用者への有用な情報

判断することが却って難しくなる可能性

がある。以上から、左記のコメントの提案

を取り入れないこととした。 

また、収益認識適用指針における本人と

代理人の区分の取扱いを参照することに

ついては、国際的な会計基準において明確

に定められておらず、今後、IFRS 第 16 号

の適用後レビューなどの国際的な動向次

第で結論が変わり得ることから、現時点で

本会計基準案に当該考え方を取り入れな

いこととした。 

以上から、本適用指針案を変更しないこ

ととした。 
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の提供にもなると考えられる。 

210) サブリー

ス取引及び転

リース取引に

係る例外的な

定めは、財務分

析上、有用な会

計処理とはい

えないとの意

見がある。 

本会計基準案等におけるサブリース取引に関する提案に条件付きで同意する。 

我々のアンケートのQ19では、回答者の42.9％が「同意する」、33.3％が「同意しない」、

23.8％が「どちらともいえない」と回答した。 

「同意しない」、「どちらともいえない」とした多くの回答者は、IFRS第16号の定めに

ない例外に対する抵抗感、財務分析における収入・費用のグロス分析の有用性、差額計上

では企業が負担するリスクを正確に把握できないことを理由とした。 

他方、建託ビジネスでみられるように、我が国では、中間的な貸手がヘッドリースに対

してリスクを負わないケースが多くある。例外的な処理を定めるために設けた本適用指針

案第88項(1)から(3)の3つの要件は、適切な内容であると考える。例外的な処理を設けた

ことで、バランスシートの過剰な両建て表示が避けられるため、結果として財務諸表利用

者にとっても好ましい対応といえる。転リースについて、本適用指針案で体系的に会計処

理が整理された点は評価したい。 

中間的な貸手がヘッドリースに対してリスクを負わない場合の例外的な処理について

は、本適用指針案第 88 項(1)から(3)の 3 つの要件が鍵となる。本適用指針において、こ

れらの要件の厳格な適用の必要性を、財務諸表作成者に強調していただきたい。 

本適用指針案 BC110 項及び BC111 項（本

適用指針 BC129 項及び BC130 項）におい

て、中間的な貸手がヘッドリースに対して

リスクを負わない場合の会計処理は本適

用指針案第 88 項（本適用指針第 92 項）に

定める 3 つの要件を満たす場合の特例を

定めたものであることを明示している。 

211) 中間的な

貸手がヘッド

リースに対し

てリスクを負

わないサブリ

ース取引の識

基本的な考え方については同意する。ただし、例外的な定めとして設けられた取扱いに

ついては、以下の点につき検討が必要と考える。 

1.  本適用指針案第88項の要件を満たすサブリース取引とはどのような取引かについ

て、明確化が望まれる。 

2.  本適用指針案第88項の要件を満たすヘッドリースがなぜ本公開草案のリースの定

義を満たすかが明らかではない。 

（左記コメント 1） 

本適用指針案第 88 項（本適用指針第 92

項）(2)の要件は、ヘッドリースの開始日

にあらかじめ契約条件が定まっているこ

とを前提としており、また、同項(1)の要

件は通常、あらかじめヘッドリース契約に
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別要件につい

て明確化を図

り、原則的な会

計処理につい

てもガイダン

スを定めるべ

きである。 

3.  本適用指針案第88項の第2要件の位置づけが不明確である。 

4.  本適用指針案第88項の3要件を満たす取引につきサブリース取引の原則的処理によ

る場合の会計処理にはガイダンスが必要と考える。 

（理由） 

1. 本適用指針案第88項で意図されているサブリース取引とは、3要件に当たる内容がヘ

ッドリース契約に織り込まれているものが想定されていると理解している。 

しかしながら、冒頭が「サブリース取引のうち次の要件をいずれも満たす取引につい

て」となっているため、「ヘッドリースとサブリースを組み合わせたスキーム全体とし

て3要件を満たすような条件設定となっている場合」という意味で理解されていること

を懸念する。例えば、第2要件（ヘッドリースの貸手への支払がサブリースの借手から

受け取った金額の一定料率で決まる）について、本適用指針案第88項の趣旨は、ヘッド

リース契約に具体的な契約賃料の定めがなく、サブリースが成立しサブリースの契約賃

料が決定されることにより、これに連動してヘッドリースの契約賃料（ただし、サブリ

ースの借手からの入金という条件付き）が決まるようなヘッドリース契約を意図してい

ると理解している。しかしながら、このようなサブリース取引は一部の業界にとっては

典型的な取引であっても、一般的には必ずしも広く行われているわけではないため、第

2要件がどのような契約を意味しているか、一般的な基準利用者には理解が難しい。例

えば、ヘッドリースとサブリースそれぞれの契約に契約賃料の具体的な金額の定めがあ

るものの、事前の契約交渉においてサブリースの賃料を念頭に置いたヘッドリースの契

約賃料の設定が行われているような場合も第2要件を満たしていると理解されることが

多いようである。また、第1要件（サブリースの借手からの入金がない限りヘッドリー

スの貸手への支払義務を負わない。）についても、リースの契約条件ではなく、サブリ

定められる要件であると考えられる。ま

た、本適用指針案 BC110 項（本適用指針

BC129 項）で限定的な取引を特定している

旨の記載を行っている。このため、「あら

かじめヘッドリースに契約が定められる

ことなく結果的にヘッドリースとサブリ

ースを組み合わせたスキーム全体が 3 要

件を満たすような条件設定」の場合には、

通常、本適用指針案第 88 項（本適用指針

第 92 項）の要件を満たさないと考えられ

る。また、本適用指針案第 88 項（本適用

指針第 92 項）が想定している取引は不動

産取引を想定している（本適用指針案

BC109 項（本適用指針 BC128 項））のに対

して、転リース取引は、企業会計基準適用

指針第 16 号で想定されていた中間的な貸

手が借手としてのリース及び貸手として

のリースがいずれもファイナンス・リース

に該当するリース（主に機器リース）につ

いての仲介取引を想定している（本適用指

針案 BC113 項及び BC114 項（本適用指針

BC132 項及び BC133 項））。このため、本適



 
 

－206－ 
 

論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

ースの借手が契約違反を起こしたときに備える付帯条件のように理解されている例が

見受けられた。そのため、本適用指針案BC108項に、「あるサブリース取引が、中間的

な貸手がヘッドリースに対してリスクを負わない場合の取扱いと転リース取引の取扱

いの両方の要件に該当することは想定していない」とある点も理解が困難であるように

見受けられる。実際には本適用指針案第88項を満たす取引が転リースに該当するために

はサブリース契約に3要件が織り込まれている必要があり、即ちサブリースの借手が中

間的な貸手としてさらに転貸することが前提となるが、そのような取引は一般的ではな

い。 

本適用指針案第88項は例外的な定めであるため、その対象となる取引については適切

に理解されることが必要であることから、説明の明確化が望まれる。 

2. 本適用指針案第88項の第1要件（サブリースの借手からの入金がない限りヘッドリー

スの貸手への支払義務を負わない。）は、サブリースの借手からの賃料の徴求及びヘッ

ドリースの貸手への賃料の支払が、実質的に回収代行としての性質を持つことを示唆し

ている。また、使用している状況に変わりがないにもかかわらず、サブリースの借手か

らの入金がなければヘッドリースの貸手への支払義務がないということは、ヘッドリー

スの貸手への支払が使用権の対価ではないことを意味しているとも考えられる。 

加えて、第3要件（サブリースの契約条件、及びサブリースの借手が存在しない期間

における原資産の使用方法につき、中間的な貸手が決定権を持たない。）は、中間的な

貸手が原資産の使用を指図する権利を保有していないことを示している。 

そのため、本公開草案のリースの定義及びリースの識別についてのガイダンスに照ら

して考えたときに、本適用指針案第88項の3要件を満たすヘッドリースが、本公開草案

における会計上の「リース」に該当するのかは疑問であり、概念的な整理が必要である

用指針案第 88 項と第 89 項（本適用指針第

92 項及び第 93 項）が重複して適用される

ケースは想定していない。 

（左記コメント 2） 

本適用指針案第 88 項（本適用指針第 92

項）の要件を満たす取引におけるヘッドリ

ースについてリースの識別の観点からも

検討を行ったがコンセンサスは得られな

かった。この点、本適用指針案第 88 項（本

適用指針第 92 項）(1)から(3)の要件を満

たす取引について、その経済実態を踏ま

え、「サブリースにおいて受け取るリース

料の発生時又は当該リース料の受領時の

いずれか遅い時点で貸手として受け取る

リース料と借手として支払うリース料の

差額を損益に計上する」会計処理を例外的

に設けることには合意が得られ、かつ、本

公開草案における当該会計処理に対して

同意しない意見は聞かれなかった。 

なお、収益認識適用指針における本人と

代理人の区分の取扱いを参照することに

ついては、209)で記載している。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

と考える。本公開草案のままでは以下の点が明らかではない。 

・ 本適用指針案第88項の3要件を満たす取引に同項の例外的取扱いを適用しなかった

場合に、それはリースとして扱うことが要求されるのか、それともリースの定義に照

らしリースに該当しないとの判断も排除されないのか 

・ 本適用指針案第88項の第1要件と第3要件を満たすが第2要件（ヘッドリースの貸手

への支払がサブリースの借手から受け取った金額の一定料率で決まる。）を満たさな

い取引について、リースとして扱うことが要求されるのか、それともリースの定義に

照らしリースに該当しないとの判断も排除されないのか 

なお、このような取引は、IFRSの実務上は、ヘッドリースの貸手が事実上のサブリー

スの貸手であり、中間的な貸手はその代理人として機能しているに過ぎないと整理され

ていると認識している。 

3. 本適用指針案第88項の第1要件（サブリースの借手からの入金がない限りヘッドリー

スの貸手への支払義務を負わない。）・第3要件（サブリースの契約条件、及びサブリ

ースの借手が存在しない期間における原資産の使用方法につき、中間的な貸手が決定権

を持たない。）の対象となるような取引としては、不動産の所有者がREIT等の場合にマ

スターリース等により一括で物件を借り上げてこれを転貸する形をとるものや、サブリ

ースの借手の要請により不動産所有者ではなく不動産会社がサブリースの契約相手と

なるものなどが考えられる。前者は不動産所有者を煩雑な契約実務から解放することが

目的であり、その実質は賃貸管理であるといえる。後者は不動産会社の信用力をバック

とした一種の名義貸しであるといえる。いずれの取引も借り上げた物件を効率的に転貸

して転貸差益を上げることを目的とするビジネスではなく、本質的には手数料ビジネス

である。中間的な貸手がこのような取引で転貸差益の形で稼得する実質的な手数料が固

（左記コメント 3） 

本適用指針案第 88 項（本適用指針第 92

項）の要件を定めるにあたって、中間的な

貸手がサブリースから受け取る金額とヘ

ッドリースにおいて支払う金額との差額

があらかじめ定まった手数料であること

を想定して、本適用指針案 BC110 項（本適

用指針 BC129 項）において「サブリースの

支払を受けた場合にその一定割合の金額

について生じるという要件」として定めて

いるため、本公開草案の提案を変更しない

こととした。 
（左記コメント 4） 

本適用指針案第 88 項（本適用指針第 92

項）の例外的な定めを置いた理由は、借手

としてのリースと貸手としてのリースを

それぞれ会計処理することが実態を表さ

ないと考えられる限定的な取引のみを例

外的な取扱いの対象となるように定める

ことを意図したものである。 

仮に企業がサブリース取引に係る原則

的な会計処理（本適用指針案第 85 項（本
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

定額であるか、サブリースの借手からの入金の一定料率であるかは単なる手数料体系の

違いでしかなく、その違いが取引の実態の違いを意味するものではない。 

にもかかわらず、第2要件（ヘッドリースの貸手への支払がサブリースの借手から受

け取った金額の一定料率で決まる。）も満たす取引のみが本適用指針案第88項の例外的

取扱いの対象となるのは、経済的に同種の取引につき異なる会計処理が適用されること

になり、適切とは考えられない。「中間的な貸手がヘッドリースに対してリスクを負わ

ない」ことを示すためになぜ第2要件が必要であるのか、説明が必要と考える。 

4. 本適用指針案第88項の例外的取扱いは任意の選択肢であり、これを適用しないことも

できる。しかしながらその場合の会計処理は明らかではない。例えば、 

・  中間的な貸手は、少なくともサブリース契約が成立していない期間についてはヘ

ッドリースの原資産の使用を指図する権利を持っておらず、対価を払う義務も負っ

ていないと考えられる。よってヘッドリースのリース開始日がいつであるか明らか

ではない。 

・  経済的耐用年数基準に基づきサブリースのリース分類を判断するときの「借手の

リース期間」として、ヘッドリースの契約内容に基づきヘッドリースの継続が合理

的に確実な期間を用いるのか、それともヘッドリースの貸手に対して対価の支払義

務を負わない期間はヘッドリースにおける借手のリース期間に該当しないとして

サブリースの継続が合理的に確実な期間を用いるのか、明らかではない。 

・  中間的な貸手はサブリースの契約賃料に基づきヘッドリースの貸手への支払を

行うわけではない。この点につき、ヘッドリースのリース料はサブリースの借手か

らの入金によって変動する変動リース料（リース負債の計上対象とならない。）と

考えるのか、それともサブリースがどのような賃料水準で約定されるかによってヘ

適用指針第 89 項）等）を適用する場合に

は、企業の判断により具体的な会計処理を

行うことになるものと考えられる。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

ッドリースでの支払が左右される状況にあったものがサブリース契約の成立によ

りサブリースの契約賃料の一定率がヘッドリースで支払われることが確定したと

みて「変動リース料のうち変動性が解消し固定化したリース料」（リース負債の計

上対象となる。）として扱ったうえで、サブリースの借手からの入金がなければヘ

ッドリースの貸手への支払が不要とされる点については、サブリースの未収賃料と

ヘッドリースの未払賃料の自動相殺条項として別途会計処理するのか、明らかでは

ない。 

多様なリース取引について基準上に詳細なガイダンスを設けることを要請するもの

ではないが、上記の不明点は本適用指針案第88項の3要件を満たすヘッドリースがリー

スに該当するかどうかがそもそも明らかではないという本質的な点に起因すると考え

られる。よって例外的取扱いを適用しない場合の会計処理についても何らかのガイダン

スが必要であると考える。 

212) サブリー

スがファイナ

ンス・リースに

該当する場合

のサブリース

に係る損益を

総額で計上す

ることも認め

るべきである。

同意する。 

ただし、下記の点について検討することが必要と考える。 

・  不動産やサーバー機器などの商品を販売することを主たる事業としている企業

において、当該商品をリースによって調達した（ヘッドリース）上で、さらに貸手

としてリースを行う(サブリース)場合において、当該貸手のリースがファイナン

ス・リースに該当するときに、売上高及び売上原価を計上することになるのかを明

確にする必要があると考える。 

・  また、当該サブリース取引において、本適用指針案第86項(2)における「独立第

三者間取引における使用権資産のリース料」は、本適用指針案第61項によって、「現

金販売価額」を用いることになるのかについても、あわせて確認したい。 

中間的な貸手はサブリース取引に係る

損益を総額で計上する方が適切であると

考えられる場合には、サブリース取引に係

る損益を総額で計上することができるこ

ととした（本適用指針第 89 項(1)及び

BC127 項）。 

なお、独立第三者間取引における使用権

資産のリース料は、当該使用権資産に係る

サブリースのリース開始日に現金で全額

が支払われるものと仮定した場合のリー
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（理由） 

 本適用指針案第85項(1)③においては、サブリースがファイナンス・リースに該当する

場合、「計上されたリース投資資産又はリース債権と消滅を認識した使用権資産との差額

は、損益に計上する。」とされているが、通常の貸手のリースのように(本適用指針案第

67項及び第68項)、「製品又は商品を販売することを主たる事業としている企業」か否か

の場合分けがなされていない。 

この点、実務においては、不動産やサーバー機器などの商品を販売することを主たる事

業としている企業において、当該商品をリースによって調達した（ヘッドリース）上で、

さらに貸手としてリースを行う(サブリース)場合が存在すると考えられる。このような場

合で、当該貸手のリースがファイナンス・リースに該当するときに、本適用指針案第85項

(1)③に従って、差額を損益として計上する（すなわち純額で損益を計上する。）のか、

本適用指針案第67項に従って、売上高及び売上原価を計上する（すなわち総額で損益を計

上する。）のかが、必ずしも明確ではないと考えられ、このような場合の取扱いを明確に

する必要があると考える。 

 また、本適用指針案第86項(2)においては、現在価値の算定上の利率の算定に関して、

「独立第三者間取引における使用権資産のリース料」が定められているが、これは、通常

の貸手のリースにおける原資産の現金購入価額(本適用指針案第62項)に相当するものと

考えられる。 

この点、本適用指針案第61項では「製品又は商品を販売することを主たる事業としてい

る企業が、同時に貸手として同一の製品又は商品を原資産としている場合、その現金購入

価額は貸手の製作価額や現金購入価額によらず、当該原資産の借手に対する現金販売価額

を用いる。」とされており、当該定めがサブリースの場合にも適用されるのか確認したい。

ス料であるため、貸手により当該リース料

の額は変わらないと考えられる。 
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転リース取引 

213) 転リース

取引について、

利息相当額控

除前の金額で

計上する容認

規定は削除す

べきである。 

本適用指針案第89項のサブリースのなお書きにある「利息相当額控除前の金額で計上

することができる。」の容認規定は削除する必要があると考えられる。 

（理由） 

本適用指針案 BC113 項にあるように、現行の企業会計基準適用指針第 16 号の転リース

に関する定めを変更せずに踏襲する意図と理解している。 

しかし、機器や不動産等のリースにおける使用権資産、リース負債については金額が多

額になり、財務諸表上、重要性が生じる可能性がある。転リース以外のリースは原則、割

引計算を行う中で、転リースのみ割引計算しないことを容認するのは基準内での方針の一

貫性を欠き、転リースを多く契約している企業の財務諸表との比較可能性を損なう可能性

が生じると考えられる。 

また、本適用指針案 BC113 項「サブリース取引の会計処理による財務諸表作成者の負担

の増加への対応となる」とあるが、転リースを利用している企業のみならず、現行のオペ

レーティング・リース取引を行っている企業にとっても本会計基準案の適用は負担増であ

り、転リースにのみ配慮した取扱いの不公平感と捉えかねられない。 

したがって、本適用指針案第 89 項サブリースのなお書きにある「利息相当額控除前の

金額で計上することができる。」の容認規定は削除すべきである。 

又は、本適用指針案第 37 項以下「使用権資産総額に重要性が乏しいと認められる場合

の取扱い」のような閾値を設定し、基準内の取扱いの一貫性を保持すべきと考えられる。

転リース取引は、企業会計基準適用指針

第 16 号で想定されていた主に機器リース

についての仲介取引を想定しており、中間

的な貸手における貸手としてのリースが

ファイナンス・リースに該当する場合を想

定している（本適用指針案 BC113 項及び

BC114 項（本適用指針 BC132 項及び BC133

項））。このため、財務諸表に与える重要性

の観点では、企業会計基準第 13 号等の適

用時と本会計基準案の適用時において変

わらないと考えられる。 

また、「転リースのみ割引計算しないこ

とを容認するのは基準内での方針の一貫

性を欠き、転リースを多く契約している企

業の財務諸表との比較可能性を損なう可

能性が生じると考えられる」との指摘につ

いては、当該定めが機器のリース取引等の

会計処理の実務として仲介の役割を果た

す中間的な貸手の会計処理として定着し

ているものであり、サブリース取引を適用

するための実務上のコストの増加に対応
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するものとして引継ぐこととしたもので

ある。 

これらを踏まえ、リース債権又はリース

投資資産を利息相当額控除前の金額で計

上する例外的な取扱いを踏襲することが

考えられることから、本公開草案の提案を

変更しないこととした。 

214) 転リース

取引における

「原資産」が指

す対象を明確

化すべきであ

る。 

転リース取引の例外処理の要件につき「原資産」という表現が何を指しているか、明確

化が必要と考える。 

（理由） 

本適用指針案第89項には「転リース取引のうち、貸手としてのリースが原資産を基礎と

して分類する場合にファイナンス・リースに該当する場合」との表現がある。これは現行

基準における転リース取引の例外的会計処理の対象範囲を本公開草案にもそのまま踏襲

する意図であると認識するが、そのためには「原資産を基礎として」の原資産とはヘッド

リースの原資産であることを明確にする必要がある。本公開草案の記載ではサブリースの

原資産（ヘッドリースで獲得した使用権資産）を指しているように読まれることが懸念さ

れる。 

本適用指針案第 89 項（本適用指針第 93

項）を次のとおり修文することとした（追

加は下線、削除は取消線で示している。）。 

「サブリース取引（第 4項(12)参照）の

うち、ヘッドリースの原資産の所有者から

当該原資産のリースを受け、さらに同一資

産を概ね同一の条件で第三者にリースす

る取引を転リース取引という。中間的な貸

手は、第 89 項にかかわらず、転リース取

引のうち、貸手としてのリースがヘッドリ

ースの原資産を基礎として分類する場合

にファイナンス・リースに該当するとき場

合、次のとおり会計処理を行うことができ

る（[設例 19]）。（略）」 

215) 転リース 本公開草案に同意する。ただし、次の提案事項について検討いただきたい。 本適用指針案第 89 項（本適用指針第 93
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

を業として行

っている企業

においては、売

上高として表

示することを

明確化すべき

である。 

本適用指針案第 89 項(2)で、「損益計算書上、支払利息、売上高、売上原価等は計上せ

ずに、貸手として受け取るリース料と借手として支払うリース料の差額を手数料収入とし

て各期に配分し、転リース差益等の名称で計上する。」と規定されているが、転リースを

業として行っている場合、売上高に計上することになると考えられるため、適切な表現に

見直していただきたい。 

（理由） 

本適用指針案第 89 項(2)の冒頭で「売上高は計上せず」と規定されており、単純に見る

と、売上高に計上できないと読むことが可能なため、転リースを業とする会社がいる場合

も踏まえて、表現を見直すことが適切であると考えられる。 

項）(2)の定めは、売上高、売上原価を総

額で計上しないことを定めているもので

あって、転リースを業として行っている場

合、転リース差益等を収益として計上する

ことを妨げてはいない。 

（本公開草案の提案の方向性を支持しないコメント） 

基本となる会計処理 

216) サブリー

ス取引に係る

ヘッドリース

の会計処理に

ついて、利息相

当額を定額で

配分すること

を認めるなど

の措置が必要

である。 

同意しない。 

（理由） 

簡単な事例で、現行基準と本会計基準案のサブリース取引の損益を比較する。 

なお、本適用指針案第 88 項の要件を満たさない取引を対象としている。 

[前提] 

① 受取賃料はX1年とX2年は110、X9年とX10 年は家賃が下落したと仮定し107とす

る。 

② 支払賃料は年100で10年間固定されている。リース期間は10年と判定された。 

③ リース料総額1000に含まれている利息相当額は100と計算され、リース開始日に

900の「使用権資産」と「リース負債」が計上された。 

④ 利息相当額の各期への配分は、X1年18、X2年16、X9年4、X10年2である。 

本会計基準等においては様々な事項を

考慮した上で、最終的に IFRS 第 16 号の単

一の会計処理モデルを採用している。 

使用権資産の取得原価は借手のリース

料の現在価値で計上され、その配分につい

てはリース開始日後、通常の固定資産と同

様に減価償却により定額法等で費用配分

を行うことがヘッドリースの経済実態を

表していると考えられる。また、リース負

債に係る利息相当額の計上に関しては、リ

ースが使用権の賦払いとなっているため、
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

⑤ 使用権資産の年間償却費は90である。 

⑥ その他の事業経費は年間5で変わらないものとする。 

サブリース事業の最大のリスクは、空室率の上昇や家賃下落により、貸手に支払う賃料

とその他事業経費の合計額を上回る受取賃料が得られず（いわゆる逆ザヤ）、赤字となる

可能性があることである。事例においては、X1年、X2年だけでなく家賃が下落したX9年、

X10においても逆ザヤは発生しておらず、現行基準で計算された事業利益は当然に黒字で

ある。 

しかしながら、本会計基準案を適用すると、X1年、X2年は赤字となり、逆に家賃が下落

したX9年、X10の方が黒字となる。 

このように本会計基準案を適用した結果計算される損益は、サブリース事業の実態を適

切に反映したものとはいえず、誤った経営成績の表示により利害関係者の意思決定を誤ら

せてしまうことになる。さらに、リース当初の利益が小さくなることから（場合によって

は赤字）、新規契約よりも既存契約（リース期間の後半にある契約）を多く持っている既

存事業者が相対的に競争優位となり、寡占化が進み業界の健全性が維持できなくなる恐れ

がある。 

このような結果が生じる理由は、利息相当額を利息法により各期に配分しているためで

ある。利息相当額を定額で配分することを認める等の措置を強く希望する。 

割引現在価値で計上したリース負債に係

る利息相当額がリース契約の初期には相

対的に多く計上され後期には相対的に少

なく計上されることもヘッドリースの経

済実態を表していると考えられる。 
この点、資産の取得と資産の使用権の取

得に経済実態に違いがないとの財務諸表

利用者の見方もあることから、必ずしも、

一括借上契約のヘッドリースに関して利

息相当額がリース契約の初期には相対的

に多く計上され後期には相対的に少なく

計上される（前加重で計上される）点につ

いて財務諸表利用者の意思決定を誤らせ

てしまうことにはつながらないと考えら

れる。 
これらを踏まえ、本公開草案の提案を変

更しないこととした。 

中間的な貸手がヘッドリースに対してリスクを負わない場合 

217) 例外的な

会計処理の定

めのみを適用

すべきである。

同意しない。 

（理由） 

中間的な貸手がヘッドリースに対してリスクを負わない場合、中間的な貸手は、本適用

指針案第88項の要件をいずれも満たす取引について、サブリースにおいて受け取るリース

本適用指針案第 88 項（本適用指針第 92

項）におけるサブリース取引に係る例外的

な取扱いは、収益認識適用指針における本

人と代理人の区分の要件と整合させるこ
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

料の発生時又は当該リース料の受領時のいずれか遅い時点で、貸手として受け取るリース

料と借手として支払うリース料の差額を損益に「計上することができる」という規定にな

っているが、「計上しなければならない」とすべきではないか。 

・  本適用指針案BC111項にあるように、ヘッドリースに対してリスクを負わない場

合は、収益認識適用指針における代理人の会計処理と同様に純額表示することが適

切と考えられるため。 

・  本適用指針案BC112項にあるように、サブリースの借手からリース料の支払を受

けない限り、中間的な貸手がヘッドリースの貸手にリース料を支払う義務を負わな

いことから、ヘッドリースとサブリースを一体的取引として処理することが取引実

態を表現していると考えられるため。 

とを意図しておらず、中間的な貸手が一切

のリスクを負わず、かつ、限定的な権利の

みを有する取引に例外的な取扱いの適用

対象を限定して取扱いを定めたものであ

る。本適用指針案第 88 項（本適用指針第

92 項）(1)から(3)の要件を満たす取引に

ついて、本適用指針案第 85 項（本適用指

針第 89 項）におけるサブリース取引の原

則的な取扱いに従い、企業の判断により具

体的な会計処理を行うことは妨げていな

い。したがって、当該例外的な取扱いによ

り会計処理することを強制していない。 

218) 中間的な

貸手がヘッド

リースに対し

てリスクを負

わないサブリ

ース取引の例

外処理に係る

要件について、

収益認識適用

指針の本人・代

同意しない。 

「(1)基本となる会計処理」、「(3)転リース取引」については同意するが、「(2)中間的な

貸手がヘッドリースに対してリスクを負わない場合」については同意しない。 

（理由） 

「(2)中間的な貸手がヘッドリースに対してリスクを負わない場合」について 

IFRS 第 16 号において同様の規定はないが、実務上は収益認識会計基準の「本人と代理

人の区分」に関する規定を準用するものと理解しているので、以下修正しないと、IFRS 第

16 号を適用した場合と実質的な差異が生じ、比較可能性を損ねるおそれがあるため。 

本適用指針案第 88 項(1)(2)(3)記載は収益認識会計基準と同様に、要件ではなく判断

する指標の例示とすべきであり、収益認識適用指針第 47 項(3)と同様の例外規定も置く

コメントへの対応は、209)で記載してい

る。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

理人と同様の

要件を判断の

指標として定

めるべきであ

る。 

べき。 

219) 本適用指

針案第 88 項

(3)の要件は削

除すべきであ

る。 

本適用指針案第88項(3)の要件は削除すべきである。 

（理由） 

本適用指針案第88項(3)の要件を満たす取引については、特定された資産の使用を支配

する権利を獲得しておらずそもそもリースが含まれていないためである。すなわち、本

適用指針案第88項(3)の要件は、リースが含まれていない取引について、あたかもリース

が含まれているかのような誤解を与えかねないため、削除すべきである。 

本公開草案の公表前の審議において本

適用指針案第 88 項（本適用指針第 92 項）

の要件を満たす取引についてリースの定

義及びリースの識別の観点からも検討を

行ったが、コンセンサスは得られなかっ

た。このため、本適用指針案第 88 項（本

適用指針第 92 項）の要件を満たす取引に

限って例外的な取扱いを定めたものであ

る。したがって、本適用指針案の提案を変

更しないこととした。 

220) 転リース

に係る会計処

理を変更する

必要はない。 

同意しない。 

（理由） 

「サブリース取引」に関して、あえて IFRS 第 16 号と異なる例外を定めるとすれば、

IFRS 第 16 号との差異が残存することとなる。当該差異の残存を認めるのであれば、あえ

て現行の「転リース」に関する会計処理を変更する必要はないと考えられるため、現行の

規定を維持すべきと考える。 

貸手の会計処理については、収益認識会

計基準との整合性を図る点並びにリース

の定義及びリースの識別を除き、基本的に

企業会計基準第 13 号等の定めを維持する

する方針としている（本会計基準案 BC12

項（本会計基準 BC13 項））。この方針の中

で、本適用指針案 BC113 項（本適用指針
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

BC132 項）に記載のとおり、企業会計基準

適用指針第 16 号の定めを踏襲しており、

転リースの取扱いを変更していない。 

221) 賃料保証

が付されてい

る場合に中間

的な貸手がヘ

ッドリースに

対してリスク

を負わないサ

ブリース取引

に該当するよ

うに要件の見

直しが必要で

ある。 

同意しない。 

（理由） 

中間的な貸手がヘッドリースに対してリスクを負わない場合の要件に(1)中間的な貸手

は、サブリースの借手からリース料の支払を受けない限り、ヘッドリースの貸手に対して

リース料を支払う義務を負わないとあるが、実際の賃料保証は他の賃料保証会社に委託し

ているにも関わらず、形式的にはサブリースの借手側で賃料保証を含めて契約しているケ

ースが多数存在する。このような場合も(1)の要件に合致しないように見えてしまうため、

たとえ賃料保証をしていても保証会社に委託し実質的に保証会社に対する手数料しかリ

スクがない場合は除外する措置が必要であると考える。 

本適用指針案第 88 項（本適用指針第 92

項）の例外的な取扱いは、本適用指針案

BC110 項（本適用指針 BC129 項）に記載の

とおり中間的な貸手がヘッドリースに対

してリスクを負わない取引に限定した定

めとしている。サブリース取引において貸

手のリース料が結果的に保証されるとし

ても、ヘッドリースの借手のリース料の支

払義務を負っていないことにはならない

と考えられるため、本公開草案の提案を変

更しないこととした。 

転リース取引 

222) 不動産転

貸においても

利息相当額控

除前の金額で

計上すること

を認めるべき

転リース取引については、リース債権又はリース投資資産とリース負債は利息相当額控

除後の金額で計上することを原則とするが、利息相当額控除前の金額で計上することがで

きるとされている（本適用指針案第89項）。また、本適用指針案BC113項において、転リ

ース取引は主に機器等のリースが想定されている。 

しかし、多店舗展開を営む当協会の会員企業において、例えば、店舗用不動産を賃借し、

自社のスーパーマーケット（SM）として営業開始したものの売上不振につき当該SMを閉店

不動産取引においてリース開始日でヘ

ッドリースがファイナンス・リースで、サ

ブリースもファイナンス・リースのケース

は極めてまれであると考えられるため、特

段の対応は行わないこととした。 
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である。 したうえで、残りの解約不能期間中は他社のドラッグストア等に転貸するような場合があ

り、不動産の賃借料とほぼ同額で他社に賃貸できることもある。このような場合は、「同

一資産を概ね同一の条件で第三者にリースする取引」である転リース取引に極めて実態が

近いと考える。 

したがって、転リース取引に関する会計処理を機器等に限定することなく、転リース取

引の想定に不動産転貸も含める記述を加える等により、極めて実態が似ているような不動

産転貸の場合においても上述の利息相当額控除前の金額で計上することを認める必要が

あるものと考える。 

（その他のコメント） 

223) 土地・建

物を一体で転

貸する取引に

ついて、土地に

係る部分を区

分する必要は

ないことを明

確化すべきで

ある。 

貸手のリースにおける不動産に係る取扱いとして、土地については、所有権の移転や割

安購入選択権等の付与がない限り、オペレーティング・リースに該当するものとされてい

る（本適用指針案第64項）。 

また、土地・建物の一括リースについても、貸手のリース料を土地に係る部分と建物に

係る部分に合理的に分割し、建物に係る部分については現在価値基準による判定をしたう

えで、ファイナンス・リース取引又はオペレーティング・リース取引の会計処理をすると

されている（本適用指針案第65項）。 

当該会計処理を不動産の転貸取引に当てはめた場合、転貸取引の中間的な貸手がリース

しているものは一体としての使用権資産であり、原資産である土地・建物ではないため、

中間的な貸手の会計処理としては、上記の土地・建物の一括リースにおける貸手のように

土地に係る部分を区分する必要はない、又は合理的に区分することができないと考える

が、本会計基準案又は本適用指針案では明確ではないため、設例等により、明確にする必

要があるものと考える。 

本適用指針案BC95項（本適用指針BC109

項）に次の記載を追加することとした（追

加は下線、削除は取消線で示している。）。 

「（略）なお、土地及び建物を一括でサ

ブリースする場合に当該土地と建物がそ

れぞれ独立したリースを構成する部分（第

16 項参照）に該当しないときは、中間的な

貸手は、リースの分類及び会計処理のため

に、貸手のリース料を土地に係る部分と建

物に係る部分とに必ずしも分割すること

を要しないと考えられる。」 
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224) サブリー

スに係る損益

の計上区分及

び科目を定め

るべきである。

サブリースにおけるリース投資資産又はリース債権と消滅を認識した使用権資産との

差額の表示について 

本適用指針案第 85 項(1)③では、「計上されたリース投資資産又はリース債権と消滅を

認識した使用権資産との差額は、損益に計上する。」とあり、「[設例 18-1] サブリースが

ファイナンス・リースに該当する場合」では、当該差額について「利益 9,700」という記

載がある。 

当該「利益」については、リースを業務の一部としている会社の場合には、いわゆる売

上高として表示して良いのか、営業外・特別項目として表示すべきなのか不明確であるた

め、何らかの明示が必要ではないか。 

また、単なる「利益」ではなく（「転リース差益」等と同様に）標準的な名称を示すべ

きではないか。 

サブリースを業として行っている場合、

サブリースから生じる（純額の）利益を収

益として計上することを妨げてはいない。 

225) 転リース

に係る例外的

な会計処理の

定めを適用す

る場合の計上

区分を明確化

すべきである。

転リースのできる規定の転リース差益の表示について 

本適用指針案第 89 項(2)では、「損益計算書上、支払利息、売上高、売上原価等は計上

せずに、貸手として受け取るリース料と借手として支払うリース料の差額を手数料収入と

して各期に配分し、転リース差益等の名称で計上する。」とあるが、上記と同様、リース

を業務の一部としている会社の場合には、いわゆる売上高として表示して良いか。（「損益

計算書上、支払利息、売上高、売上原価等は計上せず」と記載があるが、相殺した差額を

売上計上すること自体は否定されていないとの理解で良いのかが不明確） 

転リース差益について（純額の）利益を

収益として計上することを妨げてはいな

い。 

質問 20（表示に関する質問） 

（全体を支持するコメント） 

226) 本公開草

案の提案の方

同意する。 本公開草案の提案の方向性を支持する

コメントである。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

向性を支持す

る。 

227) リース負

債、リース債権

及びリース投

資資産につい

て財務諸表本

表で別掲され

るように関係

各所と調整す

べきである。 

同意する。 

ただし、リース負債等の別掲に関する「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する

規則」（以下「財務諸表等規則」という。）及び「連結財務諸表の用語、様式及び作成方

法に関する規則」（以下「連結財務諸表規則」という。）との関係性を明確にする必要が

あると考えられる。 

（理由） 

現行の企業会計基準第13号等では、リース債務は流動負債又は固定負債に属する旨のみ

定められており表示に関する定めは存在しないが、財務諸表等規則及び連結財務諸表規則

においては、「リース債務」の項目で表示することが要求されている（財務諸表等規則第

49条及び第52条並びに連結財務諸表規則第37条及び第38条）。 

ここで、本会計基準案第48項では「リース負債について、貸借対照表において区分して

表示する又はリース負債が含まれる科目及び金額を注記する。」とされているが、これが

そのまま財務諸表等規則及び連結財務諸表規則に取り込まれた場合には、結果的に、有価

証券報告書における表示のレベルが後退する結果になることが考えられる。 

財務諸表等規則及び連結財務諸表規則は企業会計基準委員会の管轄外であることは理

解しているが、有価証券報告書において結果的に生じると想定される影響については関係

各所と意見交換を行うことが望まれる。 

なお、本会計基準案第 50 項のリース債権及びリース投資資産についても同様である（財

務諸表等規則第 17 条及び連結財務諸表規則第 23 条）。 

有価証券報告書における表示について

は、財務諸表等規則及び連結財務諸表規則

で定められるため、制度を所管する金融庁

庁に伝える。 

本公開草案の提案に同意する。なお、以下の意見がある。 同 上 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

リース負債等の別掲に関する財務諸表等規則及び連結財務諸表規則との関係性につい

て、関係各所と意見交換することが望まれる。 

（理由） 

現行のリース会計基準等では、リース債務は流動負債又は固定負債に属する旨のみ定め

られ、表示に関する定めは存在しないところ、財務諸表等規則及び連結財務諸表規則にお

いては、「リース債務」の項目で表示することが要求されている（財務諸表等規則第49条

及び第52条並びに連結財務諸表規則第37条及び第38条）。ここで、本会計基準案48項では

「リース負債について、貸借対照表において区分して表示する又はリース負債が含まれる

科目及び金額を注記する。」とされているが、これがそのまま財務諸表等規則及び連結財

務諸表規則に取り込まれた場合には、リース負債を区分して表示するか選択が可能とな

り、結果的に、有価証券報告書内の貸借対照表における表示の要求水準が変更される可能

性がある。財務諸表等規則及び連結財務諸表規則は貴委員会の管轄外であることは理解し

ているものの、有価証券報告書において結果的に生じると想定される影響については関係

各所と意見交換を行うことが望まれる。 

なお、本会計基準案第50項のリース債権及びリース投資資産についても同様である（財

務諸表等規則第17条及び連結財務諸表規則第23条）。 

228) 貸借対照

表における表

示科目を「リー

ス資産」とすべ

きである。 

以下の点を除いて本提案に同意する。 

「リース資産」を「使用権資産」に変更する提案に合意しない。 

（理由） 

 「リース資産」の表示は、実務に広く浸透していること。 

 日本語の「リース資産」の表現を維持したとしても、その定義を「使用権資産」に相当

する内容とするものに改正すれば、本会計基準案等をIFRS第16号と整合的なものとする目

本公開草案においては、IFRS 第 16 号と

の整合性を図るため従前のモデルから変

更して使用権に着目したモデルを採用し

ており、それに併せて表示を「リース資産」

から「使用権資産」としていることから、

適切な変更と考えている。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

的は達成可能であると考えられること。例えば、「本会計基準案における「リース資産」

は、IFRS第16号における“right-of-use asset”と同義である」ことをリース資産の定義

に付記する方法も提案したい。 

 「リース」から生じる「資産」として、日本語の「リース資産」はその性質を適切に示

す名称となっているものと考える。本改正提案は、単に他国言語への翻訳の問題であり、

日本語表記上の「リース資産」の表現を変更する必要はないものと強く考える。 

 本会計基準案等をIFRS第16号と整合的なものとする目的に照らして、「リース債務」に

関する取扱いの差異を解消することが重要なポイントであり、「リース資産」の名称を変

更する積極的な必要性はないと考えられること。なお、「リース債務」を「リース負債」

に変更する提案には同意している。これは、「債務」と「負債」は、日本語における意味

も異なるものであり、かつ、本会計基準案の会計処理により計上されることとなる貸方金

額の性質はまさしく「負債」であるといえるためと認識している旨を付記したい。 

 経理実務担当者の視点における一般論として、リース負債に対応する資産勘定科目とし

ては、「使用権資産」よりも「リース資産」表示を維持された方が、（我が国の）財務諸

表の理解可能性、利用可能性及び比較可能性のいずれにおいても優位なものと考えられ

る。国際的な財務報告との整合性も重要な要素であることは理解するが、我が国国内にお

ける財務情報の作成者、利用者（ないし監査人）における視点も同様に重要なものとして

考えていただきたい。特に、外国語への翻訳方法の工夫で対応可能な部分については日本

語表記上の変更は最小限に抑えていただくことを検討いただければ幸いである。 

また、「使用権資産」の表示については、

IFRS 任意適用企業の表示や連結子会社が

有する使用権資産を通じて「リース資産」

同様に実務に浸透しており、この点におい

ても両者に優劣はないと考えられる。 

以上から、本公開草案の提案を変更しな

いこととした。 

229) 貸借対照

表関連科目及

び損益計算書

本会計基準案等における表示に関する提案に条件付きで同意する。 

我々のアンケートのQ20では、回答者の87.0％が「同意する」と回答した。 

IFRS第16号と整合的な表示・開示とすることにより、国際的な比較可能性が高まると同

リースの事業上の位置づけや利用の程

度は企業により異なると考えらえるため、

使用権資産を①対応する原資産を自ら所



 
 

－223－ 
 

論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

関連科目につ

いて、財務諸表

本表における

区分表示を原

則とすべきで

ある。 

時に、異なる会計基準に準拠する財務諸表の理解可能性が向上すると考える。 

ただし、使用権資産については、「① 対応する原資産を自ら所有していたと仮定した

場合に貸借対照表において表示するであろう科目に含める方法」と「② 対応する原資産

の表示区分において使用権資産として区分する方法」のいずれかの方法により貸借対照表

に表示すると提案しているが、理解可能性、比較可能性の観点から、②を原則とすべきで

ある。 

同様に、リース負債、リース負債に係る利息費用についても、「貸借対照表又は損益計

算書本表における区分表示」若しくは「注記における関連科目及び金額の開示」の選択を

認めることを提案しているが、いずれも本表における区分表示を原則とすべきである。 

また、使用権資産に係る減価償却費もキャッシュ・フロー計算書において区分表示を原

則とすべきである。 

この理由は、所有権資産と使用権資産の減価償却費の性質は異なっており、両者が混在

して表示されると、財務諸表利用者は実質的な営業キャッシュ・フローが計算できないか

らである。 

この実質的な営業キャッシュ・フローが計算できないという問題は、IFRS第16号で既に

問題となっていることである。IFRS任意適用企業の中には、この問題に対応すべく、使用

権資産の減価償却費を除外した減価償却費を任意開示している企業もある。 

区分表示を原則とすることで、財務諸表利用者は、そのような任意開示に頼ることなく、

実質的な営業キャッシュ・フローを計算することが可能となる。 

有していたと仮定した場合に貸借対照表

において表示するであろう科目に含める

方法により表示するか、②対応する原資産

の表示区分において使用権資産として区

分する方法により表示するかは、当該企業

のリースに関する情報を最も適切な形で

表示する方法を用いることができるよう

にしている。また、①又は②のいずれかの

表示方法のみによることを求める場合、

IFRS第 16号と比べて表示方法を限定する

ことになるため、本会計基準等の開発方針

とも整合しないと考えられる。 

加えて、本適用指針案第 95 項(1)及び第

98項(3)（本適用指針第99項(1)及び第102

項(3)）において、使用権資産と減価償却

費について区分表示を行わない場合に注

記を求めており、区分表示した場合と同等

の情報の入手は可能である。 

また、リース負債やリース負債に係る利

息費用については、企業によりリースの利

用状況が異なるため、財務諸表本表に表示

するか注記するかまで会計基準で定める
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

ことは適当ではないと考えられる。 

以上から、本会計基準案等を変更しない

こととした。 

230) 販売用不

動産に分類さ

れる借地権付

建物について、

借地権部分を

棚卸資産に表

示することを

明確化すべき

である。 

同意するが、本会計基準案第47項(2)の表現は検討が適切と思われる。 

不動産業界においては借地に建物を建て借地権付建物として売却するという取引が行

われており、その場合の借地に係る使用権資産は棚卸資産に該当する。しかしながら本会

計基準案第47項(2)の記述「対応する原資産の表示区分（有形固定資産、無形固定資産又

は投資その他の資産）において使用権資産として区分する方法」は棚卸資産への表示を禁

じているように見られかねない。カッコ内の記載は例示でしかないことを明確にする必要

があると考える。 

本会計基準案第 47 項（本会計基準第 49

項）(2)を次のとおり修正することとした

（追加は下線、削除は取消線で示してい

る。）。 

「対応する原資産の表示区分（有形固定

資産、無形固定資産又は、投資その他の資

産等）において使用権資産として区分する

方法」 

231)リース債

権及びリース

投資資産を流

動資産に表示

するケースを

明確化すべき

である。 

製品又は商品を販売することを主たる事業としている企業が、同時に貸手として同一の

製品又は商品を原資産としている場合には、リース自体を主たる事業としているわけでは

なくとも、リース債権及びリース投資資産を流動資産に表示するという理解でよいか確認

させていただきたい。 

売上高の相手勘定は正常営業循環基準により通常流動資産に区分されるものと考えら

れる一方、本会計基準案第50項により、リース自体を主たる事業としているわけではない

場合には売上高の相手勘定であるにもかかわらずリース債権及びリース投資資産の表示

についてワンイヤールールが適用されると解釈する余地もあり得るように読めるためで

ある。 

貸手の表示については本公開草案にお

いて企業会計基準第 13 号の定めから変更

していないため、企業会計基準第 13 号に

従った表示と同様の表示を継続すること

になる。 

質問 21（注記事項に関する質問） 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

（本公開草案の提案の方向性を支持するコメント） 

232) 本公開草

案の提案の方

向性を支持す

る。 

同意する。 本公開草案の提案の方向性を支持する

コメントである。 

233) 注記事項

について減ら

すべきではな

い。 

概ね同意するが、注記を減らすことには賛同できない。 本会計基準等の開発にあたっての基本

的な方針として、注記事項が IFRS 第 16 号

と整合的なものとなるように基本的には

IFRS 第 16 号の定めを取り入れているが、

簡素で利便性が高い会計基準とする観点

から取り入れなくとも国際的な比較可能

性を大きく損なわせない注記事項につい

てはコストと便益を考慮し取り入れない

こととした（本会計基準案 BC60 項（本会

計基準 BC67 項））。 

234) 短期リー

スの注記は求

めるべきでは

ない。 

本公開草案に同意する。ただし、次の提案事項について検討いただきたい。 

本適用指針案第 96 項(1)において、短期リースに係る費用の発生額の注記が規定され

ているが、当該注記は不要である。 

（理由） 

短期リースは、重要性がないからこそ、原則的な方法とは異なる会計処理が認められて

いると考えられるが、それにも関わらず、注記を求めることは、財務諸表作成者に過度の

負担を強いることになると考えられる。また、財務諸表利用者にとっても、有用な情報で

短期リースは必ずしも金額的に重要性

がないとはいえないと考えられるため、原

則として注記を求めることとした。ただ

し、少額リースに該当する短期リースにつ

いては短期リースに係る費用の発生額の

注記（本適用指針案第 96 項（本適用指針

第 100 項）(1)）に含めないことを認める
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

はないと考えられる。 こととした（本適用指針 BC147 項）。 

（本公開草案の提案の方向性を支持しないコメント） 

235) 膨大な注

記に対応する

ための財務諸

表作成者の負

担を考慮すべ

きである。 

同意しない。 

以下のとおり、膨大な注記に対応するための財務諸表作成者の負担を考慮していただき

たい。 

（理由） 

 財務諸表作成者にとっては、膨大な注記に対応するためのシステム対応等、負担が極め

て大きいと言える。 

 IFRS 任意適用企業以外の企業からも幅広く意見を聞いたうえで、コスト・ベネフィッ

トの観点から、借手及び貸手における各注記事項が財務諸表利用者にとってどの程度有用

であるかを再検討していただきたい。 

本会計基準等の注記事項を定めるにあ

たっては IFRS 第 16 号と整合性を図るこ

とを基本的な方針とはしているが、個々の

注記事項は開示目的を達成する範囲でコ

ストと便益を比較した上で定めており、ま

た、簡素で利便性が高い会計基準とする観

点から取り入れなくとも国際的な比較可

能性を大きく損なわせない注記事項につ

いてはコストと便益を考慮し取り入れて

いない。以上から、本公開草案の提案を変

更しないこととした。 

236) 開示目的

アプローチに

よる実務が定

着していない

ため、必須記載

項目と任意記

載項目を設定

すべきである。

本会計基準案等における注記事項に関する提案に同意しない。 

質問21に対応する我々のアンケートのQ21では、回答者の21.4％が「同意する」、47.8％

が「同意しない」、30.4％が「どちらともいえない」と回答した。 

まず、開示目的アプローチによる実務が定着していない中では、財務諸表作成者の裁量

により開示の網羅性が担保されない可能性があり、また、比較可能性も懸念されることか

ら、同アプローチに基づき全面的に作成者に開示を委ねるのは時期尚早であると考える。

したがって、本会計基準等の適用開始時は、必須記載項目と任意記載項目を設定し、必要

最低限の開示の網羅性を会計基準として担保すべきである。その後、実務の定着を踏ま

え、段階的に開示目的アプローチに移行すべきである。 

委員会が 2022 年 6 月 21 日に公表した

「企業会計基準等の開発において開示を

定める際の当委員会の方針（開示目的を定

めるアプローチ）」に則り、本公開草案も

開示目的を定めるアプローチにより注記

事項を定めている。 

開示目的アプローチによる開示は、収益

認識会計基準及び企業会計基準第 31 号で

既に取り入れており実務において定着し
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ていると考えられる。 

以上から、本公開草案の提案を変更しな

いこととした。 

237) 借手のリ

ース期間の開

示を必須開示

項目とすべき

である。 

「同意しない」、「どちらともいえない」とした多くの回答者から、借手のリース期間

の開示を必須開示項目とすべきとの意見が多く寄せられた。質問 6 のコメントで述べた

通り、借手のリース期間については各社の実態に即した判断がなされるので、財務諸表利

用者としては、どのような判断がなされたのか認識する必要があり、財務分析上、負債構

造や借手のリース期間満了後のコスト構造変化を把握する必要がある。したがって、主た

る原資産ごとの借手のリース期間の開示を必須開示項目とすべきである。 

本会計基準等はリース会計基準を国際

的に整合性のあるものとする取組みの一

環として開発しているものであるため、国

際的な会計基準に定めのない主たる原資

産ごとの借手のリース期間をリース特有

の取引に関する情報の注記事項として定

めないこととした。 

238) 使用権資

産、リース負債

について期首

期末残高とそ

の増減内訳を

開示すべきで

ある。 

次のような意見もあった。 

IFRS任意適用企業でみられるように、使用権資産、リース負債について期首期末残高と

その増減内訳（減価償却費を含む。）については、財務諸表利用者の有用性が高いため、

開示項目とすべきである。 

使用権資産やリース負債の増減内訳に

ついては IFRS 第 16 号や Topic 842 にお

いても注記が求められておらず、これらの

注記事項に追加することはリース会計基

準を国際的に整合性のあるものとする取

組みの範囲を超えると考えられるため、本

公開草案の提案を変更しないこととした。 

239) セール・

アンド・リース

バック取引に

係る売却価額

を開示すべき

次のような意見もあった。 

セール・アンド・リースバック取引から生じた売却損益に加え、売却価額も開示される

ことで、取引の全体像の理解が促進されるため、開示項目とすべきである。 

本適用指針案においては資産の譲渡が

売却に該当する場合であってもリースバ

ックに係るリース負債が貸借対照表に計

上されることを踏まえると、一律に資産の

譲渡価額の注記を求める必要はないと考
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である。 えられるため、本公開草案の提案を変更し

ないこととした。 

240) サブリー

ス取引につい

て、損益（営業

利益又は総利

益）も開示すべ

きである。 

次のような意見もあった。 

サブリース取引とその他の取引では利益率が異なる。サブリース取引について、収益に

加えて損益（営業利益又は総利益）も財務分析上の有用性が高いため、開示項目とすべき

である。 

本会計基準等はリースの貸手について

は基本的にリースに係る収益の会計処理

及び開示を定めているものであるため、利

益に係る分解情報については本会計基準

等で定める注記の範囲外となると考えら

れる。したがって、本公開草案の提案を変

更しないこととした。 

241) 短期リー

スの注記は求

めるべきでは

ない。 

同意しない。 

少額リースや短期リースを取り入れないことを提案していることは感謝するものの、本

会計基準の改正に沿った膨大な資料を収集し注記するコスト・ベネフィットが見出せると

は考えづらいため。 

注記事項の量に関するコメントへの対

応は、235)で記載している。 

（その他のコメント） 

242) 短期リー

スの注記対象

となる範囲を

明確化すべき

である。 

本適用指針案第 96 項及び BC127 項では、 

「短期かつ少額」部分について、短期リースに係る費用の発生額に含めるべきなのか、少

額であるため含める必要がないのかが不明確であり、このままの記載では、実務上企業に

よってバラバラな集計方法になってしまうように思われる。 

また、できる規定で「当該短期リースに係る費用の金額に少額リースに係る費用の金額

を合算した金額で注記」というのが、短期リースの中で金額的に少額なものも含んだ金額

を言っているのか、短期リースも少額リースもすべて含む金額を言っているのかこれも解

釈にばらつきが生まれるのではないか。 

短期リースかつ少額リースに該当する

リースに係る費用の発生額については、注

記しないことができることを明確化した

（本適用指針第 100 項(1)）。 
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243) 会計方針

に関する情報

を本適用指針

案第 93 項に定

める 3 項目に

限定するのは

適切ではない。

企業のリース活動の性質を理解できるような情報について、会計方針に関する情報とし

て注記を求めなくてよいか。少なくとも、会計方針に関する情報を本適用指針案第 93 項

に規定されている 3 項目に限定するのは適切ではないのではないか。 

（理由） 

借手に対してのみ、しかも特定の会計処理の選択に関する事項のみを会計方針に関する

情報として注記を求めるのは、収益認識会計基準とのバランスを欠いていると考えられる

ためである。 

会計方針（企業会計基準第 24 号第 4 項

(1)）のうち、開示目的（企業会計基準第

24 号第 44-2 項）に照らして重要な会計方

針（企業会計基準第 24 号第 4-4 項）を開

示することになる。 

一方、本適用指針案第 93 項（本適用指

針第 97 項）で定めた 3 項目は、重要な会

計方針に該当するか否かにかかわらず企

業による選択を注記することが財務諸表

利用者に有用と考えられるため「リースに

関する注記」において注記することを求め

たものである（本適用指針案 BC120 項（本

適用指針 BC140 項））。 

244) 個別財務

諸表における

会計方針に関

する情報の記

載はリースに

限らず連結財

務諸表におけ

る記載を参照

することが認

個別財務諸表において会計方針に関する情報を記載するにあたっては、これを機にリー

スに限らず連結財務諸表における記載を参照することが認められるという理解でよいか。

（理由） 

これまで、個別財務諸表において会計方針に関する情報を記載するにあたり、連結財務

諸表における記載を参照する実務は一般的ではなかったように見受けられることから、仮

にリースに関してのみこのような取扱いが認められるとすると他の項目とのバランスを

欠くことになると考えられる。 

本会計基準では、リースに関する注記と

して記載する「会計方針に関する情報」に

ついて連結財務諸表と個別財務諸表でそ

の内容が重複する場合に連結財務諸表に

おける記載を参照することを認めている

ものであり、重要な会計方針の注記につい

てまで連結財務諸表における記載を参照

することは想定していない。 

なお、収益認識会計基準における「収益
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められるか確

認したい。 

を理解するための基礎となる情報」におい

ても同様の取扱いをしており、本会計基準

に特有の定めでもない。 

245) 無形固定

資産のリース

に本会計基準

案を適用して

いるか否かに

ついて会計方

針に関する情

報として注記

を求めるべき

である。 

無形固定資産のリースに本会計基準案を適用しているか否かについても、会計方針に関

する情報として注記を求めなくてよいか。 

（理由） 

無形固定資産のリースについて、本会計基準案を適用するかしないかの選択が認められ

ているためである。 

会計方針に関する情報の注記の定めに

関するコメントへの対応は、243)で記載し

ている。 

246) 「リース

特有の取引に

関する情報」と

「当期及び翌

期以降のリー

スの金額を理

解するための

情報」を区分し

て定める必要

「リース特有の取引に関する情報」と「当期及び翌期以降のリースの金額を理解するた

めの情報」を区分して規定する必要はないのではないか。 

（理由） 

「リース特有の取引に関する情報」と「当期及び翌期以降のリースの金額を理解するた

めの情報」が何を意味しているのか、どのような観点から区分されているのかが必ずしも

明らかでないことに加え、個別財務諸表や四半期財務諸表における取扱いが異ならないの

であれば、両者を無理に区分する必要がないと考えられるためである。 

「リース特有の取引に関する情報」はリ

ースが企業の財政状態又は経営成績に与

える影響の理解に資する情報として、ま

た、「当期及び翌期以降のリースの金額を

理解するための情報」はリースに関する将

来の影響の予測に資する情報として開示

を求めているため、それぞれの開示目的が

異なっている。 
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はない。 

247) 土地と建

物の両方を含

んだリースに

ついては、「土

地及び建物」な

どと一体とし

て注記するこ

とを許容する

べきである。 

本適用指針案第 95 項(1)・第 98 項(3)において、対応する原資産を自ら所有していたと

仮定した場合の表示科目ごとの金額の注記が求められているが、土地と建物の両方を含ん

だリースについては、「土地及び建物」などと一体として注記することを許容するべきで

ある。 

（理由） 

土地と建物の両方を含んだリースについて、土地と建物を区分することには困難を伴う

可能性がある一方、IFRS 任意適用企業において土地と建物を区分していない事例が見受

けられることから、土地と建物を区分せずとも国際的な比較可能性が損なわれるわけでは

ないと考えられるためである。 

本適用指針 BC142 項及び BC154 項にお

いて、土地と建物を区分せず注記すること

が考えられることを明確化した。 

248) 米国会計

基準に準拠し

て作成された

在外子会社の

財務諸表で計

上されたオペ

レーティング・

リースの使用

権資産に係る

償却費が「使用

権資産に係る

減価償却の金

実務対応報告第 18 号の当面の取扱いに従って、米国会計基準に準拠して作成された在

外子会社の財務諸表を連結決算手続上利用している場合における当該在外子会社のオペ

レーティング・リース使用権資産に係る償却費は、本適用指針案第 98 項(3)における「使

用権資産に係る減価償却の金額」には含まれないという理解でよいか。 

米国会計基準におけるオペレーティング・リース使用権資産に係る償却費は、本公開草

案における使用権資産に係る減価償却費とは性質が異なることから、合算して開示した場

合の情報の有用性に疑義があるためである。 

IFRS 第 16 号及び Topic 842 を対象に修

正項目の検討が行われた 2019 年改正の実

務対応報告第 18 号のコメント「4) 開示に

関する取扱いについて。」に対する対応で

「これまで、修正項目としなかった IFRS

及び米国会計基準について、在外子会社等

の財務諸表が連結財務諸表に取り込まれ

た場合の表示及び注記の取扱いは、内容が

様々であるため、特段の定めを設けておら

ず、各社の実情に応じて適切な開示がなさ

れてきたものと考えられる。（略）特段の

対応は行わないこととした。」と記載して
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額」には含まれ

ないことを明

確化すべきで

ある。 

いるとおり、各社の実情に応じて適切と考

えられる記載内容を開示することが考え

られる。 

249) 本適用指

針案第 100 項

における「貸借

対照表におい

て次の(1)及び

(2)に定める事

項を区分して

表示していな

い場合」という

要件は削除す

べきである。 

本適用指針案第 100 項柱書における「貸借対照表において次の(1)及び(2)に定める事

項を区分して表示していない場合、」を削除したほうがよいのではないか。 

（理由） 

貸借対照表において本適用指針案第 100 項(1)及び(2)に定める事項を区分して表示す

ることなど想定されないためである。 

本適用指針案第 100 項（本適用指針第

104 項）(1)及び(2)に定める事項を区分表

示するかどうかは企業の判断に委ねてお

り、区分して表示しない場合に注記を求め

るように定めたものである。 

質問 22（連結財務諸表を作成している場合の個別財務諸表における表示及び注記事項に関する質問） 

（本公開草案の提案の方向性を支持するコメント） 

250) 本公開草

案の提案の方

向性を支持す

る。 

同意する。 本公開草案の提案の方向性を支持する

コメントである。 

251) 連結財務  個別財務諸表における表示については特に定めがないため、連結財務諸表作成の有無 2013年 6月 20日に企業会計審議会から
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諸表を作成し

ていない企業

の負担を考慮

すべきである。

にかかわらず、連結財務諸表と同じ表示が要求されるものと理解する。 

 連結財務諸表を作成している場合、借手の「会計方針に関する情報」の記載について

は、連結財務諸表の記載を参照することができ、その他の借手及び貸手の注記について

は、個別財務諸表において求められていないため、個別財務諸表の注記に関する負担感

はないと考えられる。 

 ただし、連結財務諸表を作成していない企業にとっては、個別財務諸表に対して連結

財務諸表と同様の注記が要求されるため、質問 21 に対するコメントのとおり、膨大な注

記に対応するための財務諸表作成者の負担を考慮していただきたい。 

公表された「国際会計基準（IFRS）への対

応のあり方に関する当面の方針」（以下「当

面の方針」という。）では、単体開示の簡

素化について「単体開示のみの会社につい

ては、連結財務諸表の作成負担がなく、単

体の簡素化に伴い代替する連結財務諸表

の情報もないため、仮にこういった会社に

対してまで簡素化を行うとした場合には、

連結財務諸表を作成している会社との間

で情報量の格差が生じてしまうおそれが

ある。したがって、単体開示のみの会社に

ついては基本的に見直しを行うべきでは

ない。」としている。また、連結財務諸表

と個別財務諸表との間で濃淡を付けるべ

きとの考え方については、あくまで連結財

務諸表作成会社の個別財務諸表の場合に

のみ考慮すべきであり、財務情報の比較可

能性の観点からも単体開示のみを行う企

業に対して開示を免除することは適切で

ないと考えられる。したがって、本公開草

案の提案を変更しないこととした。 

252) 貸手のリ 本会計基準案等で提案している連結財務諸表を作成している場合の個別財務諸表にお 本公開草案は、個別財務諸表の簡素化の
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ースについて

は、個別財務諸

表の注記が必

要である。 

ける表示及び注記事項に条件付きで同意する。 

我々のアンケートのQ22では、回答者の52.4％が「同意する」、33.3％が「同意しない」、

14.3％が「どちらともいえない」と回答し、「同意する」が過半数であったものの、「同

意しない」も3分の1を占めた。  

ほとんどの企業においては、個別財務諸表の注記を大幅に省略できる本提案で問題ない

と考える。 

ただし、貸手のリース取引については、個別財務諸表の方が連結財務諸表よりも開示の

詳細度が高く、企業が属する業界に則した開示になっている。親会社が金融関連や賃貸事

業を主力とする一部の企業においては、個別財務諸表の注記が省略されると、財務諸表利

用者にとって正確な企業分析が困難になる懸念がある。そのような企業については、個別

財務諸表の注記の省略を認めるべきではない。 

趣旨及び財務諸表作成者の負担等も考慮

して、連結財務諸表を作成している場合に

個別財務諸表で注記しないことを企業の

条件を定めずに容認している。したがっ

て、親会社の事業等により個別財務諸表に

おける開示の省略を制限すべきものでも

ないと考えられる。 

（本公開草案の提案の方向性を支持しないコメント） 

253) 個別財務

諸表の注記を

免除すべきで

はない。 

同意しない。 

（理由） 

個別財務諸表の注記を省略することは、投資家にとって有用な情報が減少することを意

味する。近年、ペーパーレス化が進んでいるので、このような寛恕規定は順次廃止するべ

きである。 

個別財務諸表における表示及び注記事

項の取扱いは、当面の方針の内容を斟酌

し、簡素化が図られている趣旨等を踏まえ

て定めたものである。 

質問 23（適用時期に関する質問） 

（本公開草案の提案の方向性を支持するコメント） 

254) 本公開草

案の提案の方

向性を支持す

同意する。 本公開草案の提案の方向性を支持する

コメントである。 

本会計基準案等における適用時期に関する提案に同意する。 同 上 
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る。 （理由） 

我々のアンケートのQ23では、回答者の87.0％が「同意する」と回答した。 

IFRS第16号が適用されてからかなりの期間が経過しており、財務諸表利用者としては可

及的速やかな適用を望んでいる。 

一方で、本会計基準案等は、財務諸表作成者に対してシステム投資など一定の負担を強

いるものであり、かつ財務上大きな影響を受ける企業もある。そうしたことから、原則的

な適用時期として2年程度の猶予期間は、作成者の準備期間と利用者のニーズを踏まえた

妥当な期間であると考える。また、早期適用も認められているために、早期の国際的比較

可能性の達成を重視する企業と利用者のニーズにも配慮されていると考える。早期適用企

業の経験は、原則に従って新基準を適用する企業の参考となろう。 

（本公開草案の提案の方向性を支持しないコメント） 

255) 最低でも

3年程度の準備

期間を設ける

べきである。 

本会計基準でリースに該当する事になるすべての取引について、関係会社も含めて網羅

的に確認し、業務プロセス構築・システム対応を行うためには十分な準備期間が必要であ

る。相当な準備期間が必要で、最低でも3年程度とすべきである。 

本公開草案では、通常の1年程度よりも長い2年の準備期間を提案するなど実務への配慮

が意識されている点は理解するが、システム対応の負担が想定より大きくなることを考慮

していただきたい。具体的には、従来はデータベースで管理する必然性に乏しかったオペ

レーティング・リースについて契約ごとに管理が必要となる。例えば、基準改正後は不動

産賃貸借契約の新規契約、賃料変更及び解約等も直接的にバランスシートに影響すること

になり、契約更新情報をより迅速把握可能とする仕組みが求められ、社内のデータ整備が

必要となる。また、システムエンジニア等のIT関連人材の不足が社会的な問題となってお

り、現在事業会社ではシステム開発人材の確保などに追われている。結果として、リース

企業の適用上の準備期間、我が国におけ

る実務が国際的な実務と整合的なものと

なるまでの期間（我が国の資本市場及び我

が国の企業の財務報告の信頼性に関する

リスク）及び本公開草案が 2023 年 5 月に

公表され、既に 1 年を経過していることか

ら一定の周知期間があったことを踏まえ、

原則的な適用時期については、約 2年半の

準備期間が確保できると考えられる 2027

年 4 月 1 日以後開始する連結会計年度及

び事業年度の期首から適用することとし
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を利用する事業会社のほぼ全社に影響があると考えられる本改正により広範な企業で一

斉にシステム改修ニーズが高まることで、システムエンジニア不足などに起因する改修の

遅れ、対応コストの増加等の問題が生じることが懸念されている。従来に比べ、システム

開発の負担感、高コスト化が進んでいることを踏まえた準備期間の設定とすべきである。

た（本会計基準第 58 項）。 

また、審議の過程で本会計基準の実務へ

の適用を行う過程で本会計基準の開発時

に想定してなかった事態が生じ得るので

はないかとの意見が聞かれたため、本会計

基準の実務への適用を検討する過程で、本

会計基準における定めが明確であるもの

の、これに従った処理を行うことが実務上

著しく困難な状況が市場関係者により識

別され、その旨委員会に提起された場合に

は、公開の審議により、別途の対応を図る

ことの要否を委員会において判断するこ

ととした（本会計基準 BC12 項）。 

同意しない。 

基準公表から強制適用までの期間は最短でも 3 年の準備期間が必要である。 

（理由） 

 本会計基準案の会計処理に対応するためには、借手・貸手ともに、大幅なシステム変更

が必要となり、仮に、本会計基準案が個別財務諸表にも適用された場合には、法人税が改

正した場合やこれに伴って消費税の処理が変更された場合の対応も必要となる可能性も

あるため、収益認識会計基準と同様に、最短でも 3 年の準備期間が必要である。 

 また、強制適用までの期間の対応の可否は会社の規模等によっても異なると考えられ

る。例えば IFRS 任意適用企業以外の上場企業、あるいは非上場企業にとっては、3 年で

同 上 
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も対応が困難な状況も想定されることから、強制適用までの期間は慎重に判断すべきであ

る。 

 IFRS 第 16 号の強制適用時期（2019 年 1 月）との乖離が懸念されているが（本会計基準

案 BC62 項）、そもそも我が国リース会計基準の改正に向けた本格的な検討が始まったの

は 2019 年 4 月であるため、IFRS 第 16 号の強制適用時期との差が生じるのは当然であり、

また、我が国の改正リース会計基準に関する検討開始から公開草案公表までの期間は約 4

年であり、IASB と FASB による共同リースプロジェクトの期間（2007 年の検討開始から

2016 年 1 月の IFRS 第 16 号公表までの期間）と比べても短い。したがって、本会計基準

の強制適用までの期間を 2 年程度とすることについて、IFRS 第 16 号の強制適用時期との

開きを理由とすべきではないと考える。 

原則的な適用時期までの期間を、早期適用を認めたうえで、会計基準の公表から3年程

度としていただきたい。 

（理由） 

本改正は、非上場を含む様々な企業で幅広く利用されているオペレーティング・リース

の会計処理をオフバランスからオンバランスへと変更することをはじめ、特に借手の会計

処理を抜本的に見直すものであり、各社の業務フローやシステムの大幅な変更を伴い得る

ものであると認識している。 

業務フローに関しては、リースの識別を始めとし、リースに該当すると判断された場合

の使用権資産・リース負債の計上、減損兆候判定といった従来と異なる実務が求められる

こととなる。公開草案においても、こうした点を考慮し、原則的な適用時期までの期間は、

通常の1年程度よりも長い、2年の準備期間が提案されていることは理解している。しか

し、本改正の影響を受ける企業が非常に広範にわたる一方、リース会計専門委員会も含め

同 上 
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たASBJにおける議論や本改正で求められる対応は一般に十分に理解されていない懸念が

ある。例えば、改正基準の適用のために借手側において必要な情報を貸手側がすべて提供

可能か、現時点では不透明である。借手側で改正基準の適用に必要なすべてのデータを取

得可能とする体制整備の負担は重いと考えられ、広く一般に整備がなされるには、相応の

時間を要すると考えられる。 

加えて、より広い観点では、本改正は、ROAやROE等の経営指標にも影響を与えるもので

あり、営業用資産等への投資判断という企業戦略に関わる意思決定が必要な事項となり得

るため、適切な意思決定を行うための調査・検討期間も考慮に入れるべきである。例えば、

本改正により、事務所等の不動産賃貸借契約などもリースの定義を満たし、オンバランス

化の対象となり得ることから（本会計基準案BC26項）、事務所等の賃借物件を多数抱えた

子会社が傘下にある企業は、親会社による方針検討・策定と子会社への方針の示達、子会

社側での体制整備に相当程度のリソース・時間が必要となると考えられる。 

システム対応に関しては、従来は財務データベースで管理する必要がなかったオペレー

ティング・リースについて契約ごとに管理する対応が必要となる。例えば、基準改正後は

不動産賃貸借契約の新規契約、賃料変更及び解約等も直接的にバランスシートに影響する

ことになり、契約更新情報をより迅速に把握可能とする仕組みが求められ、社内のデータ

整備が必要となる。システムエンジニア等のIT関連人材の不足が社会的な問題となるな

か、リースを利用する事業会社のほぼ全社に影響があると考えられる本改正により広範な

企業で一斉にシステム改修ニーズが高まることで、改修の遅れ、対応コストの増加等の問

題が生じることが懸念される。特に、銀行では、自行の業務に合わせてシステムをカスタ

マイズする必要等から、自前でシステム開発を行うことも多く、販売されているパッケー

ジソフトを購入する企業に比べ、よりシステム改修に時間を要する懸念がある。実際、
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IFRS第16号や米国会計基準Topic 842の改正時は3年程度の適用準備期間が設けられたが、

この時にシステム改修・社内のデータ整備を含めて対応を行った銀行からは、3年でも時

間的な余裕はなかったとの声が聞かれている。 

以上の理由により、早期適用を認めたうえで、3年程度の適用準備期間を措置すべきで

ある。 

同意しない。 

 本公開草案の適用にあたっては、システム対応、リース契約の管理・計上プロセスの見

直し、リース契約内容の確認、社内及び関係会社への基準啓蒙等の相当程度の実務負荷が

想定される。 

 そのため、IFRS第16号及び収益認識会計基準は3年間の準備期間が設けられていたこと

と同様に、最終基準公表から強制適用までの期間を2年ではなく3年とすることを要望す

る。 

同 上 

本会計基準案等における適用時期に関する提案に同意しない。以下の理由から、基準公

表から強制適用までの猶予期間は最低 3 年以上とすべきである。 

（理由） 

2018年3月30日公表の収益認識会計基準は、2021年4月1日から適用開始とされ、3年間の

猶予期間が設けられた。今回の本会計基準案は、借手・貸手の基本的な会計処理の変更で

あり、より複雑化する会計処理への改修は多大なコスト及び作業が発生する。2年程度の

猶予期間では借手・貸手ともにシステム対応が困難である。 

2023年10月1日に開始される「インボイス制度」への対応に向け、各リース会社はその

システム開発に追われている。開発要員も限られる中で、本会計基準案への対応は実質的

に1年近く短縮されることが想定される。 

同 上 
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同意しない。 

（理由） 

以下の理由から、公表から2年では企業側の準備が間に合わない。適用時期は少なくと

も公表から3年程度以上経過した日からとすべきである。 

サブリース事業の場合、通常のリースの借手のケースとは異なり、広範囲かつ非常に重

要な影響がある。このため、借手のリース期間の決定など会計基準の適用にあたって解釈

が難しく、企業と監査法人間の協議に多大な時間を要する。 

サブリース事業の特殊性から対応項目が多く、大規模なシステム開発と業務フローの変

更が必要であるが、システムベンダーやシステムエンジニアの不足による開発遅延が予想

されており、準備が間に合わない。 

同 上 

適用開始時期を、基準公表から3年程度経過した年の4月1日以降に開始する事業年度か

ら適用するよう適用時期の後ろ倒しを申し入れる。 

（理由） 

本会計基準の適用時期は、本会計基準案第56項において、「公表から2年程度経過した

年の4月1日以後開始する連結会計年度及び事業年度の期首から」との記載がある。 

以下の理由から少なくとも１年適用開始時期をずらし、「公表から3年程度経過した年

の4月1日以後開始する連結会計年度及び事業年度から」とすることを要望する。 

・ 現行の賃貸借処理が認められなくなることから、大幅な業務フローの見直しが必要

であり、相当の準備期間を要すると見込まれる。 

・ 本会計基準及び本適用指針を実務に適用するにあたっては、システム対応が不可欠

である。 

・ システム対応にあたっては、税務上のリースの取扱いにも考慮する必要があり、税

同 上 
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制改正の動向を十分に見極めたうえでシステム構築を行わなければならず、基準公表

から相当の準備期間を要すると見込まれること。 

同意しない。 

（理由） 

［総論］ 

本公開草案の内容は、IFRSの内容・考え方を多く取り込んでおり、リースの識別、リー

ス期間の算定等これまでの日本基準とは異なる実務を求めるものである。また、本公開草

案の内容は、抽象的な表現が多く実務対応に時間を要するものである。本公開草案の適用

にあたっては、平成30年3月に公表された収益認識会計基準等の前例にとらわれることな

く財務諸表作成者の意見について丁寧に議論をしていただきたい。 

［各論］ 

大手不動産デベロッパーは、保有ビルの賃貸事業のほか、住宅の賃貸事業、商業施設の

賃貸事業、駐車場事業、物流事業等様々な賃貸事業を行っており、貸手としての賃貸借契

約のほか、これらの事業を遂行するために借手として締結している賃貸借契約も相当数

（連結対象会社を含めると万単位）あると認識している。 

借手となる賃貸借契約書の確認、種別（固定賃料、変動賃料、賃料保証等）、期間算定

等を行った上で監査法人と対応について協議を行い、協議結果をもとにシステム構築・改

修する必要がある※。加えて、本システムへ試行・検証を実施し、社内周知・運用の徹底

を図らなければならない。 

このため、会計基準の公表から適用時期までの期間について、2年ではシステム対応等

の準備期間として到底足りず、3年以上の期間に見直しをしていただきたい。 

※現状でもシステムエンジニア等技術職の人手不足・人材不足の状況が続いている。今

同 上 
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回のリース基準改正に伴い、さらにシステムエンジニア等の需要が逼迫する可能性が高

く、システム対応に相当の時間がかかることが見込まれる。 

同意しない。 

（理由） 

本会計基準案第56項に次の記載がある。 

「本会計基準は、20XX年4月1日［公表から2年程度経過した日を想定している。］以後

開始する連結会計年度及び事業年度の期首から適用する」 

弊社アンケートの回答内容では基準公表から適用までの準備期間は3年以上が望ましい

と回答があった企業は全体の51％となる。 

そのため、本会計基準の円滑な適用にむけ、基準公表から適用までの準備期間は 3年以

上設けることが望まれる。 

同 上 

同意しない。 

（理由） 

公表から2年では企業側の準備が間に合わない。適用時期は少なくとも公表から3年程

度以上経過した日からとすべきである。 

・  借手のリース期間の決定など会計基準の適用にあたって解釈が難しく、企業と監

査法人間の協議に多大な時間を要する。 

・  大規模なシステム開発と業務フローの変更が必要であるが、システムベンダーの

不足が予想されており、準備が間に合わない。 

同 上 

同意しない。 

（理由） 

IFRS 第 16 号では適用まで 3 年程度の猶予期間を設けていたことから、少なくとも同様

同 上 
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とすべき（我が国の収益認識会計基準も当初基準・改正基準合わせ 3 年程度と理解してい

る。）。あるいは米国と同様に会社規模等に応じて猶予期間に差をつけることも考えられ

る。 

・  財務諸表利用者としては、国際的比較可能性が重要なグローバル企業は既に大半

が IFRS 任意適用していることから、国際比較可能性のそれほど重要でない企業に

拙速な対応を強いる必要はないと考える。 

・  しかも IFRS 第 16 号で認められている、既存契約についてリースが含まれてい

るかどうかの判断を不要とする経過措置、が日本基準には置かれていないため、

IFRS 適用より実務対応が大幅に増加することも懸念されるからである。 

・  もし、どうしても適用を急がせるのであれば、IFRS と同様に既存契約について

リースが含まれているかどうかの判断を不要とする経過措置を設けることが不可

欠と考える。 

256) 2 年が十

分な準備期間

かどうかにつ

いて、対象法人

の準備状況等

を踏まえて改

めて検討すべ

きである。 

本会計基準等における適用時期に関して、実務上の負担に配慮されようとする姿勢につ

いては同意するが、会計基準の公表から原則的な適用時期までの期間を「2年程度」とす

る提案については、以下のとおり意見を申し上げる。 

本会計基準案BC62項では、会計基準の公表から原則的な適用時期までの期間を2年程度

とした背景として、「これまでに当委員会が公表してきた会計基準については、会計基準

の公表から原則的な適用時期までの期間が1年程度のものが多い。」が、「（前略）1年程

度では短い可能性がある。」等とされ、一定の配慮が見受けられる。 

一方、「会計基準の公表から原則的な適用時期までの期間を2年程度」とする理由につ

いては特段の言及はされていない。この点に関し、質問5へのコメントでも記載したとお

り、リースの定義及びリースの識別に関しては、同一のケースにおいて法人ごとに取扱い

同 上 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

が異なるべきではなく、また監査人によって判断が異なることは避けるべきであり、合意

形成の期間のために相当の期間を設けるべきである。 

したがって、「2 年」が十分な準備期間かどうかについて、以下の点や対象法人の準備

状況等を踏まえて改めて検討いただきたい（本会計基準等の公表とは切り分けて、適用時

期だけ別途公表することも一案と思料する。）。 

① 他の会計基準の準備期間と単純に比較することは適切ではない。 

② これまでと異なる実務を求められることになるほか、質問5へのコメントのとお

り、リースの定義及びリースの識別に係る記述が抽象的である場合、使用権資産

等の該当可否の判定がスムーズにできない可能性がある。また、会計基準が公表

されてからでないとシステム開発が始められないと思料され、「2年」の準備期

間では足りない可能性がある。 

③ 委員以外の対象法人へのリサーチ等も必要と思料する。 

これらを踏まえて準備期間は慎重に設定すべきである。 

257) 最低でも

5年程度の準備

期間を設ける

べきである。 

同意しない。 

（理由） 

会計処理の検討はもちろんのこと、当社を例に挙げると自社開発のシステムを使ってき

たため、自社に合うシステムへの入替え、業務フローの再検討、子会社を含めた社内整理

等、影響範囲が多岐に渡るためである。また、2024 年問題もあり、基準を改正するのであ

れば 2 年では不足するため 5 年程度の準備期間が欲しい。 

聞くところによるとシステムベンダーによっては、入替需要もありすぐに入替着手でき

る状況ではないことも伺っている。 

同 上 

質問 24（経過措置に関する質問） 
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（本公開草案の提案の方向性を支持するコメント） 

258) 本公開草

案の提案の方

向性を支持す

る。 

同意する。 本公開草案の提案の方向性を支持する

コメントである。 

259) 旧借地権

又は普通借地

権の設定に係

る権利金等に

ついては、非償

却の例外を認

めるべきでは

ない。 

本会計基準案等における経過措置に関する提案に同意する。 

我々のアンケートのQ24では、回答者の81.8％が「同意する」と回答した。 

本会計基準案等は、財務諸表作成者に対してシステム投資等一定の負担を強いるもので

あり、円滑な適用を促進するために、経過措置を導入することは妥当であると考える。ま

た、本会計基準案等における経過措置に関する提案内容は、財務諸表利用者にとっての目

的適合性、理解可能性、比較可能性の観点からも許容できる範囲であると考える。 

また、質問 11 でコメントしたとおり、旧借地権又は普通借地権の設定に係る権利金等

については、非償却の例外を認めると、長期間にわたり複数の会計処理が残ることになる

ため、原則的処理に統一すべきである。 

本公開草案の提案の方向性を支持する

コメントである。 

なお、旧借地権又は普通借地権の設定に

係る権利金等に対するコメントへの対応

については、132)で記載している。 

260) 適用初年

度の期首に利

子込法で処理

するファイナ

ンス・リースに

ついて本会計

基準の適用後

も利子込法の

同意する。但し、以下の内容について検討いただきたい。 

利息相当額に関する会計処理について本適用指針案第37項(1)及び第38項に次の記載が

ある。 

「(1)第35項の定めによらず、借手のリース料から利息相当額の合理的な見積額を控除

しない方法。この場合、使用権資産及びリース負債は、借手のリース料をもって計上し、

支払利息は計上せず、減価償却費のみ計上する」 

「使用権資産総額に重要性が乏しいと認められる場合とは、未経過の借手のリース料の

期末残高が当該期末残高、有形固定資産及び無形固定資産の期末残高の合計額に占める割

企業会計基準第 13 号においてファイナ

ンス・リース取引に分類していたリースに

ついて、本適用指針案第 38 項（本適用指

針第 41 項）の定めにかかわらず本適用指

針案第 116 項（本適用指針第 120 項）及び

本適用指針案第37項（本適用指針第40項）

が適用されることを明確化することとし

た（本適用指針第 120 項及び第 121 項）。 
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継続適用が認

められるのか

明確化すべき

である。 

合が10パーセント未満である場合とする」 

弊社アンケートの回答内容では、現在の企業会計基準第 13 号でも割引計算を行わない

（利息相当額を控除しない方法）会計処理を選択している企業が 54％ある。 

一方で本会計基準適用に伴いリースの範囲が広がり、未経過の借手のリース料の期末残

高に不動産のリースが含まれる点や借手のリース期間の見直しによる増加分などが含ま

れることから、期末残高の合計額に占める割合が10％を超え、本適用指針案第35項及び第

36項に記載のある原則法に則った会計処理への変更をする企業が増加することが想定さ

れる。 

一方で本適用指針案第116項に次の記載がある。 

「ファイナンス・リース取引に分類していたリースについて、適用初年度の前連結会計

年度及び前事業年度の期末日におけるリース資産及びリース債務の帳簿価額のそれぞれ

を適用初年度の期首における使用権資産及びリース負債の帳簿価額とすることができる」

この場合、本会計基準の適用により原則法へ会計処理の変更を決定している場合であっ

ても、適用初年度の会計処理において従来どおり利息相当額を控除していない帳簿価格を

引き継ぎ、契約満了まで会計処理を継続できる理解でよいか、又は適用初年度は帳簿価格

を引き継ぐが、期末時点で期末残高の合計額に占める割合が 10％を超える場合は、原則

法へ会計処理の変更をする必要があるのか、実務上の混乱をきたさないために、明確にし

ていただくことが望まれる。 

261) 適用初年

度の比較情報

の開示につい

ては新たな表

同意するが、以下をご確認いただきたい。 

本適用指針案第 114 項について 

収益認識会計基準では、適用初年度の比較情報の開示については新たな表示方法に従い

組替えを行わないことができる旨の経過措置があったが、本適用指針案では開示に関する

本適用指針に次の定めを追加すること

とした（追加は下線、削除は取消線で示し

ている。）。 

「136. 本適用指針第 118 項ただし書
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示方法に従い

組替えを行わ

ない経過措置

を設ける必要

はないのか。 

経過措置を設ける必要はないのか。 きの方法を選択する借手は、会計基準の適

用初年度においては、適用初年度の比較情

報について、新たな表示方法に従い組替え

を行わない。」 

「137. 本適用指針第 118 項ただし書

きの方法を選択する借手及び貸手は、会計

基準の適用初年度においては、会計基準第

55 項に記載した内容を適用初年度の比較

情報に記載せず、企業会計基準第 13 号及

び企業会計基準適用指針第 16 号に定める

事項を注記する。」 

262) 実務対応

報告第 18 号の

当面の取扱い

を適用してい

る場合の比較

情報の表示の

組替えが必要

であるか確認

したい。 

同意するが、次の点について確認させていただきたい。 

実務対応報告第18号の当面の取扱いに基づき、IFRSや米国会計基準に準拠して作成され

ている在外子会社の財務諸表を連結決算手続上利用している場合、本適用指針案第114項

ただし書きの経過措置を適用したとしても、表示については経過措置の対象とならず、組

替えが必要になると理解している。 

すなわち、IFRSや米国会計基準を適用している在外子会社の個別財務諸表に計上されて

いる使用権資産について、例えば、連結貸借対照表においてこれまで「リース資産」に含

めて表示していた場合など、本会計基準案の適用初年度の連結貸借対照表における比較情

報について、本会計基準案第47項(1)又は(2)の方法で組み替える必要があると理解してい

るが、当該理解でよいか確認させていただきたい。 

（理由） 

同 上 
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実務対応報告第18号の当面の取扱いに基づき、IFRSや米国会計基準に準拠して作成され

ている在外子会社の財務諸表を連結決算手続上利用している場合であっても、開示につい

ては日本基準に基づいて開示する必要があると理解している。 

この点、これまでIFRS第16号や米国会計基準のTopic 842を適用していた在外子会社の

個別財務諸表において計上されている使用権資産について、連結貸借対照表での表示科目

を日本基準に合わせる際に、実務上いくつかの表示方法がなされていたものと思料する。

ここで、本適用指針案第114項ただし書きの経過措置を適用し、適用初年度の期首から新

たな会計方針を適用することとした場合であっても、会計方針は、財務諸表の作成にあた

って採用した会計処理の原則及び手続をいうとされており（企業会計基準第24号第4項

(1)）、表示方法については当該経過措置の対象となっていないものと理解している。 

すなわち、IFRSや米国会計基準を適用している在外子会社の個別財務諸表に計上されて

いる使用権資産について、例えば、連結貸借対照表においてこれまで「リース資産」に含

めて表示していた場合など、本会計基準案の適用初年度の連結貸借対照表における比較情

報について、本会計基準案第47項(1)又は(2)の方法で組み替える必要があると理解してい

るが、当該理解でよいか確認させていただきたい。 

263) 経過措置

の範囲が広い

ので、歪みを最

小限に留める

ため、一定の定

量的歯止めが

必要である。 

消極的に同意する。ただし、経過措置の範囲が広いので、歪みを最小限に留めるため、

一定の定量的歯止めが必要であると考えられる。 

本公開草案の提案の方向性を支持する

コメントである。なお、本会計基準等の適

用初年度における適用上のコスト等を踏

まえ、一定の経過措置を設けている。 
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（本公開草案の提案の方向性を支持しないコメント） 

264) 従来オペ

レーティング・

リース取引に

分類していた

リースについ

ては、賃貸借処

理の継続を認

めるべきであ

る。 

特にオペレーティング・リース取引に関する経過措置については、以下の理由により同

意できず、借手においては、現行の企業会計基準第 13 号における所有権移転外ファイナ

ンス・リースの賃貸借処理の継続と同様の経過措置を講じていただきたい。 

（理由） 

 本適用指針案第 114 項ただし書きの方法（経過措置）を適用する場合でも、適用初年度

開始日前から継続している既存の契約は、オペレーティング・リース取引も含めて適用初

年度から改正基準が適用されることとなる（本適用指針案第 117 項及び第 126 項）。 

 [設例 20]では、オペレーティング・リース取引に分類していたリースに経過措置を適

用する場合の借手の会計処理が示されているが、実務上は、不動産の賃貸借など延長オプ

ションを行使することが合理的に確実かどうかの判断を行い、延長オプションを行使する

とした場合には借手のリース期間の見直しを行った上で、従来の賃貸借処理から使用権資

産及びリース負債の会計処理に変更することになるため、設例で示されているよりも、煩

雑な会計処理が要求されることとなり、借手にとっては極めて負担が大きい。 

 本会計基準案に追加された借地権の設定等に係る権利金等（本適用指針案第 121 項及

び BC146 項）、及び建設協力金等の差入預託保証金（本適用指針案第 124 項及び BC148 項）

においては、「契約締結時の意図が会計処理に反映されなくなる可能性がある」との理由

により、適用開始日前の処理の継続を認めている。 

 本会計基準の改正は、契約当時における借手にとって予期し得ないことであり、かつ、

オペレーティング・リース取引に分類していたリースを従来の賃貸借処理から使用権資産

及びリース負債の会計処理に変更することは極めて負担が大きいため、現行の企業会計基

準適用指針第 16 号の経過措置において借手の所有権移転外ファイナンス・リース取引の

本会計基準等では、借手はオペレーティ

ング・リースを含むすべてのリースについ

て資産及び負債を計上することを求めて

いるため、少なくとも適用初年度の期首に

おいて残りの借手のリース期間に係る借

手のリース料について使用権資産及びリ

ース負債を計上することとした。この点、

国際的な会計基準においても同様であり、

また、仮に企業会計基準第 13 号において

オペレーティング・リースに分類されるリ

ースについて適用初年度に使用権資産及

びリース負債を計上しないことを経過措

置で認める場合、財務諸表の比較可能性が

長期間にわたり損なわれる可能性がある

ため、本会計基準等では適用初年度の期首

におけるオペレーティング・リースについ

て使用権資産及びリース負債を計上しな

い経過措置を設けていない。 

一方、適用上のコストを踏まえ、本適用

指針案第 115 項（本適用指針第 119 項）で

は、企業会計基準第 13 号等を適用してい
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賃貸借処理の継続が認められたように、同様の経過措置を講じていただきたい。 ない契約にリースが含まれているかどう

かの判断について適用初年度の期首時点

で判断する便法を定めており、また、本適

用指針案第 117 項（本適用指針第 123 項）

では適用初年度の期首時点の残りの借手

のリース料を借手の追加借入利子率で割

り引いた現在価値によりリース負債を計

上する取扱いも認めている。 

これらを踏まえ、経過措置を追加しない

こととした。 

265) 既存契約

についてリー

スが含まれて

いるかどうか

の判断を不要

とする経過措

置を設けるべ

きである。 

同意しない。 

（理由） 

IFRS 第 16 号と同様に、既存契約についてリースが含まれているかどうかの判断を不要

とする経過措置、を設けるべきであるため。 

本適用指針案 BC145 項に 

「前項に記載したリースの識別に関する経過措置に関して、IFRS 第 16 号では、実務上の

便法として、契約がリースを含むかどうかを見直さないことを選択できる経過措置が置か

れている。この点について、IFRS 第 16 号の結論の背景では、従前の基準書と IFRS 第 16

号との適用結果の差異が限定的であり、すべてのリースを見直すことを要求することによ

るコストが正当化されないために、IFRS 第 16 号の経過措置が設けられたことが説明され

ている。 

一方、前項に記載のとおり、会計基準におけるリースの識別の定めを適用することによ

2019 年に改正された実務対応報告第 18

号では、当該実務対応報告における基本的

な考え方が我が国の会計基準に共通する

考え方と乖離する否かの観点から検討を

行った結果、新たな修正項目の追加を行わ

なかったものであり、本会計基準等を適用

する上で経過措置を設けるかどうかを実

務対応報告第 18 号と同様の観点で検討す

るものではないと考えられる。 

リースの識別については、リースの定義

とあわせて借手が貸借対照表に計上する

資産及び負債の範囲を決定するものであ
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

り、これまで企業会計基準第 13 号により会計処理されていなかった契約にリースが含ま

れると判断される場合があると考えられる。 

このような我が国の会計基準と IFRS との背景の違いを考慮した結果、本適用指針にお

けるリースの識別に関する経過措置について、IFRS 第 16 号とは異なる経過措置を取り入

れることとした。」 

とあるが、そもそも現行企業会計基準第 13 号について、従前 IFRS 第 16 号と決定的に

重要な差異はないとの認識から、実務対応報告第 18 号の要修正項目にも挙がっていなか

ったため、適用結果の差異は IFRS と同様に限定的、かつ過去契約につき残高減少から金

額影響も限られると想定され、すべての契約にリースが含まれているかどうか見直すこと

を要求するコストは正当化し得ないものと考える。 

ることから、国際的な会計基準との整合性

を確保する必要があると考えられること、

仮に経過措置で認める場合、財務諸表の比

較可能性が長期間にわたり損なわれる可

能性があることから、本適用指針において

適用初年度の期首において存在するリー

スについては、少なくともリースの識別を

求めることとした。 

したがって、経過措置を追加しないこと

とした。 

266) リースを

構成する部分

とリースを構

成しない部分

に遡及的に区

分することに

ついて選択適

用を認めるべ

きである。 

借手におけるオペレーティング・リース取引に分類していたリース等の経過措置に関し

て同意しない。理由は以下のとおりである。 

（理由） 

経過措置として、「リースを構成する部分」と「リースを構成しない部分」に区分する

ことは実務上困難なケースがあるため、「区分する」又は「区分しない」を選択可能とす

るような記載にしていただきたい。 

本会計基準案第 27 項（本会計基準第 29

項）において対応する原資産を自ら所有し

ていたと仮定した場合に貸借対照表にお

いて表示するであろう科目ごと又は性質

及び企業の営業における用途が類似する

原資産のグループごとに、リースを構成す

る部分とリースを構成しない部分とを分

けずに、リースを構成する部分と関連する

リースを構成しない部分とを合わせてリ

ースを構成する部分として会計処理を行

うことを選択することができる定めを設

けているため、適用初年度において別途経
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

過措置を定める必要はないと考えられる。 

したがって、経過措置を追加しないこと

とした。 

267) 適用初年

度の期首の前

にオペレーテ

ィング・リース

取引に分類し

ていたリース

については、割

引前でのリー

ス負債等の計

上を認めるべ

きである。 

本適用指針案第117項の扱いは、実務負担の観点から、選択肢として割引前のリース債

務及び使用権資産で計上し、使用権資産については定額で償却することも認めるべきで

ある。 

本適用指針案第 37 項（本適用指針第 40

項）(1)で定めている「借手のリース料か

ら利息相当額の合理的な見積額を控除し

ない方法」は、使用権資産総額に重要性が

乏しいと認められる場合に限って認めて

いる方法である。したがって、企業会計基

準第 13 号においてオペレーティング・リ

ース取引に分類していたリース等につい

て、使用権資産総額に重要性がある場合に

当該方法を適用することは適切ではない

と考えられるため、本公開草案の提案を変

更しないこととした。 

268) 経過措置

を簡潔な定め

にすべきであ

る。 

本提案に同意しない。 

経過措置を定めることには同意するが、その適用要件が複雑かつ難解であり、通常の企

業においてはその適用判断に過大な負担及び適用誤りの頻発が予想されるためである。提

案されている経過措置の定めでは、実務上の負担に対応するために規定されているはずの

経過措置が、逆に実務上の負担や適用誤りによる誤謬を誘発することになる可能性が高

い。経過措置を定めるのであれば、より簡潔な定めを再考すべきと考える。 

本適用指針案で提案している経過措置

は、いずれも財務諸表作成者の適用上のコ

ストを踏まえて必要と認めて定めたもの

である。 

したがって、本公開草案の提案を変更し

ないこととした。 

（その他のコメント） 
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269) IFRS 任意

適用企業の経

過措置におい

ても本適用指

針案 114 項の

適用を認め、連

結会社相互間

リースについ

ては第 115 項

の適用も認め

るべきである。

IFRS任意適用企業に対して適用される経過措置（リース適用指針案第128項）について

IFRS第1号の免除規定及びIFRS第16号の経過措置の対象となるリースとそれ以外のリース

の間で取扱いに不整合を生じさせる状況となっていると見られることから、整理が必要と

考えられる。 

（理由） 

「連結会社相互間におけるリースとして、相殺消去されたリースに本適用指針案第116

項から第127項の定めを適用することができる。」とあることから、連結上相殺消去され

ていたリースについては遡及適用した場合の累積的影響額を適用初年度の期首の利益剰

余金に加減する方法も選択できると理解される。 

このことは、比較年度において新基準が適用されているリースと適用されていないリー

スが混在することになり、適切とは考えられない。 

なお、日本基準の経過措置を適用するリースが存在しない場合であっても、企業間比較

の観点から、第128項を適用する企業についても第114項ただし書きの方法が採用できるよ

うにすることも検討の余地があると思料する。 

上記に関連し、連結上相殺消去されていたリースについては第116項から第127項の定め

は第114項ただし書きの方法を選択した場合にのみ適用可能であるが、第114項は連結上相

殺消去されていたリースについて適用できるとはされていないため整理が必要と考えら

れる。 

連結財務諸表において IFRS 第 16 号等

の定めを適用した時から本会計基準の適

用初年度まで IFRS を適用していたかのよ

うに算定した使用権資産及びリース負債

の適用初年度における期首の帳簿価額を

本会計基準の適用初年度における期首の

使用権資産及びリース負債の帳簿価額と

し、適用初年度の累積的影響額を適用初年

度の期首の利益剰余金に加減することを

明確化することした（本適用指針第 134 項

及び第 135 項）。 

IFRS任意適用企業の経過措置においても本適用指針案第114項の適用を認め、連結会社

相互間リースについては第115項の適用も認めることを検討いただきたい。 

（理由） 

本適用指針案128項では、IFRS任意適用企業における連結会社相互間におけるリースに

同 上 
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ついて、本適用指針案第116項から第127項の定めを適用することができるとされており、

遡及適用に係る経過措置（本適用指針案第114項ただし書き）及びリースの識別に係る経

過措置（本適用指針案115項）は適用対象に含まれていない。しかし、本適用指針案第116

項以降の多くの経過措置が本適用指針案第114項ただし書きの適用により適用初年度の期

首残高を調整する場合を前提としていることから、本適用指針案第114項ただし書きの適

用がないとすると多くの経過措置が適用できないように見える。また、連結会社相互間に

おけるリースについてのみ使用可能な経過措置を限定する理由もないように思われるこ

とから、本適用指針案第第114項及び本適用指針案第115項の適用を認めてはどうか。 

さらに、本意見のとおりに本適用指針案第114項ただし書き及び本適用指針案115項の適

用を認める場合、連結会社相互間におけるリースは適用初年度の期首残高で調整される一

方、連結会社相互間以外のリースは比較期間の期首残高で調整されることになると思われ

る。項目によって修正が行われる会計期間が異なると財務諸表読者の混乱を招くと考えら

れること、及びIFRSを適用していない多くの企業が本適用指針案第114項ただし書きを選

択すると想定されることを踏まえた企業間比較の観点から、連結会社相互間以外のリース

についても、本適用指針案第114項ただし書きの適用を認めることが適当と考える。 

「連結会社相互間におけるリースとして、相殺消去されたリースに本適用指針案第116

項から第127項の定めを適用することができる」とあることから、連結上相殺消去されて

いたリースについては遡及適用した場合の累積的影響額を適用初年度の期首の利益剰余

金に加減する方法も選択できると理解される。 

このことは、比較年度において本会計基準等が適用されているリースと適用されていな

いリースが混在することになり、適切とは考えられない。企業間比較の観点からも、本適

用指針案第128項は本適用指針案第114項ただし書きの方法を前提とし、本適用指針案第

同 上 
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114項本則による場合は本適用指針案第128項以外の経過措置を適用しない場合に限定す

ることが必要であると思料する。 

270) セール・

アンド・リース

バック取引に

ついても経過

措置の対象と

すべきである。

IFRS 第 16 号におけるセール・アンド・リースバックの処理は本会計基準の取扱いと異

なるため、セール・アンド・リースバックを通じて IFRS 第 16 号において認識されている

リースについては本会計基準の適用に当たり修正が必要になると考えている。この認識が

正しいのであれば、そのようなリースについても経過措置の対象とすることが適切である

と考える。 

セール・アンド・リースバック取引につ

いては、本適用指針案第 120 項（本適用指

針第 126 項）に定めるセール・アンド・リ

ースバック取引に関する取扱いを適用す

ることを明確化することとした（本適用指

針第 134 項）。 

271) 適用初年

度に新たに計

上するオペレ

ーティング・リ

ースに係るリ

ース負債等の

算定において、

借手のリース

期間を解約不

応期間とする

ことを認める

べきである。 

借手のリース期間は、解約不能期間に行使することが確実である延長オプションの期間

や行使しないことが確実である解約オプションの期間を加味した期間とされている（本会

計基準案第 29 項）。 

また、本適用指針における経過措置として、企業会計基準第 13 号においてファイナン

ス・リース取引に分類していたリースについては、適用初年度の期首における使用権資産

及びリース負債の帳簿価額は適用初年度の前連結会計年度及び前事業年度の期末日にお

ける帳簿残高を引き継ぐことができることになっている（本適用指針案第 116 項）。 

この点、企業会計基準第 13 号に従った現行のファイナンス・リース取引においても、

解約不能期間をリース期間としている実務との整合性の観点から、当該経過措置に賛成す

る。 

しかし、多店舗展開を営む企業においては多種多様なリース契約を多数締結しており、

企業会計基準第 13 号及び企業会計基準適用指針第 16 号に従ったファイナンス・リース

取引の判定（解約不能やフルペイアウトの検討）結果として、オフバランスしているリー

ス契約も多数存在する。そのため、ファイナンス・リース取引として既にリース資産及び

本会計基準等では、借手のリース期間に

ついては、借手が行使することが合理的に

確実であるリースの延長オプションの対

象期間及び借手が行使しないことが合理

的に確実であるリースの解約オプション

の対象期間を含めることとしている（本会

計基準案第 14 項（本会計基準第 15 項））。

この点、適用初年度の期首時点におけるリ

ースについてのみ特別な取扱いを認める

合理的な理由はないものと考えられる。し

たがって、経過措置を追加で定めないこと

とした。 

また、本適用指針第 123 項において、企

業会計基準適用指針第 16 号に従ってファ
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リース負債を計上しているリース契約に限らず、オフバランスしているリース契約につい

ても、本会計基準の適用に伴ってリース負債及び使用権資産を計上する場合には、上記の

ような現行の会計基準におけるリース取引判定の検討過程を考慮し、解約不能期間を借手

のリース期間とすることを経過措置として認める必要があると考える。 

また、通常、土地・建物を一体として賃借している物件の場合、リース契約は一体とな

っており、契約内容が土地と建物に明確に分かれている訳ではない。本会計基準案及び本

適用指針案においては、「契約」ごとに会計処理をすることが求められているものと考え

られるため、この点からも、上記のように同じリース契約の中で建物部分と土地部分で異

なる借手のリース期間や割引率を用いてのファイナンス・リースの会計処理となる必要性

について、背景や設例等により明確にする必要があると考える。 

イナンス・リースに分類されていた建物に

係るリースについて、土地と建物がそれぞ

れ独立したリースを構成する部分に該当

しない場合にも同項の会計処理が適用で

きる定めを設けることとした。 

経過措置の取扱いを明確化すべき 

272) 適用初年

度の期首にお

いて残価保証

額が含まれて

いるリースに

ついて、設例を

示すことによ

り、会計処理を

明確化すべき

である。 

1.  本適用指針案第 116 項では、以下のとおり記載されている。 

本適用指針第 114 項ただし書きの方法を選択する借手は、企業会計基準第 13 号に

おいてファイナンス・リース取引に分類していたリースについて、適用初年度の前連

結会計年度及び前事業年度の期末日におけるリース資産及びリース債務の帳簿価額

のそれぞれを適用初年度の期首における使用権資産及びリース負債の帳簿価額とす

ることができる。このとき、適用初年度の前連結会計年度及び前事業年度の期末日に

おけるリース資産及びリース債務の帳簿価額に残価保証額が含まれる場合、当該金額

は、適用初年度の期首時点における残価保証に係る借手による支払見込額に修正す

る。これらのリースについては、適用初年度の期首から会計基準を適用して使用権資

産及びリース負債について会計処理を行う。 

2.  適用初年度の前連結会計年度及び前事業年度の期末日におけるリース資産及びリ

本適用指針案第 114 項（本適用指針第

118 項）ただし書きの方法を選択する借手

は、企業会計基準第 13 号においてファイ

ナンス・リース取引に分類していたリース

について、適用初年度の前連結会計年度及

び前事業年度の期末日におけるリース資

産及びリース債務の帳簿価額のそれぞれ

を適用初年度の期首における使用権資産

及びリース負債の帳簿価額とすることが

でき、これらのリースについては、適用初

年度の期首から本会計基準を適用して使
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ース債務に残価保証額が含まれていないケースに対して当該定めを適用する場合、

各々の帳簿価額を使用権資産及びリース負債に振り替えるだけで良いか。 

当該定めは、本会計基準の初度適用を簡便に行えるように用意された定めであると

捉えている。特に、以下の2点について取扱いを明示していただきたい。 

①  使用権資産の減価償却費の計算は、企業会計基準第13号に基づいてリース資産

に計上していた際の計算方法を継続すれば良いか。 

②  リース負債の支払利息の計算は、企業会計基準第13号に基づいてリース債務に

計上していた際の計算利子率を継続して使用すれば良いか。 

3.  適用初年度の前連結会計年度及び前事業年度の期末日におけるリース資産及びリ

ース債務に残価保証額が含まれているケースに対して当規定を適用する場合、どのよ

うに処理すべきか、具体的な設例を基に計算方法を明示していただきたい。 

 特に、以下の3点について取扱いを明示していただきたい。 

①  適用初年度の期首日において、リース債務に含まれる残価保証額の現在価値

を、残価保証に係る借手による支払見込額の現在価値に修正する際の計算方法 

②  適用初年度以降の会計期間における使用権資産の減価償却費の計算方法 

③  適用初年度以降の会計期間における支払利息の計算方法 

また、上記①及び③について、使用する割引率・計算利子率は、企業会計基準第13

号で使用していたものを継続して使用できるかについても、取扱いを明示していただ

きたい。 

用権資産及びリース負債について会計処

理を行うことになる。 

このため、残価保証額が含まれていない

ケースについては、本会計基準等の適用後

にリース負債の見直しや契約条件の変更

がない場合には、企業会計基準第 13 号に

おいて適用したリース期間及び計算利子

率に基づいて減価償却及び利息相当額の

計算を行うことになるのは明らかである

と考えられる。 

また、本適用指針案第 116 項（本適用指

針第 120 項）は、適用初年度の前連結会計

年度及び前事業年度の期末日におけるリ

ース資産及びリース債務の帳簿価額を用

いることを認める定めであり、残価保証に

係る借手による支払見込額への修正につ

いて適用されるリース期間や割引率等に

ついては、当該リース資産及びリース債務

と同じである点は、明らかであると考えら

れる。 

したがって、本適用指針に追記しないこ

ととした。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

273) 初度適用

における定期

借地権の会計

処理を明確化

すべきである。

 本会計基準の適用前に計上していた旧借地権、普通借地権の設定に係る権利金等につい

ては、本適用指針案第121項などの定めを適用することで、本会計基準の適用後も、使用

権資産の取得価額に含めた上で、減価償却しないことが認められている。 

 一方で、定期借地権の設定に係る権利金等については、上記(1)のような定めがない。

また、本適用指針案のBC42項に、以下のように記載されている。 

定期借地権が設定される土地の賃貸借契約は、賃借期間の満了時に当該賃貸借契約

が終了するため、定期借地権の設定に係る権利金等は、賃貸借契約の期間に係るコス

トと考えられる。したがって、当該権利金等は、使用権資産の取得価額に含めて借手

のリース期間を耐用年数とし、減価償却を行うこととした（第24項第1段落参照） 

 したがって、本会計基準の適用前に計上していた定期借地権の設定に係る権利金等を減

価償却していなかった場合、本適用指針案第114項に基づいて、過去の期間に遡って減価

償却する、または、その累積的影響額を適用初年度の期首の利益剰余金に加減する必要が

あると理解している。この理解で問題ないか。初度適用における借地権の会計処理は多岐

に渡るため、この点についても取扱いを明示していただきたい。 

本適用指針案第 121 項から第 123 項（本

適用指針第 126 項から第 129 項）では、定

期借地権については特段の経過措置を定

めていない。したがって、本適用指針案第

114 項（本適用指針第 118 項）に従い、原

則として新たな会計方針を過去の期間の

すべてに遡及適用するか、適用初年度の累

積的影響額を適用初年度の期首の利益剰

余金に加減し、当該期首残高から新たな会

計方針を適用することになると考えられ

る。 

したがって、本適用指針に追記しないこ

ととした。 

274) IFRS 任意

適用企業に対

して適用され

る経過措置に

ついて、IFRSを

適用した連結

財務諸表上で

認識している

同意する。 

ただし、以下の点について検討する必要があると考えられる。 

IFRS任意適用企業に対して適用される経過措置（本適用指針案第128項）についてIFRS

第1号の免除規定及びIFRS第16号の経過措置の対象となるリースとそれ以外のリースの間

で取扱いに不整合を生じさせる状況となっていると見られることから、整理が必要と考え

られる 

（理由） 

本適用指針案第128項の定めは、IFRS第1号の免除規定及びIFRS第16号の経過措置を認め

コメントへの対応は、269)で記載してい

る。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

資産及び負債

の帳簿価額を

個別財務諸表

において使用

できる旨を明

確化すべきで

ある。 

ることにより、IFRSを適用した連結財務諸表上の数字を、新基準導入時に日本基準個別財

務諸表上でそのまま使えるようにすることを目的として設けられた定めであると理解し

ている。 

ただし、第128項については「適用指針114項から127項の定めにかかわらず」とされて

いることから、適用指針の経過措置の枠外の適用となることから、企業会計基準第24号第

6項(1)の定めるところにより「新たな会計方針を過去の期間のすべてに遡及適用する。」

ことになると考えられる。 

一方で「連結会社相互間におけるリースとして、相殺消去されたリースに適用指針116

項から127項の定めを適用することができる。」とあることから、連結上相殺消去されて

いたリースについては遡及適用した場合の累積的影響額を適用初年度の期首の利益剰余

金に加減する方法も選択できると理解される。 

このことは、比較年度において本会計基準が適用されているリースと適用されていない

リースが混在することになり、適切とは考えられない。 

なお、本会計基準案の経過措置を適用するリースが存在しない場合であっても、企業間

比較の観点から、本適用指針案第128項を適用する企業についても本適用指針案第114項た

だし書きの方法が採用できるようにすることも検討の余地があると思料する。 

基本的に本公開草案の提案に同意する。ただし、以下の意見がある。 

IFRS任意適用企業の経過措置について、具体的な適用方法の明確化を検討いただきた

い。 

（理由） 

本適用指針案128項では、IFRS任意適用企業又はその連結子会社が、会計基準の適用初

年度において、IFRS適用にあたって適用していたIFRS第16号の経過措置ないしIFRS第1号

同 上 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

「国際財務報告基準の初度適用」の免除規定を適用することができるとされているが、本

適用指針案第128項の具体的な適用方法が明確ではない。 

具体的には、IFRS任意適用企業又はその連結子会社は、必ずしも本会計基準案等の適用

初年度におけるIFRS連結財務諸表数値をそのまま用いることができるとは限らず、IFRS連

結財務諸表でIFRS第16号を適用した時点と同じ時点（例えば、3月決算会社で原則適用の

場合は2020年3月期の期首）で各社の個別財務諸表にIFRS第16号の経過措置（例えば、IFRS

第16号C8項によりリース負債を割引現在価値で計上し、使用権資産を同額で計上）を適用

し、その後の期間は本会計基準案等を適用していたものとして、本会計基準案等の適用開

始にあたり期首残高を調整する必要があると想定しているが、その点が明確でない。ま

た、この場合の期首とは、本会計基準案等の適用初年度の期首ではなく、比較期間の期首

を示しているように思われるが、この点も明示はされていない。これらの点につき、適用

方法を追加で記載し、明確化することを検討いただきたい。 

本適用指針第128項の提案内容は、IFRS任意適用企業の負担を軽減するものであるが、

当該定めに基づきIFRS第16号の経過措置の定め等を適用する場合、IFRS連結財務諸表上で

認識している関連資産及び負債の帳簿価額を個別財務諸表において使用できる旨を明確

化することが好ましい。 

同 上 

明確化を要望する。 

（理由） 

本適用指針案第128項に基づきIFRS第16号の経過措置の定め等を適用する場合、原則と

して、IFRS連結財務諸表上で認識している使用権資産及びリース負債の帳簿価額を個別財

務諸表でも使用できる旨を明記するべきと考える。 

同 上 

275) オペレー オペレーティング・リース取引に分類していたリース等を、本適用指針案第117項(3)の 本適用指針案第 117 項（本適用指針第
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

ティング・リー

ス取引に分類

していたリー

ス等を適用初

年度の期首に

減損する場合

の測定時点を

明確化すべき

である。 

適用初年度で減損処理をする場合に、期首時点で減損の兆候の有無を検討し、減損の認識

が必要である場合、期首時点を基準とした測定で問題ないのかを明確化すべきと考えられ

る。 

123 項）(3)において「適用初年度の期首時

点の使用権資産に『固定資産の減損に係る

会計基準』を適用する」としているため、

適用初年度の期首時点において使用権資

産の減損の兆候の有無の検討、減損損失の

認識の判定及び減損損失の測定を行うこ

とになるのは明らかであると考えられる。 

したがって、本適用指針案第 117 項（本

適用指針第 123 項）の記載を変更しないこ

ととした。 

276) 現行の企

業会計基準第

13 号でオフバ

ランス処理さ

れていたファ

イナンス・リー

ス取引につい

て、本適用指針

案においてオ

ンバランス処

理となるもの

についての取

現行の企業会計基準第 13 号でオフバランス処理されていたファイナンス・リース取引

について、本適用指針案においてオンバランス処理となるものについての取扱いが明らか

でないことから、整理が必要と考えられる。 

（理由） 

本適用指針案第116項が、現行の企業会計基準適用指針第16号第35項において賃貸借処

理が認められていたファイナンス・リース取引であって、本適用指針案第18項又は第20項

の要件を満たさないためにオフバランスが認められないファイナンス・リースに適用され

るのか否かが明らかではない。 

従前リース資産及びリース債務を計上していなかったファイナンス・リース取引につい

て、本適用指針案第 116 項は今後もオフバランス処理の継続を認めるという趣旨であれ

ば、その旨を明確化することが望ましい。 

本適用指針案第 116 項は、現行の企業会計基準第 13 号でオンバランスされたファイナ

企業会計基準適用指針第 16 号第 35 項

において賃貸借処理が認められていたフ

ァイナンス・リース取引であって、本適用

指針案第 18 項又は第 20 項（本適用指針第

20 項又は第 22 項）の要件を満たさないた

めにオフバランスが認められないファイ

ナンス・リース取引について、使用権資産

及びリース負債を計上しないことを認め

ることとした（本適用指針第 122 項）。 

この場合には、本適用指針案第 116 項

（本適用指針第 122 項）を次のとおり修正

することとした（追加は下線、削除は取消
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

扱いが明らか

でないため明

確化すべきで

ある。 

ンス・リース取引のみを対象とするのであれば、現行企業会計基準第 13 号においてはオ

フバランスされ、今後オンバランスが求められるファイナンス・リース取引について、本

適用指針案では、経過措置が何ら設けられていないことになるが、そのような場合に完全

遡及処理を求める特段の理由もないと思われることから、本適用指針案第 117 項と同様

の措置を可能とすることが望ましいと考えられる。 

線で示している。） 

「本適用指針第 118 項ただし書きの方法

を選択する借手は、企業会計基準適用指針

第 16 号において、個々のリース資産に重

要性が乏しいと認められる場合で通常の

賃貸借処理に準じた会計処理を行ってい

たリースについては、本適用指針案第 20

項又は第 22 項にかかわらず、当該会計処

理を継続することができる。」 

277) 土地と建

物が一体のリ

ースであって

建物がファイ

ナンス・リース

に該当する場

合に、当該建物

部分について

適用初年度の

前期末の帳簿

残高を引き継

ぐ経過措置を

適用した場合

多店舗展開を営む企業においては多種多様なリース契約を多数締結しているため、以下

のような代表的な事例について、設例等で会計処理を明確にする必要があると考える。 

企業会計基準第 13 号においてファイナンス・リース取引に分類していたリースについ

ては、適用初年度の期首における使用権資産及びリース負債の帳簿価額は適用初年度の前

連結会計年度及び前事業年度の期末日における帳簿残高を引き継ぐことができることに

なっている（本適用指針案第 116 項）。 

この点、土地・建物を一体として賃借している物件については、企業会計基準第 13 項

に従って、リース料を土地に係る部分と建物に係る部分に区分し、建物に係る部分を所有

権移転ファイナンス・リース、土地に係る部分をオペレーティング・リースとしてそれぞ

れ会計処理をしているケースがある。このような状況において、本適用指針案第 116 項を

適用した場合、建物のファイナンス・リース部分については、企業会計基準第 13 号にお

ける使用権資産及びリース負債の帳簿残高を引き継ぐことになるのに対して、現状オペレ

ーティング・リースとしている土地の部分については、建物部分とは別のファイナンス・

企業会計基準第 13 号においてファイナ

ンス・リース取引に分類されていた取引に

ついて本適用指針案第 116 項を適用する

と、オペレーティング・リースとして分類

された土地について企業会計基準第 24 号

第 6 項で定めている「会計方針の変更に関

する原則的な取扱い」に従って本会計基準

案等を過去の期間のすべてに遡及適用し

たとしても土地及び建物をリース開始日

に一体として会計処理した結果と一致す

るとは限らないと考えられる。 

また、建物のリースが企業会計基準第13

号においてファイナンス・リース取引に分
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

に、土地に係る

リースについ

てどのように

会計処理すべ

きかを明確化

すべきである。

リース取引として、異なる借手のリース期間や割引率などにより、新たに使用権資産及び

リース負債を算定し、計上することになると考えられるが、当該会計処理について明確に

する必要があると考える。 

また、通常、土地・建物を一体として賃借している物件の場合、リース契約は一体とな

っており、契約内容が土地と建物に明確に分かれている訳ではない。本会計基準及び本適

用指針においては、「契約」ごとに会計処理をすることが求められているものと考えられ

るため、この点からも、上記のように同じリース契約の中で建物部分と土地部分で異なる

借手のリース期間や割引率を用いてのファイナンス・リースの会計処理となる必要性につ

いて、背景や設例等により明確にする必要があると考える。 

類されていた取引について本適用指針案

第 116 項（本適用指針第 120 項）を適用す

る場合で、土地のリースが企業会計基準第

13 号においてオペレーティング・リース

取引に分類される取引に該当するときは、

当該土地のリースについて本適用指針案

第 117 項（本適用指針第 123 項）の経過措

置を適用することになると考えられる。 

なお、本適用指針第 123 項において、オ

ペレーティング・リース取引に分類してい

たリース等に係る経過措置は、企業会計基

準適用指針第 16 号に従ってファイナン

ス・リースに分類されていた建物に係るリ

ースについて、土地と建物がそれぞれ独立

したリースを構成する部分（本適用指針第

16 項参照）に該当しない場合にも適用す

ることができることを明確化している。 

278) 土地と建

物が一体のリ

ースであって

建物がファイ

ナンス・リース

多店舗展開を営む企業においては多種多様なリース契約を多数締結しているため、以下

のような代表的な事例について、設例等で会計処理を明確にする必要があると考える。 

企業会計基準第 13 号に基づき所有権移転外ファイナンス・リース取引と判定されたも

のについて、企業会計基準第 13 号の定めにより、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理を行っている場合、会計基準適用後も、当該会計処理を継続することが

本会計基準等では、借手においてはオペ

レーティング・リースも含むすべてのリー

スについて資産及び負債を計上すること

とした。このため、本適用指針では、少な

くとも、本会計基準の適用初年度の期首に
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

に該当する場

合に通常の賃

貸借処理を継

続するとき、土

地に係るリー

スに係る使用

権資産及びリ

ース負債の計

上の要否を明

確化すべきで

ある。 

できることとされている。（本適用指針案第 110 項） 

この点、土地建物を一体として賃借している物件については、企業会計基準第 13 項に

従って、リース料を土地に係る部分と建物に係る部分に区分し、建物に係る部分を所有権

移転外ファイナンス・リースとして認識したうえで、通常の賃貸借取引に準ずる会計処理

を行っているケースも存在する。 

このような状況において、本適用指針案第 110 項を適用した場合、建物に係る部分につ

いては、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理が認められる一方で、現

状オペレーティング・リースとしている土地の部分については、賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理を行っているファイナンス・リース取引とは別のリース取引として、新た

に使用権資産及びリース負債を算定し、計上することになると考えられるが、その必要性

及び当該会計処理について明確にする必要があると考える。 

また、この経過措置を適用した所有権移転外ファイナンス・リース取引において、解約

不能期間が終了した後もリースを継続するケースが多数存在すると考えられるが、解約不

能期間終了とともに別個の独立したリースを認識して会計処理する必要があるのかにつ

いて明確にする必要があると考える。 

おいて契約にリースが含まれるかどうか

を判断すること（本適用指針案第 115 項

（本適用指針第 119 項）(2)）や企業会計

基準第 13 号においてオペレーティング・

リース取引に分類されていたリースにつ

いて適用初年度の期首時点では使用権資

産及びリース負債を計上することを求め

ている。 

一方、本適用指針案第 110 項（本適用指

針第 114 項）の取扱いについては、経過措

置の対象となるリースのオフバランスを

認めることになり借手のすべてのリース

に資産及び負債を計上するとの本会計基

準等の主たる目的が一部のリースについ

て達成されないこととなるが、企業会計基

準適用指針第 16 号を定めたときに認めら

れた経過措置が適用できなくなるコスト

増加の対応として残すこととしている。 

なお、本適用指針案第 110 項（本適用指

針第 114 項）の経過措置を適用しないこと

もできるため、建物について適用初年度の

期首時点で使用権資産及びリース負債を
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計上することで対応することは可能と考

えられる。 

また、解約不能期間の終了後にリースを

継続する場合、企業会計基準適用指針第16

号の経過措置の対象とはならないため、当

該時点において、本会計基準等を適用して

会計処理するのは明らかであると考えら

れる。 

279) 適用初年

度の期首時点

で存在する企

業会計基準第

13 号を適用し

ていないすべ

ての契約につ

いてリースを

含むかどうか

を見直さない

経過措置を認

めるべきであ

る。 

適用初年度の期首時点で存在する企業会計基準第 13 号を適用していない契約について

の経過措置について、IFRS 第 16 号と同様、契約がリースを含むかどうかを見直さないこ

とを選択できるようにするべきである。 

（理由） 

適用初年度の期首時点で存在する企業会計基準第 13 号を適用していないすべての契約

についてリースを含むかどうかを見直すこととすると、企業にとって過度な負担となり、

提案されている準備期間では足りない可能性があるためである。 

コメントへの対応は、265)で記載してい

る。 

280) 適用初年 本適用指針案 117 項に従い、適用初年度の期首時点の使用権資産に「固定資産の減損に 本適用指針案第 117 項（本適用指針第
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度の期首時点

の使用権資産

に減損会計を

適用する場合

の取扱いを確

認したい。 

係る会計基準」（2002 年（平成 14 年）8 月 企業会計審議会）を適用した結果、減損損失

の計上が必要となった場合、適用初年度の損益計算書を通すのではなく期首の利益剰余金

から減額するという理解でよいか。 

本適用指針案の記載だけでは、適用初年度の損益計算書を通すという解釈も成立しうる

ように感じられたため、念のため確認させていただきたい。 

123 項）では、本適用指針第 114 項（本適

用指針第 118 項）ただし書きの方法を選択

し、適用初年度の期首より前に新たな会計

方針を遡及適用した場合の適用初年度の

期首の利益剰余金に加減する場合の会計

処理を定めている。このため、適用初年度

の期首時点の使用権資産に減損損失が計

上される場合には、その影響額を適用初年

度の期首の利益剰余金に加減することは

明らかであると考えられる。 

したがって、本会計基準等に追記しない

こととした。 

質問 25（設例に関する質問） 

（本公開草案の提案の方向性を支持するコメント） 

281) 本公開草

案の提案の方

向性を支持す

る。 

同意する。 本公開草案の提案の方向性を支持する

コメントである。 

全面的に同意する。 

[設例 2-1]の場合は、リースとして扱うべきであると考えられる。 

本公開草案の提案の方向性を支持する

コメントである。 

本適用指針案[設例2-1]（本適用指針[設

例 2-1]）に関するコメントへの対応につ

いては、46)で記載している。 

282) リースの 基本的に本公開草案の提案に同意する。ただし、以下の意見がある。 本適用指針案[設例 1]（本適用指針[設
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識別に関する

フローチャー

トにおいて、資

産の特定に関

するフローの

記載を変更す

べきである。 

リースの識別に関するフローチャートにおいて、資産の特定に関するフローの記載の変

更を検討いただきたい。 

（理由） 

「[設例1] リースの識別に関するフローチャート」では、資産が特定されているかの判

断について「サプライヤーが使用期間全体を通じて資産を代替する実質上の能力を有する

か（第6項(1)参照）。」「サプライヤーが資産の代替により経済的利益を享受するか（第

6項(2)参照）。」の2点のみがフローチャートに表現されている。しかし、資産が特定さ

れているかの判断においては、資産を代替する実質的な権利以外にも、契約への記載の状

況（本適用指針案第6項）や物理的に別個かどうか（本適用指針案第7項）等、様々な事項

を検討すると考えられる中、資産を代替する実質的な権利のみを細分化してフローとして

示すのはバランスを欠くと考えられるため、修正を検討いただきたい。たとえば、IFRS第

16号と同様に、「特定された資産があるか」に関して細分化を行わない方法に修正するこ

とが考えられる。 

なお、IFRS 第 16 号 B31 項では、「特定された資産があるか」に関して、さらなる細分

化は行っていないと理解している。 

例 1]）について資産が特定されているか

の判断に関して細分化を行わないフロー

に変更することとした。 

283) 船舶、ト

ラック、航空機

等のIFRS第 16

号の設例を取

り入れるべき

である。 

本会計基準案等における設例に関する提案に条件付きで同意する。 

我々のアンケートのQ25では、回答者の75.0％が「同意する」と回答した。 

より多くの設例を設けることで、新基準に対する財務諸表作成者、財務諸表利用者及び

監査人の理解が深まると考える。また、普通借地契約及び普通借家契約は、我が国特有の

取引であり、設例を設けないと実務がばらつくおそれがある。財務諸表利用者にとって

も、比較可能性を担保するために、このような設例を設けることは妥当であると考える。

ただし、IFRS第16号の設例から、船舶、トラック、航空機といった象徴的業種の設例を

IFRS 第 16 号の設例 6（船舶）、設例 5（ト

ラックのレンタル）及び設例 7（航空機）

については、資産の使用方法及び使用目的

がどこまで何の決定が行われていれば事

前に決定されているのか、また、何が稼働

に関する権利になるのかについて個別の

判断が要求されると考えられるところ、設
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

削除しているが、削除すべきではない。いずれも例示の目的が適当でないという理由で記

載を見送っているが、特定の業種を特例扱いしていると捉えられる懸念がある。 

例が実質的に会計基準の定めを限定する

可能性があると考えられるため、取り入れ

ていない。 

284) 「リース

を構成する部

分とリースを

構成しない部

分への対価の

配分」や「借手

の追加借入利

子率の見積り」

について、設例

を追加すべき

である。 

新設される新しい会計処理（「リースを構成する部分とリースを構成しない部分への対

価の配分」や「借手の追加借入利子率の見積り」）について、設例を追加・充実すべきで

ある。 

「リースを構成する部分とリースを構

成しない部分への対価の配分」に関する取

扱い（本会計基準案第 26 項及び第 27 項

（本会計基準第 28 項及び第 29 項）並びに

本適用指針案第 11 項及び第 13 項（本適用

指針第 11 項及び第 13 項））に関するガイ

ダンスは、本適用指針案[設例 7]（本適用

指針[設例 7]）に含まれていることから、

設例の追加は行わないこととした。 

また、借手の追加借入に適用されると合

理的に見積られる利率（本適用指針案第34

項（本適用指針第 37 項））については、本

会計基準案は、簡素で利便性が高い会計基

準とすることを開発にあたっての基本的

な方針としている中で、企業会計基準適用

指針第 16 号にも定めがありこれまで実務

で適用されてきたものであるが、適用が困

難であるとの意見は聞かれていないため

詳細な定めを置いていない。したがって、
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設例についても追加で設けないこととし

た。 

285) [設例 8]

における普通

借地契約・普通

借家契約に係

わる借手のリ

ース期間の判

断について結

論を明示すべ

きである。 

本公開草案において、我が国特有の設例を設けることの提案に、同意するが、設例で示

された各種条件から導き出される結論(普通借地契約・普通借家契約に係る借手のリース

期間の判断)については、実務に役立つよう結論を明示いただきたい。 

（理由） 

本公開草案の[設例 8]は、IFRS 第 16 号の定めにはない普通借地契約及び普通借家契約

における借手のリース期間を判断するために設けられた我が国特有の設例として感謝す

る。 

しかし、折角の設例であるが、例示された条件下では明確な借手のリース期間が見積も

れない設例「10 年を超えると判断する蓋然性は低い([設例 8-4])」があり、使い勝手とし

ては微妙なものがある。 

会計実務の負荷を軽減するためにも、設例で示された条件下において必然的に導かれる

具体的な借手のリース期間の見積りをお示しいただきたい。 

例えば、[設例 8-4]の事例であれば、前提条件以外に考慮すべき要因は無いものとした

うえで、｢A 社の借手のリース期間は、早期撤退の可能性を考慮して 10 年とするのが適切｣

との表現に改められることを要望する。 

本適用指針案[設例 8-4]については、経

済的インセンティブを生じさせる要因を

明確化し、借手のリース期間の結論を明示

する修正を行うことが難しいと考えられ

るため、削除することとした。 

286) セール・

アンド・リース

バック取引の

設例を追加す

べきである。 

セール・アンド・リースバック取引の設例を追加することが必要と考えられる。 

（理由） 

セール・アンド・リースバック取引については、現行基準の会計処理と異なっており、

IFRS 第 16 号とも異なっているため、設例を含めた方が市場関係者にとって有用ではない

か。 

資産の譲渡が売却に該当しない場合、資

産の売却を行わず金融負債が計上される

のみであることから会計処理に複雑さは

ないと考えられること、また、資産の譲渡

が売却に該当する場合も、会計処理に複雑



 
 

－270－ 
 

論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

さはないと考えられることから、設例を設

けないこととした。 

同意するが、次の点について検討していただきたい。 

セール・アンド・リースバック取引に関する設例がある方が、実務に資すると考えられ

るため、設例を加えることを検討していただきたい。 

（理由） 

セール・アンド・リースバック取引について設例を取り入れないことが提案されている。

この点、従前の処理から変更が生じ、かつ、開発にあたっての基本的な方針と異なり、

IFRS第16号ではなくTopic 842の考え方を取り入れている。これらの点に鑑みると、セー

ル・アンド・リースバック取引に関する設例がある方が、実務に資すると考えられるため、

設例を加えることを検討していただきたい。 

同 上 

セール・アンド・リースバック取引に関する設例の追加を検討いただきたい。 

（理由） 

本会計基準案等には、セール・アンド・リースバック取引に関する設例が含まれていな

い。しかし、セール・アンド・リースバック取引の会計処理の複雑性が高いことに加え、

現行基準やIFRS第16号と異なる会計処理が要求されていることから、設例を含めた方が市

場関係者にとって有用と考えられ、設例の追加を検討いただきたい。 

同 上 

セール・アンド・リースバック取引に関する設例を追加すべきである。 

現行基準、IFRS 第 16 号及び米国会計基準のいずれにも設例があるにもかかわらず、本

会計基準案等においてセール・アンド・リースバック取引に関する設例がないのは不合理

と考えられる。 

加えて、セール・アンド・リースバック取引については、IFRS 第 16 号とは異なる取扱

同 上 
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いが提案されており、より一層設例が必要な状況にあると考えられる。 

（その他のコメント） 

287) 設例の表

現を修正すべ

きである（[設

例 4]）。 

 [設例 4-1]は、貯蔵タンク内の「ガスの稼働能力部分」が特定された資産であるかどう

かを判断する設例であるが、[設例 4-1]の（1）の２段落目の下から３行目「A 社は貯蔵タ

ンクの使用による経済的利益のほとんどすべてを享受する権利を有することとはならな

い。」は、「貯蔵タンクの稼働能力部分の使用」等に表現を修正した方がよい。 

 同様に、[設例 4-2]の特定された資産は「貯蔵タンクの稼働能力部分」である。したが

って、前提条件 2．は、「A 社は使用期間全体を通じて貯蔵タンクの使用を指図する権利を

有している。」としているが、「貯蔵タンクの稼働能力部分の使用」等に表現を修正した方

がよい。また、（1）の２段落目の下から３行目「A 社は貯蔵タンクの使用による経済的利

益のほとんどすべてを享受する権利を有することとなる。」は、「貯蔵タンクの稼働能力部

分の使用」等に表現を修正した方がよい。 

資産の稼働能力部分の使用ではなく、資

産の使用により経済的利益のほとんどす

べてを享受するかどうかが判断の要素と

なるため、本適用指針案[設例 4-1]（本適

用指針[設例 4-1]）における表現を修正し

ないこととした。 

288) 延長・解

約オプション

の記載順序な

どを見直すべ

きである（[設

例 8]）。 

本会計基準案第 14 項及び第 29 項の借手のリース期間の(1)延長オプション、(2)解約

オプションの順を入れ替えた方がよいが、入れ替えないのであれば、設例だけでも読みや

すく修正あるいは補足した方がよい。 

[設例 8-1] 

（3）A 社は、借手のリース期間を決定するにあたっては、解約不能期間である 3 か

月を超えて、借手が行使しないことが合理的に確実であるリースの解約オプシ

ョンの対象期間及び借手が行使することが合理的に確実であるリースの延長オ

プションの対象期間及び借手が行使しないことが合理的に確実であるリースの

解約オプションの対象期間を考慮することとなる（会計基準第 29 項）。 

[設例 8-3][設例 8-5] 

335)に記載のとおり、本会計基準案第14

項及び第 29 項（本会計基準第 15 項及び第

31 項）の借手のリース期間の延長オプシ

ョンと解約オプションの記載の順序は変

更しないため、設例についても変更しない

こととした。 
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[設例 8-3]及び[設例 8-5]は解約オプションがないため、(1)の説明の最後に「本設

例は解約オプションがないため、延長オプションの対象期間を考慮する」と補足す

る。 

289) 貸手の計

算利子率を知

り得る場合の

追加又は説明

の補足を行う

べ き で あ る

（[設例 9]）。 

 [設例 9-1]（現行の企業会計基準適用指針第 16 号の[設例 1]の修正）は、借手は貸手に

よる原資産の現金購入価額が明らかでないため、貸手の計算利子率を知り得ないとして、

借手の追加借入利子率 8％を用いて、リース料の現在価値 49,318 千円を算定し、当該金

額でリース開始日のリース負債（使用権資産も同額）を計上し、同じ利子率 8％を用いて

利息を配分している。 

 一方、現行の企業会計基準適用指針第 16 号では、貸手の購入価額が明らかでない場合、

リース料の現在価値と借手の見積現金購入価額のいずれか低い額でリース資産及びリー

ス債務を計上することとしており、企業会計基準適用指針第 16 号の[設例 1]は、借手の

追加借入利子率 8％を用いて算定したリース料の現在価値 49,318 千円よりも低い借手の

見積現金購入価額 48,000 千円でリース開始日のリース資産及びリース負債を計上し、リ

ース料の現在価値がリース開始日のリース資産及びリース債務の計上額 48,000 千円と等

しくなる利率 9.154％を用いて利息を配分している。 

 本会計基準案では、リース開始日のリース負債の計上額を借手のリース料の現在価値の

みとしたため、[設例 9-1]と企業会計基準適用指針第 16 号の[設例 1]との違いは理解で

きるものの、実務においては、借手が貸手による原資産の現金購入価額を知り得ることが

多く、したがって、貸手の計算利子率を用いて借手のリース料の現在価値を算定すること

が可能であり、この場合、借手のリース料の現在価値は現金購入価額と同額となる。 

 したがって、質問 8 に対するコメントに記載のとおり、本会計基準におけるリース開始

日の計上額は、実質的に、現行のファイナンス・リースにおける金額と同じであるが、[設

本適用指針では、使用権資産の計上額に

ついて借手のリース料の現在価値を基礎

として使用権資産の計上額を算定する取

扱いとしている（本適用指針案 BC29 項（本

適用指針 BC36 項））ため、本適用指針案[設

例 9-1]（本適用指針[設例 9-1]）も当該取

扱いに従って作成している。実務上のご指

摘は理解できるが、本適用指針[設例 9-1]

において補足する程の重要性はないと考

えられるため、追加しないこととした。 
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例 9-1]は、借手が貸手による原資産の現金購入価額が明らかでなく、貸手の計算利子率

を知り得ないケースのみを事例としているため、現行の企業会計基準第 13 号等のファイ

ナンス・リースの計上額から変更があるものと認識し、混乱を招く恐れがある。 

 このため、[設例 9-1]において、貸手の計算利子率を知り得る場合を追加するか、貸手

の計算利子率を知り得る場合は、リース開始日のリース負債の金額は「（2）貸手」の計上

額 48,000 千円と同額であること、利子率 9.154％を用いて利息を配分することを補足し

ていただきたい。 

290) 借手に関

する中途解約

の仕訳を示す

べ き で あ る

（[設例 9]）。

[設例 9-1]に関して、貸手だけでなく借手についても中途解約についての仕訳を示すべ

きである。 

中途解約について、現行基準では借手の仕訳についても示されているにもかかわらず、

本適用指針案で借手についての仕訳が示されないことに合理性はないと考えられるため

である。また、中途解約については、解約オプションやリースの契約条件の変更などの論

点も関係するため、特に設例の有用性が高いことが見込まれる。 

借手における中途解約はリースの契約

条件の変更の一つであるため、本適用指針

案[設例 9-1]（本適用指針[設例 9-1]）で

は示さず、本適用指針案[設例 15]（本適用

指針[設例 15]）のリースの契約条件の変

更においてリースの範囲が縮小する場合

として示している。 

貸手の中途解約の会計処理については

企業会計基準第 13 号及び企業会計適用指

針第 16 号の取扱いから変更していないた

め、企業会計基準適用指針第 16 号の設例

を引継いでいる。 

以上から、本公開草案の提案を変更しな

いこととした。 

291) 前提条件 [設例 9-1]に関して、経済的耐用年数が 8 年であるにもかかわらず、貸手が 5 年のリー 本適用指針案[設例9-1]（本適用指針[設
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の整合性につ

いて確認する

必 要 が あ る

（[設例 9]）。

ス期間終了時の残存価額をゼロと見積もっているのは適切ではないのではないか。 例 9-1]）において貸手側でリース期間終

了時の残存価額をゼロとしているのは設

例の単純化のためであり、この点が本設例

の主題でもない。 

したがって、本適用指針案[設例9-1]（本

適用指針[設例 9-1]）の前提条件を変更し

ないこととした。 

292) CPI の変

動率に関する

前提条件の記

載を追加すべ

きである（[設

例 13]）。 

[設例 13]の前提条件 6．7．について、理解を容易にするために、「CPI の変動率が 20％

増であるためリース料が年額 10,000 円増加する」ことを説明した方がよい。 

また、前提条件 9．について、「割引の影響を無視している」とあるが、変動後の指数又

はレートに基づいてリース負債の見直し行う設例であるため、割引計算の説明や返済スケ

ジュールも含め、割引後の金額で説明した方がよい。 

本適用指針[設例 13]の前提条件 6.及び

7.への補足について、前提条件 7.の記載

を次のとおり修正することとした（削除は

取消線、追加は下線で示している。）。 

「7. X2 年 4 月 1 日おいて、直近 12 か

月の CPI の変動によりが 20％上昇してい

るため、リース料は年額 10,000 千円増額

され年額 60,000 千円に見直された。」 

一方、本適用指針案[設例 13]（本適用指

針[設例 13]）の前提条件 9．において「割

引の影響を無視している」としているの

は、現在価値の算定が本設例の主題ではな

いため設例を単純化していることによる

ものである。現在価値の算定については他

の設例で示しているため、本適用指針案
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[設例 13]（本適用指針[設例 13]）を変更

しないこととした。 

293) リースの

条件変更を伴

わないリース

負債の見直し

の要件の記載

を見直すべき

である（[設例

16]）。 

[設例 16]の前提条件 9.は、「新規スタッフの採用及び配置は A 社の統制下にある重要

な事象であり、延長オプションを行使することが合理的に確実かどうかの A 社の決定に

影響を与える。」としているが、「新規スタッフの採用及び配置は、A 社の統制下にあって、

延長オプションを行使することが合理的に確実かどうかの A 社の決定に影響を与える重

要な事象である。」とした方がよい（質問 27 に対するコメント 7 参照）。 

本会計基準案第 39 項（本会計基準第 41

項）の記載と整合性を図り、本適用指針案

[設例 16]（本適用指針[設例 16]）の前提

条件 9．について次のとおり表現を変更し

た（削除は取消線、追加は下線で示してい

る。）。 

「新規スタッフの採用及び配置は A 社

の統制下にある重要な事象であり、かつ、

延長オプションを行使することが合理的

に確実かどうかの A 社の決定に影響を与

える重要な事象である。（略）」 

294) 「使用権

資産総額に重

要性が乏しい

と認められな

くなった場合」

における会計

処理に係る記

載を会計基準

等の本文又は

同意する。ただし、以下の点について検討する必要があると考えられる。 

「[設例17]使用権資産総額に重要性が乏しいと認められなくなった場合」における会計

処理に係る記載を、設例のみならず基準本文にも記載する必要があると考えられる。 

（理由） 

「[設例 17]使用権資産総額に重要性が乏しいと認められなくなった場合」において、

当期より利息法の採用を開始する場合に、「すべてのリースを利息法で処理する方法と新

たなリースのみを利息法で処理する方法が考えられる。」と記載されているが、本適用指

針案本文及び結論の背景に同様の記載がないため、会計処理を設例のみにおいて定めてい

るようにも見受けられる。 

企業会計基準適用指針第 16 号[設例 5]

に借手のリース負債の算定方法の変更を

反映して本適用指針案[設例 17]（本適用

指針[設例 17]）としている。本適用指針で

は使用権資産総額に重要性が乏しいと認

められなくなった場合の取扱いは具体的

に定めていないが、本適用指針案[設例17]

（本適用指針[設例 17]）で示している考

え方は、採り得る会計処理も限られている
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結論の背景で

定めるべきで

ある（［設例

17］）。 

そのため、当該記載に対応する定めを本適用指針案本文又は結論の背景に含めた上で、

当該記載にその定めへの参照項番を含めてはどうか。 

また、本適用指針案本文から[設例 17]への参照を付してはどうか。 

中での解説に過ぎないと考えられるため、

本適用指針に記載しないこととした。 

295) 中間的な

貸手のサブリ

ースの分類に

ついて、現在価

値基準による

判定について

も説明を記載

すべきである

（[設例 18]）。

中間的な貸手のサブリースの分類について、通常のリースとは異なる現在価値基準（す

なわち、サブリースにおける貸手のリース期間に係るリース料の現在価値が「独立第三者

間取引における使用権資産のリース料」の概ね 90 パーセント以上）によって判定するた

め、経済的耐用年数基準のみならず、現在価値基準による判定も示していただきたい。 

現在価値基準による判定については本

適用指針案[設例 10]（本適用指針[設例

10]）で取り扱っている。本適用指針案第

87 項（本適用指針第 91 項）(1)に定めて

いるとおり中間的な貸手のサブリースの

分類の判定における現在価値は通常のリ

ースとは異なる方法で算定することとな

るものの、現在価値基準の判定方法自体が

異なるわけではないこと、また、現在価値

基準による判定が本適用指針案[設例 18-

1]（本適用指針[設例 18-1]）の主題ではな

いことから追加の対応は行わないことと

した。 

296) 「適用初

年度の期首時

点の借手の追

加借入利子率」

の定義を明確

企業会計基準第 13 号においてオペレーティング・リース取引に分類していたリースに

ついて、適用初年度における使用権資産は、リース開始日から本会計基準案第 35 項又は

第 36 項を適用していたかのような帳簿価額とすることができるとされている。ただし、

適用初年度の期首時点の借手の追加借入利子率を用いて割り引くとの説明が付記されて

いる（本適用指針案 117 項(2)①）。 

適用初年度の期首時点の借手の追加借

入利子率に関して具体的に定めていない

ため、企業において適切と考える割引率を

用いることになると考えられる。 

なお、本適用指針案[設例 20]（本適用指
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化すべきであ

る（[設例20]）。

この点、[設例 20]において、適用初年度の期首時点の未経過リース料からリース負債

を求める割引率とリース開始日から適用されていたかのような使用権資産の帳簿価額の

計算に用いられている割引率は同じもの（適用初年度の期首時点の借手の追加借入利子

率）となっている。 

割引率は、借手のリース期間に対応した異なる利子率を用いるべきであると理解してい

るが、例えば、借手のリース期間 20 年で適用初年度の期首時点において 18 年が経過して

いるような場合、期首時点のリース負債及び使用権資産の帳簿価額の算定にあたって、い

ずれも残りの借手のリース期間に対応した 2 年の割引率を用いるのか、リース負債と使

用権資産でそれぞれ異なる割引率を用いるのかについて明確ではないため、「適用初年度

の期首時点の借手の追加借入利子率」の定義を明確にする必要があると考える。特に使用

権資産について、残り 2 年に対応した割引率を用いて 18 年前に遡って計算することにな

る場合は、期間に対応しない割引率を使用することになるため、背景の説明が必要である

と考える。 

針[設例 20]）では簡便化のため複数の割

引率を置くことはしていない。 

297) 形式的な

点について修

文が必要であ

る。 

[設例 7] 

2．貸手（1）②の（＊1）及び（2）②の（＊1）：購入価額 → 現金購入価額 

[設例 9-1] 

（2）貸手の①リースの分類のイの 1 行目：①により → アにより 

[設例 9-2] 

（2）貸手の①リースの分類：購入価額 → 現金購入価額（２か所） 

[設例 10] 

2．貸手の（1）リースの分類：購入価額 → 現金購入価額 

[設例 11] 

該当箇所について修正を行った。 
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2．貸手の（1）リースの分類：購入価額 → 現金購入価額 

[設例 12] 

前提条件 9：月額リース料の合計額 

[設例 19] 

前提条件 2の⑥及び 3の⑥：月額リース料の合計額 

質問 26（賃貸等不動産時価開示会計基準改正案等に関する質問） 

（本公開草案の提案の方向性を支持するコメント） 

298) 本公開草

案の提案の方

向性を支持す

る。 

同意する。 本公開草案の提案の方向性を支持する

コメントである。 

賃貸等不動産時価開示会計基準改正案等に関する提案に条件付きで同意する。 

我々のアンケートのQ26では、回答者の45.5％が「同意しない」と回答した。他方、「同

意する」は13.6％、「どちらともいえない」は40.9％であり、「同意する」は少数であっ

た。 

この理由は、本公開草案の「(3) 賃貸等不動産の定義を満たす使用権資産について、賃

貸等不動産の当期末における時価及びその算定方法を注記の対象外とする。」という提案

によって、現状、時価の開示が行われている賃貸等不動産として所有する資産について、

基準改正後は、リースに該当する不動産として時価の開示が行われなくなると、多くの回

答者が誤解していたためである。 

正しい理解は、賃貸等不動産として所有する資産については、時価の開示は継続され、

他方、サブリースに該当する賃貸等不動産の借手の使用権資産については、時価は開示さ

れず、貸借対照表計上額のみが開示されるというものである。この正しい理解に基づけ

ば、時価が開示されない範囲は、サブリースに該当する賃貸等不動産に限定されることか

本公開草案の提案の方向性を支持する

コメントである。 

なお、関係者に対する周知については、

セミナー等の広報活動を行う際の参考と

したい 
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ら、本公開草案の提案に同意できると考える。 

ただし、本公開草案の提案は誤解されやすいと考えられるため、関係者に対し正しい理

解を十分に周知することが必要と考える。 

299) 賃貸等不

動産の範囲を

変更しない場

合のみ同意す

る。 

賃貸等不動産の範囲を変更しない場合のみ同意する。 賃貸等不動産の範囲（賃貸等不動産時価

開示会計基準第 5 項から第 7 項）について

は基本的に変更していない。 

300) リースに

関連して「賃貸

等不動産に関

する損益」に含

めるべき損益

の範囲を明確

化すべきであ

る。 

本公開草案の提案に同意する。なお、以下の意見がある。 

リースに関して「賃貸等不動産に関する損益」に含める損益の範囲の明確化を検討いた

だきたい。 

（理由） 

賃貸等不動産時価開示会計基準改正案第8項(4)「賃貸等不動産に関する損益」の範囲に

関して、賃貸等不動産時価開示適用指針改正案第16項(2)では賃貸等不動産に関する賃貸

収益とこれに係る費用（賃貸費用）による損益、売却損益、減損損失といった区分が示さ

れ、さらに賃貸等不動産時価開示適用指針改正案［開示例2］では賃貸費用として減価償

却費、修繕費、保険料、租税公課が例示されているが、リースに関連した損益の記載は見

受けられない。現行基準のオペレーティング・リース取引に係る使用権資産が新たに賃貸

等不動産に含まれることを受け、リースに関連して「賃貸等不動産に関する損益」に含め

るべき損益の明確化を検討いただきたい。例えば、リース負債から生じる利息費用等の損

益や、リースの契約条件の変更に伴い生じる損益が含まれるかどうかについて明確化する

ことが考えられる。 

賃貸等不動産時価開示適用指針第 35-2

項で、次のとおり明確化を行うこととした

（追加は下線、削除は取消線で示してい

る。）。 

「所有する賃貸等不動産に関する損益

の注記について、賃貸収益に係る費用（賃

貸費用）には、通常、利息費用は含まれな

いと考えられる。このため、使用権資産の

形でリースの借手が保有する賃貸等不動

産に関して損益を注記する場合において

も、リース負債から生じる利息費用を賃貸

費用として注記することは要しないと考

えられる。ただし、企業の判断により当該

利息費用も注記することは妨げられない
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と考えられる。」 

また、リースの契約条件の変更に伴い生

じる損益等のリース固有の損益について

は、当該損益が賃貸費用に含まれる場合に

は賃貸費用に含めて注記し、当該損益がそ

の他の損益等に含まれる場合には賃貸等

不動産時価開示適用指針第 16 項に従って

注記することになると考えられる。 

（本公開草案の提案の方向性を支持しないコメント） 

301) 賃貸等不

動産の時価及

び算定方法の

注記を求める

べきである。 

同意しない。ここはIFRS第16号との差異が温存される部分である。不動産は一般的に金

額が高価であるので、その歪みは大きなものである。よって、(3)の賃貸等不動産の定義

を満たす使用権資産の期末の時価及びその算定方法を注記の対象外とすることは削除す

るべきである。 

賃貸等不動産時価開示会計基準及び賃

貸等不動産時価開示適用指針における開

示対象が IFRS を適用した場合を超える可

能性があることに加えて、使用権資産の時

価を算定することの困難性及びコストに

対する意見も踏まえ、使用権資産の形でリ

ースの借手が保有する賃貸等不動産につ

いては、時価及びその算定方法を注記の対

象外とすることとした。 

また、本公開草案に寄せられた他のコメ

ントも踏まえて、本公開草案の提案を変更

しないこととした。 

質問 27（その他） 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

302) 該 当 な

し。 

該当なし。 本公開草案の提案の方向性を支持する

コメントである。 

303) 同 意 す

る。 

同意する。 同 上 

304) 不動産の

特性を十分に

考慮したうえ

本公開草案を

公表し、再度広

く関係者の意

見を求める決

定を行ったこ

とを歓迎する。

当協会は、リースに関する会計基準における貴委員会の長年にわたる努力に敬意を示す

とともに、不動産の特性を十分に考慮したうえ本公開草案を公表し、再度広く関係者の意

見を求める決定を行ったことを歓迎する。 

当協会は、コンバージェンスを進めるために必要な提案として本公開草案に基本的に同

意をする。 

また、会計基準の開発にあたり、我が国の不動産取引の実態を反映しない場合があるこ

とを鑑み、①サブリース取引においてIFRS第16号に存在しない中間的な貸手がヘッドリー

スに対してリスクを負わない場合の例外的な取扱いを定め、②セール・アンド・リースバ

ック取引において一時点で損益を認識する売却に該当すると判断される場合のTopic 842

と整合的な会計処理を採用し、③旧借地権又は普通借地権の設定にかかる権利金等につい

て減価償却を行わない現行を踏襲する取扱いを定めていただいたことについて感謝をす

る。 

なお、事業者が本公開草案の適用に必要な対応を行うに際し混乱が生じぬよう、今後も

貴委員会より適宜見解等を示して頂くほか、適用時期についての配慮をお願いする。 

同 上 

なお、適用時期に関するコメントについ

ては、255)で記載している。 

305) 企業会計

原則との適用

関係及び資産

の定義を明確

1. リースの資産性に関する、本公開草案と企業会計原則との関係の明確化 

本公開草案には、収益認識会計基準第 1 項のような、本会計基準が企業会計原則に優先

されて適用されることを求める規定はない。したがって本会計基準は、企業会計原則に準

拠したものでなければならないこととなる。 

本会計基準案ではリースは使用権の取

得という考え方に基づき、使用権資産を借

手のリース料の現在価値として算定して

いるため取得価額により評価していると
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化すべきであ

る。 

企業会計原則においては、資産は取得を持って資産計上することとされている。 

その根拠は、「企業会計原則 第三貸借対照表原則 （資産の貸借対照表価額）」の以下の

規定で示されている。 

五 貸借対照表に記載する資産の価額は、原則として、当該資産の取得原価を基礎と

して計上しなければならない。 

しかし、リース取引は取得されたものではない。したがって、企業会計原則を文字通り

適用する場合には、資産計上することは許されない。 

ただ従来のファイナンス・リース取引については、平成 5年 6 月に金融庁企業会計審議

会から公表された意見書において、以下のように解説されている。 

我が国の現行の企業会計実務においては、リース取引は、その取引契約に係る法的形

式に従って、賃貸借取引として処理されている。しかしながら、リース取引の中には、

その経済的実態が、当該物件を売買した場合と同様の状態にあると認められるものが

かなり増加してきている。かかるリース取引について、これを賃貸借取引として処理

することは、その取引実態を財務諸表に的確に反映するものとはいいがたく、このた

め、リース取引に関する会計処理及び開示方法を総合的に見直し、公正妥当な会計基

準を設定することが、広く各方面から求められてきている。 

つまり、リース取引の中には「経済的実態が取得と同等」のファイナンス・リース取引

については、資産計上するという考え方である。 

これはいわば「取得原価の拡大解釈」というべき考え方である。 

したがってファイナンス・リース取引は、取得原価の拡大解釈をすることで、なんとか

「取得原価主義」の枠内で、つまり企業会計原則から逸脱しないで、取り扱うことができ

るとされてきた。 

考えられる。また借手のリース料には延長

又は解約オプションの対象期間に係るも

のが含まれるが、当該対象期間に係るもの

は合理的に確実という高い確実性を満た

す場合のみ借手のリース料に含めている。

これらにより、取得原価主義に反している

とはいえないと考えられる。なお、法的な

所有権を有する資産のみ貸借対照表の計

上対象とするのではなく経済的実質を法

的形式に優先するという点に関しては、企

業会計基準第 16 号における所有権移転外

ファイナンス・リース取引も、本会計基準

におけるオペレーティング・リースも同様

である。 

また、借上社宅が資産として将来の正味

キャッシュ・インフローを伴うか否かにつ

いては、社宅が所有資産であるか、又は、

ファイナンス・リースであるか若しくはオ

ペレーティング・リースであるかで異なる

ことはないと考えられる。 
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これに対して、従来のオペレーティング・リース取引については、資産を計上する根拠

はない。「取得と同等」と認められるものではないからである。 

従来のオペレーティング・リース取引を資産計上するためには、資産の定義を、「取得」

から考えるのではなく、「将来の正味キャッシュ・インフロー」を根拠にするしかない。

本会計基準が改定された最大の目的は、日本の会計基準を国際的な会計基準と同等レベ

ルにすることにある。このため必然的に、国際的な会計基準の資産の定義を根拠にする必

要が出てくる。 

しかしこのような考え方は、本公開草案では明示されていない。 

ここに本公開草案の最大の瑕疵がある。 

したがって、以下のような文章を表現することを求める。 

『本基準は企業会計原則に優先されて適用されるものではないが、企業会計原則の定めに

はない会計処理を規定している部分がある。 

企業会計原則には資産の定義が明確に示されてはいないが、本基準では国際的な会計基

準と同等レベルにするために、すべてのリース取引について資産計上することを求めるた

めに、国際的な会計基準の資産の定義を根拠に資産を認識することを求めることとなる。

IASB が承認した「財務報告に関する概念フレームワーク」（以下「IASB の概念 FW」と

いう。）では、資産は以下のように定義されている。 

4.3 資産とは、過去の事象の結果として企業が支配している現在の経済的資源である。

4.4 経済的資源とは、経済的便益を生み出す潜在能力を有する権利である。 

この IASB の概念 FW の資産の定義は、日本の企業会計原則における「取得」すなわち所

有権の有無にこだわらず、「支配」の概念と「経済的便益を生みだす潜在能力」を基本と

した概念である。 
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これにより、IFRS 第 16 号においては、特定の資産が顧客によって「支配」され、「経済

的便益を生みだす潜在能力」をもつことを根拠として、リース取引に係る資産を認識する

ことが求められるのである。 

本基準においても、かかる IASB の概念 FW の資産の定義に基づいて、リース取引におけ

る資産を認識することを求めるものである。 

このように、今回の改定により、本基準が企業会計原則の定めとは異なる会計処理を求

めることになるが、今後、企業会計原則を含む日本の会計制度において資産の定義を明確

にすることを予定している。』 

 

2. 企業会計原則と整合的でない規定があることを明示しないことの実務上の混乱 

私が 1 において要求したような、本基準が企業会計原則と整合的でない規定であるこ

とを明示しないで、現状の本公開草案のままにしておくことは、実務上の混乱が生じるお

それがある。 

その典型的な例が、借上社宅をリース資産として計上する会計処理である。 

借上社宅は企業にとって、将来の正味キャッシュ・インフローを伴わず、「経済的便益

を生みだす潜在能力」がないので、そもそも国際的な会計基準（上述した IASB の概念 FW

の 4.4 項）に定義されている資産の定義を満たしていない。したがって当然に借上社宅は

資産を認識する必要はない。 

しかし本基準が国際的な会計基準の資産の定義を根拠として資産計上を求めているこ

とを明示していないために、実務上リースの識別の手続きにおいて、リースとして識別さ

れ、資産として認識する会計処理が行われる可能性が非常に高いと考えられる。 

その根拠として、すでに IFRS 任意適用企業の中に、借上社宅をリース資産として計上
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している間違いを犯している企業が少なくないことが、あげられる。 

IFRS においては IASB の概念 FW で資産の定義が明示されているにもかかわらず、IFRS

任意適用企業の中には、資産の定義を満たさない借上社宅をリース資産として計上してい

るのである。 

これは、IFRS を適用する上で、IASB の概念 FW を常に念頭において会計処理をする「会

計的思考」が醸成されていないことの典型的な例である。 

ASBJ においては、このような実務上の混乱を招くような基準を開発するべきではない。

さらに、将来の正味キャッシュ・インフローを伴わず、「経済的便益を生みだす潜在能

力」がないものを資産として認識することは、財務諸表の利用者、特に投資家にとっても

望まれることではないであろう。また、作成者サイドの重大な課題とされている「本質的

な会計思考力」が衰退している経理担当者を、さらに増大させることにもつながりかねな

い。 

資産の定義が明確に示されている IFRS 任意適用企業の中にも、多くの企業が上述のよ

うな過ちを犯している現状においては、本基準を開発するにあたっては、設例などにおい

て、借上社宅は資産性がないことを明示することが望まれる。 

最後に 1 で示したように、本基準は IASB の概念 FW に定義されている資産の定義を根

拠に、リースに係る取引について資産を認識する旨を明示することを、重ねてお願い申し

上げたい。 

306) 会社がコ

ストを負担し

ているが事業

に供していな

IFRS 適用事例を参考にすると、事務所のみならず社宅までリースの範囲に含めている

と伺っているが、会社がコストを負担しているが事業に供していない使用権資産まで範囲

に含めることの意義を見出せない。使用権資産から除外していい内容の検討が必要であ

る。 

本会計基準等では、契約が特定された資

産の使用を支配する権利を一定期間にわ

たり対価と交換に移転する場合、企業が使

用権部分に係る資産を取得しているもの
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い使用権資産

まで本会計基

準の範囲に含

めるべきでは

ない。 

また、業種によってはレンタルを他社から受け事業を行う例もあろうが、本会計基準

との関係性が示されていないように見受けられる。 

として貸借対照表に計上することとした。

この点、社宅をリースしている場合に企業

がその使用を支配しているときには他の

リースと異なる点はないため、貸借対照表

に計上することが適切であると考えられ

る。 

いわゆるレンタルについても、本会計基

準のリースの定義に該当する場合、本会計

基準等の適用範囲に含まれる。レンタルを

受け事業を行う場合には、借手のリースの

会計処理又はサブリース取引の会計処理

等が適用されると考えられる。 

307) 少額リー

スの取扱いの

検討を含め、本

公開草案を拙

速に最終化す

べきではない。

 2019 年 3 月に本基準の開発が決まった段階では、IFRS 第 16 号に近いものになると予

想されていたし、多くの報道はそうであった。しかし、今回の公開草案を精査すると、企

業会計基準第 13 号において、大半の所有権移転外リース資産がオフ・バランスされる論

拠となった例外規定である「1 年未満ルール」と「300 万円以下ルール」が、事実上、ほ

ぼそのまま温存されており、大変驚愕している。このような本来の趣旨を没却しかねない

例外規定の温存は、「例外が多数派になる」という 2008 年の轍を踏むことが目に見えてお

り、これらの例外規定が温存される形で公開草案が出されたことは極めて遺憾である。こ

れでは、せっかく 4 年も掛けて「企業会計基準第 13 号」を全面改訂する形で新リース会

計基準を開発しても、事実上の”骨抜き”であると言わざるを得ない。これら 2 つの例外

規定の削除を強く求める次第である。 

短期リースに関するコメントの対応に

ついては、104)で記載している。 

300万円の金額の閾値に関するコメント

への対応については、115)で記載してい

る。 
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※実際に、皆様の本公開草案の読み込みが進んできた 6月頃から、ネット上では「例外

規定が温存されたので、思ったよりも影響は少ない」という内容のブログが出始めてい

る。 

 2008 年の状況とは異なり、既に IFRS を採用する国々は過半数を超えており、EU 諸国の

みならず、カナダや豪州や東南アジア諸国にも IFRS は急速に浸透している。今回、例外

規定である「1 年未満ルール」と「300 万円以下ルール」が温存されてしまうと、日本基

準べースの BS は IFRS ベースの BS と金額的な乖離が解消されず、日本基準のガラパゴス

化が一層進むことが懸念される。これは我が国の証券市場のガラパゴス化を意味すること

にほかならず、我が国の産業競争力らも大きなダメージを与えかねないと思われる。 

 ご案内のとおり、現在、政府・与党では、設備投資に関する租税特別措置法の議論が行

われているが、今回の公開草案は少なからぬ悪影響を及ぼすものと考えられる上、租税特

別措置法の方向性との整合性が懸念されるところである。 

また、今回の公開草案に対して、与党税調の動向が気になるところであるが、最悪の場

合、税法では(現状と大差ないような)広範な所有権移転外リース資産のオフバランス処理

を否認するのではないかと懸念している。この点では「少額リース資産」の定義は税法と

平仄を合わせて「20 万円未満」とするのが妥当である。 

 なお、ご案内のとおり、2021 年度以降、昨年以来、政府の「骨太の方針」の「金融財政

執行方針」には、IFRS の適用拡大・推奨が謳われている。また、昨年 12 月 14 日には、

次頁以下に示す国への要望書が、大阪市議会の本会議にて全会一致で可決されている。 

これは、IFRS の非上場企業への解禁(会社計算規則第 120 条の見直し)と、上場企業に

おける連単分離の見直し(財務諸表等規則第 1 条の 2 の 2 を改正し、個別財務諸表にも

IFRS 使用を認める)を求める内容であるが、他の自治体でも決議を検討しているところが
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ある旨側聞している。 

このように、我が国の政界・経済界では、日本基準をやめて IFRS に完全に乗り換える

ことへの期待が高まっていることもまた、事実のようである。 

 私は日本基準も修正国際基準（JMIS）も、全般的には優れた会計基準(ただし実務対応

報告第 19 号は除く。)であると考えており、ASBJ の不断の努力・活動には敬意を表する

次第である。また、政府・与党は「のれんの償却の再開」などについては、ASBJ を支援・

サポートするべきであると考えている。しかし、今回の公開草案のように、本末転倒で改

正の趣旨が没却されるような例外規定が温存されることは、JGAAP 全体の信頼性にも悪影

響が及ぶことは不可避であるばかりでなく、この 4 年間の ASBJ の努力も灰燼に帰すので

はないかと深く憂慮している。 

 本公開草案に近い形で新基準が公表された場合、リースに関する日本基準のガラパゴス

化が顕在化し、IFRS との金額面での乖離が問題となると考えられる。その場合は、数年

以内に、再度、リース会計基準の策定が必要になる可能性も否定できない。 

 この際、本公開草案については、拙速に事を運ぶのではなく、時間を掛けて再度練り直

すべきであると思われる。 

308) 普通賃貸

借契約や連結

グループ内の

リースの取扱

いについて配

慮をお願いし

たい。 

百貨店業界は他産業と比較してオペレーティング・リース契約が多いことから、本公開

草案の適用により、財務諸表・信用が悪く見えることを懸念している。 

連結グループ内のリース契約や普通賃貸借契約の多い産業があることにご高配を賜り

たい。 

（理由） 

本公開草案が、IFRS 第 16 号と同様に、オペレーティング・リースを含むすべてのリー

スについて資産及び負債を計上することを提案しているのは、国際的な会計基準との整合

リースが使用権の取得である点に着目

すると、借手はオペレーティング・リース

を含むすべてのリースについて使用権資

産とリース負債を計上することが経済実

態を忠実に表現することになると考えら

れる。このことは、すべての業界において

当てはまると考えられ、オペレーティン
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性を持たせるためと承知している。 

一方で、繰り返しになるが百貨店は、土地・建物・売場等に係る賃貸契約をはじめオペ

レーティング・リース契約の多い業界であり、本公開草案の影響は他産業よりも大きくな

るものと予想している。 

経営実態に変化は無いにもかかわらず、他産業と比べて自己資本比率が著しく悪く見ら

れるなど財務諸表や債務超過等信用リスクへの影響が懸念されることから、本公開草案の

適用に向けて、もともと普通賃貸借契約が多い事業者や連結グループ内のリース契約が多

い事業者があることもご高配いただきたい。 

グ・リース契約が多い業界に例外を設ける

ことは、かえって多くのリースについて使

用権資産及びリース負債が計上されず、結

果として重要な負債が財務諸表本表に計

上されない可能性があると考えられる。こ

れらを踏まえ、本公開草案の提案を変更し

ないこととした。 

財務諸表や債務超過等信用リスクへの

影響が懸念されるとのコメントについて

は、会計基準の変更に伴う財務諸表への影

響についての財務諸表利用者への理解を

深めることで対応することが考えられる。 

なお、連結グループ内のリースに関する

コメントへの対応については、35)で記載

している。 

309) 変動リー

ス料の原因が

将来の補助金

政策にあるこ

とが想定され

る場合の取扱

いについて確

 リース取引に限らないが、当事者同士の取引価格（料金）に国家や地方政府の政策上の

介入がある場合、補助金の交付などが利用される。変動リース料の原因が将来の補助金政

策にあることが想定される場合、経済的合理性を前提とするものではないので、その取扱

いについて言及がある箇所をご教示いただきたい。 

会計基準は経済的合理性がある取引を

前提に会計処理を定めており、また、個々

の取引に経済的合理性があるかどうかは

会計基準で判断することもしていない。 

借手においては、指数又はレートに応じ

て決まる借手の変動リース料に該当しな

い借手の変動リース料（本会計基準案第19
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認したい。 項（本会計基準第 21 項））は、借手のリー

ス料に含まれず、貸手においては、将来の

業績等により変動する使用料（本会計基準

案第 21 項（本会計基準第 23 項））は貸手

のリース料に含まれない。 

310) リースの

対象物が公共

財としてのイ

ンフラ資産で

ある場合のよ

うに国家の政

策によって決

まるものにつ

いては、本会計

基準案の対象

外とすべきで

ある。 

 本会計基準は，経済合理性を前提とする市場取引あるいは相対取引を暗黙に前提として

いる。本会計基準案第 3 項の本会計基準の適用外の規定は限定列挙と解されるが、例え

ば、我が国の高速道路にみるように、高速道路の所有者と運用受諾者が分離しており、料

金契約を結んでいることから「リース」という用語を用いているような取引があったとし

ても、契約の対象物が公共財としてのインフラ資産であり、受益者（利用する国民）の負

担する料金制度（世代間の公平を含む。）及び委託・受託当事者間の契約料金は、経済合

理性を前提としてはおらず、国家の政策によって決まるものである。本会計基準案第 3 項

の限定列挙を読む限り、このような取引について適用外としているとは考えられないこと

から、このような意見があった旨を結論の背景に記載していただきたい。 

会計基準は経済的合理性がある取引を

前提に会計処理を定めており、また、個々

の取引に経済的合理性があるかどうかは

会計基準で判断することもしていない。 

311) リースの

ポートフォリ

オ単位での適

用することを

認めるべきで

IFRS第16号B1項にて、実務上の便法として、ポートフォリオを形成する個々のリースに

適用した場合と重要な相違がないと企業が合理的に見込んでいる場合、類似したリース契

約を纏めてポートフォリオ単位に適用することを認めている。 

また第480回企業会計基準委員会の審議資料(1)-5に次の記載がある。 

「現行のリース会計基準等においてポートフォリオの適用について具体的な定めは置

ポートフォリオの適用については、簡素

で利便性が高い会計基準を開発するとい

う観点から具体的な定めは置いていない

ことの整合性から、IFRS 任意適用企業に

おいて既にポートフォリオによる会計処
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ある。 いていないが当該取扱いを明確にすべきとの意見は聞かれていない。改正リース会計基準

等で明確な定めを置かないとしても事実と状況に照らして実務上判断することができる

と考えられまた簡素で利便性が高い会計基準を開発するという観点を考慮し主要な定め

として採り入れることを提案していない」 

本会計基準にはこの定めの記載はないが、IFRS任意適用企業で既にポートフォリオによ

る会計処理を実施している場合に、本会計基準の円滑な適用に向けて、本会計処理が継続

して適用できるとの判断で問題ないか明記していただくことが望まれる。 

理を実施している場合の取扱いについて

も具体的な記載を行っていない。 

312) サプライ

ヤーが使用期

間全体を通じ

て当該資産を

他の資産に代

替する実質上

の能力を有し

ている場合の

例は本適用指

針案の本文に

記載すべきで

ある。 

本適用指針案BC10項において、サプライヤーが使用期間全体を通じて当該資産を他の資

産に代替する実質上の能力を有している場合の例が記載されているが、これは結論の背景

ではなく本文に入れるべき内容ではないか。 

本適用指針案 BC10 項（本適用指針 BC11

項）のサプライヤーが使用期間全体を通じ

て当該資産を他の資産に代替する実質上

の能力を有している場合の記載は、会計処

理を定めるものではなく本適用指針案第6

項（本適用指針第 6 項）(1)の例示にすぎ

ないことから、結論の背景に記載してい

る。 

313) リース契

約開始時点の

重量税や自賠

借手の変動リース料の扱いについて、自動車リースにおいては、契約開始時点の重量税

や自賠責保険料等（以下「公租公課」という。）を基に契約金額を算定しているが、契約

期間中の税制改正等により公租公課に増減が生じることがある。契約金額に占める公租公

重量税や自賠責保険料等の具体的な会

計処理の取扱いについては会計基準等で

定めるには詳細すぎるため、本会計基準等
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責保険料等が

借手の変動リ

ース料に該当

するのか明確

化していただ

きたい。 

課の金額的重要性は比較的高いため、公租公課の変動額についてはリース会社と契約先の

間でリース料の精算をリース期間中に実施している。なお、この精算には未経過部分も含

まれている。 

上記の様な精算は、本適用指針案第45項の借手の変動リース料に該当するのかを明瞭に

していただきたい。仮に、このような精算が本適用指針案第45項における借手の変動リー

ス料に該当し、リース負債（及び使用権資産）の見直しを求めているのであれば、実務上

対応が困難である。 

 本公開草案において借手は公租公課（維持管理費用相当額）を独立価格に基づいて比率

配分することになっているが、現行基準は維持管理費用相当額をリース料から控除させ、

資産計上額に含めないことを原則としている。 

 借手における実際の会計整理として、貸手から提供される借手注記資料を用いているケ

ースが多くあるが、貸手のシステム設計が現行基準（原則として維持管理費用相当額を控

除する）になっているためリース期間途中においてリース負債（及び使用権資産）を見直

す対応が困難である。仮に見直す場合は事務コストが膨大となる。若しくは、貸手からの

借手注記資料提供が不可となり借手がリース開始日において独立価格を見積もること自

体が困難となる可能性がある。 

 自動車リース会社の商品として自動車リースを含まない『メンテナンス受託契約（自動

車のメンテナンスと維持管理費用の支払のみを受託する契約』を展開している。リース負

債の見直しが強制されるのであれば、多くの自動車リース会社が採用している『メンテナ

ンス・リース契約』は本会計基準案の対応が不可能となり、『リース契約』に別途『メン

テナンス受託契約』を付けるような対応を取らざるを得なく、貸手・借手の双方にとって

契約管理が煩雑になる。 

で特段の定めを設けることはしていない。 

59)に記載のとおり借手において維持管

理費用相当額（財又はサービスを移転しな

い活動及びコスト）の配分方法について検

討を行った結果、本適用指針案の提案を変

更しないこととしたが、リースを構成しな

い部分については重要性にかかわらずリ

ースを構成する部分に含めて会計処理を

行うことができるため適用上のコストに

は一定の配慮を行っている（本会計基準案

第 27 項（本会計基準第 29 項））。 

なお、本適用指針案第 20 項（本適用指

針第 22 項）(2)①の取扱いにおいては、維

持管理費用相当額の合理的見積額を除く

ことができることを定めることとした（本

適用指針第 23 項）。 
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 以上の理由から（質問5）に記載したとおり、維持管理費用相当額の配分方法について

は比率配分のみではなく、実態に即した配分方法、及び現行基準における原則控除の継続

適用を選択可能としていただきたい。 

314) 使用権資

産の減損後に

延長・解約オプ

ションの見直

しがある場合

に、使用権資産

の帳簿価額を

ゼロまで減額

してもなお、リ

ース負債の測

定の減額があ

る場合の取扱

いを明らかに

していただき

たい。 

リース契約条件の変更を伴わないリース負債の見直しに関して定めている、本公開草案

の本適用指針案第 43 項ただし書きにおいて、「ただし、使用権資産の帳簿価額をゼロまで

減額してもなお、リース負債の測定の減額がある場合には、残額を損益に計上する。」と

されている。 

例えば、解約不能期間が 10 年（相当する資産計上が 100 円）、延長オプションの期間

（行使する可能性が合理的に確実である場合の当該期間）が 5 年（相当する資産計上が 50

円）であるケースにおいて、契約開始後 9 年経過し、使用権資産簿価が 60 円（解約不能

部分 10 円＋延長オプション部分 50 円）の決算時に、全額を減損処理したとする。その翌

年（契約開始後 10 年経過）において、延長オプションを行使しないことが合理的に確実

になった場合には、リース負債 50 円を取り崩すことになり、結果として 50 円の利益が発

生する。現在の固定資産減損会計においては減損の戻入れが認められていないが、本会計

基準適用後は減損損失が計上された資産に対応するリース負債の取崩益が計上されるこ

とになり、実質的に減損の戻入れと同様の会計処理になるケースも生じる可能性があると

考えられる。本公開草案においても、上に参照した本適用指針案第 43 項ただし書きの記

載によりそのような会計処理を想定していると理解しているが、その点誤解が生じないよ

うに基準上も補足説明等があることが望ましいと考える。 

リース負債の修正による減少額が使用

権資産の帳簿価額を上回る場合について

の取扱いに関するコメントへの対応につ

いては、151)で記載している。 

315) 預託保証

金の範囲を明

確化すべきで

 建設協力金等の預託保証金について、会計処理が定められている。ここで、預託保証金

は様々な業種や取引で利用されているが、日本で取引されているすべての預託保証金が対

象であるのかどうかが明確ではない。実務上の混乱をきたすため、該当する取引の範囲を

建設協力金等及び敷金は金融商品実務

指針に定められていたが、主にリースの締

結により生じる項目であることから、本適
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ある。 明確にしていただきたい。 用指針において具体的な定めを記載する

こととした。このため、従来の金融商品実

務指針における建設協力金等及び敷金の

取引の範囲を変更することは意図してい

ない。 

316) 差入預託

保証金及び預

り預託保証金

に関して本適

用指針案に定

めのない事項

については債

権又は金銭債

務に準じて会

計処理を行う

旨を明示すべ

きである。 

差入預託保証金及び預り預託保証金に関して、本適用指針案に記載のない事項について

は金融商品会計基準の定めに従い債権又は金銭債務に準じて会計処理を行う旨を明示す

ることを検討いただきたい。 

（理由） 

本公開草案では、金融商品実務指針で定められている差入預託保証金及び預り預託保証

金に関する定めを、本適用指針案に移管することを提案している。しかし、本適用指針案

第26項以下及び第79項以下では個別の取扱いを定めているのみであるため、本適用指針案

に記載のない事項について参照すべき会計基準を判断することが困難である。 

このため、本適用指針案にも、計上した差入預託保証金又は預り預託保証金は金融商品

であり、本適用指針案に記載のない事項については企業会計基準第 10 号「金融商品に関

する会計基準」の定めに従い債権又は金銭債務に準じて会計処理を行う旨を追加すること

を検討いただきたい。 

金融商品実務指針改正案第 10 項（金融

商品実務指針第 10 項）において「将来返

還される建設協力金等の差入預託保証金

及び預り預託保証金は、金融商品であり、

金融商品会計基準の対象である。なお、企

業会計基準適用指針第 33 号「リースに関

する会計基準の適用指針」に定めがある場

合、当該定めを適用する。」と記載してい

るため、本会計基準等に記載を追加しない

こととした。 

317) 差入敷金

のうち「返還さ

れないことが

契約上定めら

れている金額」

本適用指針案第31項と第32項の関係性の明確化を検討いただきたい。 

（理由） 

本適用指針案第31項は差入敷金のうち「返還されないことが契約上定められている金

額」の会計処理、本適用指針案第32項は「回収が最終的に見込めないと認められる金

額」について資産除去債務適用指針で定められている例外を採用した場合の会計処理を

本適用指針案第 31 項（本適用指針第 34

項）の記載「返還されないことが契約上定

められている金額」は、金融商品実務指針

第 133 項の記載「賃貸契約において、返還

されないことが明示されている部分」の表
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と「回収が最終

的に見込めな

いと認められ

る金額」の関係

が分かるよう

に記載を見直

す必要がある。

定めている。前者はいわゆる敷引のような契約時点で返還されないことが決定されてい

る金額を、後者は契約上は返還されることが定められているが賃借物件からの退去時に

原状回復義務に基づく支払に充てることにより返金されない金額を想定した定めである

と理解しているが、2つの用語の区別が分かりづらいため、補足の説明が必要と考えられ

る。たとえば、本適用指針案第32項について、契約上は返還されることが定められてい

るが、契約上の原状回復義務に基づく支払への充当により返金による回収が最終的に見

込めないと認められる金額である旨を追加するなど、本適用指針案第31項及び第32項の

関係性の明確化を検討いただきたい。 

現を引き継いだものである。また、本適用

指針案第 32 項（本適用指針第 35 項）の記

載「回収が最終的に見込めないと認められ

る金額」は、資産除去債務適用指針第 9 項

の記載と整合している。 

現行の金融商品実務指針及び資産除去

債務適用指針の定めを変更する特段の理

由はないと考えられるため、本適用指針の

記載を変更しないこととした。 

318) 「賃貸予

定期間」が指す

期間について

明確化すべき

である。 

 本適用指針案第 81 項及び第 82 項で建設協力金等や敷金について、「賃貸予定期間にわ

たり」会計処理することが規定されているが、この「予定期間」とは、契約期間なのか、

それとも合理的に見積った期間なのかを明確にしていただきたい。 

貸手における預り預託保証金の会計処

理は、金融商品実務指針の取扱いを踏襲し

ているため、現行の金融商品実務指針での

会計処理を変更することは意図していな

い。したがって、本適用指針案の記載を変

更しないこととした。 

319) 日割計算

に関する誤差

について、差額

に重要性がな

いと判断でき

る場合、本会計

基準を適用し

IFRS 第 16 号の事例より、不動産賃貸借契約において満了又は解約時の最終回の支払は

日割計算による支払になることが多いことから、計上しているリース債務と金額が一致は

しないが、差額は軽微なことからリース負債の見直し処理は行わずに処理をしているケー

スがある。不動産賃貸借契約が多数ある場合、これらを許容しないと運用が回らない懸念

がある。企業会計原則の注解に記載のある重要性の原則に則り、また収益認識会計基準第

101 項に記載のある「なお、他の会計基準と同様に、重要性が乏しい取引には、本会計基

準を適用しないことができる」点をふまえ、差額に重要性がないと判断できる場合、本会

重要性の判断は企業において個々に判

断されるべきものであり、また、収益認識

会計基準第 101 項の定めは、一般的な重要

性に関する記載であるため、同様の記載を

行わなくても適用されるものと考えられ

る。むしろ、記載を行うことにより、一般

的な重要性に関する定めとは異なる定め
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

ないことがで

きる旨を明記

していただき

たい。 

計基準を適用しないことができる旨を明記していただくことが望まれる。 であるとの誤解を招く可能性があるため、

一般的な重要性に関する記載は行わない

こととした。 

320) 据置リー

スの会計処理

についての定

め及び設例を

追加していた

だきたい。 

企業会計基準第13号及び企業会計基準適用指針第16号には、「据置リース（契約開始当

初数か月間賃料が据え置かれ、その分の賃料を契約終了後の数か月間で支払う契約条項）」

に関する会計処理が記載されておらず、その取扱いが不明確な状況である。 

本会計基準案及び本適用指針案に、据置リースの会計処理に関する記載及び設例を追加

していただきたい。 

据置リースの借手の会計処理は、本会計

基準案第 31 項から第 36 項（本会計基準第

33 項から第 38 項）に従って会計処理する

ことになると考えられる。また、据置リー

スの貸手の会計処理は、据置リースがファ

イナンス・リースの場合には本適用指針案

第 67 項から第 77 項（本適用指針第 71 項

から第 81 項）に従って会計処理を行い、

据置リースがオペレーティング・リースの

場合には本適用指針案第 78 項（本適用指

針第 82 項）に従って会計処理することに

なると考えられる。 

これらの会計処理については本会計基

準等で明らかであるため、設例は追加しな

いこととした。 

321) 使用権資

産に資本的支

出をした場合

(1)  企業会計基準第13号及び企業会計基準適用指針第16号には、ファイナンス・リース

取引に資本的支出した場合の会計処理について記載がない。 

(2)  一方で、法人税法施行令第55条第3項には、その支出した日からリース期間の終了

資本的支出については、有形固定資産と

して会計処理を行うことになると考えら

れるため、リースに関する会計処理を定め
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

の会計処理に

ついて明らか

にしていただ

きたい。 

日までの期間で減価償却する旨が記載されており、実務上、この方法で会計処理して

いるケースが大半であると理解している。 

(3)  本会計基準適用後も、上記(2)と同様に、資本的支出の金額を使用権資産に加算し

た上で、その支出した日から借手のリース期間の終了日までの期間で減価償却すると

いう会計処理で問題ないか。この会計処理で問題なければ、当該会計処理について、

本会計基準案又は本適用指針案に明示することを検討いただきたい。 

る本会計基準等では資本的支出に関する

会計処理を定めていない。 

322) 少額リー

スの会計処理

の選択につい

て、重要な会計

方針として記

載するか否か

は、開示目的に

照らして判断

するという理

解で良いか確

認したい。 

本適用指針案第 93 項 会計方針に関する事項 

本会計基準案において、企業会計基準適用指針第 16 号を踏まえた 300 万円以下のリー

スに関する簡便的な取扱いと、IFRS 第 16 号を踏まえた簡便的な取扱いについて、いずれ

かを会計方針の選択として認める（本適用指針案第 20 項）、とあるが、当該選択を重要な

会計方針として記載するか否かは、本会計基準案 52 項の開示目的に照らして判断すると

いう理解で良いか。 

ご理解のとおりである。 

323) ファイナ

ンス・リースに

係る売上高と

売上原価が損

益計算書にお

本会計基準案第51項の規定からすると、たとえファイナンス・リースに係る売上高と売

上原価が損益計算書において区分して表示されていたとしても、売上高から売上原価を控

除した純額が損益計算書において区分して表示されていない限り注記が必要ということ

に読めるが、その理解でよいか。 

ご理解のとおりである。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

いて区分して

表示されてい

たとしても、売

上高から売上

原価を控除し

た純額が損益

計算書におい

て区分して表

示されていな

い限り注記が

必要になるの

か確認したい。

324) リースに

係るキャッシ

ュ･アウトフロ

ーの合計額に

含まれる範囲

について確認

したい。 

本適用指針案第 98 項(1) リースに係るキャッシュ･アウトフローの合計額 

①  リースに係るキャッシュ･アウトフローには、支払利息、変動リース料（リース負

債に含めていないもの）に係る支払額が含まれるとの理解で良いか。 

②  セール・アンド・リースバック取引で、売手である借手の場合、売却に係るキャッ

シュ･イン・フローはリースに係るキャッシュ･アウトフロー注記の対象外であるとの

理解で良いか。 

③  サブリース取引で、ヘッドリースの借手（中間的な貸手）の場合、ヘッドリースの

借手に関する支払額がリースに係るキャッシュ･アウトフロー注記の対象との理解で

良いか。 

リースに係るキャッシュ･アウトフロー

の合計額の注記については、損益計算書に

関する開示と整合的な開示としている（本

適用指針案 BC131 項（本適用指針 BC152

項））。 

資産の譲渡に係るキャッシュ･インフロ

ーはリースに係るキャッシュ･アウトフロ

ー注記に含めることを求めていない。 

サブリース取引については、原則とし

て、ヘッドリースとサブリースを 2つの別
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

個の契約として借手と貸手の両方の会計

処理を行う（本適用指針案 BC106 項（本適

用指針 BC124 項））ため、ヘッドリースの

借手に関する支払額がリースに係るキャ

ッシュ･アウトフロー注記の対象になると

考えられる。 

325) 使用権資

産の増加額の

注記は、キャッ

シュ・フロー計

算書における

「使用権資産

の取得」と同じ

注記との理解

で良いか確認

したい。 

本適用指針案第 98 項(2) 使用権資産の増加額 

本適用指針案第 98 項(2)使用権資産の増加額の注記は、連結キャッシュ・フロー計算書

作成基準一部改正案第 2 項（注 9）2 における「使用権資産の取得」と同じ注記との理解

で良いか。その場合、リース取引関係注記で使用権資産の増加額を記載しないで、キャッ

シュ・フロー計算書関係注記で「使用権資産の取得」を開示していれば問題ないとの理解

で良いか。 

本適用指針案第98項（本適用指針第102

項）(2)で定めている「使用権資産の増加

額」と連結キャッシュ・フロー計算書作成

基準一部改正案第 2 項（注 9）2（連結キャ

ッシュ・フロー計算書等の作成基準一部改

正（その 2）第 2 項（注 9）2）における「使

用権資産の取得」は別の注記である。仮に

同一となる場合では、本会計基準等では、

他の注記事項にすでに記載している情報

については当該他の開示を参照すること

ができるとしている（本会計基準案第 55

項（本会計基準第 57 項））ため、企業の判

断によりどちらかの注記を参照すること

は妨げられていない。 

326) 金融商品

時価開示適用

金融商品時価開示適用指針改正案参考（開示例）の 10 ページ、第 37 項なお書き（注

4）の開示例において、連結附属明細表「社債明細表」及び「借入金等明細表」を参照し

金融商品時価開示適用指針第 37 項なお

書きについては、適用そのものは妨げられ
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

指針改正案参

考（開示例）の

（注4）及び第

37項なお書き、

は削除する方

が適切である。

ているが、比較情報の概念が導入されてから、比較情報のない連結附属明細表「社債明細

表」及び「借入金等明細表」を参照することができるのは、実務上限定的と考えられるた

め、当該（注 4）及び第 37 項なお書き、は削除した方が良いと思う。 

ておらず、かつ、本会計基準等では同項の

検討を基準開発の範囲としていないため、

開示例についても変更しないこととした。 

327) 鉄道事業

の「上下分離」

については、本

会計基準案の

適用がない旨

を明示するな

ど必要な措置

を講ずること

を要望する。 

鉄道事業の「上下分離」は、下記の理由により、「リース」ではないと考えられる。 

「リース」とみなされることのないよう、本会計基準案の適用がない旨を明示する等、貴

機関において必要な措置を講ずることとされたい。 

(理由) 

1.  鉄道施設所有者が「公的機関」またはそれに準じて「公的関与」を受ける者である。

第二種鉄道事業/第三種鉄道事業、鉄道建設・運輸施設整備支援機構が施設を保有する、

全国新幹線鉄道整備法に基づく「整備新幹線」、都市鉄道等利便増進法に基づく速達性向

上事業等をはじめとする鉄道事業における「上下分離」における施設所有者は、国出資法

人、地方公共団体、または、上記の者の出資等を通じて経営に「公的関与」を受けている

者である。 

当社は第三種鉄道事業者として鉄道施設を所有している株式会社であるが、国出資法人

及び複数の地方公共団体の出資を受け、6 名の取締役のうち 2 名は国出資法人役員及び地

方公共団体職員であり、「公的関与」を継続的に受けている。 

2.  契約当事者の双方(鉄道施設の所有者及び鉄道施設を使用して営業を行う者)が、法

律に基づき国(国土交通大臣)により決定される。 

当社は国土交通大臣から第三種鉄道事業の許可を取得しているが、当社の鉄道線路を使

本会計基準等では、契約にリースが含ま

れるか否かの判断において、契約の当事者

に関する制約や国又は地方公共団体等に

よる認可を要件とはしていない。 

また、資産の使用権に期間があるかどう

かは、個々の契約に基づいて判断すること

になると考えられる。 
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用して鉄道運送事業を行う者は、国土交通大臣から第ニ種鉄道事業者の許可を取得する必

要がある。 

全国新幹線鉄道整備法に基づく「整備新幹線」の「建設主体」及び「営業主体」、都市

鉄道等利便増進法における「整備構想事業者」及び「営業構想事業者」も類似の手続によ

り国土交通大臣により決定される。 

3.  施設使用の対価である線路使用料その他の使用条件について、国(国土交通大臣)の

認可を要することが法定されている。 

当社と第ニ種鉄道事業者の間の線路使用については、使用料その他の使用条件について

国土交通大臣の認可を要することとされ、大臣は契約締結や使用条件変更を命じることが

できる。 

「整備新幹線」営業主体が支払う「貸付料」及び都市鉄道等利便増進法「認定営業構想

事業者」が支払う「都市鉄道施設使用料」も、類似の手続により国土交通大臣の認可を要

することとされている。 

4.  鉄道事業の「上下分離」には期限が付されておらず、「期間」の概念がない。 

第三種鉄道事業及び第ニ種鉄道事業の許可には期限が付されておらず、そもそも「期間」

の概念がない。したがって、リースすなわち「対象となる資産の使用権が一定期間にわた

り、対価と交換に移転される契約(又はその一部)」に該当しない。 

「整備新幹線」及び「都市鉄道等利便増進法」についても同様に期限が付されておらず、

「期間」の概念はない。 

(補足)なお、各事業主体の financial condition の公開、株主や債権者の権利保護の観点

からは、有価証券報告書、計算書類個別注記表等において、必要な範囲で線路使用契約の

概要を公表することで足りるものと考えている。 
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(参考)東日本旅客鉄道株式会社有価証券報告書における当社との間の線路使用契約につ

いての記述 

[掲載を省略] 

328) 定期借地

付分譲マンシ

ョンの会計処

理について確

認したい。 

大手不動産デベロッパーが分譲するマンションの中に、「定期借地付分譲マンション」

という商品があり、本公開草案に適用した場合の会計処理について確認をしたい。 

定期借地付分譲マンションの取引の実

態に応じて判断することになると考えら

れる。 

329) 立体式駐

車場・機械式駐

車場の契約に

ついて特定さ

れた資産に該

当するのか否

かの判断のポ

イントの記載

を行っていた

だきたい。 

一言に立体式・機械式といっても自分で操作するものや係員の指示に従うものなど、契

約にパターンがあるようである。 

また、賃借する部分が機械式立体式駐車場という大型設備の全体の一部分という点で特

定された資産に該当するのか迷う会社も多いのではないかと思う。 

会計処理の判断のポイントをまとめていただけると実務の助けになると思う。 

個々の取引の実態に応じて判断される

ものであるため、本適用指針には定めない

こととした。 

330) 従業員向

け借上社宅の

賃借契約及び

従業員への貸

転勤者など向けに住宅を賃借して、その何割かを従業員負担分として給与から天引きで

徴収する実務が日本の大企業の福利厚生の一環として広く行われていると思う。 

会計処理の判断のポイントをまとめていただけると実務の助けになると思う。 

設例は、すべての取引事例を網羅するも

のではなく、取引の実態に応じて判断され

るものであるため、設例を追加で設けない

こととした。 
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付契約につい

て会計処理の

判断のポイン

トの記載を行

っていただき

たい。 

331) 解約可能

である我が国

の賃貸借契約

については、簡

便的な会計処

理や重要性に

よる省略など

の幅広な対応

をお願いした

い。 

現状3年から5年契約が主となり、更新を前提としているため、店舗賃貸借契約の契約

期間が主たる論点になると考えている。同様に履行時期を見積る資産除去債務の履行期

間との整合性を考慮した場合、同一とすることが望ましいと考えている。その他、契約

期間や賃料等の契約内容の変更の場合の対応。建設協力金の会計処理。使用権資産の減

損が主な課題と考えている。 

更新を前提とするも解約は契約期間満了を待たずに可能（残期間すべての違約金は発

生しない。）である日本の賃貸借契約において、賃貸借契約を「リース」とすることは

商慣習上なじまないと思うので、簡便的な会計処理や重要性による省略など、幅広く対

応可能な従来の日本基準を踏襲してもらいたいのが本音である。（小売業） 

借手のリース期間については、本会計基

準案 BC29 項から BC31 項（本会計基準BC34

項から BC36 項）に記載のとおり、リース

の経済実態を忠実に表現する観点などか

ら、延長又は解約オプションの行使可能性

を「合理的に確実」という高い閾値にした

上で、延長又は解約オプションの対象期間

も含めることにしている。 

また、賃貸借契約にリースの定義を満た

す部分が含まれる場合に、当該部分につい

てリースの会計処理を行わないことは国

際的な会計基準における取扱いと乖離す

ることになると考えられる。また、短期リ

ースや少額リースの取扱いについては、企

業会計基準適用指針第 16 号の取扱いを一

部見直したうえで取り入れている。 
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332) 収益認識

会計基準改正

案第 104 項な

お書きの削除

に同意しない。

本会計基準案の質問 3 に対するコメントのとおり、貸手のソフトウェアのリースを貸

手が供与する知的財産のライセンスとするベネフィットはなく、貸手のソフトウェアのリ

ースにおいても、借手と同様に本会計基準案を適用可能とすべきと考えるため、収益認識

会計基準改正案第 104 項なお書きの削除に同意しない。 

貸手のソフトウェアについて本会計基

準の適用範囲に含めるべきとのコメント

への対応については、26)で記載している。 

333) 収益認識

会計基準改正

案第 104-3 項

の記載は同意

しない。 

収益認識会計基準の会計処理と整合させるために、現行の貸手のファイナンス・リース

の第 2 法の会計処理を廃止することとしているが、本会計基準案の質問 17 に対するコメ

ントのとおり、コスト・ベネフィットの観点からは第 2 法の会計処理を廃止することの必

要性は乏しいと考えられ、さらに、第 2 法の会計処理を廃止することによる他の法制度へ

影響は税法ほか多方面に広がることが想定されるため、第 2 法の会計処理は維持すべきと

考え、したがって、収益認識会計基準改正案第 104-3 項の記載は同意しない。 

コメントへの対応については、196)で記

載している。 

（文案の修正） 

リースを構成する部分とリースを構成しない部分の区分 

334) リースを

構成する部分

とリースを構

成しない部分

の区分の記載

箇所を変更す

べきである。 

本適用指針案 BC15 項の内容は、BC13 項の次に説明（BC14 項の前に移動）した方がよ

く、本適用指針案 BC19 項の内容は、貸手の冒頭で説明（BC18 項の前に移動）した方がよ

い。 

本適用指針案 BC15 項（本適用指針 BC16

項）の内容の記載箇所は変更しないことと

した。一方、本適用指針案BC18項及びBC19

項（本適用指針 BC22 項及び BC23 項）の内

容の記載順序については変更することと

した。 

借手のリース期間 

335) 延長オプ 会計基準第 14 項及び第 29 項の借手のリース期間の(1)延長オプション、(2)解約オプ リースの契約形態は様々であり延長オ
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

ションと解約

オプションの

記載順序を変

更すべきであ

る。 

ションの順について、IFRS 第 16 号と整合させているのは理解できるが、実務上、リース

期間を考慮するにあたっては、まず解約不能期間を超える解約オプション期間を考慮し、

その後、契約期間を超える延長オプション期間を考慮することになるため、(1)と(2)の順

を入れ替えた方がよい。 

プションのみが付されている契約、解約オ

プションのみが付されている契約もある

と考えられる。このため、会計基準の記載

の順序を必ずしもご指摘の順に記載する

必然性はなく、本会計基準等の適用におい

て混乱が生じるとも考えられないため、本

公開草案の提案を変更しないこととした。 

336) 借手のみ

がリースを解

約する権利を

有している場

合、借手のリー

ス期間の決定

にあたり考慮

し、貸手のみが

リースを解約

する権利を有

している場合、

当該期間は、解

約不能期間に

含まれること

の理由を結論

本会計基準案第 29 項後段の「借手のみがリースを解約する権利を有している場合、当

該権利は借手が利用可能なオプションとして、借手はリース期間を決定するにあたって際

にこれを考慮する。貸手のみがリースを解約する権利を有している場合、当該期間は、解

約不能期間に含まれる。」について、結論の背景で理由を補足説明していただきたい。な

お、「貸手のみがリースを解約する権利を有している場合、当該期間は、解約不能期間に

含まれる。」について、正しくは「貸手のみがリースを解約する権利を有している場合、

当該期間は、借手の解約不能期間に含まれる。」であると考えられる。 

借手のリース期間は、「借手が行使しな

いことが合理的に確実であるリースの解

約オプション」を考慮することとされてお

り、借手は借手のみがリースを解約する権

利を有しているオプションを考慮するこ

とは明らかであるため、特段の説明の補足

は不要であると考えられる。また、貸手の

みがリースを解約する権利を有している

場合は借手が行使可能なオプションは存

在しないため、借手はこれを考慮しないこ

とについて特段の補足的な説明は不要で

あると考えられる。これらを踏まえ、結論

の背景に記載を追加しないこととした。 

なお、本会計基準案第 29 項（本会計基

準第 31 項）では、「貸手のみがリースを解
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

の背景に記載

していただき

たい。 

約する権利を有している場合、当該期間

は、借手の解約不能期間に含まれる。」と

記載している。 

337) 本適用指

針案第 15 項

(5)の「延長又

は解約オプシ

ョンの行使条

件」について、

該当するケー

スが明らかで

なければ要件

から削除すべ

きである。 

本適用指針案第 15 項(5)の「延長又は解約オプションの行使条件」について、本適用指

針案 BC25 項において「例えば、オプションの行使条件が借手にとって有利である場合に

は、経済的インセンティブが生じ得ると考えられる。」と説明している。この説明では(1）

の「延長又は解約オプションの対象期間に係る契約条件」との違いを区別することはでき

ず、(5)について、我が国の実務において具体的にどのようなケースが該当するかを検討

し、その結果、経済的インセンティブの例示の 1つとして掲げる必要性がなければ削除し

た方がよいと考える。 

IFRS 第 16 号と例示を合わせているた

め、変更しないこととした。 

借手のリース料 

338) 本会計基

準案第 19 項の

中で、「それ以

外の借手の変

動リース料」に

ついて、将来の

業績等により

本会計基準案第 21 項の「貸手のリース料には、将来の業績等により変動する使用料等

は含まれない。」の補足説明として、本会計基準案 BC24 項において、「これは、企業会計

基準適用指針第 16 号では、リース料が将来の一定の指標（売上高等）により変動するリ

ース取引などが取り扱われていなかったことを受けて、当該取扱いを踏襲することを意図

したものである。」と説明している。 

一方、借手のリース料についても、将来の業績等により変動するリース料等は含まれな

いが、その理由は貸手と異なる（本会計基準案 BC37 項で説明）。 

貸手のリース料に関する取扱いは企業

会計基準適用指針第 16 号の取扱いを踏襲

している。また、貸手のリース料において

は、市場における賃料の変動を反映するよ

うに当事者間の協議をもって見直される

ことが契約条件で定められているリース

料は、将来の業績等により変動する使用料



 
 

－307－ 
 

論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

変動するリー

ス料等が該当

し、借手のリー

ス料には含め

ないことを記

載した方が良

い。 

これらをすべて確認すれば、借手と貸手で、将来の業績等により変動するリース料等を

含まない違いがわかる。 

しかしながら、理由は異なるものの、借手と貸手いずれもリース料に含めないにもかか

わらず、本会計基準案第 19 項の「借手の変動リース料」の定めの中では、借手のリース

料に含まれない「それ以外の借手の変動リース料」について何も記載がなく、本会計基準

案第 21 項の「貸手のリース料」の定めの中のみに、「将来の業績等により変動する使用料

は含まれない。」と記載すると、借手と貸手で将来の業績等により変動するリース料等に

関する取扱いに違いがあるのではないかと誤解が生じる可能性がある。 

したがって、本会計基準案第 19 項の中で、「それ以外の借手の変動リース料」につい

て、将来の業績等により変動するリース料等が該当し、借手のリース料には含めないこと

を記載した方がよいと考えられる。 

に含まれず、貸手のリース料に含まれると

考えられることを記載することとした（本

会計基準 BC29 項）。 

339) リースの

解約に対する

借手による違

約金の支払額

について借手

のリース料に

含める趣旨を

結論の背景に

記載していた

だきたい。 

本会計基準案BC36項からBC40項において、借手のリース料に含める金額の「(2)指数又

はレートに応じて決まる借手の変動リース料」「(3)残価保証に係る借手による支払見込

額」「(4)借手が行使することが合理的に確実である購入オプションの行使価額」につい

て説明されているが、「(5)リースの解約に対する借手による違約金の支払額（借手のリ

ース期間に借手による解約オプションの行使を反映している場合）」についても、その趣

旨を理解するために説明していただきたい。 

本会計基準 BC46 項に次の記載を追加す

ることとした（追加は下線、削除は取消線

で示している。）。 

「本会計基準 BC40 項(5)の「リースの解

約に対する違約金の借手による支払額（借

手のリース期間に借手による解約オプシ

ョンの行使を反映している場合）」につい

て、本会計基準では、借手が行使しないこ

とが合理的に確実であるリースの解約オ

プションの対象期間を借手のリース期間

に加えることとしている。このため、借手
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

のリース料についても、借手のリース期間

に借手による解約オプションの行使が反

映されている場合には、リースの解約に対

する違約金の借手による支払額を借手の

リース料に含めることとした。」 

借手のリース期間の変更 

340) 「借手の

統制下にある

こと」に関する

結論の背景の

記載が、会計基

準本文と整合

していないた

め表現の変更

が必要である。

本会計基準案第 39 項の「次の(1)及び(2)をいずれも満たす重要な事象又は重要な状況

が生じたとき」について、(1)の「借手の統制下にあること」も重要な事象又は重要な状

況と読めるが、本会計基準案 BC45 項では、「重要な事象又は重要な状況とは、借手の統制

下にあり、かつ、延長オプションを行使すること又は解約オプションを行使しないことが

合理的に確実であるかどうかの借手の決定に影響を与えるもの」と説明しているため、

(1)の借手の統制下にあることを前提として、延長オプションを行使すること又は解約オ

プションを行使しないことが合理的に確実であるかどうかの借手の決定に影響を与える

ような重要な事象又は重要な状況、と読める。 

IFRS 第 16 号第 20 項のように、「次に該当する重要な事象又は重要な状況が生じたと

き」とし、「(1)かつ(2)」と記載した方が若干はよいと思われるが、「(1)借手の統制下に

あること」そのものが、重要な事象又は重要な状況と読めるような表現は修正した方がよ

い。 

本会計基準案第 39 項（本会計基準第 41

項）の記載内容は IFRS 第 16 号第 20 項の

記載内容と同じであるため、記載の変更を

行わないこととした。 

341) 延長オプ

ション期間に

解約不能期間

が含まれる当

本会計基準案第 40 項の「借手の解約不能期間の変更」の補足として、本会計基準案 BC46

項において、「借手の解約不能期間は、例えば、過去に借手のリース期間の決定に含めて

いなかったオプションを借手が行使する場合に変更が生じる。」と記載しているが、「借手

のリース期間の決定に含めていなかったオプションを借手が行使する場合」、通常は、延

本会計基準案第 40 項（本会計基準第 42

項）のリースの契約条件に変更が生じてい

ない場合で解約不能期間に変更が生じる

ケースについては、本会計基準案 BC46 項
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

該延長オプシ

ョンを行使す

る場合は、解約

不能期間の変

更が生じるこ

とになること

を結論の背景

で説明すべき

である。 

長オプション期間に含まれている解約不能期間の変更が生じることまでも、すぐには理解

できないため、延長オプション期間に解約不能期間が含まれる当該延長オプションを行使

する場合は、解約不能期間の変更が生じることになることを説明した方がより理解でき

る。 

（本会計基準 BC52 項）に例示を記載して

いる。 

貸手のリース 

342) 本適用指

針案第 61 項を

修文すべきで

ある。 

本適用指針案第61項の「その現金購入価額は貸手の製作価額や現金購入価額によらず、

当該原資産の借手に対する現金販売価額を用いる。」の部分は、日本語としておかしいの

ではないか。 

本適用指針案第 61 項（本適用指針第 65

項）の記載を変更した。 

343) 本適用指

針案 BC102 項

の所有権移転

ファイナンス・

リースの性格

に関する記載

について修文

すべきである。

本適用指針案BC102項において「所有権移転ファイナンス・リースは、原資産の売却と

リース債権の回収取引と考えられるため」と記載されているが、「所有権移転ファイナン

ス・リースは、原資産の売却とリース債権の回収取引と経済的実質が同様と考えられるた

め」などとすべきではないか。 

所有権移転ファイナンス・リースであっても、法的形式まで売却と同様というわけでは

ないと考えられるためである。 

企業会計基準適用指針第 16 号第 125 項

の記載内容を踏襲したものであり、本適用

指針案 BC102 項（本適用指針 BC118 項）の

記載を修正しないこととした。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

その他の会計基準等に関するコメント 

344) 企業結合

時における使

用権資産及び

リース負債の

認識、測定に関

する簡便的な

取扱いについ

て検討すべき

である。 

次の点について検討していただきたい。 

今回公表された一連の公開草案において、企業会計基準第21号「企業結合に関する会計

基準」（以下「企業結合会計基準」という。）及び企業会計基準適用指針第10号「企業結

合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（以下「結合分離適用指針」とい

う。）は改正されていないが、企業結合時における使用権資産及びリース負債の認識、測

定に関する簡便的な取扱いが適用できる旨の定めを追加することの要否を検討していた

だきたい。 

（理由） 

企業結合時において、取得原価は企業結合日時点の時価を基礎として識別可能資産及び

負債に配分することになるため（企業結合会計基準第28項及び結合分離適用指針第51項）、

使用権資産及びリース負債についても時価評価が必要であると考えられるが、実務上、特

に使用権資産の時価評価は困難を伴うものと想定される。この点、退職給付に係る負債へ

の取得原価の配分については簡便的な取扱いも認められているところであり（結合分離適

用指針第67項）、使用権資産及びリース負債についても、実務における対応可能性を高め

るために、簡便的な取扱いが適用できる旨の定めを追加することの要否を検討していただ

きたい。 

なお、想定される簡便的な取扱いとしては、IFRSと同様の企業結合時の認識原則又は測

定原則に対する例外、すなわち、IFRS第3号「企業結合」第28A項における短期リース、少

額リースに係る例外的な取扱いや、同第28B項における測定原則に対する例外的な取扱い

を定めることが考えられる。 

使用権資産及びリース負債について企

業結合日の時価を算定することは、時価で

測定するための情報の入手が困難な場合

があることや時価の算定が複雑となる場

合があると考えられることを踏まえ、リー

ス負債は企業結合日現在で新規のリース

であったかのように残りの借手のリース

料の現在価値を基礎として取得原価の配

分額を算定できるように結合分離適用指

針を改正することとした。 

345) 会計基準 本公開草案には複数の選択肢が設けられているものがあるが、その選択の単位が明確で コメントへの対応は、108)で記載してい
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

の適用単位を

明確化すべき

である。 

ないものが見受けられる。会計方針に該当し同種の取引には同じ取扱いとすべきものか、

それともリース1件ごとの選択が可能なのか、明確にすべきである。 

（理由） 

例えば、少額リースの対象を識別する方法として、本適用指針案第20項には（(1)重要

性が乏しい減価償却資産において費用処理を採用している場合の当該基準額、(2)①事業

内容に照らして重要性が乏しいリースについての300万円、及び(2)②新品時の原資産価値

を基準とする5千米ドル）の3つの基準が挙げられているが、(2)②は「1件ごと」とあるた

め会計方針には当たらないことが明らかであるが、(1)及び(2)①が会計方針に当たるかど

うかは必ずしも明確ではない。 

このように、本公開草案で複数の会計処理の選択が認められているものの多くに、それ

が同種の取引には同様に適用されることが前提の「会計方針」なのか、リース1件ごとに、

又は事実と状況により選択が可能な選択肢であるのか、明らかでないものが多い。会計方

針の該当性の有無は、条件を満たす同種の取引すべてに適用が強制されるのか、自発的に

会計処理を変更した場合に遡及適用が要求されるのか、また、その変更の理由に正当な理

由が必要となるのかに影響する。現行基準においても複数の選択肢がある場合に選択が会

計方針かが明確でないことから、従来方針を変更する場合に実務で問題となる例が多く見

られた。よって、今回の基準改正を機に明確化することが望まれる。 

る。 

346) 減損会計

上の取扱いに

ついて明確化

するプロジェ

クトを早期に

使用権モデルの導入により多くの会社において使用権資産とともにリース負債が認識

されるようになることから、資産に関連する負債が計上されている場合の当該資産に対す

る減損会計上の取扱いについて明確化するプロジェクトを早期に立ち上げることを要請

したい。 

（理由） 

委員会へテーマ提言があった場合には

検討を行う。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

立ち上げるこ

とを要請する。

減損会計適用指針改正案第144-3項は、使用権資産への減損会計基準の適用時における

リース負債に関する取扱いを定めない理由として、(1)現行基準においてもファイナンス・

リース取引について同様の論点が存在し、すでに一定の実務が行われているものと考えら

れること、(2)使用権資産への減損会計基準の適用時におけるリース負債に関する取扱い

を定めることを検討する場合、すべての負債について減損会計基準における取扱いを検討

する必要があると考えられるが、これは、本公開草案の開発プロジェクトの検討対象を超

えるものであると考えられること、の2点を挙げている。 

しかしながら、1つ目の点については、リース基準の見直しによりほぼすべてのリース

について資産と負債が計上されることから、その影響度、重要性は従前のファイナンス・

リース取引と比べてはるかに大きいことが容易に想定される。 

IFRSでは関連する負債が資金生成単位に含まれる場合の対象資産への減損会計の適用

については従前よりガイダンスが存在するが、それでも、IFRS第16号が導入されたときに

は、使用権資産に対する減損会計の適用には混乱が見られた。日本基準では、資産に関連

する負債が存在する場合の取扱いに定めがなく、減損会計をどのように使用権資産に適用

すればよいのか、実務において困惑することが明らかである。本件がリース会計プロジェ

クトの範疇を超えることは理解するが、それならば、別途のプロジェクトを早急に立ち上

げ、新会計基準等が適用開始となるタイミングに間に合うように対策を講じる必要がある

と考える。 

347) リース負

債に対して外

貨建取引等処

理基準等が適

リース負債に対して外貨建取引等処理基準等が適用されるかについて明確化を検討い

ただきたい。 

（理由） 

外貨建取引等処理基準及び日本公認会計士協会 会計制度委員会報告第4号「外貨建取引

コメントへの対応は、88)で記載してい

る。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

用されるかに

ついて明確化

すべきである。

等の会計処理に関する実務指針」（移管指針第2号「外貨建取引等の会計処理に関する実

務指針」と同じ。以下、いずれも「外貨建取引実務指針」という。）は、契約上の債権額

又は債務額が外国通貨で表示されている金銭債権債務（外貨建金銭債権債務）に適用され

る（外貨建取引等処理基準一2(1)②及び注解 注4）。リース債務が金銭債務に該当するか

否かは現行基準でも明示されていないが、リース債務という用語からも、一般的には金銭

債務に該当すると解され、外貨換算の対象になっていると考えられる。しかし、本会計基

準案等が最終化された場合、現行基準のオペレーティング・リースについてもリース負債

が計上されること、行使することが合理的に確実な延長オプションの対象期間等に係るリ

ース料もリース負債の測定に含まれることを踏まえると、借入金等の典型的な金銭債務ほ

ど債務性が必ずしも明確ではない負債がリース負債に含まれる可能性があると考えられ

る。そのため、本会計基準案等に基づくリース負債が外貨換算の対象になるのであればそ

の旨を明記すべきである。そのうえで、外貨建金銭債権債務に対して適用が可能な為替予

約等の振当処理（金融商品実務指針第167項）の対象となるかについても明らかにすべき

であると考える。なお、IFRSでは、結論の根拠において、リース負債が外貨換算の対象で

ある旨が記載されている（IFRS第16号BC196項からBC199項）。 

348) 連結会社

間のリース取

引に係る税効

果会計の取扱

いについて明

確化すべきで

ある。 

連結会社間のリースに係る連結財務諸表固有の一時差異についての取扱いを明らかに

するために、企業会計基準適用指針第28号「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（以

下「税効果適用指針」という。）を改正するべきである。 

（理由） 

オペレーティング・リースについては、貸手が原資産の認識を継続するにもかかわらず、

借手も当該原資産に係る使用権資産を認識することになり、貸手と借手の会計処理の対称

性が崩れることになる。そのため、連結会社間のリースについて、連結修正仕訳が単純な

連結財務諸表固有の一時差異は、連結貸

借対照表上の資産又は負債の額と連結会

社の個別財務諸表の金額の差額として計

算されるため、一時差異が生じている連結

会社も明らかであると考えられる。 

したがって、特段の記載を追加しないこ

ととした。 



 
 

－314－ 
 

論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

債権債務の相殺消去や取引高の相殺消去とはならず、新たに連結財務諸表固有の一時差異

が発生することが想定されるが、税効果適用指針において当該連結財務諸表固有の一時差

異についての取扱い（借手と貸手のいずれの税率を用いて繰延税金資産・繰延税金負債を

算出すべきか等）が明らかにされていないことから、税効果適用指針を改正してその取扱

いが明らかにされることが望まれる。 

349) 連結会社

間のリースに

係る会計処理

について本会

計基準等の定

めによらない

場合に、「報告

セグメントの

利益（又は損

失）を算定する

にあたって採

用した会計処

理の方法が財

務諸表の作成

上採用した方

法と異なって

いる場合」に該

異なる報告セグメントに属する連結会社間のオペレーティング・リースについて、仮に

借手が属する報告セグメントの会計処理方法を本公開草案によらず、従前同様オフバラン

ス処理とした場合には、企業会計基準第17号「セグメント情報等の開示に関する会計基

準」第25項における「報告セグメントの利益（又は損失）を算定するにあたって採用した

会計処理の方法が財務諸表の作成上採用した方法と異なっている場合」に該当することに

なってしまうのか確認させていただきたい。 

従前同様オフバランス処理とした場合の方が「報告セグメントの利益（又は損失）の合

計額と損益計算書の利益（又は損失）計上額」の差額はむしろ小さくなることが想定され

るが、このような場合であっても「報告セグメントの利益（又は損失）を算定するにあた

って採用した会計処理の方法が財務諸表の作成上採用した方法と異なっている場合、その

重要な差異は、すべて個別に記載しなければならない」のは不合理であるように感じられ

るためである。 

財務諸表と整合的でないセグメント情

報が開示され、かつ、重要な差異の記載が

ない場合には、財務諸表利用者の判断を誤

らせる可能性があると考えられるため、重

要な差異については記載する必要がある

と考えられる。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

当するのか明

確化すべきで

ある。 

350) 在外子会

社が米国会計

基準に準拠し

て財務諸表を

作成している

場合、実務対応

報告第 18 号に

より連結決算

手続上で修正

を行う必要が

あるか検討す

べきである。 

今回、借手における費用配分の基本的な考え方として、いわゆる IFRS 第 16 号と同様の

単一の会計処理モデルが採用されている。 

一方、米国会計基準の Topic 842 の 2 区分の会計処理モデルとは大きな差異が生じる

こととなる。 

今後、日本基準による連結財務諸表作成時の会計方針に関して、海外子会社が米国会計

基準を採用している際に一定の項目（のれん等）を修正したうえで米国会計基準のまま連

結することができる実務対応報告第 18 号において、修正すべき一定の項目に今回のリー

ス会計は含まれることになるのか、合わせて検討いただきたい。 

実務対応報告第 18 号については、2019

年改正において Topic 842 について検討

を行った結果、新たな修正項目の追加は行

わないとしているため、追加の対応は不要

である。 

351) キャッシ

ュ・フロー計算

書における取

扱いについ明

確化を図るべ

きである。 

キャッシュ・フロー計算書実務指針改正案について 

これを機に下記のキャッシュ・フローの取扱いが明確にされることを希望する。 

・ 使用権資産の付随費用に係るキャッシュ・フロー 

・ 前払リース料に係るキャッシュ・フロー 

・ セール・アンド・リースバック取引に係るキャッシュ・フロー 

・ 実務対応報告第18号の当面の取扱いに従って、米国会計基準に準拠して作成された

在外子会社の財務諸表を連結決算手続上利用している場合における当該在外子会社

企業会計審議会「連結キャッシュ・フロ

ー計算書等の作成基準」（以下「キャッシ

ュ・フロー作成基準」という。）及びキャ

ッシュ・フロー計算書実務指針の定めに従

って、個々に判断することになると考えら

れる。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

が借手の場合のオペレーティング・リースに係るキャッシュ・フロー 

352) 連結財務

諸表における

連結会社間の

リースの会計

処理について

設例などによ

る説明を追加

すべきである。

日本公認会計士協会 会計制度委員会報告第5号「連結財務諸表におけるリース取引の会

計処理に関する実務指針」（移管指針第3号「連結財務諸表におけるリース取引の会計処

理に関する実務指針」と同じ。以下、いずれも「連結リース実務指針」という。）につい

て 

連結リース実務指針について、以下の理由により廃止すべきではないと考える。仮に実

務指針としては廃止することとなったとしても、研究報告等の形で残されることを希望す

る。 

（理由） 

本会計基準案等においては、貸手と借手の会計処理の対称性が確保されておらず、これ

まで以上に連結財務諸表におけるリース取引の会計処理が複雑になることが想定される。

そのため、本会計基準案等の公表を契機として連結リース取引実務指針を廃止することに

合理性がなく、むしろ、貸手のリースがオペレーティング・リースに該当する場合の連結

会社間のリースの会計処理についての説明や設例を税効果やセグメント情報の取扱いも

含めて追加するなど、現状よりも記載を拡充する措置が取られることを要望する。 

連結財務諸表の作成においては、連結会

社相互間の債権と債務の相殺消去、連結会

社間の取引高の相殺消去等により、会計処

理が行われることとなるため、混乱はない

ものと考えられる。 

なお、適用を終了した会計基準等につい

ては適用終了後も委員会のウェブサイト

に引き続き掲載している。 

353) 借入金等

明細表におけ

る記載の範囲

にリース負債

も含めること

になるか確認

したい。 

借入金等明細表における記載の範囲について、本公開草案で新たに計上されるリース負

債も含めることになるか確認したい。 

（理由） 

現行の金融商品時価開示適用指針第5項(5)では、社債、長期借入金、「リース債務」及

びその他の「有利子負債」について、返済予定額の合計額を一定の期間に区分した金額を

注記するとされている。有利子負債が開示の対象となっている点や、有利子負債にリース

債務が含まれる点は、現行の連結財務諸表規則における様式第十号【借入金等明細表】と

借入金等明細表における記載について

は、財務諸表等規則及び連結財務諸表規則

で定められるため、制度を所管する金融庁

に伝える。 
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整合している（様式第十号記載上の注意１）。金融商品時価開示適用指針改正案では、第

5項(5)における「リース債務」という用語を「リース負債」に置き換えることが提案され

ている。 

提案のとおりに金融商品時価開示適用指針を改正する場合、借入金等明細表についても

整合的な改正が行われると想定される。連結財務諸表規則は貴委員会の管轄外であること

は理解しているが、特に平均利率や返済期限の算定について財務諸表作成者における現行

実務の変更が見込まれることから、改正後の借入金等明細表において記載されるリース負

債の開示範囲について確認したい。たとえば、「リース債務」から「リース負債」への用

語の改正のみが行われる場合、現行基準におけるオペレーティング・リース取引を含め、

借入金等明細表に記載されるリース負債の開示範囲が拡大することが想定される。 

354) 日本公認

会計士協会 業

種別監査委員

会報告第 19 号

の改正につい

て、適用の修正

が必要である。

日本公認会計士協会 業種別監査委員会報告第19号「リース業における金融商品会計基

準適用に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」の改正について、以下修正が必要と考

える。 

「2．リース業における負債の包括ヘッジの取扱い」が今回丸ごと削除された一方、 

「5．適用」において、 

「(1) 本報告は、「２．リース業における負債の包括ヘッジの取扱い」を除き、2000年4

月1日以後開始する事業年度から適用する。 

なお、上述2．については、ヘッジ取引のうち2000年４月１日以後開始する最初の事業

年度末までに行ったヘッジ取引契約（ただし、最長契約期間10年以内のものに限る。）に

限り適用することができることとする。」 

と、丸ごと削除された項目について言及されていることから整合しておらず、修正が必

要と考える。 

日本公認会計士協会 業種別監査委員会

報告第 19 号「リース業における金融商品

会計基準適用に関する当面の会計上及び

監査上の取扱い」の改正は、委員会からの

改正依頼によらない日本公認会計士協会

独自の改正であるため、日本公認会計士協

会に伝える。 
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その他の事項 

355) 税法と会

計の一致が図

られるよう関

係省庁等へ働

きかけを行っ

て頂きたい。 

企業の過度な事務負担増を回避するために、今後も、少額リース等の重要性の判断を含

め、税会一致が図られるよう関係省庁等へ働きかけを行っていただきたい。 

委員会では企業会計に関する取扱いを

審議しているため税務の取扱いについて

はコメントする立場にないものの、必要に

応じ、関係省庁の理解のために説明を行っ

ている。 

356) 税務上の

取扱いに関す

る調整をお願

いしたい。 

オペレーティング・リースをオンバランスした場合、会計基準で発生する費用を損金と

して認めるよう調整をはかっていただきたい（ただし、キャッシュが発生していない部分

があり、ハードルが高い可能性はあるが。）。 

同 上 

357) 金融商品

取引法におけ

る単体開示の

あり方につい

て検討をお願

いしたい。 

我が国のリース会計基準が最終化されれば，IFRS及び米国会計基準においてビッグPJと

呼ばれていた会計基準とのコンバージェンスが一段落することになる。 

ここで，あらためて金融商品取引法における単体開示のあり方，必要性について，自分

たちは守備範囲外とか野暮なことは言わずに，ASBJが声を挙げて検討していただきたい。

左記のコメントは、今後の参考とした

い。 

358) 財務会計

人材が少ない

会社でも対応

可能な制度設

計としていた

実際にどの程度の影響があるか測定できていないが、金額基準がどこになるのかが大

きなポイントだと感じている。子会社も適用する必要がある基準であるため、財務人材

が少ない会社でも対応可能な制度設計にしていただきたい。 

本会計基準等は、国際的な比較可能性を

損なわない範囲で代替的な取扱いを定め

る、又は、経過的な措置を定めるなど、実

務に配慮した方策を検討し開発している。 
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論点の項目 コメントの概要 コメントへの対応 

だきたい。 

359) 本公開草

案の公表後の

質問対応を速

やかにお願い

したい。 

本公開草案開示以降のQA対応はできるだけ迅速に行っていただきたい。 本公開草案に寄せられたコメントにつ

いては適宜審議を行っている。また、本会

計基準等の公表後においては実務で判断

されるものであると考えられる。 

360) 用語集に

相当する基準

書の開発をお

願いしたい。 

本会計基準案等はIFRS第16号との整合性を高めるための公開草案となっているが、これ

までの我が国会計基準等における用語法と異なる意味合いの用語や概念が導入されてき

ているものと認識している。 

我が国会計基準等の枠組み内において様々な用語法が乱立している状況にあり、我が国

会計基準等の理解可能性を損ねる阻害要因が存在しているものと憂慮する。今後の基準開

発にあたり、IFRSと同様に「用語集（“Glossary”）」に相当する基準書の開発を検討い

ただきたい。 

左記のコメントは、今後の基準開発にお

いて参考としたい。 

361）会計基準

における記載

をなるべく平

易な表現でお

願いしたい。 

収益認識会計基準の時にも感じたことだが、IFRS の基本的な考えをすべて取り込む姿

勢は極力理解するものの、会計基準の表現を IFRS を和訳しただけのように難解な表現に

すべきではない。より平易な文章に書き替えないと、一般的な事業会社の経理担当者がつ

いていけなくなる。 

IFRS第 16号と整合性を図ることを意図

している場合に、IFRS 第 16 号と異なる表

現を用いると IFRS 第 16 号と異なる定め

であるかのような誤解を生じさせる可能

性がある。このような誤解を生じさせるこ

とを避けるため、本会計基準等では、IFRS

第 16 号の表現を基礎としつつ可能な範囲

で理解可能な表現としている。 

362) 企業会計 企業会計基準の内容（文章）を減らし、より簡潔なものにして、理解しやすいものにす 左記のコメントは、今後の基準開発にお
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基準の内容を

簡素化すべき

である。 

る努力すべきである。 

 近年、会計や監査・保証業務に係る基準書がどんどん分厚くなってきていることに危惧

をおぼえる。 

 欧米の基準書も分厚くなる中でやむを得ない部分がることは分かる。 

 近年、公認会計士の試験を受ける受験者数が頭打ち或いは減少していると聞いている。

自分がこの試験を目指したのは 50 年以上前であるが、当時この業界に必要とされる文献

の量と比較するとあまりにも増加しており、現在の文献の量と同じものを見たときに果た

して自分は会計士試験を受ける気持ちになるかという疑問を感じる。また、日々会計や監

査等の実務に携わる人々がこのような膨大な文献に囲まれ、内容を十分理解する時間があ

るのか、業務に嫌気がささないのか危惧している。 

 逆に基準の読者が大局を見失うことはないのかも心配である。 

いて参考としたい。 

363) 企業会計

基準と企業会

計基準適用指

針を一本化し

て頁数を減ら

すことができ

ないか。 

企業会計基準と企業会計基準適用指針を一本化して頁数を減らせないか。 

 適用指針では会計基準に書いてあることを重複して記載している部分が多く、作成者も

読者も無駄な労力を費やしているのではないか。 

左記のコメントは、今後の基準開発にお

いて参考としたい。 

364) 相互参照

を付すべきで

ある。 

読みやすさを増すため、本文と結論の背景との関係を、クロス・リファレンスをとるよ

うにした方がよいのではないか。 

 読みやすさを増すため、本文と結論の背景との関係を見やすくする努力が必要ではない

か。現状では結論の背景の項番号である BC××には関連する本文の項番号が原則として

左記のコメントは、今後の基準開発にお

いて参考としたい。 
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記載されているが、逆に本文には関連する結論の背景の項番号が付されていない。いちい

ち目次に戻って探したりしているが、本文にも結論の背景の項番号を付し、cross-

reference にした方が読者が理解する上で効率が上がるのではないか。 

関連する結論の背景や会計基準と適用指針相互間で相互参照を付してほしい。 

会計基準と適用指針との区分の論拠が必ずしも明確でなく、また、結論の背景に要求事

項のような定めが散見されている状況であり、現状では関連する定めを網羅的に把握する

のが困難であるためである。 

同 上 

365) 本会計基

準までの間に

本会計基準の

内容について

周知をお願い

したい。 

リース取引は、特定の業種等に偏るものではなく、我が国の法人等が幅広く利用する金

融取引である。そのため、信用金庫も含め多くの対象法人が遺漏なく対応する必要があ

り、本会計基準等が適用されるまでの間、周知徹底の観点から、多方面に個別具体的に解

説いただくなど丁寧なアナウンスを期待したい。 

セミナー等の広報活動を行う際の参考

としたい。 

 

以 上 


